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Ａ．研究目的 

 児童発達支援事業（児童発達支援センターを

含む）と放課後等デイサービスは近年急増し、

その実態解明が喫緊の課題である。本研究は、

児童発達支援事業（児童発達支援センターを含

む）と放課後等デイサービスの業務実態の把握

を行い、現状と課題を検討することを目的とし

た。さらに、その知見をもとに、これらの障害

児支援サービスの質の向上のあり方を解明し、

既存のガイドラインの見直し、および、障害福

祉サービス等の報酬改定に資する成果を示す

ことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、児童発達支援事業、放課後等デイ

サービス事業の事業所に対する質問紙調査、対

象の２事業の代表的な事業所の職員に対する

タイムスタディ調査の２つからなっている。 

 質問紙調査に関しては、児童発達支援事業、

放課後等デイサービス事業を合計すると全国

で 10,135 か所に及ぶため、全体の 2 割を目途

に標本抽出をし、最終的には 1,924 か所に質問

紙を送付した。なお、児童発達支援センターの

うち医療型 105 か所には悉皆調査を実施した。

質問項目は、過去の実態調査結果を十分勘案し、

研究要旨 

児童発達支援事業、放課後等デイサービスに対する質問紙調査から以下の知見を得た。児童発達支援事業

では、医療型および一部の福祉型センターは公立が多く、職員体制の状況は、保育士・児童指導員の配置が

多いこと、3～4歳から併行通園をしている子どもが多いことから、保育所等訪問支援等の地域連携が重要

であることが示された。家族支援は 8割近くの施設で実施されており、支援内容の分析は今後の課題である。

放課後等デイサービスでは、民間立で定員は 10 名以下が多く、週 6回利用している子どももいる一方、週

1～2回の利用が多いことが示された。利用児童の状況は、知的障害・発達障害が多く、小学生が多くみら

れた。 

児童発達支援事業、放課後等デイサービスに対するタイムスタディ調査から以下の知見を得た。放課後等

デイサービスにおける共通業務では送迎の時間が長いことが示された。個別業務では、行動障害への対応（多

動傾向のある児への見守り、声かけ、直接介助）が長く、コミュニケーション（対話）も多いことが示され

た。レクリエーションは放課後等デイサービス、児童発達支援事業とも、集団の方が個別よりも多くみられ

た。ただし、実際の業務を見ると、放課後等デイサービスでは、利用児童の多様性に対応するために、児童

発達支援事業より注意時間・労力がより多く割かれていた。 
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①事業所の属性（設置・運営の背景）、職員体

制、支援内容、②利用者の状況（障害の種別等、

併行通園、サービス利用回数・傾向など）、③

職種の配置、勤務パターン、④関係機関との連

携の実態、といった項目で構成した。調査は、

2015 年 12 月 4 日～2016 年１月 21 日に実施

した。 

 タイムスタディ調査に関しては、児童発達支

援事業（3 か所）、放課後等デイサービス（4

か所）について、職種を勘案して、合計延べ

66 名の職員に対して、実施した。その際、職

員の業務実態、利用者への支援内容について、

業務時間等を把握した。調査は、2015 年 12

月上旬～2016 年２月下旬に実施した。 

 質問紙調査とタイムスタディ調査を通して

得られた知見をもとに、これらのサービスの現

状と課題について考察を行い、今後のあり方に

関する提言をまとめることとした。 

 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査に際しては研究代表者（筑波大

学）、タイムスタディ調査に際しては分担研究

者（熊本大学）の所属機関において、各機関の

研究倫理委員会の承認を得た上で、調査対象者

からの同意を得た上で実施をした。今後の成果

の公表にあたってもプライバシーに十分な配

慮をした上で行うこととした。 

 

Ｃ．研究結果                 

１）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対する質問紙調査 

 677 事業所から回答を得た（回収率 36.1%）。

なお、調査票のうち 50 票は宛所不明で返送さ

れてきたため、こちらは対象から除外した（児

童発達支援事業 24 票、放課後等デイサービス

26 票）。以下、結果を記す。 

・福祉型児童発達支援センターは公立・民間立

が半々で社会福祉法人の経営が、医療型児童発

達支援センターは公立で公営・社会福祉事業団

の経営が、児童発達支援事業は公立民間立が

半々で公営・社会福祉法人の経営が、放課後等

デイサービス、多機能事業所は民間立でＮＰＯ

法人・株式会社の経営が多かった。 

・経営主体が公立の多い医療型児童発達支援セ

ンターを除き、各事業所とも定員を上回る利用

児数を確保することで事業所の維持・運営を行

っていることが示されている。 

・契約児童数／定員は医療型児童発達支援セン

ターのみ契約児童数が定員を下回っており、加

えて、利用実数／利用予定数も医療型児童発達

支援センターは 68.4％と平均の 85.4％より低

く、全体的に利用率が低いことがわかる。 

・診療所に関しては、医療型児童発達支援セン

ターは併設されているが、34 か所のうち 10 ヵ

所は通所利用児以外の診療を行っていなかっ

た。診療所は、福祉型児童発達支援センター、

児童発達支援事業、多機能事業所においても設

置されているところがみられた。 

・児童発達支援管理者は、どの事業形態でも常

勤の正規職員で配置しているところが多かっ

た。 

・保育士は、福祉型児童発達支援センター、医

療型児童発達支援センターで多く、児童指導員

は、福祉型児童発達支援センター、医療型児童

発達支援センター、児童発達支援事業で多かっ

た。 

・児童の直接支援職員については、定員数との

比較では、全事業所の平均は、こども 2.59 人

に対し職員 1 で、配置基準以上に職員が配置さ

れている。 

・医師・看護師・保健師・理学療法士・作業療

法士は医療型児童発達支援センターに、言語聴

覚士・心理指導担当職員は福祉型児童発達支援

センターにそれぞれ多く配置されていた。 

・児童分野の経験年数 5 年以上は福祉型児童発

達支援センター・医療型児童発達支援センタ

ー・児童発達支援事業で多く、放課後等デイサ

ービス・多機能事業所では 5 年未満が多かった。 
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・福祉型児童発達支援センター・医療型児童発

達支援センター・児童発達支援事業において 0

歳代からの利用があり、難聴・肢体不自由児な

ど生後早期に発見される子どもの支援が早期

に開始されていることがうかがわれる。 

・併行通園に関しては、3 歳から始まり 4 歳、

5 歳と年齢とともに併行通園をする児童数が

増えており、事業所種別では、福祉型児童発達

支援センターで 37.9%、医療型児童発達支援セ

ンターで 20.8%、児童発達支援事業で 55.8%

であった。 

・主たる障害については、福祉型児童発達支援

センターは知的障害・発達障害の数が多く、聴

覚障害の子どもの多くが福祉型児童発達支援

センターを利用している。医療型児童発達支援

センターは肢体不自由、重症心身障害が多く、

児童発達支援事業・放課後等デイサービス・多

機能事業所は知的障害、発達障害が多かった。 

・合併症等については、医療型児童発達支援セ

ンターにおいて、気管切開・ネブライザー使

用・酸素使用・吸引・経管栄養などの医療的ケ

アの支援を必要としている子どもの割合が高

いが、実人数で見てみると、放課後等デイサー

ビス・多機能事業所において数多くの医療的ケ

アを要する子どもが在籍している。 

・てんかんはどの事業所においても数が多い。

難聴に関しては、旧難聴幼児通園施設であった

福祉型児童発達支援センターに在籍児が多く、

人工内耳を使用している聴覚障害児の数も福

祉型児童発達支援センターに多いが、放課後等

デイサービス・多機能事業所にも在籍している。 

・人材育成については、学会・研修会などへの

参加、職場内研修会等、今回アンケートに回答

してもらったいずれの事業においても積極的

に行われていた。 

・支援の質の向上のためのチームアプローチや

マニュアルの整備、プロジェクトなど積極的に

行われていた。 

・地域支援・機関連携について、公開セミナー

や研修会の開催、学習会などを行っている事業

所が多く見られた。 

・保護者との情報交換については、送迎時や電

話・メール・連絡帳などを用いていずれの事業

所においても行われている。 

・保護者支援・情報提供に関しては、福祉型児

童発達センター、医療型児童発達支援センター、

児童発達支援事業においては 80％以上、放課

後等デイサービスは約 50％、多機能事業所に

ついては 60％の事業所において実施されてい

る。 

・児童相談所が関わっている児童は 310 人、

社会的養護が必要と考える児童は 552 人であ

り、少なくとも 3.5％の児童が社会的養護を必

要としていた。 

・具体的な家族支援については、関係機関と役

割分担し連絡を取り合っているとの回答が最

も多く、家庭訪問やメンタルヘルス支援、送迎

バスのコースや乗降時間の配慮等、それぞれの

事業所でできる対応が行われている。 

・要保護児童対策地域協議会には約 10％の事

業所が構成メンバーとして参加していた。 

・保育所・幼稚園・認定こども園との連携につ

いては、福祉型児童発達支援センター・医療型

児童発達支援センターの約 95％、児童発達支

援事業の約 75％が連携を行っており、その内

容は、随時個別のケースの情報交換が約 70％、

関係者会議が約 50％、保育所等訪問支援など

の機会を利用してが約 40％であり、定期的な

学習会や定期的なケース会議を行っていると

ころも 10～20％見られた。 

・就学予定先の学校との連携は、福祉型児童発

達支援センター・医療型児童発達支援センター

の約 95％、児童発達支援事業の約 60％でなさ

れており、その主な内容は個別のケースの情報

交換・関係者会議であった。 

・自立支援協議会との連携は、72.7％があると

答えているが、放課後等デイサービスにおいて

は不明が 24.7％と低く自立支援協議会につい
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て認知されていない可能性がある。 

・保育所等訪問支援は、全事業所において、受

託し実施している事業所は約 15％であった。 

・障害児相談支援事業については、全事業所の

25％が指定を受け実施している。 

・放課後等デイサービスの利用者計 12268 名の

うち小学生は 7710 名、中学生は 2589 名、高校

生は 1969 名で、特別支援学校は 6856 名、地域

の学校は 5412 名、内支援学級は 2955 名で、年

齢が上がるとともに、特別支援学校に通う利用

児童が多くなっている。 

・放課後等デイサービスの一般資源の利用状況

については、一部把握・おおよそ把握している

と答えた事業所が 70％であった。 

・放課後等デイサービスについて、自事業所の

平均的な利用日数は 3.17 日、他事業所の利用

日数は 2.47 日であり、他の事業所利用日数を

合わせると、週 4～6日の利用が多い。 

・放課後等デイサービスでの保護者との連絡は

送迎時や連絡帳、電話などが多く、個別に時間

を設定している事業所も数多く見られた。 

・放課後等デイサービスにおける学校との連携

は、行っている事業所が 67.6％、その際に教

育指導計画と個別支援計画を共有したと答え

た事業所が 48％であり、今回アンケートに回

答した事業所においては積極的に学校との連

携を行っていることがうかがえる。 

・放課後等デイサービスにおけるサービス調整

会議などの外部関係者との会議はあると答え

た事業所が 60.5％と多かった。 

 

２）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対するタイムスタディ調査 

対象の職員が所属する事業所は、A 事業所

（延べ 9名、児童発達支援事業）、B事業所（延

べ 9名、放課後等デイサービス）、C事業所（延

べ 8名、児童発達支援事業）、D事業所（延べ 8

名、放課後等デイサービス）、E事業所（延べ 8

名、児童発達支援事業）、F事業所（延べ 16 名、

児童発達支援事業）、G 事業所（延べ 8 名、放

課後等デイサービス）とした。以下結果を示す。 

・子どもたちの様子を見ながら気持ちの高まり

具合を測る、共感のまなざしを投げるなど、児

童発達支援らしい活動が見て取れる。一方、あ

る放課後等デイサービスでは、多動の児に気を

配りながら、その日の活動（書道）の準備を行

い、全体への声かけ、活動支援を行っている様

子が記録されている。墨汁をこぼした後片付け

も記録されている。重症心身障害児への声かけ

も行われている。 

・共通業務として目立つものは、放課後等デイ

サービスにおける送迎業務であった。職員間連

絡は各事業所で行われていた。ケア関連会議は、

調査当日の開催の有無で結果が分かれた。個別

業務を見ると、行動障害への対応（見守り、声

かけ、直接介助）の有無で 2群に分かれた。コ

ミュニケーション（対話）は、放課後等デイサ

ービスの方がより長く行われていた。これは、

多動傾向の児に対する声かけが主と思われる。

コミュニケーション（心理的援助、助言）を見

ると、1つの事業所で他の事業所より長く行わ

れていた。そのためこの事業所で児に対する心

理的援助、助言（共感等）を重視していること

が窺えた。レクリエーション（業務コードの性

格上、児童への個別・集団での支援は、今回は

レクリエーションに分類した。）は、全施設で

集団の方が個別よりも長く行われていた。 

・コミュニケーションの部分を充実させ、作業

療法（今回は直接該当する業務はなかった）に

相当するものとして、個別の遊び・活動（共感、

注意・制止も含む）を項目を増やして設定した。

また、レクリエーションの代わりに、集団での

活動、対人行動の見守り・誘導・共感・注意（制

止も）を多くの項目を費やして設定した。この

コードを用いて解析した結果、延べ 8名の職員

が 10 分以上行った業務のうちの主なものは、

C20（食事直接介助）、C23, 25,（遊び・活動の

誘導、指示）、C48（会話・挨拶）であった。遊
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び・活動の個別フィードバック（C26：励ます、

C27：制止）、遊び・活動の集団フィードバック

（C33：励ます、C34：制止）、集団対人行動フ

ィードバック（C40：励ます、C41：制止）に占

める延べ職員の業務時間を見ると、個別の遊

び・活動においては、職員による子どもへの励

ましが制止を 6.7 倍上回っていた（C26：25.7

分 vs. C27：3.8 分）。集団の遊び・活動では

差はなく（C33：0.8 分 vs. C34：0.5 分）、集

団の対人行動では、制止が励ましを上回ってい

た（C40：0.5 分 vs. C41：6.9 分）。 

 

Ｄ．考察 

１）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対する質問紙調査 

・福祉型児童発達支援センター、医療型児童発

達支援センター、児童発達支援事業は、行政主

導で、すでに通園施設や児童デイサービスとし

て設立運営されていたことから、また、放課後

等デイサービスや多機能事業所は、設置基準の

緩和により、急速に設置されたことから設置・

経営状況に違いが出ていると考えられる。 

・定員が 30～40 名の施設規模が大きな福祉型

児童発達支援センター、医療型児童発達支援セ

ンターは都市部に集中しており、10 名定員の

多い児童発達支援事業、放課後等デイサービス、

多機能事業所は市町村が多く、その地域の発達

支援を担っていると考えられる。 

・福祉型児童発達支援センター、医療型児童発

達支援センターは毎日の生活の場としての利

用が、児童発達支援事業、放課後等デイサービ

ス、多機能事業所は毎日の生活の場としてでは

なく適宜利用されていることがそれぞれ考え

られる。 

・契約児数を増やし、1 日当たりの利用数を増

やせば、事業所の収入は増えるものの職員の負

担は大きくなり、支援の質を維持できるかどう

かが大きな課題と考えられる。 

・非常勤の指導員の配置は、放課後等デイサー

ビス、多機能事業所で多く、これは、放課後と

いう短時間勤務であること、資格要件を要しな

いことが要因だと考えられる。 

・放課後等デイサービスを除く事業所の多くは

2～3 歳からの利用が多く、これは知的障害・

発達障害のある子どもの利用が多いためだと

考えられる。 

・医療的ケアやてんかんなどの緊急時の対応、

難聴に関わる支援などについては、医療機関と

のさらなる連携とともに、職員の研修が必要だ

と考えられる。 

・要保護児童に関する連携機関については、児

童相談所や相談支援事業所、市区町村が多くあ

げられていたが、連携している機関はないと答

えている事業所もあり、その必要性がないのか、

もしくはどう連携していいのかわからないの

か、さらなる調査が必要だと考えられる。 

・放課後等デイサービスの対象児について、一

般資源の利用状況については、肢体不自由と重

症心身障害の児童が中心となって利用してい

る事業所は 40％が把握していないと答えてお

り、実際に利用できていないことが考えられる。 

 

２）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対するタイムスタディ調査 

・今回の調査の解析で、児童発達支援事業、放

課後等デイサービスにおける業務の実際を見

ることができた。全体の解析によって、放課後

等デイサービスで送迎と行動障害への対応が

突出して長いことが見て取れた。特別支援学校

から移動して夕方まで過ごす関係で、学校とい

う大きな集団と放課後等デイサービスという

小さな集団で、児の適応に差があり得ることは

容易に予想できる。今後の課題の一つになると

思われる。放課後等デイサービスの 1事業所に

ついて詳細に見ると、day1 に比べて day2 で行

動障害への対応（B27～29）が 2 倍に増え、心

理的援助（B46）とレクリエーション（集団：

D2）が大きく減少、レクリエーション（個別：
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D6）が 3 倍に増加した。これは、day2 で日常

的にケアを行う職員の出勤が少なかったため、

一部の児の多動傾向が増大したことが原因と

思われる。このようなことは児童発達支援事業

よりも放課後等デイサービスで、より起こりや

すいと思われる。タイムスタディの活用のため

には、児童のケアに特化した業務コードの開発

が望まれる。今回の新たなコードで、その有用

性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

児童発達支援事業、児童発達支援センター、

放課後等デイサービスに対する質問紙調査と

タイムスタディ調査から以下の点が示された。 

１）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対する質問紙調査 

・児童発達支援事業は、医療型および一部の福

祉型センターは公立が多かった。 

・通所支援の状況として、利用契約数/定員は

医療型のみ 1.0 を下回っており、全体的に利用

率が低いことが窺われた。 

・職員体制の状況は、保育士・児童指導員の配

置が多かった。 

・3～4歳から併行通園をしている子どもが多

く、保育所等訪問支援等の地域連携が重要であ

る。 

・家族支援は 8割近くの施設で実施されており、

支援内容について、さらなる分析が必要である。 

・放課後等デイサービスは民間立が多く、定員

は 10 名以下が多い。週 6回利用している子ど

ももいるが、週 1～2回の利用が多かった。 

・利用児童の状況は、知的障害・発達障害が多

く、小学生が多かった。 

・支援内容などは、子どもへの発達支援ととも

に、保護者への支援も見られ、さらなる分析が

必要である。 

２）児童発達支援事業、放課後等デイサービス

に対するタイムスタディ調査 

・児童発達支援事業においては、利用している

障害児の障害特性により、業務内容が異なり、

それに対応した個別的な療育プログラムの提

供にかなりの時間と労力が使われている状況

が把握できた。 

・障害特性に関しては、医療的ケアを必要とす

る場合、難聴児の場合、知的障害をともなわな

い発達障害の場合などに対応するために、状況

に応じて、個別的なプログラムと集団的なプロ

グラムを組み合わせながら支援を行っている

ことが示された。 

・放課後等デイサービスにおいては、児童発達

支援事業と同様に、利用者している障害児の障

害特性により、業務内容が異なり、それに対応

した個別的な療育プログラムの提供にかなり

の時間と労力が使われている状況が把握でき

た。 

・通学している学校におけるプログラム、家庭

における過ごし方などを含めて、障害特性以外

の社会生活的な環境に対応しながら支援プロ

グラムを構成するため、直接的な支援以外の準

備・調整にかなりの時間が必要とされているこ

とも示された。 

・いずれのサービスも、平日、休日、学校の長

期休暇中の場合などの状況により、職員の業務

量の変動が大きいため、今回のタイムスタディ

の知見をより詳細に検討する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

G．研究発表 

特になし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

特になし。 
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（資料１－１） 
障害児支援の現状分析と質の向上に関する研究－質問紙調査の結果と分析 

 
平成 27 年度 障害児支援の現状分析と質の向上に関する研究 調査 

 
調査方法 
児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業を合計すると全国で 10,135 か所に及ぶため、全体の 2 割を目
途に標本抽出をし、最終的には 1,924 か所に質問紙を送付した。なお、児童発達支援センターのうち医療型
105 か所には悉皆調査を実施した。質問項目は、過去の実態調査結果を十分勘案し、①事業所の属性（設置・
運営の背景）、職員体制、支援内容、②利用者の状況（障害の種別等、併行通園、サービス利用回数・傾向な
ど）、③職種の配置、勤務パターン、④関係機関との連携の実態、といった項目で構成した。調査は、2015
年 12 月 4 日～2016 年１月 21 日に実施した。 
 
調査結果 
677 事業所から回答を得た（回収率 36.1%）。なお、調査票のうち 50 票は宛所不明で返送されてきたため、こ
ちらは対象から除外した（児童発達支援事業 24 票、放課後等デイサービス 26 票）。以下、結果を記す。 
 
Ⅰ．通所支援の状況について 
１．通所支援の概況について 
（２）主たる障害が重症心身障害 
 事業種別として、放課後等デイサービス、多機能事業所の順に数が多くなっていた。また、主たる障害が
重症心身障害の施設は多機能事業所の数が多く、割合としても一番高くなっていた。 
 
表Ⅰ-１-２ （事業種別別）主たる障害が重症心身障害者 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

施設数 60 34 98 231 225 25 673 
度数 0 2 11 4 31 3 51 

割合 0.0% 5.9% 11.2% 1.7% 13.8% 12.0% 7.6% 

 
（３）定員 
 定員を平均で見ると、福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターの割合が高くなって
いた。なお、各施設の定員数としては、医療型児童発達支援センターで 31 人から 40 人が、福祉型児童発達
支援センターで 21 人から 30 人が一番多くなっていた。  
 
表Ⅰ-１-３-１ （事業種別別）定員 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 60 34 97 229 220 25 665 
定員計 2013 1197 1688 2381 2728 859 10866 

平均 定員数 33.55 35.21 17.40 10.40 12.40 34.36 16.34 

 
 
 
表Ⅰ-１-３-２ （事業種別別）定員 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

～10 人 0 1 63 218 173 4 459 
11～20 人 10 6 20 11 35 2 84 
21～30 人 34 5 4 0 7 8 58 
31～40 人 7 19 4 0 2 4 36 
41～50 人 7 1 2 0 1 4 15 
51～60 人 0 2 1 0 0 1 4 
61～70 人 0 0 1 0 1 2 4 
71～100 人 1 0 1 0 1 0 3 
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101～140 人 1 0 0 0 0 0 1 
141 人以上 0 0 1 0 0 0 1 
不明 0 0 1 2 5 0 8 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-１-３-３ （事業種別別）定員 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

～10 人 0.0% 2.9% 64.3% 94.4% 76.9% 16.0% 68.2% 
11～20 人 16.7% 17.6% 20.4% 4.8% 15.6% 8.0% 12.5% 
21～30 人 56.7% 14.7% 4.1% 0.0% 3.1% 32.0% 8.6% 
31～40 人 11.7% 55.9% 4.1% 0.0% 0.9% 16.0% 5.3% 
41～50 人 11.7% 2.9% 2.0% 0.0% 0.4% 16.0% 2.2% 
51～60 人 0.0% 5.9% 1.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.6% 
61～70 人 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.4% 8.0% 0.6% 
71～100 人 1.7% 0.0% 1.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.4% 
101～140 人 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 
141 人以上 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 
不明 0.0% 0.0% 1.0% 0.9% 2.2% 0.0% 1.2% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅰ-１-３ （事業種別別）定員 
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（４）所在地・都道府県 
 都道府県別の事業所の所在地については、事業種別によりある程度の違いは見られたが、ほぼ人口規模に
応じた分布となっていた。 
表Ⅰ-１-４-１-１ （事業種別別）所在地・都道府県 度数 
  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

北海道 3 2 4 9 25 0 43 
青森県 1 2 0 8 5 1 17 
岩手県 0 0 2 0 1 0 3 
宮城県 0 0 4 3 4 0 11 
秋田県 1 0 0 1 0 1 3 
山形県 1 1 0 3 1 0 6 
福島県 0 0 2 2 9 0 13 
茨城県 0 0 0 0 0 0 0 
栃木県 0 0 3 1 1 0 5 
群馬県 0 0 0 0 1 0 1 
埼玉県 3 0 5 14 11 0 33 
千葉県 5 4 6 8 8 2 33 
東京都 6 0 12 25 3 0 46 
神奈川県 4 2 3 11 8 2 30 
新潟県 1 0 2 5 2 2 12 
富山県 2 2 1 3 1 1 10 
石川県 0 0 0 0 1 0 1 
福井県 0 0 0 3 1 0 4 
山梨県 0 0 0 1 1 0 2 
長野県 1 0 0 6 2 1 10 
岐阜県 1 2 7 4 5 0 19 
静岡県 0 0 4 12 8 0 24 
愛知県 5 1 9 18 16 2 51 
三重県 0 0 0 0 1 0 1 
滋賀県 0 0 2 3 2 1 8 
京都府 3 1 1 6 3 0 14 
大阪府 2 7 2 19 19 2 51 
兵庫県 1 1 1 6 7 1 17 
奈良県 1 1 0 4 6 0 12 
和歌山県 1 1 1 0 2 0 5 
鳥取県 1 1 2 1 1 1 7 
島根県 0 0 0 0 2 1 3 
岡山県 1 1 1 1 7 0 11 
広島県 4 2 5 12 7 0 30 
山口県 0 0 1 1 2 0 4 
徳島県 0 0 0 1 0 0 1 
香川県 1 1 0 1 0 0 3 
愛媛県 0 0 1 4 3 0 8 
高知県 0 0 0 0 5 0 5 
福岡県 8 1 6 9 5 3 32 
佐賀県 1 0 2 3 0 2 8 
長崎県 0 0 3 3 15 0 21 
熊本県 0 0 2 2 5 1 10 
大分県 0 1 0 2 1 0 4 
宮崎県 1 0 0 0 0 0 1 
鹿児島県 1 0 2 4 6 0 13 
沖縄県 0 0 2 10 11 1 24 
不明 0 0 0 2 1 0 3 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
 
表Ⅰ-１-４-１-２ （事業種別別）所在地・都道府県 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 
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北海道 5.0% 5.9% 4.1% 3.9% 11.1% 0.0% 6.4% 
青森県 1.7% 5.9% 0.0% 3.5% 2.2% 4.0% 2.5% 
岩手県 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.4% 
宮城県 0.0% 0.0% 4.1% 1.3% 1.8% 0.0% 1.6% 
秋田県 1.7% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 4.0% 0.4% 
山形県 1.7% 2.9% 0.0% 1.3% 0.4% 0.0% 0.9% 
福島県 0.0% 0.0% 2.0% 0.9% 4.0% 0.0% 1.9% 
茨城県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
栃木県 0.0% 0.0% 3.1% 0.4% 0.4% 0.0% 0.7% 
群馬県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 
埼玉県 5.0% 0.0% 5.1% 6.1% 4.9% 0.0% 4.9% 
千葉県 8.3% 11.8% 6.1% 3.5% 3.6% 8.0% 4.9% 
東京都 10.0% 0.0% 12.2% 10.8% 1.3% 0.0% 6.8% 
神奈川県 6.7% 5.9% 3.1% 4.8% 3.6% 8.0% 4.5% 
新潟県 1.7% 0.0% 2.0% 2.2% 0.9% 8.0% 1.8% 
富山県 3.3% 5.9% 1.0% 1.3% 0.4% 4.0% 1.5% 
石川県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 
福井県 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.4% 0.0% 0.6% 
山梨県 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.4% 0.0% 0.3% 
長野県 1.7% 0.0% 0.0% 2.6% 0.9% 4.0% 1.5% 
岐阜県 1.7% 5.9% 7.1% 1.7% 2.2% 0.0% 2.8% 
静岡県 0.0% 0.0% 4.1% 5.2% 3.6% 0.0% 3.6% 
愛知県 8.3% 2.9% 9.2% 7.8% 7.1% 8.0% 7.6% 
三重県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 
滋賀県 0.0% 0.0% 2.0% 1.3% 0.9% 4.0% 1.2% 
京都府 5.0% 2.9% 1.0% 2.6% 1.3% 0.0% 2.1% 
大阪府 3.3% 20.6% 2.0% 8.2% 8.4% 8.0% 7.6% 
兵庫県 1.7% 2.9% 1.0% 2.6% 3.1% 4.0% 2.5% 
奈良県 1.7% 2.9% 0.0% 1.7% 2.7% 0.0% 1.8% 
和歌山県 1.7% 2.9% 1.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.7% 
鳥取県 1.7% 2.9% 2.0% 0.4% 0.4% 4.0% 1.0% 
島根県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 4.0% 0.4% 
岡山県 1.7% 2.9% 1.0% 0.4% 3.1% 0.0% 1.6% 
広島県 6.7% 5.9% 5.1% 5.2% 3.1% 0.0% 4.5% 
山口県 0.0% 0.0% 1.0% 0.4% 0.9% 0.0% 0.6% 
徳島県 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 
香川県 1.7% 2.9% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.4% 
愛媛県 0.0% 0.0% 1.0% 1.7% 1.3% 0.0% 1.2% 
高知県 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0% 0.7% 
福岡県 13.3% 2.9% 6.1% 3.9% 2.2% 12.0% 4.8% 
佐賀県 1.7% 0.0% 2.0% 1.3% 0.0% 8.0% 1.2% 
長崎県 0.0% 0.0% 3.1% 1.3% 6.7% 0.0% 3.1% 
熊本県 0.0% 0.0% 2.0% 0.9% 2.2% 4.0% 1.5% 
大分県 0.0% 2.9% 0.0% 0.9% 0.4% 0.0% 0.6% 
宮崎県 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 
鹿児島県 1.7% 0.0% 2.0% 1.7% 2.7% 0.0% 1.9% 
沖縄県 0.0% 0.0% 2.0% 4.3% 4.9% 4.0% 3.6% 
不明 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.4% 0.0% 0.4% 

 
 
（４）所在地・市区町村区分 
 市区町村別の事業所の所在地については、どの事業も市部の割合が高くなっていた。 
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表Ⅰ-１-４-２-１ （事業種別別）所在地・市区町村区分 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

特別区 3 0 7 17 2 0 29 
政令市 16 8 12 37 40 4 117 
中核市 10 12 8 22 25 8 85 
市 26 13 55 131 126 11 362 
町 5 1 14 18 25 2 65 
村 0 0 1 2 3 0 6 
不明 0 0 1 4 4 0 9 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-１-４-２-２ （事業種別別）所在地・市区町村区分 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

特別区 5.0% 0.0% 7.1% 7.4% 0.9% 0.0% 4.3% 
政令市 26.7% 23.5% 12.2% 16.0% 17.8% 16.0% 17.4% 
中核市 16.7% 35.3% 8.2% 9.5% 11.1% 32.0% 12.6% 
市 43.3% 38.2% 56.1% 56.7% 56.0% 44.0% 53.8% 
町 8.3% 2.9% 14.3% 7.8% 11.1% 8.0% 9.7% 
村 0.0% 0.0% 1.0% 0.9% 1.3% 0.0% 0.9% 
不明 0.0% 0.0% 1.0% 1.7% 1.8% 0.0% 1.3% 

 
図Ⅰ-１-４-２ （事業種別別）所在地・市区町村区分 

 
 
（５）設置主体 
 設置主体について、基本的に民間が設置した事業所の割合が高かったが、医療型児童発達支援センターに
ついては市町村立の事業所の割合が高かった。 
 
表Ⅰ-１-５-１ （事業種別別）設置主体 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 
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都道府県立 6 10 6 24 16 4 66 
市町村立 25 20 40 18 24 7 134 
民間立 28 3 42 161 158 14 406 
その他 1 1 8 21 23 0 54 
不明 0 0 2 7 4 0 13 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-１-５-２ （事業種別別）設置主体 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

都道府県立 10.0% 29.4% 6.1% 10.4% 7.1% 16.0% 9.8% 
市町村立 41.7% 58.8% 40.8% 7.8% 10.7% 28.0% 19.9% 
民間立 46.7% 8.8% 42.9% 69.7% 70.2% 56.0% 60.3% 
その他 1.7% 2.9% 8.2% 9.1% 10.2% 0.0% 8.0% 
不明 0.0% 0.0% 2.0% 3.0% 1.8% 0.0% 1.9% 

 
 
 
図Ⅰ-１-５ （事業種別別）設置主体 

 
 
（６）経営主体 
 全体的に見ると社会福祉法人による経営の割合が高いが、事業種別によって異なる傾向にある事業所も見
られた。 
 
表Ⅰ-１-６-１ （事業種別別）経営主体 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

公営 11 14 29 0 14 6 74 
社会福祉法人 36 11 25 52 72 15 211 
社会福祉事業団 8 6 3 1 2 1 21 
社会福祉協議会 1 0 4 4 5 0 14 



14 
 

NPO 法人 0 0 13 68 42 0 123 
社団法人 1 0 2 13 7 0 23 
株式会社 1 0 10 62 48 1 122 
その他 2 3 12 31 35 2 85 
不明 0 0 0 0 0 0 0 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-１-６-２ （事業種別別）経営主体 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

公営 18.3% 41.2% 29.6% 0.0% 6.2% 24.0% 11.0% 
社会福祉法人 60.0% 32.4% 25.5% 22.5% 32.0% 60.0% 31.4% 
社会福祉事業団 13.3% 17.6% 3.1% 0.4% 0.9% 4.0% 3.1% 
社会福祉協議会 1.7% 0.0% 4.1% 1.7% 2.2% 0.0% 2.1% 
NPO 法人 0.0% 0.0% 13.3% 29.4% 18.7% 0.0% 18.3% 
社団法人 1.7% 0.0% 2.0% 5.6% 3.1% 0.0% 3.4% 
株式会社 1.7% 0.0% 10.2% 26.8% 21.3% 4.0% 18.1% 
その他 3.3% 8.8% 12.2% 13.4% 15.6% 8.0% 12.6% 
不明 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
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図Ⅰ-１-６ （事業種別別）経営主体 

 
 
（７）建物所有 
全体的に有償賃貸の割合が高くなっているが、事業種別によってその限りではない傾向も見られた。 

表Ⅰ-１-７-１ （事業種別別）建物所有 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

自己所有 38 19 44 48 88 18 255 
無償賃貸 14 10 11 21 19 5 80 
有償賃貸 3 0 30 159 110 2 304 
その他 4 5 9 3 4 0 25 
不明 1 0 4 0 4 0 9 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅰ-１-７-２ （事業種別別）建物所有 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

自己所有 63.3% 55.9% 44.9% 20.8% 39.1% 72.0% 37.9% 
無償賃貸 23.3% 29.4% 11.2% 9.1% 8.4% 20.0% 11.9% 
有償賃貸 5.0% 0.0% 30.6% 68.8% 48.9% 8.0% 45.2% 
その他 6.7% 14.7% 9.2% 1.3% 1.8% 0.0% 3.7% 
不明 1.7% 0.0% 4.1% 0.0% 1.8% 0.0% 1.3% 

 
図Ⅰ-１-７ （事業種別別）建物所有 



16 
 

 
 
（８）指導室（保育室）の部屋数 
 1、2部屋の割合が高くなっていたが、事業種別によって違いが見られた。 
 
表Ⅰ-１-１-８-１ （事業種別別）指導室（保育室）の部屋数 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

0 0 0 0 1 0 0 1 
1 2 8 28 80 63 3 184 
2 3 6 28 78 62 2 179 
3 10 9 21 38 46 3 127 
4 16 3 7 24 21 7 78 
5 10 5 5 4 11 3 38 
6 5 1 1 2 3 0 12 
7 4 1 3 0 4 3 15 
8 2 0 2 0 2 2 8 
9 3 0 1 0 1 0 5 
10 1 0 0 0 0 0 1 
11 1 0 0 0 1 0 2 
12 0 0 0 0 1 0 1 
13 1 0 1 0 1 0 3 
14 0 0 0 0 0 1 1 
16 1 0 0 0 0 0 1 
不明 1 1 1 4 9 1 17 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅰ-１-１-８-２ （事業種別別）指導室（保育室）の部屋数 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

0 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 



17 
 

1 3.3% 23.5% 28.6% 34.6% 28.0% 12.0% 27.3% 
2 5.0% 17.6% 28.6% 33.8% 27.6% 8.0% 26.6% 
3 16.7% 26.5% 21.4% 16.5% 20.4% 12.0% 18.9% 
4 26.7% 8.8% 7.1% 10.4% 9.3% 28.0% 11.6% 
5 16.7% 14.7% 5.1% 1.7% 4.9% 12.0% 5.6% 
6 8.3% 2.9% 1.0% 0.9% 1.3% 0.0% 1.8% 
7 6.7% 2.9% 3.1% 0.0% 1.8% 12.0% 2.2% 
8 3.3% 0.0% 2.0% 0.0% 0.9% 8.0% 1.2% 
9 5.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.7% 
10 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 
11 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.3% 
12 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.1% 
13 1.7% 0.0% 1.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.4% 
14 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.1% 
16 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 
不明 1.7% 2.9% 1.0% 1.7% 4.0% 4.0% 2.5% 

図Ⅰ-１-１-８ （事業種別別）指導室（保育室）の部屋数 

 
 
（９）設置年 
 2010 年代以降に設置された事業所の割合が半数を超え、その多くが放課後等デイサービスとなっていた。 
表Ⅰ-１-１-９-１ （事業種別別）設置年 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

1960 年代 2 2 1 1 1 1 8 
1970 年代 19 11 6 1 4 2 43 
1980 年代 11 11 6 0 3 1 32 
1990 年代 9 3 9 1 5 1 28 
2000 年代 7 3 22 16 33 8 89 
2010 年代 11 3 47 200 174 12 447 
不明 1 1 7 12 5 0 26 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅰ-１-１-９-２ （事業種別別）設置年 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

1960 年代 3.3% 5.9% 1.0% 0.4% 0.4% 4.0% 1.2% 
1970 年代 31.7% 32.4% 6.1% 0.4% 1.8% 8.0% 6.4% 
1980 年代 18.3% 32.4% 6.1% 0.0% 1.3% 4.0% 4.8% 
1990 年代 15.0% 8.8% 9.2% 0.4% 2.2% 4.0% 4.2% 
2000 年代 11.7% 8.8% 22.4% 6.9% 14.7% 32.0% 13.2% 
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2010 年代 18.3% 8.8% 48.0% 86.6% 77.3% 48.0% 66.4% 
不明 1.7% 2.9% 7.1% 5.2% 2.2% 0.0% 3.9% 

 
図Ⅰ-１-１-９ （事業種別別）設置年 

 
 
（１０）契約児童数 
 1 か所あたりで見ると、福祉型児童発達支援センターの数が一番多くなっていた。 
 
表Ⅰ-１-１-１０-１-１ （事業種別別）契約児童数 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 60 34 98 224 221 25 662 
契約児数 3487 899 4097 6219 7754 1614 24070 
措置児数 6 0 43 169 178 4 400 
契約児数（措置含む） 3493 899 4140 6525 7932 1618 24607 

表Ⅰ-１-１-１０-１-２ （事業種別別）契約児童数 平均 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

契約児数 58.12 26.44 41.81 27.76 35.09 64.56 36.36 
措置児数 0.10 0.00 0.44 0.75 0.81 0.16 0.60 
契約児数（措置含む） 58.22 26.44 42.24 29.13 35.89 64.72 37.17 

（３）定員と（１０）契約児童数 
 放課後等デイサービス、多機能事業所について、契約児童数が定員の 3倍程度となっていた。 
 
表Ⅰ-１-１-１０-２-１ （事業種別別）定員と契約児童数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 60 34 97 222 216 25 654 
定員計 2013 1197 1688 2381 2728 859 10866 
契約児童数計 3493 899 4140 6525 7932 1618 24607 
総契約児童数/総定員 1.74 0.75 2.45 2.74 2.91 1.88 2.26 
※ 有効回答施設数は、定員に回答があり、かつ契約児童数合計の記載がある施設数 
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図Ⅰ-１-１-１０-２-１ （事業種別別）定員と契約児童数 

 
 
 
（１１）曜日別開所数 
 土・日・祝祭日の開所数は平日に比べて少ないが、放課後等デイサービス、多機能事業所については他の
事業所に比べて開所の割合が高くなっていた。 
 
表Ⅰ-１-１-１１-１ （事業種別別）曜日別開所数 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 60 34 97 230 224 25 670 
月 58 34 87 218 209 25 631 
火 60 34 94 225 223 25 661 
水 60 34 93 224 221 25 657 
木 60 34 91 226 221 25 657 
金 60 34 93 227 222 25 661 
土 18 1 31 168 144 5 367 
日 2 0 6 27 19 0 54 
祝祭日 2 0 12 81 67 1 163 
年末年始 0 0 1 6 7 0 14 
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表Ⅰ-１-１-１１-２ （事業種別別）曜日別開所数 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

月 96.7% 100.0% 89.7% 94.8% 93.3% 100.0% 94.2% 
火 100.0% 100.0% 96.9% 97.8% 99.6% 100.0% 98.7% 
水 100.0% 100.0% 95.9% 97.4% 98.7% 100.0% 98.1% 
木 100.0% 100.0% 93.8% 98.3% 98.7% 100.0% 98.1% 
金 100.0% 100.0% 95.9% 98.7% 99.1% 100.0% 98.7% 
土 30.0% 2.9% 32.0% 73.0% 64.3% 20.0% 54.8% 
日 3.3% 0.0% 6.2% 11.7% 8.5% 0.0% 8.1% 
祝祭日 3.3% 0.0% 12.4% 35.2% 29.9% 4.0% 24.3% 
年末年始 0.0% 0.0% 1.0% 2.6% 3.1% 0.0% 2.1% 

 
２．開所日数、契約児数（措置児数を含む）、及び、延べ利用予定数並びに延べ利用実数について 
 平均開所日数は事業所平均で 23.7 日、契約児数は 37.3 日で福祉型児童発達支援センター、児童発達支援
事業が多く、医療型児童発達支援センターと放課後等デイサービスでは少ない傾向にある。利用予定数に対
する利用実数の割合は、放課後等デイサービスが 92.8％、多機能事業所で 90.4％と高い一方で、医療型児童
発達支援センターでは 68.4％であった。 
表Ⅰ-２-１ （事業種別別）開所日数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 58 34 97 217 218 24 648 
開所日数 1,285 718 2,317 5,301 5,176 530 15,327 
平均開所数 22.2 21.1 23.9 24.4 23.7 22.1 23.7 

表Ⅰ-２-２ （事業種別別）契約児数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 60 34 95 219 217 25 650 
契約児数 3,494 900 4,054 6,448 7,727 1,609 24,232 
平均契約児数 58.2 26.5 42.7 29.4 35.6 64.4 37.3 

表Ⅰ-２-３ （事業種別別）利用実数／利用予定数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 32 86 200 196 23 594 
延べ利用予定数 41,200 10,239 21,614 42,892 42,961 12,097 171,003 
延べ利用実数 33,789 7,003 17,073 39,788 38,818 9,536 146,007 

延べ利用実数/予定数 82% 68.4% 79% 92.8% 90.4% 78.8% 85.4% 

 
３．契約（措置を含む）児童の利用形態 
契約児童の利用形態について、福祉型児童発達支援センターが週 5 日利用される割合が高い傾向にあるの

に対して、児童発達支援事業は週 1日利用される割合が高い傾向にあった。 



21 
 

 
表Ⅰ-３-１ （事業種別別）契約児童の利用形態（児童数） 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 34 93 211 204 23 622 
週７日 0 0 1 25 6 0 32 
週６日 245 25 31 209 167 16 693 
週５日 969 229 289 490 448 309 2734 
週４日 109 71 117 404 329 112 1142 
週３日 328 230 222 832 749 69 2430 
週２日 550 207 608 1437 1322 162 4286 
週１日 643 115 1463 1697 2625 526 7069 
週１日未満 461 23 1292 1024 1841 343 4984 

計 3305 900 4023 6118 7487 1537 23370 

 
表Ⅰ-３-２ （事業種別別）契約児童の利用形態（児童数） 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

週７日 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.1% 0.0% 0.1% 
週６日 7.4% 2.8% 0.8% 3.4% 2.2% 1.0% 3.0% 
週５日 29.3% 25.4% 7.2% 8.0% 6.0% 20.1% 11.7% 
週４日 3.3% 7.9% 2.9% 6.6% 4.4% 7.3% 4.9% 
週３日 9.9% 25.6% 5.5% 13.6% 10.0% 4.5% 10.4% 
週２日 16.6% 23.0% 15.1% 23.5% 17.7% 10.5% 18.3% 
週１日 19.5% 12.8% 36.4% 27.7% 35.1% 34.2% 30.2% 
週１日未満 13.9% 2.6% 32.1% 16.7% 24.6% 22.3% 21.3% 

 
図Ⅰ-３ （事業種別別）契約児童の利用形態（児童数） 

 
４．診療所の併設／医師の配置について 
（１）診療所の併設 
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 医療型児童発達支援センターはすべてにおいて診療所が併設されており、通所利用児以外の診療も行われ
る傾向にあった。一方その他の事業種別では、福祉型児童発達支援センターにおいて診療所が設置されてい
るケースが幾分見受けられたが、ほとんどの事業所で診療所が設置されていない傾向にあった。 
 
表Ⅰ-４-１-１ （事業種別別）診療所の併設 度数 

  
福祉
型 

医療
型 

「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その
他 

計 

診療所を併設し、通所利用児以外も診療している 19 24 9 5 20 10 87 
診療所を併設しているが、通所利用児以外の診療は
行っていない 

0 10 1 2 2 0 15 

診療所は併設していない 39 0 85 213 193 14 544 
不明 2 0 3 11 10 1 27 

合計 60 34 98 231 225 25 673 
 
表Ⅰ-４-１-２ （事業種別別）診療所の併設 割合 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その他 計 

診療所を併設し、通所利用児以外も診療している 31.7% 70.6% 9.2% 2.2% 8.9% 40.0% 12.9% 
診療所を併設しているが、通所利用児以外の診療
は行っていない 

0.0% 29.4% 1.0% 0.9% 0.9% 0.0% 2.2% 

診療所は併設していない 65.0% 0.0% 86.7% 92.2% 85.8% 56.0% 80.8% 
不明 3.3% 0.0% 3.1% 4.8% 4.4% 4.0% 4.0% 

 
図Ⅰ-４-１ （事業種別別）診療所の併設 

 
 
（２）医師の配置 
医療型児童発達支援センターでは大半の事業所で医師が常駐しているが、その他の事業種別では福祉型児

童発達支援センター以外は医師がほとんど常駐していなかった。 
 
表Ⅰ-４-２-１ （事業種別別）医師の配置 度数 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その
他 

計 
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常駐している 18 22 8 3 20 10 81 
診療所業務のために嘱託／臨時の医師を配置している 1 9 4 4 4 0 22 
嘱託医、協力医のみ 39 3 79 195 181 13 510 
不明 2 0 7 29 20 2 60 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-４-２-２ （事業種別別）医師の配置 割合 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その他 計 

常駐している 30.0% 64.7% 8.2% 1.3% 8.9% 40.0% 12.0% 
診療所業務のために嘱託／臨時の医師を配置
している 

1.7% 26.5% 4.1% 1.7% 1.8% 0.0% 3.3% 

嘱託医、協力医のみ 65.0% 8.8% 80.6% 84.4% 80.4% 52.0% 75.8% 
不明 3.3% 0.0% 7.1% 12.6% 8.9% 8.0% 8.9% 

 
図Ⅰ-４-２ （事業種別別）医師の配置 

 
 
（３）診療報酬請求（保険医療機関認可） 
 医療型児童発達支援センターは大多数が毎日診療報酬を請求する傾向にあるが、その他事業種別では、福
祉型児童発達支援センター以外は毎日診療報酬を請求している事業所はほとんど見受けられなかった。 
 
表Ⅰ-４-３-１ （事業種別別）診療報酬請求（保険医療機関認可） 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

毎日請求している 19 25 5 5 17 9 80 
嘱託／臨時の医師の勤務日の
み請求している 

1 7 3 2 4 0 17 

請求していない 35 2 78 191 177 13 496 
不明 5 0 12 33 27 3 80 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅰ-４-３-２ （事業種別別）診療報酬請求（保険医療機関認可） 割合 
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  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

毎日請求している 31.7% 73.5% 5.1% 2.2% 7.6% 36.0% 11.9% 
嘱託／臨時の医師の勤務
日のみ請求している 

1.7% 20.6% 3.1% 0.9% 1.8% 0.0% 2.5% 

請求していない 58.3% 5.9% 79.6% 82.7% 78.7% 52.0% 73.7% 
不明 8.3% 0.0% 12.2% 14.3% 12.0% 12.0% 11.9% 

 
図Ⅰ-４-３ （事業種別別）診療報酬請求（保険医療機関認可） 

 
 
５．契約児童の 10 月のレセプト件数、総実日数、医療費総額 
医療型児童発達支援センター及び多機能事業所では一定額の診療報酬を得ていた。 
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表Ⅰ-５-１ 契約児童の 10 月のレセプト件数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 0 32 0 1 4 6 43 
レセプト件数 計 0 760 0 0 294 127 1,181 

平均レセプト件数 0.0 23.8 0.0 0.0 73.5 21.2 27.5 

 
表Ⅰ-５-１ 契約児童の 10 月の総実日数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 0 32 0 1 4 6 43 
総実日 計 0 3,902 0 0 458 910 5,270 

平均総実日 0.0 121.9 0.0 0.0 114.5 151.7 122.6 

 
表Ⅰ-５-１ 契約児童の 10 月の医療費総額 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 0 32 0 1 4 6 43 
医療費総額 計 0 25,660,359 0 0 756,570 3,547,320 29,964,249 

平均医療費総額 0.0 801,886.2 0.0 0.0 189,142.5 591,220.0 696,843.0 

 
表Ⅰ-５-１ 医療型、多機能型の医療費平均収入 

有効回答施設数 36 

総医療費実日数 4360 日  

医療費総額 26,416,929 円  

一日あたりの医療費総額 6,059 円  

 

Ⅱ．職員体制・支援内容について 
１．職員の数と構成 
 福祉型児童発達支援センターでは保育士や児童指導員のような支援スタッフの配置が多くなされている傾
向にあるのに対し、医療型児童発達支援センターでは作業療法士、理学療法士、看護師のようなコメディカ
ルスタッフが多く配置される傾向にあった。 
 
 
 
表Ⅱ-１-１-１ （事業種別別）職員の数と構成 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 58 34 96 223 221 24 656 

1．管理者 

常勤 57 27 84 202.8 200.1 24 594.9 
非常勤 0 3 2 10 9 0 24 
現員 56 30 86 213.8 209.1 24 618.9 
常勤換算 37.3 13.3 46.63 112.1 114.7 14.8 338.83 

2．サービス・
児童発達
支援責任
者 

常勤 59 32 90 193.2 215 34 623.2 
非常勤 0 0 0 4 1 0 5 
現員 58 32 90 197.2 216 34 627.2 
常勤換算 45.7 25.4 60.3 124.9 145.3 28.4 430 

3．保育士 

常勤 309 96 169 111 238.8 115 1038.8 
非常勤 155 55 113.8 72.3 141.74 71 608.84 
現員 452 151 282.8 183.3 380.54 186 1635.64 
常勤換算 332.6 114.1 158.99 107.59 214.35 122 1049.63 
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4．児童指
導員 

常勤 127 40 59 194 177 66 663 
非常勤 49 5 41 184 148 19 446 
現員 176 45 100 378 325 79 1103 
常勤換算 125.9 34.4 66.38 184.3 133.48 56.1 600.56 

5．指導員 

常勤 9 1 54 255.4 214.2 3 536.6 
非常勤 24 1 86.8 493.8 390.5 13 1009.1 
現員 30 2 140.8 749.2 606.7 16 1544.7 
常勤換算 13.4 0.9 68.83 320.755 270.9 6.2 680.985 

6．作業療
法士 

常勤 21 48 6 11 31.2 18 135.2 
非常勤 9 16 17 8 25.5 8 83.5 
現員 31 64 23 19 56.7 26 219.7 
常勤換算 13.8 32.8 8.1 7.4 26.8 10.85 99.75 

7．言語聴
覚士 

常勤 87 27 7 4 44 16 185 
非常勤 21 13 22 3 15.2 6 80.2 
現員 109 40 29 7 59.2 22 266.2 
常勤換算 65.45 17.8 8.8 4.4 32.7 10.2 139.35 

8．理学療
法士 

常勤 20 82 8 1 34 19 164 
非常勤 4 12 24 2 23 5 70 
現員 24 94 32 3 57 24 234 
常勤換算 10.8 57.5 10.21 0.1 13.14 12.4 104.15 

9．医師 

常勤 11 21 2 1 33 15 83 
非常勤 37 46 27 1 24.1 26 161.1 
現員 49 67 29 2 57.1 41 245.1 
常勤換算 11.9075 16.5 1.81 1.1 6.9 6.3 44.5175 

10．看護
師・保健師 

常勤 24 46 13 4 61 21 169 
非常勤 14 22 25 15 47.5 10 133.5 
現員 38 68 38 19 108.5 31 302.5 
常勤換算 15.58 41.9 18.59 7.26 34.25 23.8 141.38 

11．心理指
導担当職
員 

常勤 26 6 5 3 13 13 66 
非常勤 18 4 26 5 19 12 84 
現員 44 10 31 8 32 25 150 
常勤換算 26.3 5.1 9.65 2.9 14.05 5.3 63.3 

12．ケースワ
ーカー・相談
員 

常勤 10 3 5 1 4 8 31 
非常勤 10 0 0 0 5 2 17 
現員 20 3 5 1 9 10 48 
常勤換算 12.5 2.3 3.034 1 2 8.4 29.234 

13．栄養士 

常勤 32 13 2 1 8 15 71 
非常勤 7 4 1 2 3 3 20 
現員 38 17 3 3 11 17 89 
常勤換算 23.8 9.3 3 1 3 6.2 46.3 

14．調理員 

常勤 24 27 0 1 5 21 78 
非常勤 58 37 5 2 23 16 141 
現員 83 64 5 3 28 33 216 
常勤換算 46.35 26.3 2.35 0 8.15 12.2 95.35 

15．送迎運
転手 

常勤 9 8 3 2 19 3 44 
非常勤 34 3 18 45 69 13 182 
現員 43 11 21 47 88 13 223 
常勤換算 21.125 6.1 6.95 10 17.85 9.1 71.125 

16．事務員 常勤 56 47 15 10 44 20 192 



27 
 

非常勤 14 14 9 14 31.74 11 93.74 
現員 70 61 24 24 75.74 31 285.74 
常勤換算 42.63 25.3 13.08 9.1 20.94 13.5 124.55 

17．その他 

常勤 15 9 2 15 14 7 62 
非常勤 28 3 14 8 27 2 82 
現員 43 12 16 23 41 9 144 
常勤換算 25.2 6.3 3.21 8.3 8.8 9 60.81 

合計 

常勤合計 896 533 524 1010.4 1355.3 418 4736.7 

非常勤合計 482 238 431.6 869.1 1003.28 217 3240.98 

現員合計 1364 771 955.6 1880.5 2360.58 621 7952.68 

定勤換算合
計 

870.3425 434.9 488.88 918.305 1088.71 354.75 4155.888 

表Ⅱ-１-１-２ （事業種別別）職員の数と構成 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

1．管理者 

常勤 0.98 0.79 0.88 0.91 0.91 1.00 0.91 
非常勤 0.00 0.09 0.02 0.04 0.04 0.00 0.04 
現員 0.97 0.88 0.90 0.96 0.95 1.00 0.94 
常勤換算 0.64 0.39 0.49 0.50 0.52 0.62 0.52 

2．サービス・
児童発達
支援責任
者 

常勤 1.02 0.94 0.94 0.87 0.97 1.42 0.95 
非常勤 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.01 
現員 1.00 0.94 0.94 0.88 0.98 1.42 0.96 
常勤換算 0.79 0.75 0.63 0.56 0.66 1.18 0.66 

3．保育士 

常勤 5.33 2.82 1.76 0.50 1.08 4.79 1.58 
非常勤 2.67 1.62 1.19 0.32 0.64 2.96 0.93 
現員 7.79 4.44 2.95 0.82 1.72 7.75 2.49 
常勤換算 5.73 3.36 1.66 0.48 0.97 5.08 1.60 

4．児童指
導員 

常勤 2.19 1.18 0.61 0.87 0.80 2.75 1.01 
非常勤 0.84 0.15 0.43 0.83 0.67 0.79 0.68 
現員 3.03 1.32 1.04 1.70 1.47 3.29 1.68 
常勤換算 2.17 1.01 0.69 0.83 0.60 2.34 0.92 

5．指導員 

常勤 0.16 0.03 0.56 1.15 0.97 0.13 0.82 
非常勤 0.41 0.03 0.90 2.21 1.77 0.54 1.54 
現員 0.52 0.06 1.47 3.36 2.75 0.67 2.35 
常勤換算 0.23 0.03 0.72 1.44 1.23 0.26 1.04 

6．作業療
法士 

常勤 0.36 1.41 0.06 0.05 0.14 0.75 0.21 
非常勤 0.16 0.47 0.18 0.04 0.12 0.33 0.13 
現員 0.53 1.88 0.24 0.09 0.26 1.08 0.33 
常勤換算 0.24 0.96 0.08 0.03 0.12 0.45 0.15 

7．言語聴
覚士 

常勤 1.50 0.79 0.07 0.02 0.20 0.67 0.28 
非常勤 0.36 0.38 0.23 0.01 0.07 0.25 0.12 
現員 1.88 1.18 0.30 0.03 0.27 0.92 0.41 
常勤換算 1.13 0.52 0.09 0.02 0.15 0.43 0.21 

8．理学療
法士 

常勤 0.34 2.41 0.08 0.00 0.15 0.79 0.25 
非常勤 0.07 0.35 0.25 0.01 0.10 0.21 0.11 
現員 0.41 2.76 0.33 0.01 0.26 1.00 0.36 
常勤換算 0.19 1.69 0.11 0.00 0.06 0.52 0.16 

9．医師 
常勤 0.19 0.62 0.02 0.00 0.15 0.63 0.13 
非常勤 0.64 1.35 0.28 0.00 0.11 1.08 0.25 
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現員 0.84 1.97 0.30 0.01 0.26 1.71 0.37 
常勤換算 0.21 0.49 0.02 0.00 0.03 0.26 0.07 

10．看護
師・保健師 

常勤 0.41 1.35 0.14 0.02 0.28 0.88 0.26 
非常勤 0.24 0.65 0.26 0.07 0.21 0.42 0.20 
現員 0.66 2.00 0.40 0.09 0.49 1.29 0.46 
常勤換算 0.27 1.23 0.19 0.03 0.15 0.99 0.22 

11．心理指
導担当職
員 

常勤 0.45 0.18 0.05 0.01 0.06 0.54 0.10 
非常勤 0.31 0.12 0.27 0.02 0.09 0.50 0.13 
現員 0.76 0.29 0.32 0.04 0.14 1.04 0.23 
常勤換算 0.45 0.15 0.10 0.01 0.06 0.22 0.10 

12．ケースワ
ーカー・相談
員 

常勤 0.17 0.09 0.05 0.00 0.02 0.33 0.05 
非常勤 0.17 0.00 0.00 0.00 0.02 0.08 0.03 
現員 0.34 0.09 0.05 0.00 0.04 0.42 0.07 
常勤換算 0.22 0.07 0.03 0.00 0.01 0.35 0.04 

13．栄養士 

常勤 0.55 0.38 0.02 0.00 0.04 0.63 0.11 
非常勤 0.12 0.12 0.01 0.01 0.01 0.13 0.03 
現員 0.66 0.50 0.03 0.01 0.05 0.71 0.14 
常勤換算 0.41 0.27 0.03 0.00 0.01 0.26 0.07 

14．調理員 

常勤 0.41 0.79 0.00 0.00 0.02 0.88 0.12 
非常勤 1.00 1.09 0.05 0.01 0.10 0.67 0.21 
現員 1.43 1.88 0.05 0.01 0.13 1.38 0.33 
常勤換算 0.80 0.77 0.02 0.00 0.04 0.51 0.15 

15．送迎運
転手 

常勤 0.16 0.24 0.03 0.01 0.09 0.13 0.07 
非常勤 0.59 0.09 0.19 0.20 0.31 0.54 0.28 
現員 0.74 0.32 0.22 0.21 0.40 0.54 0.34 
常勤換算 0.36 0.18 0.07 0.04 0.08 0.38 0.11 

16．事務員 

常勤 0.97 1.38 0.16 0.04 0.20 0.83 0.29 
非常勤 0.24 0.41 0.09 0.06 0.14 0.46 0.14 
現員 1.21 1.79 0.25 0.11 0.34 1.29 0.44 
常勤換算 0.74 0.74 0.14 0.04 0.09 0.56 0.19 

17．その他 

常勤 0.26 0.26 0.02 0.07 0.06 0.29 0.09 
非常勤 0.48 0.09 0.15 0.04 0.12 0.08 0.13 
現員 0.74 0.35 0.17 0.10 0.19 0.38 0.22 
常勤換算 0.43 0.19 0.03 0.04 0.04 0.38 0.09 

合計 

常勤合計 15.45 15.68 5.46 4.53 6.13 17.42 7.22 

非常勤合計 8.31 7.00 4.50 3.90 4.54 9.04 4.94 

現員合計 23.52 22.68 9.95 8.43 10.68 25.88 12.12 

定勤換算合
計 

15.01 12.79 5.09 4.12 4.93 14.78 6.34 

表Ⅱ-１-２-１ （事業種別別）職員の社会福祉士もしくは精神保健福祉士の有資格者数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 56 31 85 199 189 24 584 
有資格者数 61 13 35 83.3 86.7 28.4 307.4 

平均有資格者数 1.09 0.42 0.41 0.42 0.46 1.18 0.53 

表Ⅱ-１-２-２ （事業種別別）職員の介護福祉士の有資格者数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 56 31 86 204 194 23 594 
有資格者数 38 8 42.5 205 181 31 505.5 
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平均有資格者数 0.68 0.26 0.49 1 0.93 1.35 0.85 

 
２．児童の直接支援職員の数について 
 直接支援職員 1 人が対応する利用児数について、契約児数で見ると医療型児童発達支援センターが一番手
厚くなる傾向にあった。 
 
表Ⅱ-２-１ （事業種別別）定員数との比較表 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 53 33 88 188 186 24 572 
直接支援職員数 646.95 326.7 501.21 915.455 950.5 355.4 3696.215 
定員数 1778 1157 1568 1951 2318 809 9581 
定員数÷直接支援職員数 2.75 3.54 3.13 2.13 2.44 2.28 2.59 

 
表Ⅱ-２-２ （事業種別別）契約児童数との比較 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 53 33 88 184 184 24 566 
直接支援職員数 646.95 326.7 501.21 886.255 938.6 355.4 3655.115 
契約児童数 3123 876 3967 5472 6826 1559 21823 
契約児童数÷直接支援職員数 4.83 2.68 7.91 6.17 7.27 4.39 5.97 

 
３．職員の年齢・性別 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは放課後等デイサービスに比べて 
30 歳代から 50 歳代の女性の常勤職員の数が多い傾向にあった。 
 
表Ⅱ-３-１-１-１ （事業種別別）職員の年齢・性別 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

男 

常
勤 

10 歳代 0 0 0 0 0 0 0 
20 歳代 24 11 14 78 71 15 213 
30 歳代 40 29 22 99 141 15 346 
40 歳代 35 29 22 55 70 20 231 
50 歳代 30 38 12 41.7 70 21 212.7 
60 歳代 12 19.1 6 23 23 6 89.1 
65 歳以上 8.1 3 5 17 17 3 53.1 
合計 149.1 129.1 81 313.7 392 80 1144.9 

非
常
勤 

10 歳代 0 0 0 11 7 0 18 
20 歳代 2 4 11 62 37 5 121 
30 歳代 6 7 5 25 30 0 73 
40 歳代 5 10 10 30 24 2 81 
50 歳代 8 12 8 21 17 0 66 
60 歳代 24 2 12 34 42 4 118 
65 歳以上 15 8 18 31 36 9 117 
合計 60 43 64 214 193 20 594 

女 

常
勤 

10 歳代 0 0 1 0 6 0 7 
20 歳代 190 52 104 178.55 205.5 99 829.05 
30 歳代 179 100 107 124 241.3 84 835.3 
40 歳代 190 138 101 139 225 57 850 
50 歳代 139.1 108.1 74 137 171 55 684.2 
60 歳代 16 8 19 25 89 1 158 
65 歳以上 4 1 4 13 12 2 36 
合計 718.1 407.1 410 616.55 949.8 298 3399.55 
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非
常
勤 

10 歳代 0 0 1 7 16 0 24 
20 歳代 55 10 42 152.5 104 12 375.5 
30 歳代 84.7 32 96 106 190 29 537.7 
40 歳代 144 69 125 215.7 231 59 843.7 
50 歳代 89 40 84 178.5 158 33 582.5 
60 歳代 27.8 12 28 81 54 14 216.8 
65 歳以上 10 1 18 40 30 4 103 
合計 410.5 164 394 780.7 783 151 2683.2 

計 

常
勤 

10 歳代 0 0 1 0 6 0 7 
20 歳代 214 63 118 256.55 276.5 114 1042.05 
30 歳代 219 129 129 223 382.3 99 1181.3 
40 歳代 225 167 123 194 295 77 1081 
50 歳代 169.1 146.1 86 178.7 241 76 896.9 
60 歳代 28 27.1 25 48 112 7 247.1 
65 歳以上 12.1 4 9 30 29 5 89.1 
合計 867.2 536.2 491 930.25 1341.8 378 4544.45 

非
常
勤 

10 歳代 0 0 1 18 23 0 42 
20 歳代 57 14 53 214.5 141 17 496.5 
30 歳代 90.7 39 101 131 220 29 610.7 
40 歳代 149 79 135 245.7 255 61 924.7 
50 歳代 97 52 92 199.5 175 33 648.5 
60 歳代 51.8 14 40 115 96 18 334.8 
65 歳以上 25 9 36 71 66 13 220 
合計 470.5 207 458 994.7 976 171 3277.2 

 
表Ⅱ-３-１-１-２ （事業種別別）職員の年齢・性別 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

男 

常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
20 歳代 0.48 0.37 0.27 0.45 0.46 0.88 0.45 
30 歳代 0.80 0.97 0.43 0.57 0.90 0.88 0.72 
40 歳代 0.70 0.97 0.43 0.32 0.45 1.18 0.48 
50 歳代 0.60 1.27 0.24 0.24 0.45 1.24 0.44 
60 歳代 0.24 0.64 0.12 0.13 0.15 0.35 0.19 
65 歳以上 0.16 0.10 0.10 0.10 0.11 0.18 0.11 
合計 2.98 4.30 1.59 1.80 2.51 4.71 2.40 

非
常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.00 0.10 0.08 0.00 0.06 
20 歳代 0.06 0.24 0.35 0.58 0.44 0.42 0.43 
30 歳代 0.19 0.41 0.16 0.24 0.36 0.00 0.26 
40 歳代 0.16 0.59 0.32 0.28 0.29 0.17 0.29 
50 歳代 0.25 0.71 0.26 0.20 0.20 0.00 0.23 
60 歳代 0.75 0.12 0.39 0.32 0.50 0.33 0.42 
65 歳以上 0.47 0.47 0.58 0.29 0.43 0.75 0.41 
合計 1.88 2.53 2.06 2.02 2.30 1.67 2.11 

女 

常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.01 0.00 0.03 0.00 0.01 
20 歳代 3.33 1.63 1.12 0.86 1.01 4.30 1.35 
30 歳代 3.14 3.13 1.15 0.60 1.19 3.65 1.36 
40 歳代 3.33 4.31 1.09 0.67 1.11 2.48 1.38 
50 歳代 2.44 3.38 0.80 0.66 0.84 2.39 1.11 
60 歳代 0.28 0.25 0.20 0.12 0.44 0.04 0.26 
65 歳以上 0.07 0.03 0.04 0.06 0.06 0.09 0.06 
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合計 12.60 12.72 4.41 2.98 4.68 12.96 5.53 

非
常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.01 0.04 0.09 0.00 0.04 
20 歳代 0.98 0.34 0.54 0.84 0.60 0.57 0.70 
30 歳代 1.51 1.10 1.23 0.59 1.09 1.38 1.00 
40 歳代 2.57 2.38 1.60 1.19 1.33 2.81 1.57 
50 歳代 1.59 1.38 1.08 0.99 0.91 1.57 1.08 
60 歳代 0.50 0.41 0.36 0.45 0.31 0.67 0.40 
65 歳以上 0.18 0.03 0.23 0.22 0.17 0.19 0.19 
合計 7.33 5.66 5.05 4.31 4.50 7.19 4.98 

計 

常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.01 0.00 0.03 0.00 0.01 
20 歳代 3.75 1.97 1.24 1.18 1.30 4.96 1.64 
30 歳代 3.84 4.03 1.36 1.03 1.79 4.30 1.85 
40 歳代 3.95 5.22 1.29 0.89 1.38 3.35 1.70 
50 歳代 2.97 4.57 0.91 0.82 1.13 3.30 1.41 
60 歳代 0.49 0.85 0.26 0.22 0.53 0.30 0.39 
65 歳以上 0.21 0.13 0.09 0.14 0.14 0.22 0.14 
合計 15.21 16.76 5.17 4.29 6.30 16.43 7.13 

非
常
勤 

10 歳代 0.00 0.00 0.01 0.09 0.13 0.00 0.08 
20 歳代 1.02 0.48 0.66 1.12 0.78 0.81 0.89 
30 歳代 1.62 1.34 1.26 0.69 1.22 1.38 1.10 
40 歳代 2.66 2.72 1.69 1.29 1.42 2.90 1.66 
50 歳代 1.73 1.79 1.15 1.04 0.97 1.57 1.16 
60 歳代 0.93 0.48 0.50 0.60 0.53 0.86 0.60 
65 歳以上 0.45 0.31 0.45 0.37 0.37 0.62 0.39 
合計 8.40 7.14 5.73 5.21 5.42 8.14 5.88 

 
表Ⅱ-３-１-２-１ （事業種別別）職員の平均年齢 常勤 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 45 26 71 156 154 11 463 
常勤 平均年齢合計 1773.43 1091.83 2886.8 6090.08 6072.51 439.63 18354.28 
常勤 平均年齢 39.41 41.99 40.66 39.04 39.43 39.97 39.64 

 
表Ⅱ-３-１-２-２ （事業種別別）職員の平均年齢 非常勤 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 44 23 61 134 131 10 403 
非常勤 平均年齢合計 1953.08 1053.6 2659.5 5744.54 5655.7 470.42 17536.84 
非常勤 平均年齢 44.39 45.81 43.6 42.87 43.17 47.04 43.52 
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（２）児童分野の経験年数 
 児童分野の経験年数について、福祉型児童発達支援センター、医療型児童発達支援センター及び児童発達
支援事業では 5 年以上が 5 年未満を上回る傾向にあったが、放課後等デイサービス及び多機能事業所は 5 年
未満が 5年以上を上回る傾向にあった。 
 
表Ⅱ-３-２-１ （事業種別別）児童分野の経験年数 ５年未満人数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 49 26 75 177 180 20 527 
５年未満 人数合計 400 154 288 884.2 932 143 2801.2 
５年未満 人数平均 8.16 5.92 3.84 5 5.18 7.15 5.32 

 
表Ⅱ-３-２-２ （事業種別別）児童分野の経験年数 ５年以上人数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 54 28 81 164 181 20 528 
５年以上 人数合計 713 470 472.8 456 781 270 3162.8 
５年以上 人数平均 13.2 16.79 5.84 2.78 4.31 13.5 5.99 

 
（３）一日の勤務内容と時間 
 各事業種別のうち放課後等デイサービスについて、平均的に他事業種別に比べて送迎の時間は一番長い傾
向にあったが、直接処遇の時間については一番短い傾向にあった。 
表Ⅱ-３-３-１ （事業種別別）一日の勤務内容と時間 送迎（分） 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 49 23 61 197 159 15 504 
送迎 時間計 3,115 1,080 3,385 15,800 11,454 865 35,699 

送迎 平均時間 63.57 46.96 55.49 80.2 72.04 57.67 70.83 

 
表Ⅱ-３-３-２ （事業種別別）一日の勤務内容と時間 直接処遇（分） 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 54 32 89 194 186 20 575 
直接処遇 時間計 16,215 9,465 25,105 37,135 48,005 5,995 141,920 

直接処遇 平均時間 300.28 295.78 282.08 191.42 258.09 299.75 246.82 

 
表Ⅱ-３-３-３ （事業種別別）一日の勤務内容と時間 直接処遇（分） うち個別 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 31 13 62 150 140 13 409 
直接処遇（個別） 時間計 3,165 1,329 5,195 10,765 14,030 1,195 35,679 

直接処遇（個別） 時間平均 102.1 102.25 83.79 71.77 100.21 91.92 87.24 

 
表Ⅱ-３-３-４ （事業種別別）一日の勤務内容と時間 直接処遇（分） うち集団 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 43 22 73 164 155 18 475 
直接処遇（集団） 時間計 10,190 4,915 15,985 19,040 24,350 3,970 78,450 

直接処遇（集団） 時間平均 236.98 223.42 218.97 116.1 157.1 220.56 165.16 

 
表Ⅱ-３-３-５ （事業種別別）一日の勤務内容と時間 療育準備・会議・その他（分） 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後デ

イ 
「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 52 32 87 191 181 21 564 
療育準備・会議・その他 時間計 6,395 4,640 11,940 30,765 23,464 2,665 79,869 
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療育準備・会議・その他 平均時間 122.98 145 137.24 161.07 129.64 126.9 141.61 

 
４．発達支援の内容について 
（１）クラス編成 
 福祉型児童発達支援センターではほぼ全ての事業所でクラス編成がなされていたが、放課後等デイサービ
スでは多くの事業所でクラス編成がなされていない傾向にあった。 
 
表Ⅱ-４-１-１ （事業種別別）クラス編成 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

している 58 29 55 27 66 18 253 
特にしていない 1 5 40 167 150 6 369 
不明 1 0 3 37 9 1 51 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅱ-４-１-２ （事業種別別）クラス編成 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

している 96.7% 85.3% 56.1% 11.7% 29.3% 72.0% 37.6% 
特にしていない 1.7% 14.7% 40.8% 72.3% 66.7% 24.0% 54.8% 
不明 1.7% 0.0% 3.1% 16.0% 4.0% 4.0% 7.6% 

 
図Ⅱ-４-１ （事業種別別）クラス編成 

 
 
（２）クラス編成をしている場合の考え方 
 福祉型児童発達支援センター及び児童発達支援事業では、他の事業種別に比べて年齢や学年でクラス編成
をする割合が高い傾向にあった。 
 
 
表Ⅱ-４-２-１ （事業種別別）クラス編成をしている場合の考え方 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 29 55 26 66 18 251 
年齢・学年など 50 19 45 17 46 11 188 
発達段階 31 14 30 14 44 11 144 
障害状況 29 14 28 11 39 15 136 
その他 8 4 5 4 11 6 38 

合計 118 51 108 46 140 43 506 

 
表Ⅱ-４-２-２ （事業種別別）クラス編成をしている場合の考え方 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 
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年齢・学年など 87.7% 65.5% 81.8% 65.4% 69.7% 61.1% 74.9% 
発達段階 54.4% 48.3% 54.5% 53.8% 66.7% 61.1% 57.4% 
障害状況 50.9% 48.3% 50.9% 42.3% 59.1% 83.3% 54.2% 
その他 14.0% 13.8% 9.1% 15.4% 16.7% 33.3% 15.1% 

 
図Ⅱ-４-２ （事業種別別）クラス編成をしている場合の考え方 

 
 
（３）発達支援の内容 
福祉型児童発達支援センターについては他事業種別に比べて多様なプログラムに基づく支援が提供される

傾向にあった。一方、放課後等デイサービスについてはプログラムの多様性は見られなかったが、学習に関
わる支援やタブレット端末を使用した支援については他事業種別に比べて多く行われる傾向にあった。 
 
 
 
 
 
表Ⅱ-４-３-１ （事業種別別）発達支援の内容 度数 

  
福
祉
型 

医
療
型 

「事
業」 

放課
後デ
イ 

「多機
能」 

その他 計 

有効回答施設数 58 34 94 202 215 25 628 
保育等を中心とした多様な取り組み 54 33 73 81 134 19 394 
言語・コミュニケーションにかかわる支援 55 30 81 151 178 23 518 
食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援 54 33 79 147 158 24 495 
運動機能を向上させるための支援 49 32 80 125 154 23 463 
友達とのかかわりに関する支援 54 32 88 188 188 21 571 
ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援 42 16 55 121 132 18 384 
医療ケアなどを中心とした支援 9 23 13 8 36 9 98 
学習にかかわる支援 17 8 26 118 108 6 283 
タブレット端末などを利用した支援 6 6 7 39 14 3 75 
スケジュール・ワークシステムなどの支援 16 4 25 58 64 11 178 
その他 5 0 3 20 15 2 45 

合計 361 217 530 1,056 1,181 159 3,504 

 
表Ⅱ-４-３-２ （事業種別別）発達支援の内容 割合 
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福祉
型 

医療
型 

「事業」 
放課
後デイ 

「多機
能」 

その他 計 

保育等を中心とした多様な取り組み 93.1% 97.1% 77.7% 40.1% 62.3% 76.0% 62.7% 
言語・コミュニケーションにかかわる支援 94.8% 88.2% 86.2% 74.8% 82.8% 92.0% 82.5% 
食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援 93.1% 97.1% 84.0% 72.8% 73.5% 96.0% 78.8% 
運動機能を向上させるための支援 84.5% 94.1% 85.1% 61.9% 71.6% 92.0% 73.7% 
友達とのかかわりに関する支援 93.1% 94.1% 93.6% 93.1% 87.4% 84.0% 90.9% 
ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへ
の支援 

72.4% 47.1% 58.5% 59.9% 61.4% 72.0% 61.1% 

医療ケアなどを中心とした支援 15.5% 67.6% 13.8% 4.0% 16.7% 36.0% 15.6% 
学習にかかわる支援 29.3% 23.5% 27.7% 58.4% 50.2% 24.0% 45.1% 
タブレット端末などを利用した支援 10.3% 17.6% 7.4% 19.3% 6.5% 12.0% 11.9% 
スケジュール・ワークシステムなどの支援 27.6% 11.8% 26.6% 28.7% 29.8% 44.0% 28.3% 
その他 8.6% 0.0% 3.2% 9.9% 7.0% 8.0% 7.2% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ-４-３ （事業種別別）発達支援の内容 
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（４）行事の実施 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターではほとんどすべての事業所で行事を実施
していたが、放課後等デイサービス及び多機能型事業所ではそれほどではなかった。 
 
表Ⅱ-４-４-１ （事業種別別）行事の実施 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

行事を行っている 58 34 83 173 168 23 539 
特にしていない 1 0 13 39 47 2 102 
不明 1 0 2 19 10 0 32 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
 
 
 
表Ⅱ-４-４-２ （事業種別別）行事の実施 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

行事を行っている 96.7% 100.0% 84.7% 74.9% 74.7% 92.0% 80.1% 
特にしていない 1.7% 0.0% 13.3% 16.9% 20.9% 8.0% 15.2% 
不明 1.7% 0.0% 2.0% 8.2% 4.4% 0.0% 4.8% 
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図Ⅱ-４-４ （事業種別別）行事の実施 

 
 
（５）行事の内容 
 全般的に福祉型児童発達支援センターや医療型児童発達支援センターで多様な行事が実施されている傾向
にあるのに対して、放課後等デイサービスでは比較的実施されていない傾向にあった。 
 
表Ⅱ-４-５-１ （事業種別別）行事の内容 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 58 34 84 171 170 23 540 
入園・卒園式など 52 32 52 15 48 21 220 
運動会 41 25 33 29 34 13 175 
家族参観日 47 21 42 19 33 15 177 
発表会 22 9 21 36 34 10 132 
遠足 49 29 50 96 96 19 339 
収穫祭などのお祭り 18 9 23 51 52 8 161 
交流保育・交流学習など 38 18 40 37 49 10 192 
その他 30 16 36 94 93 9 278 

合計 297 159 297 377 439 105 1674 

 
 
 
 
 
 
 
 
表Ⅱ-４-５-２ （事業種別別）行事の内容 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

入園・卒園式など 89.7% 94.1% 61.9% 8.8% 28.2% 91.3% 40.7% 
運動会 70.7% 73.5% 39.3% 17.0% 20.0% 56.5% 32.4% 
家族参観日 81.0% 61.8% 50.0% 11.1% 19.4% 65.2% 32.8% 
発表会 37.9% 26.5% 25.0% 21.1% 20.0% 43.5% 24.4% 
遠足 84.5% 85.3% 59.5% 56.1% 56.5% 82.6% 62.8% 
収穫祭などのお祭り 31.0% 26.5% 27.4% 29.8% 30.6% 34.8% 29.8% 
交流保育・交流学習など 65.5% 52.9% 47.6% 21.6% 28.8% 43.5% 35.6% 
その他 51.7% 47.1% 42.9% 55.0% 54.7% 39.1% 51.5% 

 
図Ⅱ-４-５ （事業種別別）行事の内容 
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Ⅲ．児童の状況について 
１．契約児数の年齢別所在児数 
 2 歳から 5歳の利用がそれぞれの事業形態で多くなっているが、放課後等デイサービスについては小学生の
利用に集中していた。なお、並行通園については年齢が上がるにつれて利用割合が高まる傾向にあった。 
 
 
 
 
 
 
 
表Ⅲ-１-１ （事業種別別）契約児数の年齢別所在児数 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 
「多機
能」 

その他 計 

有効回答施設数（人数） 58 34 93 185 200 24 594 
有効回答施設数（並行通園児） 41 25 71 13 113 18 281 
0 歳児 44 24 25 0 26 5 124 
0 歳児 内並行通園児 1 0 8 0 2 0 11 
1 歳児 139 145 149 0 121 63 617 
1 歳児 内並行通園児 22 22 23 0 18 3 88 
2 歳児 517 183 626 3 374 183 1886 
2 歳児 内並行通園児 90 21 119 0 86 23 339 
3 歳児 840 203 954 9 650 279 2935 
3 歳児 内並行通園児 327 40 557 7 317 141 1389 
4 歳児 880 171 1076 23 831 349 3330 
4 歳児 内並行通園児 401 52 722 19 507 194 1895 
5 歳児 859 165 1127 18 1024 353 3546 
5 歳児 内並行通園児 422 50 803 16 642 232 2165 
小学生以上 54 0 44 5141 3835 338 9412 

合計 3333 891 4001 5194 6861 1570 21850 
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合計 内並行通園児 1263 185 2232 42 1572 593 5887 

 
表Ⅲ-１-２ （事業種別別）契約児数の年齢別所在児数 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

0 歳児 1.3% 2.7% 0.6% 0.0% 0.4% 0.3% 0.6% 
1 歳児 4.2% 16.3% 3.7% 0.0% 1.8% 4.0% 2.8% 
2 歳児 15.5% 20.5% 15.6% 0.1% 5.5% 11.7% 8.6% 
3 歳児 25.2% 22.8% 23.8% 0.2% 9.5% 17.8% 13.4% 
4 歳児 26.4% 19.2% 26.9% 0.4% 12.1% 22.2% 15.2% 
5 歳児 25.8% 18.5% 28.2% 0.3% 14.9% 22.5% 16.2% 
小学生以上 1.6% 0.0% 1.1% 99.0% 55.9% 21.5% 43.1% 

 
表Ⅲ-１-３ （事業種別別）契約児数の年齢別所在児数 並行通園児 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 

0 歳児 9.1% 0.0% 72.7% 0.0% 18.2% 0.0% 
1 歳児 25.0% 25.0% 26.1% 0.0% 20.5% 3.4% 
2 歳児 26.5% 6.2% 35.1% 0.0% 25.4% 6.8% 
3 歳児 23.5% 2.9% 40.1% 0.5% 22.8% 10.2% 
4 歳児 21.2% 2.7% 38.1% 1.0% 26.8% 10.2% 
5 歳児 19.5% 6.9% 32.5% 0.3% 22.1% 9.5% 

合計 21.5% 3.1% 37.9% 0.7% 26.7% 10.1% 

 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-１ （事業種別別）契約児数の年齢別所在児数 
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２．利用在籍年数別在所児数 
①開設経過年数 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターは他の事業形態と比べて開設経過年数が長
い傾向にあった。 
表Ⅲ-２-１-１ （事業種別別）開設経過年数 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

5 年以下 10 7 50 150 135 10 362 
6～10 年 3 1 15 6 19 4 48 
11～20 年 6 3 7 4 12 2 34 
21～30 年 3 1 2 0 1 1 8 
31～40 年 15 6 3 1 1 0 26 
41 年以上 4 6 3 0 1 2 16 
不明 19 10 18 70 56 6 179 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅲ-２-１-２ （事業種別別）開設経過年数 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

5 年以下 16.7% 20.6% 51.0% 64.9% 60.0% 40.0% 53.8% 
6～10 年 5.0% 2.9% 15.3% 2.6% 8.4% 16.0% 7.1% 
11～20 年 10.0% 8.8% 7.1% 1.7% 5.3% 8.0% 5.1% 
21～30 年 5.0% 2.9% 2.0% 0.0% 0.4% 4.0% 1.2% 
31～40 年 25.0% 17.6% 3.1% 0.4% 0.4% 0.0% 3.9% 
41 年以上 6.7% 17.6% 3.1% 0.0% 0.4% 8.0% 2.4% 
不明 31.7% 29.4% 18.4% 30.3% 24.9% 24.0% 26.6% 

 
図Ⅲ-２-１ （事業種別別）開設経過年数 
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②利用・在籍期間（人数） 
 利用在籍期間については事業種別ごとに大きな違いは見られなかった。 
表Ⅲ-２-２-１ （事業種別別）利用・在籍期間（人数） 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 55 34 88 168 183 23 551 
５ヶ月以内 453 140 744 528 881 215 2961 
６～１１ヶ月 963 202 1040 990 1288 355 4838 
１年０ヶ月～１１ヶ月 803 230 1065 1228 1545 340 5211 
２年０ヶ月～１１ヶ月 522 165 768 1011 931 339 3736 
３年０ヶ月～１１ヶ月 245 106 313 507 658 124 1953 
４年０ヶ月～１１ヶ月 80 47 109 202 301 31 770 
５年０ヶ月～１１ヶ月 43 10 62 56 144 20 335 
６年０ヶ月～１１ヶ月 0 0 47 143 227 41 458 

計 3109 900 4148 4665 5975 1465 20262 

 
表Ⅲ-２-２-２ （事業種別別）利用・在籍期間（人数） 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

５ヶ月以内 8.24 4.12 8.45 3.14 4.81 9.35 5.37 
６～１１ヶ月 17.51 5.94 11.82 5.89 7.04 15.43 8.78 
１年０ヶ月～１１ヶ月 14.60 6.76 12.10 7.31 8.44 14.78 9.46 
２年０ヶ月～１１ヶ月 9.49 4.85 8.73 6.02 5.09 14.74 6.78 
３年０ヶ月～１１ヶ月 4.45 3.12 3.56 3.02 3.60 5.39 3.54 
４年０ヶ月～１１ヶ月 1.45 1.38 1.24 1.20 1.64 1.35 1.40 
５年０ヶ月～１１ヶ月 0.78 0.29 0.70 0.33 0.79 0.87 0.61 
６年０ヶ月～１１ヶ月 0.00 0.00 0.53 0.85 1.24 1.78 0.83 

３．利用開始時点での年齢構成 
 2、3歳からの利用が多い傾向にあった。 
 
表Ⅲ-３-１ （事業種別別）利用開始時点での年齢構成 度数 
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  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 54 34 85 179 179 23 554 
０歳児 212 79 140 0 170 15 616 
１歳児 247 296 440 0 253 110 1346 
２歳児 713 247 1050 8 520 247 2785 
３歳児 986 167 878 18 685 365 3099 
４歳児 534 69 607 24 662 231 2127 
５歳児 319 35 564 26 736 173 1853 
小学生以上 12 0 34 4975 2931 213 8165 

計 3023 893 3713 5051 5957 1354 19991 
＊放課後等デイサービスについては制度上は小学生以上からの利用である。 
 
表Ⅲ-３-２ （事業種別別）利用開始時点での年齢構成 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

０歳児 3.93 2.32 1.65 0.00 0.95 0.65 1.11 
１歳児 4.57 8.71 5.18 0.00 1.41 4.78 2.43 
２歳児 13.20 7.26 12.35 0.04 2.91 10.74 5.03 
３歳児 18.26 4.91 10.33 0.10 3.83 15.87 5.59 
４歳児 9.89 2.03 7.14 0.13 3.70 10.04 3.84 
５歳児 5.91 1.03 6.64 0.15 4.11 7.52 3.34 
小学生以上 0.22 0.00 0.40 27.79 16.37 9.26 14.74 

 
４．他の機関の利用状況について 
（１）並行通園の利用状況 
福祉型児童発達支援センター及び児童発達支援事業で他事業種と比べて利用人数が多くなっていた。 

 
表Ⅲ-４-１ （事業種別別）並行通園の利用状況 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 54 31 86 54 153 24 402 
人数 1,279 126 2,543 28 1,854 609 6,439 

平均人数 23.69 4.06 29.57 0.52 12.12 25.38 16.02 

 
（２）他の機関の利用状況 
 全般的に福祉型児童発達支援センター及び児童発達支援事業が他事業種と比べて利用人数が多い傾向にあ
った。なお、その他の機関の在籍児の通園については、特別支援学校小学部等に在籍する児童の放課後等デ
イサービスの利用割合が他事業種別に比べて高い傾向にあった。 
表Ⅲ-４-２-１ （事業種別別）他の機関の利用状況 他の児童発達支援センター在籍児の通園 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 30 22 50 38 99 17 256 
人数 計 30 40 213 20 224 47 574 

平均人数 1 1.82 4.26 0.53 2.26 2.76 2.24 

表Ⅲ-４-２-２ （事業種別別）他の機関の利用状況 他の児童発達支援事業在籍児の通園 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 38 28 60 39 103 19 287 
人数 計 343 184 528 127 497 161 1,840 

平均人数 9.03 6.57 8.8 3.26 4.83 8.47 6.41 

 
表Ⅲ-４-２-３ （事業種別別）他の機関の利用状況 特別支援学校幼稚部在籍児童児の通園 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 29 16 34 34 56 13 182 
人数 計 48 7 20 43 76 4 198 
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平均人数 1.66 0.44 0.59 1.26 1.36 0.31 1.09 

 
表Ⅲ-４-２-４ （事業種別別）他の機関の利用状況 その他の機関在籍児の通園 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 24 13 26 41 46 9 159 
人数 計 15 6 72 244 103 13 453 

平均人数 0.63 0.46 2.77 5.95 2.24 1.44 2.85 

 
５．契約児数の障害状況および合併症 
（１）主たる障害 
 全般的に知的障害、発達障害の割合が高くなっていたが、医療型児童発達支援センターのみ肢体不自由の
割合が高くなっていた。 
表Ⅲ-５-１-１ （事業種別別）主たる障害 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 58 34 90 191 199 25 597 
知的障害 1830 142 1214 3371 2116 505 9178 
発達障害 629 1 1572 1474 2716 457 6849 
肢体不自由 87 494 148 230 296 119 1374 
聴覚障害 461 2 11 38 144 8 664 
重症心身障害 88 218 137 156 626 129 1354 
その他 55 42 217 101 214 63 692 
不明 34 1 424 58 472 151 1140 

計 3184 900 3723 5428 6584 1432 21251 

 
表Ⅲ-５-１-２ （事業種別別）主たる障害 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

知的障害 57.5% 15.8% 32.6% 62.1% 32.1% 35.3% 43.2% 
発達障害 19.8% 0.1% 42.2% 27.2% 41.3% 31.9% 32.2% 
肢体不自由 2.7% 54.9% 4.0% 4.2% 4.5% 8.3% 6.5% 
聴覚障害 14.5% 0.2% 0.3% 0.7% 2.2% 0.6% 3.1% 
重症心身障害 2.8% 24.2% 3.7% 2.9% 9.5% 9.0% 6.4% 
その他 1.7% 4.7% 5.8% 1.9% 3.3% 4.4% 3.3% 
不明 1.1% 0.1% 11.4% 1.1% 7.2% 10.5% 5.4% 
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図Ⅲ-５-１-２ （事業種別別）主たる障害 

 
 
（２）合併症 
事業種別を問わずてんかんが高い割合を示していた。 

表Ⅲ-５-２ （事業種別別）合併症 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その
他 

計 

有効回答施設数 46 32 66 152 153 24 473 

内部障害 
（医療的ケ

ア） 

循環器系（心疾患など） 54 39 30 31 50 6 210 

呼
吸
器
系 

人工呼吸器（口鼻マスクによる人
工呼吸含む） 

4 15 12 4 40 11 86 

気管切開 22 55 32 17 118 23 267 
鼻咽頭エアウェイ 0 3 4 1 7 1 16 
ネブライザー使用 13 28 19 8 79 13 160 
酸素使用 10 35 23 4 55 21 148 
痰などの吸引 50 103 52 35 213 49 502 

消
化
器
系 

経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう） 29 128 71 38 272 61 599 

誤嚥が多い 6 58 18 22 108 10 222 

泌尿器系（導尿など） 3 11 13 11 21 13 72 
中心静脈栄養 1 0 0 0 2 0 3 

てんかん 
発作があり緊急対応など生活に支障あり 33 65 18 84 143 23 366 
発作はあるが生活に概ね支障なし 85 132 100 469 438 111 1335 
発作はない 37 147 97 305 198 193 977 

視覚障害 
斜視・弱視等 36 100 54 80 138 31 439 
光覚のみ・盲等 5 14 13 29 42 27 130 

聴覚障害 補聴器等装用 302 35 44 54 137 21 593 

計 690 968 600 1192 2061 614 6125 

（３）聴覚障害のあるすべての児童、および主たる障害が発達障害の児童について 
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①「聴覚障害のあるすべての児童」について 
ⅰ）新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児 
他事業種別に比べて福祉型児童発達支援センターで高い割合を示していた。 

表Ⅲ-５-３-１-１ （事業種別別）新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答数 30 20 36 58 69 12 225 
人数 305 9 18 24 117 5 478 

平均人数 10.17 0.45 0.50 0.41 1.70 0.42 2.12 

 
ⅱ）人工内耳を使用している聴覚障害児 
他事業種別に比べて福祉型児童発達支援センターで高い割合を示していた。 
表Ⅲ-５-３-１-２ （事業種別別）人工内耳を使用している聴覚障害児数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答数 33 23 36 64 75 13 244 
人数 140 1 7 24 32 4 208 

平均人数 4.24 0.04 0.19 0.38 0.43 0.31 0.85 

 
ⅲ）聴覚障害児のうち視覚障害を伴う児童 
 他事業種別に比べて医療型児童発達支援センターで高い割合が示されていた。 
表Ⅲ-５-３-１-３ （事業種別別）聴覚障害児のうち視覚障害を伴う児童数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答数 32 22 36 62 71 15 238 
人数 3 11 5 5 19 4 47 

平均人数 0.09 0.50 0.14 0.08 0.27 0.27 0.20 

 
②主たる障害が発達障害を伴う児童について 
ⅰ）発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 
 他の事業種別に比べて、医療型児童発達支援センターで実施している割合が高くなっていた。 
表Ⅲ-５-３-２-１-１ （事業種別別）発達障害 児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

している 25 8 34 49 69 10 195 
していない 13 3 23 64 44 6 153 

合計 38 11 57 113 113 16 348 

 
表Ⅲ-５-３-２-１-２ （事業種別別）発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

している 65.8% 72.7% 59.6% 43.4% 61.1% 62.5% 56.0% 
していない 34.2% 27.3% 40.4% 56.6% 38.9% 37.5% 44.0% 
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図Ⅲ-５-３-２-１ （事業種別別）発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 

 
 
ⅱ）個別指導をしている職種 
 保育士や児童指導員が個別指導をしている割合が他の事業種別に比べて放課後等デイサービスで高くなっ
ていた。一方、言語聴覚士については福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターで個別
指導をしている割合が他の事業種別に比べて高くなっていた。 
 
表Ⅲ-５-３-２-２-１ （事業種別別）個別指導をしている職種 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 29 12 35 53 84 11 224 
保育士・児童指導員 13 3 24 43 65 8 156 
心理職 6 0 9 8 14 2 39 
言語聴覚士 23 11 18 7 22 5 86 
その他の職種 1 1 3 12 15 1 33 

計 43 15 54 70 116 16 314 

 
表Ⅲ-５-３-２-２-２ （事業種別別）個別指導をしている職種 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

保育士・児童指導員 30.2% 20.0% 44.4% 61.4% 56.0% 50.0% 49.7% 
心理職 14.0% 0.0% 16.7% 11.4% 12.1% 12.5% 12.4% 
言語聴覚士 53.5% 73.3% 33.3% 10.0% 19.0% 31.3% 27.4% 
その他の職種 2.3% 6.7% 5.6% 17.1% 12.9% 6.3% 10.5% 
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図Ⅲ-５-３-２-２ （事業種別別）個別指導をしている職種 

 
 
（４）医療的ケア 
ⅰ）実施状況 
 医療型児童発達支援センターのほとんどで医療的ケアが実施されていたが、他事業種別ではそれほどの割
合ではなく、特に放課後等デイサービスではその割合が低くなっていた。 
 
表Ⅲ-５-４-１-１ （事業種別別）医療的ケアの実施状況 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

実施している 21 30 21 24 54 14 164 
実施していない 32 4 67 142 126 11 382 
不明 7 0 10 65 45 0 127 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅲ-５-４-１-２ （事業種別別）医療的ケアの実施状況 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

実施している 35.0% 88.2% 21.4% 10.4% 24.0% 56.0% 24.4% 
実施していない 53.3% 11.8% 68.4% 61.5% 56.0% 44.0% 56.8% 
不明 11.7% 0.0% 10.2% 28.1% 20.0% 0.0% 18.9% 

 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-５-４-１ （事業種別別）医療的ケアの実施状況 
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ⅱ）実施者 
 医療的ケアについては医療型児童発達支援センターで自施設の看護師が実施している割合が他の事業種別
に比べて高くなっていたが、同時に付き添い家族が実施する割合も高くなっていた。 
 
表Ⅲ-５-４-２-１ （事業種別別）医療的ケアの実施者 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

有効回答施設数 20 27 18 22 47 14 148 
他の診療所の看護師が実施し、医療連
携体制加算を請求する 

1 0 3 2 3 1 10 

自施設の看護師が実施し、医療連携
体制加算は請求しない 

15 25 14 16 40 11 121 

看護師の指導により介護職員が実施し
医療連携体制加算を請求する 

0 0 1 0 1 1 3 

看護師の指導により介護職員が実施す
るが医療連携体制加算は請求しない 

0 1 2 4 5 1 13 

付き添い家族が実施する 6 13 3 3 4 3 32 
その他（医師等）が実施する 4 6 1 0 3 1 15 

合計 26 45 24 25 56 18 194 

 
 
 
 
 
 
 
表Ⅲ-５-４-２-２ （事業種別別）医療的ケアの実施者 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

他の診療所の看護師が実施し、医療連
携体制加算を請求する 

5.0% 0.0% 16.7% 9.1% 6.4% 7.1% 6.8% 

自施設の看護師が実施し、医療連携
体制加算は請求しない 

75.0% 92.6% 77.8% 72.7% 85.1% 78.6% 81.8% 
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看護師の指導により介護職員が実施し
医療連携体制加算を請求する 

0.0% 0.0% 5.6% 0.0% 2.1% 7.1% 2.0% 

看護師の指導により介護職員が実施す
るが医療連携体制加算は請求しない 

0.0% 3.7% 11.1% 18.2% 10.6% 7.1% 8.8% 

付き添い家族が実施する 30.0% 48.1% 16.7% 13.6% 8.5% 21.4% 21.6% 
その他（医師等）が実施する 20.0% 22.2% 5.6% 0.0% 6.4% 7.1% 10.1% 

 
図Ⅲ-５-４-２ （事業種別別）医療的ケアの実施状況 

 
 
ⅲ）介護職員等のたんの吸引等の研修について 
（１）特定利用者への吸引などの研修（9時間) 
 すべての事業種別でほとんど受けていないとされる傾向にあった。 
 
表Ⅲ-５-４-３-１-１ （事業種別別）特定利用者への吸引などの研修（9時間)  受講有無 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

受けた 2 1 4 6 15 0 28 
まだ受けていない 20 26 21 37 57 15 176 
不明 38 7 73 188 153 10 469 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
 
表Ⅲ-５-４-３-１-２ （事業種別別）特定利用者への吸引などの研修（9時間)  受講有無 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

受けた 3.3% 2.9% 4.1% 2.6% 6.7% 0.0% 4.2% 
まだ受けていない 33.3% 76.5% 21.4% 16.0% 25.3% 60.0% 26.2% 
不明 63.3% 20.6% 74.5% 81.4% 68.0% 40.0% 69.7% 

 
図Ⅲ-５-４-３-１ （事業種別別）特定利用者への吸引などの研修（9時間) 受講有無 
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（２）非特定利用者への吸引などの研修（50 時間） 
すべての事業種別でほとんど受けていないとされる傾向にあった。 

 
表Ⅲ-５-４-３-２-１ （事業種別別）非特定利用者への吸引などの研修（50時間） 受講有無 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

受けた 3 1 1 5 8 1 19 
まだ受けていない 19 25 24 39 61 14 182 
不明 38 8 73 187 156 10 472 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅲ-５-４-３-２-２ （事業種別別）非特定利用者への吸引などの研修（50時間） 受講有無 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

受けた 5.0% 2.9% 1.0% 2.2% 3.6% 4.0% 2.8% 
まだ受けていない 31.7% 73.5% 24.5% 16.9% 27.1% 56.0% 27.0% 
不明 63.3% 23.5% 74.5% 81.0% 69.3% 40.0% 70.1% 

 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ-５-４-３-２ （事業種別別）非特定利用者への吸引などの研修（50 時間） 受講有無 
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（３）今後受ける予定 
 すべての事業種別で受ける予定はないとされる傾向にあった。 
表Ⅲ-５-４-３-３-１ （事業種別別）たんの吸引等の研修について今後受ける予定 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

ある 5 2 5 12 15 3 42 
ない 17 25 18 32 54 12 158 
不明 38 7 75 187 156 10 473 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅲ-５-４-３-３-２ （事業種別別）たんの吸引等の研修について今後受ける予定 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

ある 8.3% 5.9% 5.1% 5.2% 6.7% 12.0% 6.2% 
ない 28.3% 73.5% 18.4% 13.9% 24.0% 48.0% 23.5% 
不明 63.3% 20.6% 76.5% 81.0% 69.3% 40.0% 70.3% 

図Ⅲ-５-４-３-３ （事業種別別）たんの吸引等の研修について今後受ける予定 

 
Ⅳ 現在提供しているサービスの質の向上のために取り組んでいること 
１． 人材育成 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは他事業種別に比べて人材育成の機会が
提供される傾向にあったが、放課後等デイサービスでは低い傾向にあった。 
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表Ⅳ-１-１ （事業種別別）人材育成 度数 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その
他 

計 

有効回答施設数 57 34 96 213 214 25 639 
①学会や研修会などへの参加 57 34 85 175 187 24 562 
②職場内研修会を開いている。 55 30 77 169 178 21 530 
③ケース会議などを通じた職場内研修を行っている。 53 31 81 172 174 22 533 
④「自発的な研修」を支援するシステムを持っている。 26 6 32 61 62 7 194 
⑤その他 2 0 5 15 4 2 28 

合計 193 101 280 592 605 76 1847 

 
表Ⅳ-１-２ （事業種別別）人材育成 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

①学会や研修会などへの参加 100.0% 100.0% 88.5% 82.2% 87.4% 96.0% 87.9% 
②職場内研修会を開いている。 96.5% 88.2% 80.2% 79.3% 83.2% 84.0% 82.9% 
③ケース会議などを通じた職場内研
修を行っている。 

93.0% 91.2% 84.4% 80.8% 81.3% 88.0% 83.4% 

④「自発的な研修」を支援するシス
テムを持っている。 

45.6% 17.6% 33.3% 28.6% 29.0% 28.0% 30.4% 

⑤その他 3.5% 0.0% 5.2% 7.0% 1.9% 8.0% 4.4% 

 
図Ⅳ-１ （事業種別別）人材育成 

 
２．支援の質の向上について 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターで他の事業種別に比べて取り組みがなされ
るのが強い傾向にあった。 
 
表Ⅳ-２-１ （事業種別別）支援の質の向上 度数 

  
福祉
型 

医療
型 

「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その
他 

計 

有効回答施設数 56 33 92 202 202 24 609 
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① 個別支援計画等を通じてこども・家族支援を多職
種・グループで検討している。 

54 32 87 184 176 23 556 

②人権や感染症などのマニュアルの整備に努めている。 42 28 64 131 137 23 425 
③質の向上のためのプロジェクトや会議を持っている。 33 11 44 109 88 14 299 
④その他 2 1 2 7 8 0 20 

合計 131 72 197 431 409 60 1300 

 
表Ⅳ-２-２ （事業種別別）支援の質の向上 割合 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その他 計 

①個別支援計画等を通じてこども・家族支援を多職
種・グループで検討している。 

96.4% 97.0% 94.6% 91.1% 87.1% 95.8% 91.3% 

②人権や感染症などのマニュアルの整備に努めている。 75.0% 84.8% 69.6% 64.9% 67.8% 95.8% 69.8% 
③質の向上のためのプロジェクトや会議を持っている。 58.9% 33.3% 47.8% 54.0% 43.6% 58.3% 49.1% 
④その他 3.6% 3.0% 2.2% 3.5% 4.0% 0.0% 3.3% 

 
 
図Ⅳ-２ （事業種別別）支援の質の向上 

 
 
３．地域支援・機関連携 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターで他の事業種別に比べて取り組みがなされ
るのが強い傾向にあった。 
 
表Ⅳ-３-１ （事業種別別）地域支援・機関連携 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

有効回答施設数 49 22 58 99 118 19 365 
①公開セミナーや研修会を開催している。 36 13 32 48 53 12 194 
② 行政などほかの機関からの依頼で研

修会などを開催している。 
28 11 20 30 37 9 135 

③ 自発的にグループを作り、関係者と学
習会を行っている。 

23 8 19 56 49 9 164 



54 
 

④その他 8 2 10 13 22 0 55 

合計 95 34 81 147 161 30 548 

 
表Ⅳ-３-２ （事業種別別）地域支援・機関連携 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

①公開セミナーや研修会を開催している。 73.5% 59.1% 55.2% 48.5% 44.9% 63.2% 53.2% 
②行政などほかの機関からの依頼で研修
会などを開催している。 

57.1% 50.0% 34.5% 30.3% 31.4% 47.4% 37.0% 

③自発的にグループを作り、関係者と学習
会を行っている。 

46.9% 36.4% 32.8% 56.6% 41.5% 47.4% 44.9% 

④その他 16.3% 9.1% 17.2% 13.1% 18.6% 0.0% 15.1% 

 
 
図Ⅳ-３ （事業種別別）地域支援・機関連携 

 
 

Ⅴ 家族支援について 
１． 保護者との情報交換 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは保護者同伴での通園時に情報交換がな
される傾向が他事業種別に比べて高くなっているが、放課後等デイサービスでは保護者や事業所による送迎
時になされる傾向が高くなっていた。 
 
表Ⅴ-１-１ （事業種別別）保護者との情報交換 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 59 34 90 207 210 25 625 
①保護者同伴での通園時 47 34 60 41 98 20 300 
②保護者による送迎時 37 9 45 157 151 18 417 
③事業所による送迎時 22 7 24 165 128 6 352 
④電話 41 21 56 138 143 14 413 
⑤メール等 12 3 12 77 60 3 167 
⑥連絡帳 46 19 58 165 157 22 467 
⑦個別に時間を設定 36 18 52 73 84 17 280 
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⑧その他 9 2 4 12 10 2 39 

合計 250 113 311 828 831 102 2435 

 
表Ⅴ-１-２ （事業種別別）保護者との情報交換 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

①保護者同伴での通園時 79.7% 100.0% 66.7% 19.8% 46.7% 80.0% 48.0% 
②保護者による送迎時 62.7% 26.5% 50.0% 75.8% 71.9% 72.0% 66.7% 
③事業所による送迎時 37.3% 20.6% 26.7% 79.7% 61.0% 24.0% 56.3% 
④電話 69.5% 61.8% 62.2% 66.7% 68.1% 56.0% 66.1% 
⑤メール等 20.3% 8.8% 13.3% 37.2% 28.6% 12.0% 26.7% 
⑥連絡帳 78.0% 55.9% 64.4% 79.7% 74.8% 88.0% 74.7% 
⑦個別に時間を設定 61.0% 52.9% 57.8% 35.3% 40.0% 68.0% 44.8% 
⑧その他 15.3% 5.9% 4.4% 5.8% 4.8% 8.0% 6.2% 
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図Ⅴ-１ （事業種別別）保護者との情報交換 

  
２． 保護者支援・情報提供など 
（１） 保護者支援・情報交換などの実施 
福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは他事業種別に比べて実施されている割

合が高かったが、放課後等デイサービスでは実施されている割合が低かった。 
 
表Ⅴ-２-１-１ （事業種別別）保護者支援・情報交換などの実施 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

実施していない 7 4 17 85 68 3 184 
実施している 51 30 78 121 144 21 445 
不明 2 0 3 25 13 1 44 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅴ-２-１-２ （事業種別別）保護者支援・情報交換などの実施 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

実施していない 11.7% 11.8% 17.3% 36.8% 30.2% 12.0% 27.3% 
実施している 85.0% 88.2% 79.6% 52.4% 64.0% 84.0% 66.1% 
不明 3.3% 0.0% 3.1% 10.8% 5.8% 4.0% 6.5% 
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図Ⅴ-２-１ （事業種別別）保護者支援・情報交換などの実施 

 
 
（２）保護者支援等の形態 
福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは他の事業種別に比べて多様な保護者支

援が行われているが、放課後等デイサービスではそれほど多くはなされていなかった。 
表Ⅴ-２-１-１ （事業種別別）保護者支援等の形態 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 34 85 140 171 23 510 
①講演会・学習会などの開催 50 30 54 51 73 19 277 
②懇談等を通じた研修 37 21 35 45 47 13 198 
③親子通園によるかかわり方などの支援 49 30 45 7 61 16 208 
④ペアレントトレーニング等の実施 18 8 17 15 25 8 91 
⑤個別的訓練の実施や指導方法の学
習会等の開催 

28 27 23 13 43 8 142 

⑥カウンセリング等の時間を持つ 22 11 29 44 50 10 166 
⑦保護者同士の交流会の実施 41 24 58 54 83 18 278 
⑧保護者会等への支援 34 21 30 38 46 10 179 
⑨父親を対象とした支援プログラムの実
施 

15 4 8 1 11 5 44 

⑩その他 8 1 13 22 25 2 71 

合計 302 177 312 290 464 109 1654 

表Ⅴ-２-１-２ （事業種別別）保護者支援等の形態 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

①講演会・学習会などの開催 87.7% 88.2% 63.5% 36.4% 42.7% 82.6% 54.3% 
②懇談等を通じた研修 64.9% 61.8% 41.2% 32.1% 27.5% 56.5% 38.8% 
③親子通園によるかかわり方などの支援 86.0% 88.2% 52.9% 5.0% 35.7% 69.6% 40.8% 
④ペアレントトレーニング等の実施 31.6% 23.5% 20.0% 10.7% 14.6% 34.8% 17.8% 
⑤個別的訓練の実施や指導方法の学習
会等の開催 

49.1% 79.4% 27.1% 9.3% 25.1% 34.8% 27.8% 

⑥カウンセリング等の時間を持つ 38.6% 32.4% 34.1% 31.4% 29.2% 43.5% 32.5% 
⑦保護者同士の交流会の実施 71.9% 70.6% 68.2% 38.6% 48.5% 78.3% 54.5% 
⑧保護者会等への支援 59.6% 61.8% 35.3% 27.1% 26.9% 43.5% 35.1% 
⑨父親を対象とした支援プログラムの実施 26.3% 11.8% 9.4% 0.7% 6.4% 21.7% 8.6% 
⑩その他 14.0% 2.9% 15.3% 15.7% 14.6% 8.7% 13.9% 

図Ⅴ-２-１ （事業種別別）保護者支援等の形態 
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（３）保護者支援等の実施目的 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターでは他の事業種別に比べて保護者支援の目
的が明確になっているが、放課後等デイサービスではその割合は低くなっていた。 
表Ⅴ-２-１-１ （事業種別別）保護者支援等の実施目的 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 34 84 139 171 23 508 
①子どもの成長発達の理解の一貫として 56 33 78 112 140 23 442 
②事業所・センターと家庭の一貫した療育
による効果 

52 29 63 71 105 21 341 

③親同士の交流 49 29 64 54 93 20 309 
④良好な親子関係の育成 51 29 66 68 104 22 340 
⑤育児不安の軽減 50 33 77 95 124 22 401 
⑥介助の手伝い 7 11 8 11 16 2 55 
⑦医療的ケアの実施を家族に委ねる 4 5 5 3 7 2 26 
⑧虐待の予防 34 14 42 38 71 11 210 
⑨子どもの考えを伝える 27 18 40 55 77 11 228 
⑩その他 1 1 1 6 6 0 15 

合計 331 202 444 513 743 134 2367 

表Ⅴ-２-１-２ （事業種別別）保護者支援等の実施目的 割合 

  福祉型 医療型 
「事
業」 

放課後
デイ 

「多機
能」 

その他 計 

①子どもの成長発達の理解の一貫として 98.2% 97.1% 92.9% 80.6% 81.9% 100.0% 87.0% 



59 
 

②事業所・センターと家庭の一貫した療育によ
る効果 

91.2% 85.3% 75.0% 51.1% 61.4% 91.3% 67.1% 

③親同士の交流 86.0% 85.3% 76.2% 38.8% 54.4% 87.0% 60.8% 
④良好な親子関係の育成 89.5% 85.3% 78.6% 48.9% 60.8% 95.7% 66.9% 
⑤育児不安の軽減 87.7% 97.1% 91.7% 68.3% 72.5% 95.7% 78.9% 
⑥介助の手伝い 12.3% 32.4% 9.5% 7.9% 9.4% 8.7% 10.8% 
⑦医療的ケアの実施を家族に委ねる 7.0% 14.7% 6.0% 2.2% 4.1% 8.7% 5.1% 
⑧虐待の予防 59.6% 41.2% 50.0% 27.3% 41.5% 47.8% 41.3% 
⑨子どもの考えを伝える 47.4% 52.9% 47.6% 39.6% 45.0% 47.8% 44.9% 
⑩その他 1.8% 2.9% 1.2% 4.3% 3.5% 0.0% 3.0% 

 
図Ⅴ-２-１ （事業種別別）保護者支援等の実施目的 

 
 
３.要保護児童について 
（１）社会的養護の必要な在籍児数 
 福祉型児童発達支援センターにおいて社会的養護の必要な児童が在籍している割合が他事業種別に比べて
高くなっていた。 
表Ⅴ-３-１-１ （事業種別別）社会的養護の必要な在籍児数 児童相談所が関わっている児童数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 51 29 68 169 152 20 489 
児童数 57 7 16 100 106 24 310 

平均児童数 1.12 0.24 0.24 0.59 0.7 1.2 0.63 

 
表Ⅴ-３-１-２ （事業種別別）社会的養護の必要な在籍児数 上記には該当しないが、虐待もしくは不適切な養
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育等の可能性があり社会的養護が必要な児童数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 46 29 74 157 144 19 469 
児童数 102 7 109 113 188 33 552 

平均児童数 2.22 0.24 1.47 0.72 1.31 1.74 1.18 

 
（２）要保護児童に対する連携機関 
 福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターにおいて他機関等との連携の割合が他の授
業種別に比べて高くなっていた。 
 
表Ⅴ-３-２-１ （事業種別別）要保護児童に対する連携機関 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 45 19 59 136 125 21 405 
児童相談所 33 14 27 64 71 14 223 
子ども家庭支援センター 11 1 16 29 32 6 95 
保健所 22 10 11 12 29 9 93 
病院等の医療機関 12 8 11 17 22 7 77 
相談支援事業所 15 8 28 86 75 13 225 
要保護児童対策地域協議会 15 3 17 15 22 7 79 
市区町村役所内障害福祉課 28 8 32 68 66 10 212 
市区町村役所内子育て支援担当課 25 13 43 44 38 8 171 
市区町村役所内学校教育担当課 11 3 8 15 23 2 62 
その他 6 3 5 14 10 0 38 
連携している機関はない 8 3 6 27 17 0 61 

合計 186 74 204 391 405 76 1336 

 
表Ⅴ-３-２-２ （事業種別別）要保護児童に対する連携機関 割合 

  
福祉
型 

医療
型 

「事業」 
放課後

デイ 
「多機
能」 

その他 計 

児童相談所 73.3% 73.7% 45.8% 47.1% 56.8% 66.7% 55.1% 
子ども家庭支援センター 24.4% 5.3% 27.1% 21.3% 25.6% 28.6% 23.5% 
保健所 48.9% 52.6% 18.6% 8.8% 23.2% 42.9% 23.0% 
病院等の医療機関 26.7% 42.1% 18.6% 12.5% 17.6% 33.3% 19.0% 
相談支援事業所 33.3% 42.1% 47.5% 63.2% 60.0% 61.9% 55.6% 
要保護児童対策地域協議会 33.3% 15.8% 28.8% 11.0% 17.6% 33.3% 19.5% 
市区町村役所内障害福祉課 62.2% 42.1% 54.2% 50.0% 52.8% 47.6% 52.3% 
市区町村役所内子育て支援担当課 55.6% 68.4% 72.9% 32.4% 30.4% 38.1% 42.2% 
市区町村役所内学校教育担当課 24.4% 15.8% 13.6% 11.0% 18.4% 9.5% 15.3% 
その他 13.3% 15.8% 8.5% 10.3% 8.0% 0.0% 9.4% 
連携している機関はない 17.8% 15.8% 10.2% 19.9% 13.6% 0.0% 15.1% 

図Ⅴ-３-２ （事業種別別）要保護児童に対する連携機関 
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（３）要保護児童への具体的な家族支援について 
 福祉型児童発達支援センターにおいて具体的な対策がとられている割合が他の事業種別に比べて高くなっ
ていた。 
 
表Ⅴ-３-３-１ （事業種別別）要保護児童への具体的な家族支援について 度数 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課後
デイ 

「多機
能」 

その
他 

計 

有効回答施設数 36 15 52 99 101 15 318 
家庭訪問を行っている 22 6 12 26 20 5 91 
ヘルパーやショートステイを勧めている 9 2 6 26 21 5 69 
メンタルヘルス支援を行っている 10 3 6 13 14 3 49 
送迎バスのコースや乗降時間の配慮をしている 13 1 8 31 26 4 83 
早朝・延長・休日保育を行っている 3 0 2 20 15 1 41 
関係機関と役割分担し、こまめに連絡を取り合っている 27 10 41 67 71 10 226 
保護者を含めた受診先との連携を密にしている 8 3 10 15 15 3 54 
他の支援事業者を紹介している 6 1 10 17 15 1 50 
その他 2 4 4 8 12 1 31 

合計 100 30 99 223 209 33 694 

 
表Ⅴ-３-３-２ （事業種別別）要保護児童への具体的な家族支援について 割合 

  
福祉
型 

医療
型 

「事
業」 

放課
後デイ 

「多機
能」 

その他 計 

家庭訪問を行っている 61.1% 40.0% 23.1% 26.3% 19.8% 33.3% 28.6% 
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ヘルパーやショートステイを勧めている 25.0% 13.3% 11.5% 26.3% 20.8% 33.3% 21.7% 
メンタルヘルス支援を行っている 27.8% 20.0% 11.5% 13.1% 13.9% 20.0% 15.4% 
送迎バスのコースや乗降時間の配慮をしている 36.1% 6.7% 15.4% 31.3% 25.7% 26.7% 26.1% 
早朝・延長・休日保育を行っている 8.3% 0.0% 3.8% 20.2% 14.9% 6.7% 12.9% 
関係機関と役割分担し、こまめに連絡を取り合って
いる 

75.0% 66.7% 78.8% 67.7% 70.3% 66.7% 71.1% 

保護者を含めた受診先との連携を密にしている 22.2% 20.0% 19.2% 15.2% 14.9% 20.0% 17.0% 
他の支援事業者を紹介している 16.7% 6.7% 19.2% 17.2% 14.9% 6.7% 15.7% 
その他 5.6% 26.7% 7.7% 8.1% 11.9% 6.7% 9.7% 

 
図Ⅴ-３-３ （事業種別別）要保護児童への具体的な家族支援について 

 
 
 
 
 
 
 
（４）要保護児童対策地域協議会への参加有無 
 福祉型児童発達支援センターが他の事業種別と比べて構成メンバーとして関わっている割合が高くなって
いた。 
 
表Ⅴ-３-４-１ （事業種別別）要保護児童対策地域協議会への参加有無 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

全体会の構成メンバー 14 3 13 16 15 6 67 
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事務局メンバー 1 1 0 5 3 0 10 
その他 1 2 2 5 14 1 25 
参加なし 29 16 51 111 103 12 322 
不明 15 12 32 94 90 6 249 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅴ-３-４-２ （事業種別別）要保護児童対策地域協議会への参加有無 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

全体会の構成メンバー 23.3% 8.8% 13.3% 6.9% 6.7% 24.0% 10.0% 
事務局メンバー 1.7% 2.9% 0.0% 2.2% 1.3% 0.0% 1.5% 
その他 1.7% 5.9% 2.0% 2.2% 6.2% 4.0% 3.7% 
参加なし 48.3% 47.1% 52.0% 48.1% 45.8% 48.0% 47.8% 
不明 25.0% 35.3% 32.7% 40.7% 40.0% 24.0% 37.0% 

 
図Ⅴ-３-４ （事業種別別）要保護児童対策地域協議会への参加有無 

 
 

Ⅵ 関係機関との連携 
１．保育園・幼稚園・認定こども園との連携 
（１）連携の有無 
福祉型児童発達支援センター、医療型児童発達支援センターでは 9 割超、児童発達支援事業では 75％超、

多機能事業所では過半数が「連携をしている」が、放課後等デイサービスでは 17.3％と低率であった。 
表Ⅵ-１-１-１ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携有無 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

連携をしている 57 32 74 40 122 19 344 
特に連携はしていない 2 2 19 130 78 5 236 
不明 1 0 5 61 25 1 93 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅵ-１-１-２ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携有無 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

連携をしている 95.0% 94.1% 75.5% 17.3% 54.2% 76.0% 51.1% 
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特に連携はしていない 3.3% 5.9% 19.4% 56.3% 34.7% 20.0% 35.1% 
不明 1.7% 0.0% 5.1% 26.4% 11.1% 4.0% 13.8% 

 
図Ⅵ-１-１ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携有無 

 
 
（２） 連携の内容 
「随時個別のケースの情報交換」「関係者会議などを通じて」はどの事業形態でも多く見られた。福祉型児童
発達支援センター、医療型児童発達支援センターでは「保育所等訪問支援などの機会を通じて」の割合が高
く、放課後等デイサービスでは低くなっていた。 
 
表Ⅵ-１-２-１ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携内容 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 57 31 74 40 121 19 342 
定期的な学習会 10 3 12 3 8 0 36 
定期的なケース会議等 8 1 14 10 22 3 58 
随時個別のケースの情報交換 42 21 46 17 88 14 228 
関係者会議などを通じて 22 8 32 27 68 11 168 
保育所等訪問支援などの機会
を利用して 

35 13 17 2 44 13 124 

その他 19 11 23 6 13 4 76 

合計 136 57 144 65 243 45 690 

 
表Ⅵ-１-２-２ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携内容 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

定期的な学習会 17.5% 9.7% 16.2% 7.5% 6.6% 0.0% 10.5% 
定期的なケース会議等 14.0% 3.2% 18.9% 25.0% 18.2% 15.8% 17.0% 
随時個別のケースの情報交換 73.7% 67.7% 62.2% 42.5% 72.7% 73.7% 66.7% 
関係者会議などを通じて 38.6% 25.8% 43.2% 67.5% 56.2% 57.9% 49.1% 
保育所等訪問支援などの機
会を利用して 

61.4% 41.9% 23.0% 5.0% 36.4% 68.4% 36.3% 

その他 33.3% 35.5% 31.1% 15.0% 10.7% 21.1% 22.2% 

図Ⅵ-１-２ （事業種別別）保育園・幼稚園・認定こども園との連携内容 
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２．在籍児の就学予定の学校との連携 
（１）連携の有無 
「連携をしている」は福祉型児童発達支援センター、医療型児童発達支援センターで 9 割超である一方で、
児童発達支援事業では約 6割、多機能事業所で約 5割であった。 
表Ⅵ-２-１-１ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携有無 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

連携をしている 55 33 61 70 116 19 354 
特に連携はしていない 4 1 29 86 81 4 205 
不明 1 0 8 75 28 2 114 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅵ-２-１-２ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携有無 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

連携をしている 91.7% 97.1% 62.2% 30.3% 51.6% 76.0% 52.6% 
特に連携はしていない 6.7% 2.9% 29.6% 37.2% 36.0% 16.0% 30.5% 
不明 1.7% 0.0% 8.2% 32.5% 12.4% 8.0% 16.9% 

 



66 
 

図Ⅵ-２-１ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携有無 

 
 
（２）連携の内容 
 連携の内容は「随時個別のケースの情報交換を通じて」がどの事業形態でも約 7割と高い。「関係者会議な
どを通じて」は医療型児童発達支援センターで比較的低く、「定期的なケース会議」は放課後等デイサービス
事業、多機能事業所で比較的高くなっていた。 
 
表Ⅵ-２-１-１ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携内容 度数 

 ￥ 福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 55 33 61 70 116 19 354 
定期的な学習会 2 0 1 3 1 1 8 
定期的なケース会議等 2 1 3 13 22 3 44 
随時個別のケースの情報交換 40 27 41 50 81 16 255 
関係者会議などを通じて 27 7 32 42 71 12 191 
保育所等訪問支援などの機会
を利用して 

13 4 8 1 25 3 54 

その他 16 8 19 11 9 3 66 

合計 100 47 104 120 209 38 618 

 
表Ⅵ-２-１-２ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携内容 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

定期的な学習会 3.6% 0.0% 1.6% 4.3% 0.9% 5.3% 2.3% 
定期的なケース会議等 3.6% 3.0% 4.9% 18.6% 19.0% 15.8% 12.4% 
随時個別のケースの情報交
換 

72.7% 81.8% 67.2% 71.4% 69.8% 84.2% 72.0% 

関係者会議などを通じて 49.1% 21.2% 52.5% 60.0% 61.2% 63.2% 54.0% 
保育所等訪問支援などの機
会を利用して 

23.6% 12.1% 13.1% 1.4% 21.6% 15.8% 15.3% 

その他 29.1% 24.2% 31.1% 15.7% 7.8% 15.8% 18.6% 
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図Ⅵ-２-１ （事業種別別）在籍児の就学予定の学校との連携内容 

 
 
３．地域（自立支援）協議会 
（１）所在地に地域（自立支援）協議会があるか 
地域（自立支援）協議会のある割合は概ね 7割程度であった。 
表Ⅵ-３-１-１ （事業種別別）所在地に地域（自立支援）協議会があるか 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

ある 46 28 78 146 172 19 489 
ない 8 4 13 28 23 2 78 
不明 6 2 7 57 30 4 106 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅵ-３-１-２ （事業種別別）所在地に地域（自立支援）協議会があるか 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

ある 76.7% 82.4% 79.6% 63.2% 76.4% 76.0% 72.7% 
ない 13.3% 11.8% 13.3% 12.1% 10.2% 8.0% 11.6% 
不明 10.0% 5.9% 7.1% 24.7% 13.3% 16.0% 15.8% 
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図Ⅵ-３-１ （事業種別別）所在地に地域（自立支援）協議会があるか 

 
 
（２）地域（自立支援）協議会に専門部会があるか 
地域（自立支援）協議会に「子ども、子育て、療育、発達支援関係の専門部会」がある割合は約 6 割であ

った。 
表Ⅵ-３-２-１ （事業種別別）協議会に専門部会があるか 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

ある 36 22 62 116 141 15 392 
ない 14 7 17 37 36 6 117 
不明 10 5 19 78 48 4 164 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅵ-３-２-２ （事業種別別）協議会に専門部会があるか 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

ある 60.0% 64.7% 63.3% 50.2% 62.7% 60.0% 58.2% 
ない 23.3% 20.6% 17.3% 16.0% 16.0% 24.0% 17.4% 
不明 16.7% 14.7% 19.4% 33.8% 21.3% 16.0% 24.4% 

 
図Ⅵ-３-２ （事業種別別）協議会に専門部会があるか 
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４．地域（自立支援）協議会に参加しているか 
 地域（自立支援）協議会への参加は、「専門部会の構成メンバーとして参加」が最も多く約 5割であるが放
課後等デイサービス事業で比較的低い。次いで「全体会の構成メンバーとしての参加」が 34.2％であり、医
療型児童発達支援センターで比較的低くなっていた。 
表Ⅵ-４-１ （事業種別別）地域（自立支援）協議会に参加しているか 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 54 30 84 174 187 20 549 
全体会の構成メンバーとしての参加 20 6 31 56 65 10 188 
専門部会の構成メンバーとして参加 30 17 44 63 84 12 250 
事務局メンバーとしての参加 6 0 8 18 13 1 46 
その他 4 3 3 6 12 2 30 
参加なし 13 6 28 72 56 5 180 

合計 73 32 114 215 230 30 694 

 
表Ⅵ-４-２ （事業種別別）地域（自立支援）協議会に参加しているか 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

全体会の構成メンバーとしての参加 37.0% 20.0% 36.9% 32.2% 34.8% 50.0% 34.2% 
専門部会の構成メンバーとして参加 55.6% 56.7% 52.4% 36.2% 44.9% 60.0% 45.5% 
事務局メンバーとしての参加 11.1% 0.0% 9.5% 10.3% 7.0% 5.0% 8.4% 
その他 7.4% 10.0% 3.6% 3.4% 6.4% 10.0% 5.5% 
参加なし 24.1% 20.0% 33.3% 41.4% 29.9% 25.0% 32.8% 

 
図Ⅵ-４ （事業種別別）地域（自立支援）協議会に参加しているか 

 
 

Ⅶ．保育所訪問支援 
１． 保育所訪問支援の実施状況 
保育所訪問支援の「指定を受けて実施している」割合が高いのは福祉型児童発達支援センター（56.7％）と
医療型児童発達支援センター（44.1％）で、児童発達支援事業と多機能事業所では 12％程度、放課後等デイ
サービスでは 1.3％とほとんど見られない。 
表Ⅶ-１-１ （事業種別別）保育所訪問支援の実施状況 度数 
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  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業の指定をうけて実施して
いる 

34 15 12 3 29 13 106 

本事業の指定を受けているが実
施していない 

8 3 3 9 8 1 32 

本事業の指定を受けていない 16 15 71 150 153 10 415 
不明 2 1 12 69 35 1 120 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

表Ⅶ-１-２ （事業種別別）保育所訪問支援の実施状況 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業の指定をうけて実施し
ている 

56.7% 44.1% 12.2% 1.3% 12.9% 52.0% 15.8% 

本事業の指定を受けているが
実施していない 

13.3% 8.8% 3.1% 3.9% 3.6% 4.0% 4.8% 

本事業の指定を受けていない 26.7% 44.1% 72.4% 64.9% 68.0% 40.0% 61.7% 
不明 3.3% 2.9% 12.2% 29.9% 15.6% 4.0% 17.8% 

図Ⅶ-１ （事業種別別）保育所訪問支援の実施状況 

 
 
２． 保育所等訪問支援事業の契約児数 
 保育所等訪問支援事業の契約児数は福祉型児童発達支援センターで平均 14.89 人、多機能事業所で 10.93
人、児童発達支援事業で 8.07 人である。医療型児童発達支援センター（4.06 人）と放課後等デイサービス（1.48
人）では契約児数平均が低い。 
表Ⅶ-２ （事業種別別）保育所等訪問支援事業の契約児数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 37 18 15 27 54 13 164 
児童数 551 73 121 40 590 245 1,620 

平均児童数 14.89 4.06 8.07 1.48 10.93 18.85 9.88 

 
３． 保育所訪問支援の平成 27 年 10 月の実施状況 
保育所等訪問指導の平成 27 年 10 月 1 か月間における実績は、福祉型児童発達支援センター、児童発達支

援事業、放課後等デイサービスで 5 か所程度となっており、福祉型児童発達支援センター・児童発達支援事
業では保育所・幼稚園・認定こども園が 4 か所程度で児童発達支援事業のほうが実人数・延べ人数の平均値
が高い。 
表Ⅶ-３-１ （事業種別別）保育所訪問支援の平成 27 年 10 月の実施状況 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 
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有効回答施設数 33 13 14 5 31 12 108 

保育所・幼
稚園・認定

こども園 

箇所数 136 23 57 16 63 50 345 
実人数 169 21 124 21 110 57 502 
延べ人数 195 24 125 31 159 71 605 

学校 
箇所数 29 0 12 14 29 7 91 
実人数 36 0 24 18 61 7 146 
延べ人数 33 0 91 13 97 6 240 

その他（放
課後児童ク
ラブ他） 

箇所数 0 1 2 0 1 1 5 
実人数 0 2 3 0 15 1 21 
延べ人数 0 2 3 0 0 1 6 

 
表Ⅶ-３-２ （事業種別別）保育所訪問支援の平成 27 年 10 月の実施状況 平均値 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

保育所・幼
稚園・認定

こども園 

箇所数 4.12 1.77 4.07 3.20 2.03 4.17 3.19 
実人数 5.12 1.62 8.86 4.20 3.55 4.75 4.65 
延べ人数 5.91 1.85 8.93 6.20 5.13 5.92 5.60 

学校 
箇所数 0.88 0.00 0.86 2.80 0.94 0.58 0.84 
実人数 1.09 0.00 1.71 3.60 1.97 0.58 1.35 
延べ人数 1.00 0.00 6.50 2.60 3.13 0.50 2.22 

その他（放
課後児童ク
ラブ他） 

箇所数 0.00 0.08 0.14 0.00 0.03 0.08 0.05 
実人数 0.00 0.15 0.21 0.00 0.48 0.08 0.19 
延べ人数 0.00 0.15 0.21 0.00 0.00 0.08 0.06 

 

Ⅷ 障害児相談支援事業 
１．障害児相談支援事業の実施状況 
障害児相談支援事業の実施状況では、福祉型児童発達支援センター（66.7％）、医療型児童発達支援センタ

ー（52.9％）で「指定を受けて実施している」割合が高く、児童発達支援事業（67.3％）、放課後等デイサー
ビス（60.2％）では「指定を受けていない」割合が高い。 
表Ⅷ-１-１ （事業種別別）障害児相談支援事業の実施状況 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業の指定をうけて実施して
いる 

40 18 19 33 43 15 168 

本事業の指定を受けているが計
画は作成していない。 

2 2 0 3 3 1 11 

本事業の指定を受けていない 15 13 66 139 149 7 389 
不明 3 1 13 56 30 2 105 

合計 60 34 98 231 225 25 673 

 
表Ⅷ-１-２ （事業種別別）障害児相談支援事業の実施状況 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業の指定をうけて実施し
ている 

66.7% 52.9% 19.4% 14.3% 19.1% 60.0% 25.0% 

本事業の指定を受けているが
計画は作成していない。 

3.3% 5.9% 0.0% 1.3% 1.3% 4.0% 1.6% 

本事業の指定を受けていない 25.0% 38.2% 67.3% 60.2% 66.2% 28.0% 57.8% 
不明 5.0% 2.9% 13.3% 24.2% 13.3% 8.0% 15.6% 

 
図Ⅷ-１ （事業種別別）障害児相談支援事業の実施状況 
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２．平成 26 年 10 月 1日～平成 27 年 9月 30 日の 1年間の実施状況 
（１）１年間の契約児童数 
障害児相談支援事業の 1年間の契約児童数は、平均で児童発達支援事業 112.47 人、福祉型児童発達支援セ

ンター89.82 人と比較的高い。以下、放課後等デイサービス（40.71 人）、医療型児童発達支援センター（34.41
人）、多機能事業所（35.52 人）の順である。 
表Ⅷ-２-１ （事業種別別）障害児相談支援事業の１年間の契約児童数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 36 17 17 45 50 14 179 
児童数 3,234 585 1,912 1,832 1,776 1,318 10,657 

平均児童数 89.82 34.41 112.47 40.71 35.52 94.14 59.53 

 
（２）職員数 
 障害児相談支援事業の 1年間の職員数は平均 1.65 人であった。 
表Ⅷ-２-２ （事業種別別）障害児相談支援事業の１年間の職員数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 34 15 18 42 47 14 170 
職員人数 55 24 38 76 60 27 280 

平均職員人数 1.62 1.62 2.09 1.8 1.28 1.95 1.65 

 
（３）障害児支援利用援助（計画作成）回数 
障害児支援利用援助（計画作成）回数は、平均で児童発達支援事業（129.68 件）、福祉型児童発達支援セン

ター（116.47 件）で多く、放課後等デイサービス、医療型児童発達支援センター、多機能事業所で比較的少
ない。 
表Ⅷ-２-３ （事業種別別）障害児支援利用援助（計画作成）回数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 36 16 19 35 48 14 168 
計画作成件数 4,193 747 2,464 1,781 1,730 1,568 12,483 

平均件数 116.47 46.69 129.68 50.89 36.04 112 74.3 

 
（４）障害児支援利用援助（モニタリング）回数（実施分） 
障害児支援利用援助（モニタリング）回数は、平均で福祉型児童発達支援センター（127 件）、児童発達支援
事業（106.42 件）で比較的高い。 
表Ⅷ-２-４ （事業種別別）障害児支援利用援助（モニタリング）回数（実施分） 
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  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

有効回答施設数 36 16 19 33 45 14 163 
計画作成件数 4,572 1,002 2,022 1,947 2,038 1,754 13,335 

平均件数 127 62.63 106.42 59 45.29 125.29 81.81 

 

 
Ⅸ．障害児療育等支援事業 
１．平成 27 年 10 月現在の障害児療育等支援事業の委託状況 
障害児療育等支援事業の委託状況では、福祉型児童発達支援センター（30.0％）、医療型児童発達支援セン

ター（17.6％）で「委託され実施している」割合が高いが、全体では 62.4％が「受託していない」となって
いる。別名称に変わった自治体の事業を受託している事業所は全体で 11 事業所（1.6％）であった。 
 

表Ⅸ-１-１ （事業種別別）障害児等療育支援事業の委託状況 度数 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業は受託していない 30 21 69 144 145 11 420 
本事業を委託され実施している 18 6 5 6 13 8 56 
自治体により別名称に変わり、
同様な事業をしている 

4 2 3 0 2 0 11 

同一法人内から再委託を受け
て実施している 

2 1 0 0 0 3 6 

他法人から再委託を受けて実
施している 

1 0 0 0 1 0 2 

不明 5 4 21 81 64 3 178 

合計 60 34 98 231 225 25 673 
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表Ⅸ-１-２ （事業種別別）障害児等療育支援事業の委託状況 割合 

  福祉型 医療型 「事業」 放課後デイ 「多機能」 その他 計 

本事業は受託していない 50.0% 61.8% 70.4% 62.3% 64.4% 44.0% 62.4% 
本事業を委託され実施してい
る 

30.0% 17.6% 5.1% 2.6% 5.8% 32.0% 8.3% 

自治体により別名称に変わ
り、同様な事業をしている 

6.7% 5.9% 3.1% 0.0% 0.9% 0.0% 1.6% 

同一法人内から再委託を受
けて実施している 

3.3% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 12.0% 0.9% 

他法人から再委託を受けて
実施している 

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.3% 

不明 8.3% 11.8% 21.4% 35.1% 28.4% 12.0% 26.4% 

 
図Ⅸ-１ （事業種別別）障害児等療育支援事業の委託状況 

 
 

Ⅺ 放課後デイサービス 
１．放課後デイサービスの実施状況 
放課後等デイサービスの実施状況では、「指定を受けて実施している」が 71.0％であった。 
表Ⅺ-１ （事業種別別）放課後デイサービスの実施状況 

  度数 割合 

本事業の指定を受けて実施している 478 71.0% 
実施していない本事業の指定を受けているが実施していない 2 0.3% 
不明 193 28.7% 

合計 673 100.0% 

 
２．平成 27 年 10 月（10 月 1日～10 月 31 日）の状況 
（１）契約児数 
放課後等デイサービスの契約児数は、合計で特別支援学校 6,856 人、学校 5,412 人であった。学年が上が
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るにつれて学校の在籍児が減り特別支援学校の在籍児が増えており、中学生を境に逆転していた。 
表Ⅺ-２-１ （事業種別別）放課後デイサービスの契約児数 

  度数 平均 

有効回答施設数 458 - 

小
学
生 

1 ， 2
年生 

特
学 

人数 1107 2.42 
内 不登校児 0 0.00 

学
校 

人数 1863 4.07 
内 支援学級 977 2.13 
内 不登校児 3 0.01 

3 ， 4
年生 

特
学 

人数 1094 2.39 
内 不登校児 4 0.01 

学
校 

人数 1471 3.21 
内 支援学級 802 1.75 
内 不登校児 6 0.01 

5 ， 6
年生 

特
学 

人数 999 2.18 
内 不登校児 1 0.00 

学
校 

人数 1176 2.57 
内 支援学級 701 1.53 
内 不登校児 18 0.04 

中学生 

特
学 

人数 1824 3.98 
内 不登校児 6 0.01 

学
校 

人数 765 1.67 
内 支援学級 475 1.04 
内 不登校児 25 0.05 

高校生 

特
学 

人数 1832 4.00 

内 不登校児 6 0.01 

内 19 歳 20 歳 5 0.01 

学
校 

人数 137 0.30 

内 不登校児 26 0.06 

内 19 歳 20 歳 4 0.01 

計 

特
学 

人数 6856 14.97 

内 不登校児 17 0.04 

学
校 

人数 5412 11.82 

内 支援学級 2955 6.45 

内 不登校児 78 0.17 

内 19 歳 20 歳 9 0.02 

 
（２）休日等の開所 
休日等の開所状況では、長期休みは 9 割超の事業所で開所となっている。お盆期間では 35.4％が開所して

おり、年末年始に開所している事業所は 16 事業所（3.3％）であった。 



76 
 

 
表Ⅺ-２-３ （事業種別別）放課後デイサービスの休日等の開所 

  度数 割合 

有効回答施設数 478 - 
祝祭日 151 31.6% 

長期休み 
夏休み 455 95.2% 
冬休み 447 93.5% 
春休み 447 93.5% 

お盆期間 169 35.4% 
年末年始 16 3.3% 

 
図Ⅺ-２-３ （事業種別別）放課後デイサービスの休日等の開所 

 
 
（３）開所日と利用数 
2015 年 10 月 1か月間の放課後等デイサービス事業の開所日と利用人数は、放課後利用と休日利用を合わせ

て、平日では平均で 7人程度、土曜日は 6人程度、日曜日では 1.5 人程度となっている。開所施設の割合は、
平日で 95％程度、土曜日で 73％程度、日曜日で 32％程度であった。 
表Ⅺ-２-１ （事業種別別）放課後デイサービスの開所日と利用数 

  
放課後利用人数 休日利用人数 開所施設数 閉所施設数 

度数 平均値 度数 平均値 度数 割合 度数 割合 
有効回答施設数 438 

1 木 2942 7.00 163 0.39 420 95.9% 18 4.1% 
2 金 3125 7.42 104 0.25 421 96.1% 17 3.9% 
3 土 287 0.90 1639 5.12 320 73.1% 118 26.9% 
4 日 54 0.38 195 1.35 144 32.9% 294 67.1% 
5 月 2864 6.97 224 0.55 411 93.8% 27 6.2% 
6 火 3150 7.45 16 0.04 423 96.6% 15 3.4% 
7 水 3264 7.70 20 0.05 424 96.8% 14 3.2% 
8 木 3065 7.30 26 0.06 420 95.9% 18 4.1% 
9 金 3207 7.60 47 0.11 422 96.3% 16 3.7% 
10 土 354 1.09 1758 5.43 324 74.0% 114 26.0% 
11 日 62 0.43 170 1.19 143 32.6% 295 67.4% 
12 月 251 1.15 554 2.53 219 50.0% 219 50.0% 
13 火 3112 7.36 94 0.22 423 96.6% 15 3.4% 
14 水 3249 7.68 57 0.13 423 96.6% 15 3.4% 
15 木 3076 7.29 45 0.11 422 96.3% 16 3.7% 
16 金 3184 7.53 88 0.21 423 96.6% 15 3.4% 
17 土 371 1.16 1743 5.43 321 73.3% 117 26.7% 
18 日 40 0.28 208 1.45 143 32.6% 295 67.4% 
19 月 2882 7.03 200 0.49 410 93.6% 28 6.4% 
20 火 3151 7.45 21 0.05 423 96.6% 15 3.4% 
21 水 3309 7.82 15 0.04 423 96.6% 15 3.4% 
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22 木 3135 7.45 10 0.02 421 96.1% 17 3.9% 
23 金 3224 7.64 19 0.05 422 96.3% 16 3.7% 
24 土 428 1.32 1639 5.06 324 74.0% 114 26.0% 
25 日 44 0.31 184 1.30 141 32.2% 297 67.8% 
26 月 2982 7.27 131 0.32 410 93.6% 28 6.4% 
27 火 3077 7.27 10 0.02 423 96.6% 15 3.4% 
28 水 3238 7.65 12 0.03 423 96.6% 15 3.4% 
29 木 3132 7.47 7 0.02 419 95.7% 19 4.3% 
30 金 3207 7.62 15 0.04 421 96.1% 17 3.9% 
31 土 393 1.24 1586 5.02 316 72.1% 122 27.9% 

※ 放課後利用人数と休日利用人数がどちらも×でないものを開所とカウント 
※ 放課後利用人数の平均値は、放課後利用人数／開所施設数で算出 
※ 休日利用人数の平均値は、休日利用人数／開所施設数で算出 
 
３.利用在籍年数別在所児数 
①平成 27 年 10 月 1日時点で開所から何年経過しているか 
開所からの経過月数は平均で 41.29 か月（3年 4か月）であった。 
表Ⅺ-３-１ （事業種別別）開所からの経過年数 

  度数 平均 

有効回答施設数 386 - 
経過月数 15,939 41.29 

※ 有効回答数は経過年数に記載のある施設数 
 
②利用・在籍年数 
 在籍児の利用・在籍年数別内訳では、平均で「1 年 0～11 ヵ月」（7.09 人）、「6～11 ヵ月」（5.36 人）、「2
年 0～11 ヵ月」（4.88 人）の順であった。 
表Ⅺ-３-２ （事業種別別）利用・在籍年数 

  度数 平均 

有効回答施設数 417 - 
5 ヵ月以内 1,188 2.85 
6～11 ヵ月 2,235 5.36 
1 年 0～11 ヵ月 2,957 7.09 
2 年 0～11 ヵ月 2,037 4.88 
3 年 0～11 ヵ月 1,557 3.73 
4 年 0～11 ヵ月 568 1.36 
5 年 0～11 ヵ月 308 0.74 
6 年 0～11 ヵ月 223 0.53 
7 年以上 343 0.82 

合計 11,416 27.38 

※ 有効回答数は合計値がブランクでない施設数 
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図Ⅺ-３-２ 利用・在籍年数 

 
 
４.利用開始時点での年齢区分 
利用開始時点での年齢区分では、平均で「小学生」が 19.19 人、「中学生」4.85 人、「高校生」3.32 人であっ
た。 
表Ⅺ-４ （事業種別別）利用開始時点での年齢区分 

  度数 平均 

有効回答施設数 441 - 
小学生 8,462 19.19 
中学生 2,140 4.85 
高校生 1,462 3.32 

合計 12,064 27.36 

※ 有効回答数は合計値がブランクでない施設数 
 
図Ⅺ-４ （事業種別別）利用開始時点での年齢区分 

 
 
５．在籍児童・生徒の他資源の利用状況 
（１）一般資源の利用状況 
①放課後児童クラブや習い事など利用している児童はいますか 
 放課後児童クラブや習い事などの利用状況を「おおよそ把握している」は 34.9％の事業所で、「一部把握し
ている」35.8％、「把握していない」は 22.2％であった。一般資源を利用している児童は 1事業所あたり 1.17
人であった。 
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表Ⅺ-５-１-１-１ （事業種別別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童 

  度数 割合 

把握していない 106 22.2% 
一部把握している 171 35.8% 
おおよそ把握している 167 34.9% 
不明 34 7.1% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-５-１-１-１ （事業種別別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童 

 
 
表Ⅺ-５-１-１—２ （事業種別別）一般資源の利用人数 

  度数 平均 

有効回答施設数 286 - 

小学生 

１，２年生 
特学  99 0.35 
学校  38 0.13 

３，４年生 
特学  10 0.03 
学校  50 0.17 

５，６年生 
特学  16 0.06 
学校  23 0.08 

中学生 
特学  24 0.08 
学校  21 0.07 

高校生 
特学  53 0.19 

学校  0 0.00 

合計 334 1.17 

 
図Ⅺ-５-１-１-２ （事業種別別）一般資源の利用人数 

 
②一般資源の内容 
一般資源の内容は、「体育系の習い事（スイミングスクール等）」、「放課後児童クラブ（学童保育）」、「文科
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系の習い事（習字等）」の順に高い結果であった。他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒がい
る事業所の割合は 79.7％（把握していない・不明の合計は 20.3％）、他の放課後等デイサービスを利用して
いる児童・生徒の割合は平均で 39.75％であった。 
表Ⅺ-５-１-２-１ （事業種別別）一般資源の内容 

  度数 

放課後児童クラブ（学童保育） 148 
放課後子ども教室 16 
体育系の習い事（スイミングスクール等） 210 
体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 69 
地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 37 
文化系習い事（習字等） 128 
文化系のサークル（手芸や料理等） 5 
文化系のクラブ（演劇や演奏等） 58 
その他 71 

図Ⅺ-５-１-２-１ （事業種別別）一般資源の内容 

 
表Ⅺ-５-１-２-２ （事業種別別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒がいるか 

  度数 割合 

把握していない 47 9.8% 
いる 381 79.7% 
不明 50 10.5% 

合計 478 100.0% 

 
表Ⅺ-５-１-２-３ （事業種別別）他の放課後デイサービスを利用している児童の割合 

  有効回答施設数 割合 計 平均割合 

他の放課後デイサービスを利用している児童の割合 355 14110.05 39.75 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
（２）他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒について 
他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒における当該施設の平均的な利用日数は週あたり 3.17 日、
他の施設の平均か所数は 2.06 事業所、他の施設の平均利用日数は 2.47 日であった。 
表Ⅺ-５-２ （事業種別別）他の放課後デイサービスを利用する児童・生徒 

  有効回答施設数 度数 平均 

施設の平均的な利用日数（週あたり） 349 1106.91 3.17 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 310 637.64 2.06 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 278 685.67 2.47 

※ 有効回答数はそれぞれ回答のある施設数 
 
６．放課後等デイサービスの利用理由 



81 
 

放課後等デイサービスの利用理由（複数回答）では、「自立した日常生活を営むために必要な訓練」
（77.2％）、「余暇の提供」（69.9％）、「保護者の就労支援としての利用」（58.4％）、「創作的活動、作業活動」
（58.2％）であった。 
表Ⅺ-６ （事業種別別）放課後デイサービスの利用理由 

  度数 割合 

有効回答施設数 478 - 
自立した日常生活を営むために必要な訓練 369 77.2% 
創作的活動、作業活動 278 58.2% 
地域交流の機会の提供 135 28.2% 
余暇の提供 334 69.9% 
保護者の就労支援としての利用 279 58.4% 
その他 47 9.8% 

※ 有効回答数はⅪの 1で「実施している」と回答した施設数 
図Ⅺ-６ （事業種別別）放課後デイサービスの利用理由 

 
 
７．保護者との情報交換の機会 
保護者との情報交換の機会は、「連絡帳」が最も多く 334 事業所、次いで「保護者による送迎時」、「事業所

による送迎時」、「電話」の順であった。 
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表Ⅺ-７ （事業種別別）保護者との情報交換の機会 

  度数 

保護者同伴での通園時 132 
保護者による送迎時 324 
事業所による送迎時 304 
電話 281 
メール等 150 
連絡帳 334 
個別に時間を設定 136 
その他 54 

 
図Ⅺ-７ （事業種別別）保護者との情報交換の機会 

 
８．学校との連携 
（１）支援内容の確認等で学校との情報共有や協議をおこなったか 
支援内容の確認等で学校との情報共有や協議を「行った」事業所は 67.6％、「行っていない」は 39.3％で

あった。「行った」場合は平均して 10.40 人について 9.76 回行っていた。 
表Ⅺ-８-１-１ （事業種別別）支援内容の確認等で学校との情報共有や協議をおこなったか 

  度数 割合 

行っていない 140 29.3% 
行った 323 67.6% 
不明 15 3.1% 

合計 478 100.0% 

表Ⅺ-８-１-２ 在籍児童・生徒に対して、合計で何回行ったか 

  有効回答施設数 度数 平均 

人数 283 2944 10.40 
回数 277 2704 9.76 

※ 有効回答数はそれぞれ回答のある施設数 
 
（２）その際、個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 
情報共有や協議を行った際に、教育指導計画と個別支援計画を「共有した」事業所の割合は 48.0％、「共有し
ていない」は 46.1％であった。 
表Ⅺ-８-２ （事業種別別）個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 

  度数 割合 

計画書は共有していない 149 46.1% 
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計画書を共有した 155 48.0% 
不明 19 5.9% 

合計 323 100.0% 

 
図Ⅺ-８-２ （事業種別別）個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 

 
 
９．障害児支援利用計画について 
（１）同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 
同一法人内に障害児相談支援事業所が「ある」放課後等デイサービス事業所は52.9％、「ない」事業所は43.7％
であった。 
表Ⅺ-９-１ （事業種別別）同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 

  度数 割合 

ない 209 43.7% 
ある 253 52.9% 
不明 16 3.3% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-９-１ （事業種別別）同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 

 
 
（２）同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合 
同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合は、平均で 50.56％であった。 

表Ⅺ-９-２ （事業種別別）同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合 

  有効回答施設数 度数 平均 

割合 226 11427.39 50.56 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
（３）放課後等デイサービス契約児の障害児支援利用計画モニタリングのための、相談支援専門員による事
業所見学や情報収集の回数 
 平成 27年度上半期の6か月間における相談支援専門員による事業所見学や情報収集は平均12.08回であっ
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た。 
表Ⅺ-９-３ （事業種別別）相談支援専門員による事業所見学や情報収集の回数 

  有効回答施設数 度数 平均 

割合 377 4552.7 12.08 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
１０．会議等 
（１）相談支援専門員との連携 平成 27 年 4月 1日～9月 30 日の間で、サービス調整会議等の外部関係者と
の会議はありましたか 
平成 27 年度上半期の 6か月間におけるサービス調整会議等の外部関係者との会議は「ある」が 60.5％、「な

い」が 25.9％であった。「ある」場合の回数は平均 7.85 回、月平均 1.71 回であった。 
表Ⅺ-１０-１-１ （事業種別別）サービス調整会議等の外部関係者との会議の有無 

  度数 割合 

ない 124 25.9% 
ある 289 60.5% 
不明 65 13.6% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-１０-１-１ （事業種別別）サービス調整会議等の外部関係者との会議の有無 
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表Ⅺ-１０-１-２ （事業種別別）サービス調整会議等の外部関係者との会議の回数と頻度 

  有効回答施設数 度数 平均 

回数（総数） 268 2103 7.85 
頻度（月平均） 233 398.78 1.71 

※ 有効回答数はそれぞれ回答のある施設数 
 
（２）個別支援会議（事業所内）について 平成 27 年 4月 1日～9月 30 日の間で、事業所内で個別支援会議
はありましたか 
平成 27 年度上半期の 6か月間において事業所内での個別支援会議は「ある」77.8％、「ない」8.2％であっ

た。「ある」場合の平均は 15.17 回、月平均 2.57 回であった。 
表Ⅺ-１０-２-１ （事業種別別）事業所内での個別支援会議有無 

  度数 割合 

い 39 8.2% 
ある 372 77.8% 
不明 67 14.0% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-１０-２-１ （事業種別別）事業所内での個別支援会議有無 

 
 
表Ⅺ-１０-２-２ （事業種別別）事業所内での個別支援会議の回数と頻度 

  有効回答施設数 度数 平均 

回数（総数） 352 5339 15.17 
頻度（月平均） 346 890.04 2.57 

※ 有効回答数はそれぞれ回答のある施設数 
 
１１．ガイドラインと自己評価について 
（１）放課後等デイサービスガイドラインについて 
平成 27 年 4月に発出された放課後等デイサービスガイドラインについて、調査時点（平成 27 年 12 月）で

の認知度は、「読んだ」69.7％、「存在は知っているが、読んでいない」16.7％、「知らない」8.2％であった。 
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表Ⅺ-１１-１ （事業種別別）放課後等デイサービスガイドラインについて 

  度数 割合 

ガイドラインについて知らない 39 8.2% 
ガイドラインの存在は知っているが、読んでいない 80 16.7% 
読んだ 333 69.7% 
不明 26 5.4% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-１１-１ （事業種別別）放課後等デイサービスガイドラインについて 

 
 
（２）放課後等デイサービス自己評価表について 
平成 27 年 4 月に発出された自己評価表について、調査時点（平成 27 年 12 月）での認知度は、「自己評価

表の存在は知っているが、実施していない」53.1％、「職員は自己評価票を活用したが、利用者（保護者）に
は配布していない」21.1％、「自己評価票について知らない」10.3％であった。 
表Ⅺ-１１-２ （事業種別別）放課後等デイサービス自己評価表について 

  度数 割合 

自己評価表について知らない 49 10.3% 
自己評価表の存在は知っているが、実施していない 254 53.1% 
職員は自己評価表を活用したが、利用者(保護者)には配布していない 101 21.1% 
利用者（保護者）にのみ、評価表を配布・回収した 11 2.3% 
職員も利用者（保護者）も自己評価表を活用した 36 7.5% 
不明 27 5.6% 

合計 478 100.0% 

 
図Ⅺ-１１-２ （事業種別別）放課後等デイサービス自己評価表について 

  度数 割合 

自己評価表について知らない 49 10.3% 
自己評価表の存在は知っているが、実施していない 254 53.1% 
職員は自己評価表を活用したが、利用者(保護者)には配布していない 101 21.1% 
利用者（保護者）にのみ、評価表を配布・回収した 11 2.3% 
職員も利用者（保護者）も自己評価表を活用した 36 7.5% 
不明 27 5.6% 
合計 478 100.0% 
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事業所の分類によるクロス集計 
 
事業所を、利用児の主たる障害（知的障害、発達障害、肢体不自由＋重症心身障害）、利用児がより多く通

う学校の種類（地域の学校、特別支援学校）に分類し、質問紙の各項目とのクロス集計を行った。 

 
Ⅺ 放課後等デイサービスについて 
５．在籍児童・生徒の他資源の利用状況 
（１）一般資源の利用状況 
①放課後児童クラブや習い事など利用している児童はいますか × 主な障害 
「把握していない」事業所は「肢体不自由＋重症心身障害」の割合が高い事業所が多い。 
表１-１-１ （主な障害別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

把握していない 39 16 26 81 
一部把握している 70 46 8 124 
おおよそ把握している 70 46 12 128 
不明 11 4 9 24 

合計 190 112 55 357 

表１-１-２ （主な障害別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

把握していない 20.5% 14.3% 47.3% 22.7% 
一部把握している 36.8% 41.1% 14.5% 34.7% 
おおよそ把握している 36.8% 41.1% 21.8% 35.9% 
不明 5.8% 3.6% 16.4% 6.7% 

図１-１ （主な障害別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 

 
① 放課後児童クラブや習い事など利用している児童はいますか × 学校種類 

「おおよそ把握している」事業所では「学校在籍者が特別支援学校在籍者よりも多い」事業所が多く、「把握
していない」事業所では「特別支援学校在籍者が学校在籍者より多い」事業所が多い。 
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表１-２-１ （学校種類別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 
  特別学校 学校 計 

把握していない 74 24 98 
一部把握している 97 64 161 
おおよそ把握している 81 81 162 
不明 23 3 26 

合計 275 172 447 

 
表１-２-２ （学校種類別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 

  特別学校 学校 計 

把握していない 26.9% 14.0% 21.9% 
一部把握している 35.3% 37.2% 36.0% 
おおよそ把握している 29.5% 47.1% 36.2% 
不明 8.4% 1.7% 5.8% 

 
図１-２ （学校種類別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 
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① 放課後児童クラブや習い事など利用している児童はいますか × 年齢 
放課後児童クラブや習い事など利用している児童の把握状況は、「おおよそ把握している」事業所では「小

学生の在籍者が中学・高校生の在籍者より多い」事業所が多い。 
表１-３-１ （年齢別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

把握していない 62 37 99 
一部把握している 116 48 164 
おおよそ把握している 122 42 164 
不明 17 10 27 

合計 317 137 454 

表１-３-２ （年齢別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

把握していない 19.6% 27.0% 21.8% 
一部把握している 36.6% 35.0% 36.1% 
おおよそ把握している 38.5% 30.7% 36.1% 
不明 5.4% 7.3% 5.9% 

図１-３ （年齢別）放課後児童クラブや習い事など利用している児童有無 
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（１）一般資源の利用人数 × 主な障害 
一般資源の利用状況は、利用者の主な障害が「発達障害」である事業所で平均 9.03 人、「知的障害」であ

る事業所で平均 5.73 人、「肢体不自由＋重症心身障害」で平均 2.29 人の順であった。 
 
表２-１-１ （主な障害別）一般資源の利用人数 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

有効回答施設数 124 76 17 217 

小学生 

１，２年生 
特学  49 21 5 75 
学校  138 152 1 291 

３，４年生 
特学  41 40 7 88 
学校  117 133 0 250 

５，６年生 
特学  47 29 6 82 
学校  87 131 1 219 

中学生 
特学  77 53 10 140 
学校  64 64 1 129 

高校生 
特学  84 57 8 149 

学校  7 6 0 13 

合計 711 686 39 1436 

 
表２-１-２ （主な障害別）一般資源の利用人数 平均値 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

小学生 

１，２年生 
特学  0.40 0.28 0.29 0.35 
学校  1.11 2.00 0.06 1.34 

３，４年生 
特学  0.33 0.53 0.41 0.41 
学校  0.94 1.75 0.00 1.15 

５，６年生 
特学  0.38 0.38 0.35 0.38 
学校  0.70 1.72 0.06 1.01 

中学生 
特学  0.62 0.70 0.59 0.65 
学校  0.52 0.84 0.06 0.59 

高校生 
特学  0.68 0.75 0.47 0.69 

学校  0.06 0.08 0.00 0.06 

合計 5.73 9.03 2.29 6.62 

※ 分子は人数で、分母は有効回答施設数 
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図２-１ （主な障害別）一般資源の利用人数 平均値 
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(1)一般資源の利用人数 × 学校種類 
一般資源の利用人数は、「特別支援学校在籍者が学校在籍者より多い」事業所では高校生の一般資源利用が

多く、「学校在籍者が特別支援学校在籍者より多い」事業所では小学生の一般資源利用が多い。 
 
表２-２-１ （学校種類別）一般資源の利用人数 度数 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 155 123 278 

小学生 

１，２年生 
特学  82 17 99 
学校  121 313 434 

３，４年生 
特学  115 22 137 
学校  94 234 328 

５，６年生 
特学  97 19 116 
学校  87 212 299 

中学生 
特学  146 47 193 
学校  44 132 176 

高校生 
特学  173 42 215 

学校  7 33 40 

合計 258 168 426 

 
図２-２-２ （学校種類別）一般資源の利用人数 平均値 

  特別学校 学校 計 

小学生 

１，２年生 
特学  0.53 0.14 0.36 
学校  0.78 2.54 1.56 

３，４年生 
特学  0.74 0.18 0.49 
学校  0.61 1.90 1.18 

５，６年生 
特学  0.63 0.15 0.42 
学校  0.56 1.72 1.08 

中学生 
特学  0.94 0.38 0.69 
学校  0.28 1.07 0.63 

高校生 
特学  1.12 0.34 0.77 

学校  0.05 0.27 0.14 

合計 1.66 1.37 1.53 
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図２-２ （学校種類別）一般資源の利用人数 平均値 
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（１）一般資源の利用人数 × 年齢 
一般資源の利用人数は、「中学・高校生在籍者が小学校在籍者より多い」事業所では高校生の一般資源利用

が多く、「小学校在籍者が中学・高校生在籍者より多い」事業所では小学生の一般資源利用が多い。 
 
表２-３-１ （年齢別）一般資源の利用人数 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 203 79 282 

小学生 

１，２年生 
特学  86 13 99 
学校  399 39 438 

３，４年生 
特学  119 19 138 
学校  300 33 333 

５，６年生 
特学  84 32 116 
学校  240 61 301 

中学生 
特学  125 68 193 
学校  104 74 178 

高校生 
特学  121 94 215 

学校  29 11 40 

合計 1607 444 2051 

 
表２-３-２ （年齢別）一般資源の利用人数 平均値 

  小学校 中学・高校生 計 

小学生 

１，２年生 
特学  0.42 0.16 0.35 
学校  1.97 0.49 1.55 

３，４年生 
特学  0.59 0.24 0.49 
学校  1.48 0.42 1.18 

５，６年生 
特学  0.41 0.41 0.41 
学校  1.18 0.77 1.07 

中学生 
特学  0.62 0.86 0.68 
学校  0.51 0.94 0.63 

高校生 
特学  0.60 1.19 0.76 

学校  0.14 0.14 0.14 

合計 7.92 5.62 7.27 

 



96 
 

 
図２-３ （年齢別）一般資源の利用人数 平均値 
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（１）一般資源の利用状況 × 主な障害 
一般資源の利用状況は、事業所の主な利用者が「肢体不自由＋重症心身障害」である事業所では放課後児

童クラブ（学童保育）の割合が少なく、文科系習い事（習字等）の割合が高い。 
 
表３-１-１ （主な障害別）一般資源の利用状況 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+重

症心身障害 
計 

①放課後児童クラブ（学童保育） 52 46 2 100 
②放課後子ども教室 9 3 0 12 
③体育系の習い事（スイミングスクール等） 89 56 4 149 
④体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 21 24 1 46 
⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バド
ミントン等） 

15 11 0 26 

⑥文化系習い事（習字等） 52 39 5 96 
⑦文化系のサークル（手芸や料理等） 3 0 0 3 
⑧文化系のクラブ（演劇や演奏等） 25 13 1 39 
⑨その他 28 22 5 55 

合計 294 214 18 526 

 
表３-１-２ （主な障害別）一般資源の利用状況 割合 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+重

症心身障害 
計 

①放課後児童クラブ（学童保育） 17.7% 21.5% 11.1% 19.0% 
②放課後子ども教室 3.1% 1.4% 0.0% 2.3% 
③体育系の習い事（スイミングスクール等） 30.3% 26.2% 22.2% 28.3% 
④体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 7.1% 11.2% 5.6% 8.7% 
⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バ
ドミントン等） 

5.1% 5.1% 0.0% 4.9% 

⑥文化系習い事（習字等） 17.7% 18.2% 27.8% 18.3% 
⑦文化系のサークル（手芸や料理等） 1.0% 0.0% 0.0% 0.6% 
⑧文化系のクラブ（演劇や演奏等） 8.5% 6.1% 5.6% 7.4% 
⑨その他 9.5% 10.3% 27.8% 10.5% 
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図３-１ （主な障害別）一般資源の利用状況 

 
 
（１）一般資源の利用状況 × 学校種類 
「特別支援学校の在籍者が学校の在籍者より多い」事業所と「学校の在籍者が特別支援学校の在籍者より多
い」事業所とでは、一般資源の利用状況に大きな差は認められない。 
表３-２-１ （学校種類別）一般資源の利用状況 度数 

  特別学校 学校 計 

放課後児童クラブ（学童保育） 55 84 139 
放課後子ども教室 6 10 16 
体育系の習い事（スイミングスクール等） 92 107 199 
体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 21 43 64 
地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 13 23 36 
文化系習い事（習字等） 50 71 121 
文化系のサークル（手芸や料理等） 2 3 5 
文化系のクラブ（演劇や演奏等） 31 26 57 
その他 36 32 68 

合計 306 399 705 
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表３-２-２ （学校種類別）一般資源の利用状況 割合 

  特別学校 学校 計 

放課後児童クラブ（学童保育） 18.0% 21.1% 19.7% 
放課後子ども教室 2.0% 2.5% 2.3% 
体育系の習い事（スイミングスクール等） 30.1% 26.8% 28.2% 
体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 6.9% 10.8% 9.1% 
地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 4.2% 5.8% 5.1% 
文化系習い事（習字等） 16.3% 17.8% 17.2% 
文化系のサークル（手芸や料理等） 0.7% 0.8% 0.7% 
文化系のクラブ（演劇や演奏等） 10.1% 6.5% 8.1% 
その他 11.8% 8.0% 9.6% 

 
図３-２ （学校種類別）一般資源の利用状況 
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（１）一般資源の利用状況 × 年齢 
 「中学・高校生の在籍者が小学校より多い」事業所では放課後児童クラブ（学童保育）の利用が比較的低
くなっている。他の一般資源は、在籍者による事業所類型別では差がほとんど見られない。 
表３-３-１ （年齢別）一般資源の利用状況 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

①放課後児童クラブ（学童保育） 117 24 141 
②放課後子ども教室 13 3 16 
③体育系の習い事（スイミングスクール等） 152 50 202 
④体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 53 12 65 
⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 27 9 36 
⑥文化系習い事（習字等） 92 30 122 
⑦文化系のサークル（手芸や料理等） 4 1 5 
⑧文化系のクラブ（演劇や演奏等） 43 14 57 
⑨その他 48 20 68 

合計 549 163 712 

 
表３-３-２ （年齢別）一般資源の利用状況 割合 

  小学校 中学・高校生 計 

①放課後児童クラブ（学童保育） 21.3% 14.7% 19.8% 
②放課後子ども教室 2.4% 1.8% 2.2% 
③体育系の習い事（スイミングスクール等） 27.7% 30.7% 28.4% 
④体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 9.7% 7.4% 9.1% 
⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 4.9% 5.5% 5.1% 
⑥文化系習い事（習字等） 16.8% 18.4% 17.1% 
⑦文化系のサークル（手芸や料理等） 0.7% 0.6% 0.7% 
⑧文化系のクラブ（演劇や演奏等） 7.8% 8.6% 8.0% 
⑨その他 8.7% 12.3% 9.6% 
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図３-３ （年齢別）一般資源の利用状況 

 
 
他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか × 主な障害 
利用者の主な障害が「肢体不自由＋重症心身障害」の事業所では、他の放課後等デイサービスを利用して

いる児童を「把握していない」割合が高い。 
表４-１-１ （主な障害別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

把握していない 15 9 13 37 
いる 157 92 32 281 
不明 18 11 10 39 

合計 190 112 55 357 

 
表４-１-２ （主な障害別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 割合 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

把握していない 7.9% 8.0% 23.6% 10.4% 
いる 82.6% 82.1% 58.2% 78.7% 
不明 9.5% 9.8% 18.2% 10.9% 

 



102 
 

図４-１ （主な障害別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 

 
 
他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか × 学校種類 
特別支援学校在籍者が多い事業所と学校在籍者が多い事業所とで、他の放課後等デイサービスの利用の把

握状況は差が認められなかった。 
表４-２-１ （学校種類別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 度数 

  特別学校 学校 計 

把握していない 30 16 46 
いる 219 140 359 
不明 26 16 42 

合計 275 172 447 

 
表４-２-２ （学校種類別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 割合 

  特別学校 学校 計 

把握していない 10.9% 9.3% 10.3% 
いる 79.6% 81.4% 80.3% 
不明 9.5% 9.3% 9.4% 
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図４-２ （学校種類別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 

 
 
他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか × 年齢 
小学校の利用者が多い事業所と中学・高校生の多い事業所、事業所利用者の主な障害種別、事業所利用者

の在籍する学校別では、いずれも差が認められなかった。 
表４-３-１ （年齢別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

把握していない 35 11 46 
いる 252 113 365 
不明 30 13 43 

合計 317 137 454 

 
表４-３-２ （年齢別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 割合 

  小学校 中学・高校生 計 

把握していない 11.0% 8.0% 10.1% 
いる 79.5% 82.5% 80.4% 
不明 9.5% 9.5% 9.5% 

 



104 
 

 
図４-３ （年齢別）他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか 

 
 
表５-１ （主な障害別）他の放課後等デイサービスを利用している児童の割合 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障

害 
計 

有効回答施設数 154 87 36 277 
割合 計 6454.75 3299.58 1314.3 11068.63 
平均割合 41.91 37.93 36.51 39.96 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
表５-２ （学校種類別）他の放課後等デイサービスを利用している児童の割合 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 211 131 342 
割合 計 8865.95 4796.9 13662.85 
平均割合 42.02 36.62 39.95 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
表５-３ （年齢別）他の放課後等デイサービスを利用している児童の割合 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 242 105 347 
割合 計 9400.56 4502.69 13903.25 
平均割合 38.85 42.88 40.07 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
（２）他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒について × 主な障害 
 施設の平均的な利用日数は利用者の主たる障害が発達障害の事業所で平均 3.3 日、知的障害と肢体不自由
＋重症心身障害で平均 2.4 日であった。他の施設利用の平均ヶ所数、他の施設の平均利用日数には差が認め
られなかった。 
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表６-１-１ （主な障害別）施設の平均的な利用日数（週あたり） 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障

害 
計 

有効回答施設数 139 88 37 264 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 計 332.26 292.15 88.1 712.51 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 平均 2.39 3.32 2.38 2.70 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
表６-１-２ （主な障害別）他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

有効回答施設数 128 77 28 233 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 計 294.6 152 5.3 501.9 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 平均 2.30 1.97 1.98 2.15 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
表６-１-３ （主な障害別）他の施設の平均利用日数（週あたり） 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+重症心身障

害 
計 

有効回答施設数 115 72 24 211 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 計 267.97 160.3 49.8 478.07 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 平均 2.33 2.23 2.08 2.27 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
（２）他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒について × 学校種類 
利用者の通う主な学校種別では他の放課後等デイサービスの利用状況に差は認められなかった。 

表６-２-１ （学校種類別）施設の平均的な利用日数（週あたり） 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 211 125 336 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 計 661.21 416.15 1077.36 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 平均 3.13 3.33 3.21 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
表６-２-２ （学校種類別）他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 188 113 301 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 計 403.29 219.15 622.44 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 平均 2.15 1.94 2.07 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
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表６-２-３ （学校種類別）他の施設の平均利用日数（週あたり） 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 168 104 272 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 計 435.17 235 670.17 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 平均 2.59 2.26 2.46 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
（２）他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒について × 年齢 
 利用者が中学・高校生の多い事業所では他の施設の平均ヶ所数は 2.41 ヶ所、小学生の多い事業所では 1.92
ヶ所であった。 
表６-３-１ （年齢別）施設の平均的な利用日数（週あたり） 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 243 98 341 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 計 762.16 331 1093.16 
施設の平均的な利用日数（週あたり） 平均 3.14 3.38 3.21 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
表６-３-２ （年齢別）他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 212 91 303 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 計 406.64 219 625.64 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 平均 1.92 2.41 2.06 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
表６-３-３ （年齢別）他の施設の平均利用日数（週あたり） 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 193 81 274 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 計 499.97 174.7 674.67 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 平均 2.59 2.16 2.46 

※ 有効回答数は回答のある施設数 
 
６．放課後デイサービスの利用理由 × 主な障害 
利用者の主な障害が肢体不自由＋重症心身障害である事業所では、「保護者の就労支援としての利用」が最

も高い。 
表７-１-１ （主な障害別）放課後デイサービスの利用理由 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

有効回答施設数 190 112 55 357 
自立した日常生活を営むために必要な訓練 152 96 31 279 
創作的活動、作業活動 104 70 26 200 
地域交流の機会の提供 50 33 17 100 
余暇の提供 141 70 33 244 
保護者の就労支援としての利用 124 56 36 216 
その他 15 13 9 37 

※ 有効回答数はⅪの 1 で「実施している」と回答した施設数 
表７-１-２ （主な障害別）放課後デイサービスの利用理由 割合 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

自立した日常生活を営むために必要な訓練 80.0% 85.7% 56.4% 78.2% 
創作的活動、作業活動 54.7% 62.5% 47.3% 56.0% 



107 
 

地域交流の機会の提供 26.3% 29.5% 30.9% 28.0% 
余暇の提供 74.2% 62.5% 60.0% 68.3% 
保護者の就労支援としての利用 65.3% 50.0% 65.5% 60.5% 
その他 7.9% 11.6% 16.4% 10.4% 

 
図７-１ （主な障害別）放課後デイサービスの利用理由 

 
 
６．放課後等デイサービスの利用理由 × 学校種類 
 特別支援学校より学校の在籍者が多い事業所では、「自立した日常生活を営むために必要な訓練」の割合が
高く、「保護者の就労支援としての利用」が低い。 
表７-２-１ （学校種類別）放課後デイサービスの利用理由 度数 

  特別学校 学校 計 

有効回答施設数 275 172 447 
自立した日常生活を営むために必要な訓練 197 148 345 
創作的活動、作業活動 163 100 263 
地域交流の機会の提供 76 48 124 
余暇の提供 198 117 315 
保護者の就労支援としての利用 188 77 265 
その他 22 23 45 

※ 有効回答数はⅪの 1 で「実施している」と回答した施設数 
表７-２-２ （学校種類別）放課後デイサービスの利用理由 割合 

  特別学校 学校 計 

自立した日常生活を営むために必要な訓練 71.6% 86.0% 77.2% 
創作的活動、作業活動 59.3% 58.1% 58.8% 
地域交流の機会の提供 27.6% 27.9% 27.7% 
余暇の提供 72.0% 68.0% 70.5% 
保護者の就労支援としての利用 68.4% 44.8% 59.3% 
その他 8.0% 13.4% 10.1% 
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図７-２ （学校種類別）放課後デイサービスの利用理由 

 
 
６．放課後等デイサービスの利用理由 × 年齢 
中学・高校生の利用者が多い事業所では、「創作的活動、作業活動」の割合が高い。 

表７-３-１ （年齢別）放課後デイサービスの利用理由 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

有効回答施設数 317 137 454 
自立した日常生活を営むために必要な訓練 242 109 351 
創作的活動、作業活動 173 92 265 
地域交流の機会の提供 92 34 126 
余暇の提供 218 102 320 
保護者の就労支援としての利用 186 83 269 
その他 31 14 45 

※ 有効回答数はⅪの 1 で「実施している」と回答した施設数 
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表７-３-２ （年齢別）放課後デイサービスの利用理由 割合 

  小学校 中学・高校生 計 

自立した日常生活を営むために必要な訓練 76.3% 79.6% 77.3% 
創作的活動、作業活動 54.6% 67.2% 58.4% 
地域交流の機会の提供 29.0% 24.8% 27.8% 
余暇の提供 68.8% 74.5% 70.5% 
保護者の就労支援としての利用 58.7% 60.6% 59.3% 
その他 9.8% 10.2% 9.9% 

 
図７-３ （年齢別）放課後デイサービスの利用理由 

 
 
７．保護者との情報交換の機会 × 主な障害 
利用者の主な障害別では保護者との情報交換の機会に差は見られない。 

表８-１-１ （主な障害別）保護者との情報交換の機会 度数 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

保護者同伴での通園時 41 40 12 93 
保護者による送迎時 140 71 40 251 
事業所による送迎時 130 71 30 231 
電話 105 75 38 218 
メール等 58 35 14 107 
連絡帳 137 77 39 253 
個別に時間を設定 45 42 10 97 
その他 18 14 9 41 

合計 674 425 192 1291 
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表８-１-２ （主な障害別）保護者との情報交換の機会 割合 

  知的障害 発達障害 
肢体不自由+
重症心身障害 

計 

保護者同伴での通園時 6.1% 9.4% 6.3% 7.2% 
保護者による送迎時 20.8% 16.7% 20.8% 19.4% 
事業所による送迎時 19.3% 16.7% 15.6% 17.9% 
電話 15.6% 17.6% 19.8% 16.9% 
メール等 8.6% 8.2% 7.3% 8.3% 
連絡帳 20.3% 18.1% 20.3% 19.6% 
個別に時間を設定 6.7% 9.9% 5.2% 7.5% 
その他 2.7% 3.3% 4.7% 3.2% 

図８-１ （主な障害別）保護者との情報交換の機会 

 
 
７．保護者との情報交換の機会 × 学校種類 
特別支援学校在籍者の多い事業所では「事業者による送迎時」の情報交換が多い傾向にある。 

表８-２-１ （学校種類別）保護者との情報交換の機会 度数 

  特別学校 学校 計 

保護者同伴での通園時 60 65 125 
保護者による送迎時 199 109 308 
事業所による送迎時 194 92 286 
電話 167 103 270 
メール等 88 56 144 
連絡帳 204 112 316 
個別に時間を設定 65 63 128 
その他 25 27 52 

合計 1002 627 1629 

表８-２-２ （学校種類別）保護者との情報交換の機会 割合 

  特別学校 学校 計 
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保護者同伴での通園時 6.0% 10.4% 7.7% 
保護者による送迎時 19.9% 17.4% 18.9% 
事業所による送迎時 19.4% 14.7% 17.6% 
電話 16.7% 16.4% 16.6% 
メール等 8.8% 8.9% 8.8% 
連絡帳 20.4% 17.9% 19.4% 
個別に時間を設定 6.5% 10.0% 7.9% 
その他 2.5% 4.3% 3.2% 

図８-２ （学校種類別）保護者との情報交換の機会 

 
７．保護者との情報交換の機会 × 年齢 
在籍者が小学校の多い事業所と中学・高校生の多い事業所とでは、保護者との情報交換の機会について差

は認められない。 
表８-３-１ （年齢別）保護者との情報交換の機会 度数 

  小学校 中学・高校生 計 

保護者同伴での通園時 95 30 125 
保護者による送迎時 221 90 311 
事業所による送迎時 191 100 291 
電話 189 83 272 
メール等 101 43 144 
連絡帳 215 105 320 
個別に時間を設定 97 32 129 
その他 36 16 52 

合計 1145 499 1644 

表８-３-２ （年齢別）保護者との情報交換の機会 割合 

  小学校 中学・高校生 計 

保護者同伴での通園時 8.3% 6.0% 7.6% 
保護者による送迎時 19.3% 18.0% 18.9% 
事業所による送迎時 16.7% 20.0% 17.7% 
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電話 16.5% 16.6% 16.5% 
メール等 8.8% 8.6% 8.8% 
連絡帳 18.8% 21.0% 19.5% 
個別に時間を設定 8.5% 6.4% 7.8% 
その他 3.1% 3.2% 3.2% 

 
図８-３ （年齢別）保護者との情報交換の機会 
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主たる障害が重症心身障害の事業所における状況 
 
契約児の主たる障害が重症心身障害である事業所（Ⅲ 児童の状況について 5．契約児数の障害状況および

合併症について（1）主たる障害について において「重症心身障害」を選択した事業所）のみを抽出して集
計を行った。 

 
Ⅰ．通所支援の状況について 
１．通所支援の概況について 
（１）事業種別 
児童発達支援事業は 11 件で 27.5%、多機能事業所は 29 件で 72.5%であった。 

表Ⅰ-１-１ 事業種別 

  度数 割合 

福祉型児童発達支援センター 0 0.0% 
医療型児童発達支援センター 0 0.0% 
児童発達支援事業 11 27.5% 
放課後デイサービス 0 0.0% 
多機能事業所 29 72.5% 
その他 0 0.0% 

合計 40 - 

図Ⅰ-１-１ 事業種別 

 
 
（２）定員 
定員の平均人数は 8.13 人である。「～10 人」32 件（80.0%）、「11～20 人」7件（17.5%）、「21～30 人」1件

（2.5%）であった。 
表Ⅰ-１-２ 定員 

  有効回答施設数 度数 平均 

定員 40 325 8.13 
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表Ⅰ-１-２-２ 定員 

  度数 割合 

～10 人 32 80.0% 
11～20 人 7 17.5% 
21～30 人 1 2.5% 
31～40 人 0 0.0% 
41～50 人 0 0.0% 
51～60 人 0 0.0% 
61～70 人 0 0.0% 
71～100 人 0 0.0% 
101～140 人 0 0.0% 
141 人以上 0 0.0% 
不明 0 0.0% 

合計 40 - 

 
図Ⅰ-１-２-２ 定員 

 
 



115 
 

 
（３）所在地・都道府県 
表Ⅰ-１-３-１ 所在地・都道府県 
  度数 割合 

北海道 1 2.5% 
青森県 0 0.0% 
岩手県 0 0.0% 
宮城県 0 0.0% 
秋田県 0 0.0% 
山形県 0 0.0% 
福島県 1 2.5% 
茨城県 0 0.0% 
栃木県 0 0.0% 
群馬県 0 0.0% 
埼玉県 1 2.5% 
千葉県 1 2.5% 
東京都 2 5.0% 
神奈川県 1 2.5% 
新潟県 1 2.5% 
富山県 0 0.0% 
石川県 0 0.0% 
福井県 1 2.5% 
山梨県 0 0.0% 
長野県 0 0.0% 
岐阜県 1 2.5% 
静岡県 2 5.0% 
愛知県 4 10.0% 
三重県 1 2.5% 
滋賀県 0 0.0% 
京都府 2 5.0% 
大阪府 2 5.0% 
兵庫県 1 2.5% 
奈良県 1 2.5% 
和歌山県 0 0.0% 
鳥取県 0 0.0% 
島根県 1 2.5% 
岡山県 1 2.5% 
広島県 3 7.5% 
山口県 1 2.5% 
徳島県 0 0.0% 
香川県 0 0.0% 
愛媛県 1 2.5% 
高知県 2 5.0% 
福岡県 3 7.5% 
佐賀県 1 2.5% 
長崎県 4 10.0% 
熊本県 0 0.0% 
大分県 0 0.0% 
宮崎県 0 0.0% 
鹿児島県 0 0.0% 
沖縄県 0 0.0% 
不明 0 0.0% 

合計 40   
※この調査は無作為抽出によるものです。 
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（４）所在地・市区町村区分 
所在地・市区町村区分では、「特別区」1件（2.5%）、「政令市」8件（20.0%）、「中核市」4件（10.0%）、「市」

26 件（65.0%）、「町」1件（2.5%）であった。 
表Ⅰ-１-４-２ 所在地・市区町村区分 

  度数 割合 

特別区 1 2.5% 
政令市 8 20.0% 
中核市 4 10.0% 
市 26 65.0% 
町 1 2.5% 
村 0 0.0% 
不明 0 0.0% 
合計 40   
図Ⅰ-１-４-２ 所在地・市区町村区分 

 
 
（５）設置主体 
設置主体は、「都道府県立」3 件（7.5%）、「市町村立」1 件（2.5%）、「民間立」25 件（62.5%）、「その他」9

件（22.5%）、「不明」2件（5.0%）であった。 
表Ⅰ-１-５ 設置主体 

  度数 割合 

都道府県立 3 7.5% 
市町村立 1 2.5% 
民間立 25 62.5% 
その他 9 22.5% 
不明 2 5.0% 

合計 40   
図Ⅰ-１-５ 設置主体 

 
（６）経営主体 
経営主体では、「公営」2件（5.0%）、「社会福祉法人」16 件（40.0%）、「社会福祉協議会」1件（2.5%）、「NPO

法人」4件（10.0%）、「株式会社」4件（10.0%）、「その他」13 件（32.5%）であった。 
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表Ⅰ-１-６ 経営主体 

  度数 割合 

公営 2 5.0% 
社会福祉法人 16 40.0% 
社会福祉事業団 0 0.0% 
社会福祉協議会 1 2.5% 
NPO 法人 4 10.0% 
社団法人 0 0.0% 
株式会社 4 10.0% 
その他 13 32.5% 
不明 0 0.0% 

合計 40   
 
図Ⅰ-１-６ 経営主体 

 
 
（７）建物所有 
建物所有の状況は、「自己所有」24 件（60.0%）、「無償賃貸」3件（7.5%）、「有償賃貸」10 件（25.0%）、「そ

の他」1件（2.5%）、「不明」2件（5.0%）であった。 
表Ⅰ-１-７ 建物所有 

  度数 割合 

自己所有 24 60.0% 
無償賃貸 3 7.5% 
有償賃貸 10 25.0% 
その他 1 2.5% 
不明 2 5.0% 

合計 40   
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図Ⅰ-１-７ 建物所有 

 
 
（８）指導室（保育室）の部屋数 
指導室（保育室）の部屋数は、「1」26 件（65.0%）、「2」6件（15.0%）、「3」4件（10.0%）、「4」2件（5.0%）、

「不明」2件（5.0%）であった。 
表Ⅰ-１-１-８ 指導室（保育室）の部屋数 

  度数 割合 

1 26 65.0% 
2 6 15.0% 
3 4 10.0% 
4 2 5.0% 
不明 2 5.0% 

合計 40   

 
図Ⅰ-１-１-８ 指導室（保育室）の部屋数 

 
 
（９）設置年 
設置年は、「1990 年代」1 件（2.5%）、「2000 年代」5 件（12.5%）、「2010 年代」32 件（80.0%）、「不明」2

件（5.0%）であった。 
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表Ⅰ-１-１-９ 設置年 

  度数 割合 

1960 年代 0 0.0% 
1970 年代 0 0.0% 
1980 年代 0 0.0% 
1990 年代 1 2.5% 
2000 年代 5 12.5% 
2010 年代 32 80.0% 
不明 2 5.0% 

合計 40   

 
図Ⅰ-１-１-９ 設置年 

 
 
（１０）契約児童数 
契約児数は合計で 534 人で平均 13.69 人、措置児数は合計 1人で平均 0.03 人、「契約児数（措置含む）」は

合計 535 人で平均 13.72 人であった。 
表Ⅰ-１-１-１０-１ 契約児童数 

  度数 平均 

有効回答施設数 39 - 
契約児数 534 13.69 
措置児数 1 0.03 
契約児数（措置含む） 535 13.72 

 
（１）定員と（１０）契約児童数 
定員あたりの契約児童数は平均で 1.65 倍であった。 

表Ⅰ-１-１-１０-２ 定員と契約児童数 

  度数 

有効回答施設数 39 
定員計 325 
契約児童数計 535 

総契約児童数/総定員 1.65 

 
（１１）曜日別開所数 
曜日別開所数では、「月」32 件（84.2%）、「火」37 件（97.4%）、「水」36 件（94.7%）、「木」37 件（97.4%）、

「金」36 件（94.7%）、「土」12 件（31.6%）、「日」1件（2.6%）、「祝祭日」9件（23.7%）、「年末年始」1件（2.6%）
であった。 
表Ⅰ-１-１-１１ 曜日別開所数 

  度数 割合 

有効回答施設数 38 - 
月 32 84.2% 
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火 37 97.4% 
水 36 94.7% 
木 37 97.4% 
金 36 94.7% 
土 12 31.6% 
日 1 2.6% 
祝祭日 9 23.7% 
年末年始 1 2.6% 

 
図Ⅰ-１-１-１１ 曜日別開所数 

 
 
２．開所日数、契約児数（措置児数を含む）、及び、延べ利用予定数並びに延べ利用実数について 
開所日数は平均 20.4 日、契約児数は平均 13.9 人であった。延べ利用実数数の利用予定数に対する割合は

86％であった。 
 
表Ⅰ-２-１ 開所日数、契約児数 

  有効回答施設数 度数 計 平均 

開所日数 39 796 20.4 
契約児数 38 527 13.9 

表Ⅰ-２-２ 利用実数／利用予定数 

  度数 

有効回答施設数 36 
延べ利用予定数 計 3,448 
延べ利用実数 計 2,966 

延べ利用実数/予定数 86% 

 
３．契約（措置を含む）児童の利用形態 
契約（措置を含む）児童の利用形態では、「週６日」2 件（0.4%）、「週５日」26 件（5.4%）、「週４日」40

件（8.2%）、「週３日」92 件（19.0%）、「週２日」108 件（22.3%）、「週１日」96 件（19.8%）、「週１日未満」121
件（24.9%）であった。 
表Ⅰ-３ 契約児童の利用形態（児童数） 

  児童数計 割合 

有効回答施設数 35 - 
週７日 0 0.0% 
週６日 2 0.4% 
週５日 26 5.4% 
週４日 40 8.2% 
週３日 92 19.0% 
週２日 108 22.3% 
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週１日 96 19.8% 
週１日未満 121 24.9% 

計 485 - 

 
図Ⅰ-３ 契約児童の利用形態（児童数） 

 
 
４．診療所の併設／医師の配置について 
（１）診療所の併設 
「診療所を併設し、通所利用児以外も診療している」18 件（45.0%）、「診療所を併設しているが、通所利用

児以外の診療は行っていない」1件（2.5%）、「診療所は併設していない」20 件（50.0%）、「不明」1件（2.5%）
であった。 
表Ⅰ-４-１ 診療所の併設 

  度数 割合 

診療所を併設し、通所利用児以外も診療している 18 45.0% 
診療所を併設しているが、通所利用児以外の診療は行っていない 1 2.5% 
診療所は併設していない 20 50.0% 
不明 1 2.5% 

合計 40 - 
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図Ⅰ-４-１ 診療所の併設 

 
 
（２）医師の配置 
医師の配置は、「常駐している」17 件（42.5%）、「診療所業務のために嘱託／臨時の医師を配置している」4

件（10.0%）、「嘱託医、協力医のみ」17 件（42.5%）、「不明」2件（5.0%）であった。 
表Ⅰ-４-２ 医師の配置 

  度数 割合 

常駐している 17 42.5% 
診療所業務のために嘱託／臨時の医師を配置している 4 10.0% 
嘱託医、協力医のみ 17 42.5% 
不明 2 5.0% 

合計 40 - 

 
図Ⅰ-４-２ 医師の配置 

 
 
（３）診療報酬請求（保険医療機関認可） 
保険医療機関として認可されている事業所の診療報酬請求の状況は、「毎日請求している」12 件（30.0%）、

「請求していない」25 件（62.5%）、「不明」3件（7.5%）であった。 
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表Ⅰ-４-３ 診療報酬請求（保険医療機関認可） 

  度数 割合 

毎日請求している 12 30.0% 
嘱託／臨時の医師の勤務日のみ請求している 0 0.0% 
請求していない 25 62.5% 
不明 3 7.5% 

合計 40 - 

図Ⅰ-４-３ 診療報酬請求（保険医療機関認可） 

 
 

Ⅱ．職員体制・支援内容について 
１．職員の数と構成 
職員の数の「合計」は、「常勤合計」257.2 人（平均 6.59 人）、「非常勤合計」189 人（平均 4.85 人）、「現

員合計」446.2 人（平均 11.44 人）で、「常勤換算」では 154.97 人（平均 3.97 人）であった。 
有資格者数は、社会福祉士もしくは精神保健福祉士が平均 0.51 人、介護福祉士が平均 1.1 人であった。 

表Ⅱ-１-１ 職員の数と構成 

 
人数計 平均値 

有効回答施設数 39 - 

1．管理者 

常勤 37 0.95 
非常勤 1 0.03 
現員 38 0.97 
常勤換算 15.3 0.39 

2．サービス・児童発達支援責任者 

常勤 40 1.03 
非常勤 0 0.00 
現員 40 1.03 
常勤換算 23.4 0.60 

3．保育士 

常勤 34 0.87 
非常勤 23 0.59 
現員 57 1.46 
常勤換算 28.03 0.72 

4．児童指導員 

常勤 20 0.51 
非常勤 12 0.31 
現員 32 0.82 
常勤換算 14.05 0.36 

5．指導員 

常勤 23.2 0.59 
非常勤 25 0.64 
現員 48.2 1.24 
常勤換算 20.3 0.52 

6．作業療法士 

常勤 4 0.10 
非常勤 6 0.15 
現員 10 0.26 
常勤換算 3.1 0.08 
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7．言語聴覚士 

常勤 4 0.10 
非常勤 2 0.05 
現員 6 0.15 
常勤換算 2.2 0.06 

8．理学療法士 

常勤 11 0.28 
非常勤 25 0.64 
現員 36 0.92 
常勤換算 6.44 0.17 

9．医師 

常勤 22 0.56 
非常勤 14 0.36 
現員 36 0.92 
常勤換算 5 0.13 

10．看護師・保健師 

常勤 37 0.95 
非常勤 41 1.05 
現員 78 2.00 
常勤換算 30.7 0.79 

11．心理指導担当職員 

常勤 2 0.05 
非常勤 2 0.05 
現員 4 0.10 
常勤換算 0.7 0.02 

12．ケースワーカー・相談員 

常勤 1 0.03 
非常勤 1 0.03 
現員 2 0.05 
常勤換算 0 0.00 

13．栄養士 

常勤 4 0.10 
非常勤 1 0.03 
現員 5 0.13 
常勤換算 0.4 0.01 

14．調理員 

常勤 2 0.05 
非常勤 10 0.26 
現員 12 0.31 
常勤換算 0.8 0.02 

15．送迎運転手 

常勤 1 0.03 
非常勤 20 0.51 
現員 21 0.54 
常勤換算 2.25 0.06 

16．事務員 

常勤 15 0.38 
非常勤 4 0.10 
現員 19 0.49 
常勤換算 2.4 0.06 

17．その他 

常勤 0 0.00 
非常勤 2 0.05 
現員 2 0.05 
常勤換算 0.9 0.02 

合計 

常勤合計 257.2 6.59 
非常勤合計 189 4.85 
現員合計 446.2 11.44 
常勤換算合計 154.97 3.97 

※有効回答施設数：常勤換算は、常勤換算記載ありの施設数、その他は現員の記載ありの施設数 
図Ⅱ-１-１ 職員の数と構成 平均人数 
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表Ⅱ-１-２ 職員の有資格者数 

  有効回答施設数 度数 平均 
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社会福祉士もしくは精神保健福祉士の有資格者数 35 18 0.51 
介護福祉士の有資格者数 35 38.5 1.1 

 
 
２．児童の直接支援職員の数について 
児童の直接支援職員は、定員数÷直接支援職員数は 1.55 人。契約児童数÷直接支援職員数は 2.59 人であ

った。 
 
表Ⅱ-２-１ 定員数との比較 

  度数 

有効回答施設数 33 
直接支援職員数 168.5 
定員数 262 
定員数÷直接支援職員数 1.55 

 
表Ⅱ-２-１ 契約児童数との比較 

  度数 

有効回答施設数 32 
直接支援職員数 162.7 
契約児童数 421 
契約児童数÷直接支援職員数 2.59 

 
３．職員の年齢・性別 
常勤の合計の平均人数は、「20 歳代」1.87 人、「30 歳代」1.80 人、「40 歳代」2.13 人、「50 歳代」2.20 人、

「60 歳代」1.33 人、「65 歳以上」1.60 人、「合計」5.64 人であった。 
非常勤の合計の平均人数は、「10 歳代」1.00 人、「20 歳代」2.22 人、「30 歳代」1.52 人、「40 歳代」2.33

人、「50 歳代」2.35 人、「60 歳代」1.83 人、「65 歳以上」1.86 人、「合計」5.45 人であった。 
常勤職員の平均年齢は 44.8 歳、非常勤職員の平均年齢は 46.84 歳であった。 
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表Ⅱ-３-１-１ 職員の年齢・性別 

  人数 計 有効回答施設数 平均人数 

常勤の男性 

10 歳代 0 2 0.00 
20 歳代 7 5 1.40 
30 歳代 13 11 1.18 
40 歳代 16 14 1.14 
50 歳代 17 11 1.55 
60 歳代 8 8 1.00 
65 歳以上 7 6 1.17 
合計 68 24 2.83 

非常勤の男性 

10 歳代 1 3 0.33 
20 歳代 8 7 1.14 
30 歳代 6 8 0.75 
40 歳代 2 4 0.50 
50 歳代 3 5 0.60 
60 歳代 11 7 1.57 
65 歳以上 12 9 1.33 
合計 43 19 2.26 

常勤の女性 

10 歳代 0 2 0.00 
20 歳代 21 14 1.50 
30 歳代 32 22 1.45 
40 歳代 35 18 1.94 
50 歳代 38 21 1.81 
60 歳代 8 8 1.00 
65 歳以上 1 3 0.33 
合計 135 34 3.97 

非常勤の女性 

10 歳代 0 2 0.00 
20 歳代 12 9 1.33 
30 歳代 29 22 1.32 
40 歳代 47 22 2.14 
50 歳代 37 15 2.47 
60 歳代 11 10 1.10 
65 歳以上 1 3 0.33 
合計 137 32 4.28 

常勤の合計 

10 歳代 0 0 0.00 
20 歳代 28 15 1.87 
30 歳代 45 25 1.80 
40 歳代 51 24 2.13 
50 歳代 55 25 2.20 
60 歳代 16 12 1.33 
65 歳以上 8 5 1.60 
合計 203 36 5.64 

非常勤の合計 

10 歳代 1 1 1.00 
20 歳代 20 9 2.22 
30 歳代 35 23 1.52 
40 歳代 49 21 2.33 
50 歳代 40 17 2.35 
60 歳代 22 12 1.83 
65 歳以上 13 7 1.86 
合計 180 33 5.45 
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図Ⅱ-３-１-１ 職員の年齢・性別（平均人数） 

 
 
表Ⅱ-３-１-２ 職員の平均年齢 

  有効回答施設数 年齢合計 平均年齢 

常勤 22 985.53 44.8 
非常勤 19 890 46.84 
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（２）児童分野の経験年数 
児童分野の経験年数は、５年未満が平均 5.92 人、５年以上が平均 3.58 人であった。 

 
表Ⅱ-３-２ 児童分野の経験年数 

  有効回答施設数 人数合計 人数平均 

５年未満人数 25 148 5.92 
５年以上人数 31 111 3.58 

 
（３）一日の勤務内容と時間 
１日の勤務内容と平均時間は、送迎が 105.34 分、直接処遇が 285.83 分、療育準備・会議・その他は 91.36

分であった。直接処遇のうち、個別は 140.22 分、集団は 142.8 分であった。 
表Ⅱ-３-３ 一日の勤務内容と時間 

  有効回答施設数 時間計（分） 平均時間（分） 

送迎（分） 29 3,055 105.34 
直接処遇（分） 36 10,290 285.83 
直接処遇（分） うち個別 23 3,225 140.22 
直接処遇（分） うち集団 25 3,570 142.8 
療育準備・会議・その他（分） 33 3,015 91.36 

 
４．発達支援の内容について 
（１）クラス編成 
クラス編成を「している」は 6 件（15.0%）、「特にしていない」33 件（82.5%）、「不明」1 件（2.5%）であ

った。 
表Ⅱ-４-１ クラス編成 

  度数 割合 

している 6 15.0% 
特にしていない 33 82.5% 
不明 1 2.5% 

合計 40 - 

 
図Ⅱ-４-１ クラス編成 

 
 
（２）クラス編成をしている場合の考え方 
クラス編成をしている場合の考え方は、「年齢・学年など」4 件（66.7%）、「発達段階」2 件（33.3%）、「障

害状況」3件（50.0%）であった。 
表Ⅱ-４-２ クラス編成をしている場合の考え方 

  度数 割合 

有効回答施設数 6 - 
年齢・学年など 4 66.7% 
発達段階 2 33.3% 
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障害状況 3 50.0% 
その他 0 0.0% 

 
図Ⅱ-４-２ クラス編成をしている場合の考え方 

 
 
（３）発達支援の内容 
発達支援の内容は、「保育等を中心とした多様な取り組み」31 件（81.6%）、「言語・コミュニケーション

にかかわる支援」24 件（63.2%）、「食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援」33 件（86.8%）、「運動機
能を向上させるための支援」31 件（81.6%）、「友達とのかかわりに関する支援」22 件（57.9%）、「ソーシ
ャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援」9件（23.7%）、「医療ケアなどを中心とした支援」31 件
（81.6%）、「学習にかかわる支援」3 件（7.9%）、「タブレット端末などを利用した支援」1 件（2.6%）、
「スケジュール・ワークシステムなどの支援」3件（7.9%）、「その他」2件（5.3%）であった。 
表Ⅱ-４-３ 発達支援の内容 

  度数 割合 

有効回答施設数 38 - 
保育等を中心とした多様な取り組み 31 81.6% 
言語・コミュニケーションにかかわる支援 24 63.2% 
食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援 33 86.8% 
運動機能を向上させるための支援 31 81.6% 
友達とのかかわりに関する支援 22 57.9% 
ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援 9 23.7% 
医療ケアなどを中心とした支援 31 81.6% 
学習にかかわる支援 3 7.9% 
タブレット端末などを利用した支援 1 2.6% 
スケジュール・ワークシステムなどの支援 3 7.9% 
その他 2 5.3% 
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図Ⅱ-４-３ 発達支援の内容 

 
 
（４）行事の実施 
「行事を行っている」31 件（77.5%）、「特にしていない」8件（20.0%）、「不明」1件（2.5%）であった。 

表Ⅱ-４-４ 行事の実施 

  度数 割合 

行事を行っている 31 77.5% 
特にしていない 8 20.0% 
不明 1 2.5% 

合計 40 - 

 
図Ⅱ-４-４ 行事の実施 

 
 
（５）行事の内容 
行事の内容は、「入園・卒園式など」16 件（51.6%）、「運動会」12 件（38.7%）、「家族参観日」8

件（25.8%）、「発表会」1件（3.2%）、「遠足」15 件（48.4%）、「収穫祭などのお祭り」7件（22.6%）、
「交流保育・交流学習など」11 件（35.5%）、「その他」14 件（45.2%）であった。 
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表Ⅱ-４-５ 行事の内容 

  度数 割合 

有効回答施設数 31 - 
入園・卒園式など 16 51.6% 
運動会 12 38.7% 
家族参観日 8 25.8% 
発表会 1 3.2% 
遠足 15 48.4% 
収穫祭などのお祭り 7 22.6% 
交流保育・交流学習など 11 35.5% 
その他 14 45.2% 

合計 84 - 

 
図Ⅱ-４-５ 行事の内容 

 
 

Ⅲ．児童の状況について 
１．契約児数の年齢別所在児数 
契約児数の平均人数は、「0 歳児」が 0.05 人、「1 歳児」が 0.46 人、「2 歳児」は 1.27 人、うち、並行通園

児 0.41 人、「3歳児」は 1.22 人、うち、並行通園児は 0.73 人、「4歳児」は 1.43 人、うち、並行通園児は 1.23
人、「5歳児」は 1.68 人、うち、並行通園児は 1.55 人であった。 
表Ⅲ-１ 契約児数の年齢別所在児数 

  
度数 平均 

通園児 並行通園児 通園児 並行通園児 

有効回答施設数（人数） 37 22 - - 
0 歳児 2 0 0.05 0.00 
1 歳児 17 0 0.46 0.00 
2 歳児 47 9 1.27 0.41 
3 歳児 45 16 1.22 0.73 
4 歳児 53 27 1.43 1.23 
5 歳児 62 34 1.68 1.55 
小学生以上 296 - 8.00 - 

合計 522 86 - - 
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図Ⅲ-１ 契約児数の年齢別所在児数 平均値 

 
 
２．利用在籍年数別在所児数 
①開設経過年数 
「5年以下」30 件（75.0%）、「6～10 年」3件（7.5%）、「11～20 年」1件（2.5%）、「不明」6件（15.0%）

であった。 
表Ⅲ-２-１ 開設経過年数 

  度数 割合 

5 年以下 30 75.0% 
6～10 年 3 7.5% 
11～20 年 1 2.5% 
21～30 年 0 0.0% 
31～40 年 0 0.0% 
41 年以上 0 0.0% 
不明 6 15.0% 

合計 40 - 

 
図Ⅲ-２-１ 開設経過年数 
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②利用・在籍期間（人数） 
表Ⅲ-２-２ 利用・在籍期間（人数） 

  度数 平均値 

有効回答施設数 36 - 
５ヶ月以内 80 2.22 
６～１１ヶ月 50 1.39 
１年０ヶ月～１１ヶ月 111 3.08 
２年０ヶ月～１１ヶ月 76 2.11 
３年０ヶ月～１１ヶ月 88 2.44 
４年０ヶ月～１１ヶ月 47 1.31 
５年０ヶ月～１１ヶ月 6 0.17 
６年０ヶ月～１１ヶ月 17 0.47 

合計 475 13.19 

 
図Ⅲ-２-２ 利用・在籍期間（人数） 平均値 

 
 
３．利用開始時点での年齢構成 
「０歳児」は 11 件で平均 0.31 人、「１歳児」は 34 件で平均 0.94 人、「２歳児」は 68 件で平均 1.89 人、

「３歳児」は 48 件で平均 1.33 人、「４歳児」は 36 件で平均 1人、「５歳児」は 28 件で平均 0.78 人、「小
学生以上」は 247 件で 6.86 人であった。 
表Ⅲ-３ 利用開始時点での年齢構成 

  度数 平均値 

有効回答施設数 36 - 
０歳児 11 0.31 
１歳児 34 0.94 
２歳児 68 1.89 
３歳児 48 1.33 
４歳児 36 1.00 
５歳児 28 0.78 
小学生以上 247 6.86 

合計 472 13.11 
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図Ⅲ-３ 利用開始時点での年齢構成 平均値 

 
 
４．他の機関の利用状況について 
（１）並行通園の利用状況 
「保育所・幼稚園・認定こども園在籍児の通園」は、平均 0.88 人であった。 

表Ⅲ-４-１ 並行通園の利用状況 

  有効回答施設数 人数 平均人数 

保育所・幼稚園・認定こども園在籍児の通園 24 21 0.88 

 
（２）他の機関の利用状況 
「他の児童発達支援センター在籍児の通園」は平均 2.8 人、「他の児童発達支援事業在籍児の通園」は 3.61

人、「特別支援学校幼稚部在籍児童児の通園」は平均 2.91 人、「その他の機関在籍児の通園」は平均 3.4 人
であった。 
表Ⅲ-４-２ 他の機関の利用状況 

  有効回答施設数 人数 平均人数 

他の児童発達支援センター在籍児の通園 25 70 2.8 
他の児童発達支援事業在籍児の通園 18 65 3.61 
特別支援学校幼稚部在籍児童児の通園 11 32 2.91 
その他の機関在籍児の通園 10 34 3.4 

 
５．契約児数の障害状況および合併症 
（１）主たる障害 
主たる障害は「知的障害」11 人（2.0%）、「発達障害」23 人（4.2%）、「肢体不自由」28 人（5.1%）、「聴

覚障害」2人（0.4%）、「重症心身障害」478 人（87.9%）、「その他」2人（0.4%）であった。 
表Ⅲ-５-１ 主たる障害 

  人数 割合 
平均人

数 

有効回答施設数 38 - - 
知的障害 11 2.0% 0.29 
発達障害 23 4.2% 0.61 
肢体不自由 28 5.1% 0.74 
聴覚障害 2 0.4% 0.05 
重症心身障害 478 87.9% 12.58 
その他 2 0.4% 0.05 
不明 0 0.0% 0.00 

計 544 - - 

（２）合併症 
合併症の状況は、「人工呼吸器（口鼻マスクによる人工呼吸含む）」35 人（2.8%）、「気管切開」は

102 人（8.1%）、「ネブライザー使用」68 人（5.4%）、「酸素使用」56 人（4.4％）、「痰などの吸引」
191 人（15.1%）、「経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう）」221 人（17.5%）、「発作があり緊急対応など
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生活に支障あり」91 人（7.2%）である。「発作はあるが生活に概ね支障なし」188 人（14.9%）、「発作
はない」64 人（5.1%）であった。 
表Ⅲ-５-２ 合併症 

  度数 割合 平均値 

有効回答施設数 39 - - 

内部障害 
（医療的ケア） 

循環器系（心疾患など） 28 2.2% 0.72 

呼
吸
器
系 

人工呼吸器（口鼻マスクによる人工呼吸含む） 35 2.8% 0.90 
気管切開 102 8.1% 2.62 
鼻咽頭エアウェイ 7 0.6% 0.18 
ネブライザー使用 68 5.4% 1.74 
酸素使用 56 4.4% 1.44 
痰などの吸引 191 15.1% 4.90 

消化器
系 

経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう） 221 17.5% 5.67 
誤嚥が多い 84 6.7% 2.15 

泌尿器系（導尿など） 12 1.0% 0.31 
中心静脈栄養 1 0.1% 0.03 

てんかん 
発作があり緊急対応など生活に支障あり 91 7.2% 2.33 
発作はあるが生活に概ね支障なし 188 14.9% 4.82 
発作はない 64 5.1% 1.64 

視覚障害（眼鏡等で
の矯正可能を除く） 

斜視・弱視等 60 4.8% 1.54 
光覚のみ・盲等 23 1.8% 0.59 

聴覚障害 補聴器等装用 31 2.5% 0.79 

計 1262 - - 

 
（３）聴覚障害のあるすべての児童、および主たる障害が発達障害の児童について 
①「聴覚障害のあるすべての児童」について 
「新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児」は平均 0.4 人、「人工内耳を使用している聴覚障

害児」は平均 0.11 人、「聴覚障害児のうち視覚障害を伴う児童」は平均 0.9 人であった。 
表Ⅲ-５-３-１ 聴覚障害のある児童について 

  有効回答数 人数 平均人数 

ｉ）新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児 5 2 0.40 
ｉｉ）人工内耳を使用している聴覚障害児 9 1 0.11 
ｉｉｉ）聴覚障害児のうち視覚障害を伴う児童 10 9 0.90 

 
②主たる障害が発達障害を伴う児童について 
ⅰ）発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 
発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導を「している」は 3件（50.0%）、「して
いない」は 3件（50.0%）であった。 
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表Ⅲ-５-３-２-１ 発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 

  度数 割合 

している 3 50.0% 
していない 3 50.0% 

合計 6 - 

 
図Ⅲ-５-３-２-１ 発達障害の児童の言語・コミュニケーション障害に対する個別指導 

 
 
ⅱ）個別指導をしている職種 
個別指導をしている職種は、「保育士・児童指導員」3件（50.0%）、「言語聴覚士」1件（16.7%）、「そ

の他の職種」2件（33.3%）であった。 
表Ⅲ-５-３-２-２ 個別指導をしている職種 

  度数 割合 

有効回答施設数 6 - 
保育士・児童指導員 3 50.0% 
心理職 0 0.0% 
言語聴覚士 1 16.7% 
その他の職種 2 33.3% 

計 6 - 

 
図Ⅲ-５-３-２-２ 個別指導をしている職種 

 
 
（４）医療的ケア 
ⅰ）実施状況 
医療的ケアを「実施している」は 39 件（97.5%）、「不明」1件（2.5%）であった。 
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表Ⅲ-５-４-１ 医療的ケアの実施状況 

  度数 割合 

実施している 39 97.5% 
実施していない 0 0.0% 
不明 1 2.5% 

合計 40 - 

 
図Ⅲ-５-４-１ 医療的ケアの実施状況 

 
 
ⅱ）実施者 
医療的ケアの実施者は、「他の診療所の看護師が実施し、医療連携体制加算を請求する」3件（8.8%）、「自

施設の看護師が実施し、医療連携体制加算は請求しない」31 件（91.2%）、「看護師の指導により介護職員が
実施し医療連携体制加算を請求する」1件（2.9%）、「看護師の指導により介護職員が実施するが医療連携体
制加算は請求しない」2件（5.9%）、「付き添い家族が実施する」2件（5.9%）、「その他（医師等）が実施
する」2件（5.9%）であった。 
表Ⅲ-５-４-２ 医療的ケアの実施状況 

  度数 割合 

有効回答施設数 34 - 
他の診療所の看護師が実施し、医療連携体制加算を請求する 3 8.8% 
自施設の看護師が実施し、医療連携体制加算は請求しない 31 91.2% 
看護師の指導により介護職員が実施し医療連携体制加算を請求する 1 2.9% 
看護師の指導により介護職員が実施するが医療連携体制加算は請求しない 2 5.9% 
付き添い家族が実施する 2 5.9% 
その他（医師等）が実施する 2 5.9% 

図Ⅲ-５-４-２ 医療的ケアの実施状況 

 
ⅲ）介護職員等のたんの吸引等の研修について 
（１）特定利用者への吸引などの研修（9時間) 
特定利用者への吸引などの研修（9 時間）について、研修を「受けた」は 8 件（20.0%）、「まだ受けてい

ない」は 26 件（65.0%）、「不明」は 6件（15.0%）であった。 
表Ⅲ-５-４-３-１ 特定利用者への吸引などの研修（9時間)  受講有無 
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  度数 割合 

受けた 8 20.0% 
まだ受けていない 26 65.0% 
不明 6 15.0% 

合計 40 - 

 
図Ⅲ-５-４-３-１ 特定利用者への吸引などの研修（9時間) 受講有無 

 
 
（２）非特定利用者への吸引などの研修（50 時間） 
非特定利用者への吸引などの研修（50 時間）について、研修を「受けた」は 3 件（7.5%）、「まだ受けて

いない」は 31 件（77.5%）、「不明」は 6件（15.0%）であった。 
表Ⅲ-５-４-３-２ 非特定利用者への吸引などの研修（50 時間） 受講有無 

  度数 割合 

受けた 3 7.5% 
まだ受けていない 31 77.5% 
不明 6 15.0% 

合計 40 - 

 
図Ⅲ-５-４-３-２ 非特定利用者への吸引などの研修（50 時間） 受講有無 

 
 
（３）今後受ける予定 
たんの吸引等の研修を受ける予定が「ある」は 7 件（17.5%）、「ない」は 25 件（62.5%）、「不明」は 8

件（20.0%）であった。 
表Ⅲ-５-４-３-３ たんの吸引等の研修について今後受ける予定 

  度数 割合 

ある 7 17.5% 
ない 25 62.5% 
不明 8 20.0% 

合計 40 - 
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図Ⅲ-５-４-３-３ たんの吸引等の研修について今後受ける予定 

 
 

Ⅳ 現在提供しているサービスの質の向上のために取り組んでいること 
２． 人材育成 
「学会や研修会などへの参加」は 35 件（97.2%）、「職場内研修会を開いている。」は 30 件（83.3%）、

「ケース会議などを通じた職場内研修を行っている。」は 29 件（80.6%）、「自発的な研修」を支援するシ
ステムを持っている。」は 13 件（36.1%）であった。 
表Ⅳ-１ 人材育成 

  度数 割合 

有効回答施設数 36 - 
学会や研修会などへの参加 35 97.2% 
職場内研修会を開いている。 30 83.3% 
ケース会議などを通じた職場内研修を行っている。 29 80.6% 
「自発的な研修」を支援するシステムを持っている。 13 36.1% 
その他 0 0.0% 

合計 107 - 
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図Ⅳ-１ 人材育成 

 
 
２．支援の質の向上について 
「個別支援計画等を通じてこども・家族支援を多職種・グループで検討している」は 34 件（94.4%）、「人

権や感染症などのマニュアルの整備に努めている」は 30 件（83.3%）、「質の向上のためのプロジェクトや
会議を持っている」は 18 件（50.0%）であった。 
表Ⅳ-２ 支援の質の向上 

  度数 割合 

有効回答施設数 36 - 
個別支援計画等を通じてこども・家族支援を多職種・グループで検討している。 34 94.4% 
人権や感染症などのマニュアルの整備に努めている。 30 83.3% 
質の向上のためのプロジェクトや会議を持っている。 18 50.0% 
その他 0 0.0% 

合計 82 - 

 
図Ⅳ-２ 支援の質の向上 

 
 
３．地域支援・機関連携 
「公開セミナーや研修会を開催している」は 11 件（61.1%）、「行政などほかの機関からの依頼で研修会

などを開催している」は 10 件（55.6%）、「自発的にグループを作り、関係者と学習会を行っている」は 10
件（55.6%）、「その他」は 1件（5.6%）であった。 
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表Ⅳ-３ 地域支援・機関連携 

  度数 割合 

有効回答施設数 18 - 
公開セミナーや研修会を開催している。 11 61.1% 
行政などほかの機関からの依頼で研修会などを開催している。 10 55.6% 
自発的にグループを作り、関係者と学習会を行っている。 10 55.6% 
その他 1 5.6% 

図Ⅳ-３ 地域支援・機関連携 

 
 

Ⅴ 家族支援について 
３． 保護者との情報交換 
保護者との情報交換は、「保護者同伴での通園時」14 件（37.8%）、「保護者による送迎時」33 件（89.2%）、

「事業所による送迎時」21 件（56.8%）、「電話」29 件（78.4%）、「メール等」9件（24.3%）、「連絡帳」
33 件（89.2%）、「個別に時間を設定」10 件（27.0%）、「その他」2件（5.4%）であった。 
表Ⅴ-１ 保護者との情報交換 

  度数 割合 

有効回答施設数 37 - 
保護者同伴での通園時 14 37.8% 
保護者による送迎時 33 89.2% 
事業所による送迎時 21 56.8% 
電話 29 78.4% 
メール等 9 24.3% 
連絡帳 33 89.2% 
個別に時間を設定 10 27.0% 
その他 2 5.4% 

 
図Ⅴ-１ 保護者との情報交換 

 
４． 保護者支援・情報提供など 
（３） 保護者支援・情報交換などの実施 
保護者支援・情報交換などの実施状況は、「実施していない」9件（22.5%）、「実施している」30 件（75.0%）、

「不明」1件（2.5%）であった。 
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表Ⅴ-２-１ 保護者支援・情報交換などの実施 

  度数 割合 

実施していない 9 22.5% 
実施している 30 75.0% 
不明 1 2.5% 

合計 40 - 

 
図Ⅴ-２-１ 保護者支援・情報交換などの実施 

 
 
（２）保護者支援等の形態 
保護者支援等の形態では、「講演会・学習会などの開催」14 件（46.7%）、「懇談等を通じた研修」は 12

件（40.0%）、「親子通園によるかかわり方などの支援」6件（20.0%）、「ペアレントトレーニング等の実施」
1 件（3.3%）、「個別的訓練の実施や指導方法の学習会等の開催」7 件（23.3%）、「カウンセリング等の時
間を持つ」8件（26.7%）、「保護者同士の交流会の実施」17 件（56.7%）、「保護者会等への支援」12 件（40.0%）、
「その他」6件（20.0%）であった。 
表Ⅴ-２-１ 保護者支援等の形態 

  度数 割合 

有効回答施設数 30 - 
講演会・学習会などの開催 14 46.7% 
懇談等を通じた研修 12 40.0% 
親子通園によるかかわり方などの支援 6 20.0% 
ペアレントトレーニング等の実施 1 3.3% 
個別的訓練の実施や指導方法の学習会等の開催 7 23.3% 
カウンセリング等の時間を持つ 8 26.7% 
保護者同士の交流会の実施 17 56.7% 
保護者会等への支援 12 40.0% 
父親を対象とした支援プログラムの実施 0 0.0% 
その他 6 20.0% 

合計 83 - 
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図Ⅴ-２-１ 保護者支援等の形態 

 
 
（３）保護者支援等の実施目的 
保護者支援等の実施目的は、「子どもの成長発達の理解の一貫として」20 件（66.7%）、「事業所・センタ

ーと家庭の一貫した療育による効果」16 件（53.3%）、「親同士の交流」20 件（66.7%）、「良好な親子関係
の育成」17 件（56.7%）、「育児不安の軽減」22 件（73.3%）、「介助の手伝い」8件（26.7%）、「医療的ケ
アの実施を家族に委ねる」6件（20.0%）、「虐待の予防」10 件（33.3%）、「子どもの考えを伝える」8件（26.7%）
であった。 
表Ⅴ-２-１ 保護者支援等の実施目的 

  度数 割合 

有効回答施設数 30 - 
子どもの成長発達の理解の一貫として 20 66.7% 
事業所・センターと家庭の一貫した療育による効果 16 53.3% 
親同士の交流 20 66.7% 
良好な親子関係の育成 17 56.7% 
育児不安の軽減 22 73.3% 
介助の手伝い 8 26.7% 
医療的ケアの実施を家族に委ねる 6 20.0% 
虐待の予防 10 33.3% 
子どもの考えを伝える 8 26.7% 
その他 0 0.0% 

合計 127 - 
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図Ⅴ-２-１ 保護者支援等の実施目的 

 
 
３.要保護児童について 
（１）社会的養護の必要な在籍児数 
「児童相談所が関わっている児童数」は 2 人、「上記には該当しないが、虐待もしくは不適切な養育等の

可能性があり社会的養護が必要な児童数」は 6人であった。 
表Ⅴ-３-１ 社会的養護の必要な在籍児数 

  有効回答施設数 児童数 平均児童数 

児童相談所が関わっている児童数 23 2 0.09 
上記には該当しないが、虐待もしくは不適切な養育等の可能性があ
り社会的養護が必要な児童数 

22 6 0.27 

 
（２）要保護児童に対する連携機関 
要保護児童に対する連携機関は、「児童相談所」11 件（78.6%）、「子ども家庭支援センター」5件（35.7%）、

「保健所」2件（14.3%）、「病院等の医療機関」6件（42.9%）、「相談支援事業所」8件（57.1%）、「要保
護児童対策地域協議会」1 件（7.1%）、「市区町村役所内障害福祉課」8 件（57.1%）、「市区町村役所内子
育て支援担当課」3件（21.4%）、「市区町村役所内学校教育担当課」3件（21.4%）であった。 
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表Ⅴ-３-２ 要保護児童に対する連携機関 

  度数 割合 

有効回答施設数 14 - 
児童相談所 11 78.6% 
子ども家庭支援センター 5 35.7% 
保健所 2 14.3% 
病院等の医療機関 6 42.9% 
相談支援事業所 8 57.1% 
要保護児童対策地域協議会 1 7.1% 
市区町村役所内障害福祉課 8 57.1% 
市区町村役所内子育て支援担当課 3 21.4% 
市区町村役所内学校教育担当課 3 21.4% 
その他 0 0.0% 
連携している機関はない 0 0.0% 

合計 47 - 

 
図Ⅴ-３-２ 要保護児童に対する連携機関 

 
 
（３）要保護児童への具体的な家族支援について 
要保護児童への具体的な家族支援は、「家庭訪問を行っている」1 件（12.5%）、「ヘルパーやショートス

テイを勧めている」3件（37.5%）、「送迎バスのコースや乗降時間の配慮をしている」2件（25.0%）、「早
朝・延長・休日保育を行っている」1 件（12.5%）、「関係機関と役割分担し、こまめに連絡を取り合ってい
る」4件（50.0%）、「保護者を含めた受診先との連携を密にしている」1件（12.5%）、「他の支援事業者を
紹介している」1件（12.5%）、「その他」3件（37.5%）であった。 
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表Ⅴ-３-３ 要保護児童に対する連携機関 

  度数 割合 

有効回答施設数 8 - 
家庭訪問を行っている 1 12.5% 
ヘルパーやショートステイを勧めている 3 37.5% 
メンタルヘルス支援を行っている 0 0.0% 
送迎バスのコースや乗降時間の配慮をしている 2 25.0% 
早朝・延長・休日保育を行っている 1 12.5% 
関係機関と役割分担し、こまめに連絡を取り合っている 4 50.0% 
保護者を含めた受診先との連携を密にしている 1 12.5% 
他の支援事業者を紹介している 1 12.5% 
その他 3 37.5% 

合計 16 - 

 
図Ⅴ-３-３ 要保護児童に対する連携機関 

 
 
（４）要保護児童対策地域協議会への参加有無 
要保護児童対策地域協議会への参加状況は、「全体会の構成メンバー」2 件（5.0%）、「参加なし」19 件

（47.5%）、「不明」19 件（47.5%）であった。 
表Ⅴ-３-４ 要保護児童対策地域協議会への参加有無 

  度数 割合 

全体会の構成メンバー 2 5.0% 
事務局メンバー 0 0.0% 
その他 0 0.0% 
参加なし 19 47.5% 
不明 19 47.5% 

合計 40 - 
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図Ⅴ-３-４ 要保護児童対策地域協議会への参加有無 

 
 

Ⅵ 関係機関との連携 
１．保育所・幼稚園・認定こども園との連携 
（１）連携の有無 
保育所・幼稚園・認定こども園との連携状況では、「連携をしている」12 件（30.0%）、「特に連携

はしていない」23 件（57.5%）、「不明」5件（12.5%）であった。 
表Ⅵ-１-１ 保育園・幼稚園・認定こども園との連携有無 

  度数 割合 

連携をしている 12 30.0% 
特に連携はしていない 23 57.5% 
不明 5 12.5% 

合計 40 - 

 
図Ⅵ-１-１ 保育園・幼稚園・認定こども園との連携有無 

 
 
（４） 連携の内容 
連携の内容は、「定期的な学習会」1件（8.3%）、「定期的なケース会議等」1件（8.3%）、「随時個別の

ケースの情報交換」9件（75.0%）、「関係者会議などを通じて」7件（58.3%）、「保育所等訪問支援などの
機会を利用して」2件（16.7%）、「その他」3件（25.0%）であった。 



149 
 

 
表Ⅵ-１-２ 保育園・幼稚園・認定こども園との連携内容 

  度数 割合 

有効回答施設数 12 - 
定期的な学習会 1 8.3% 
定期的なケース会議等 1 8.3% 
随時個別のケースの情報交換 9 75.0% 
関係者会議などを通じて 7 58.3% 
保育所等訪問支援などの機会を利用して 2 16.7% 
その他 3 25.0% 

合計 23 - 

 
図Ⅵ-１-２ 保育園・幼稚園・認定こども園との連携内容 

 
 
２．在籍児の就学予定の学校との連携 
（１）連携の有無 
在籍児の就学予定の学校との連携では、「連携をしている」23 件（57.5%）、「特に連携はしていない」13

件（32.5%）、「不明」4件（10.0%）であった。 
表Ⅵ-２-１ 在籍児の就学予定の学校との連携有無 

  度数 割合 

連携をしている 23 57.5% 
特に連携はしていない 13 32.5% 
不明 4 10.0% 

合計 40 - 

図Ⅵ-２-１ 在籍児の就学予定の学校との連携有無 

 
 
（２）連携の内容 
連携の内容は、「定期的なケース会議等」4件（17.4%）、「随時個別のケースの情報交換」15 件（65.2%）、

「関係者会議などを通じて」15 件（65.2%）、「保育所等訪問支援などの機会を利用して」1件（4.3%）、「そ
の他」4件（17.4%）であった。 
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表Ⅵ-２-１ 在籍児の就学予定の学校との連携内容 

  度数 割合 

有効回答施設数 23 - 
定期的な学習会 0 0.0% 
定期的なケース会議等 4 17.4% 
随時個別のケースの情報交換 15 65.2% 
関係者会議などを通じて 15 65.2% 
保育所等訪問支援などの機会を利用して 1 4.3% 
その他 4 17.4% 

合計 39 - 

図Ⅵ-２-１ 在籍児の就学予定の学校との連携内容 

 
 
３．地域（自立支援）協議会 
（１）所在地に地域（自立支援）協議会があるか 
所在地に地域（自立支援）協議会が「ある」30 件（75.0%）、「ない」1件（2.5%）、「不明」9件（22.5%）

であった。 
表Ⅵ-３-１ 所在地に地域（自立支援）協議会があるか 

  度数 割合 

ある 30 75.0% 
ない 1 2.5% 
不明 9 22.5% 

合計 40 - 

図Ⅵ-３-１ 所在地に地域（自立支援）協議会があるか 

 
（２）協議会に専門部会があるか 
地域（自立支援）協議会に子ども・子育て・療育・発達支援関係の専門部会が「ある」は 26 件（65.0%）、

「ない」は 4件（10.0%）、「不明」10 件（25.0%）であった。 
表Ⅵ-３-２ 協議会に専門部会があるか 

  度数 割合 

ある 26 65.0% 
ない 4 10.0% 
不明 10 25.0% 

合計 40 - 
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図Ⅵ-３-２ 協議会に専門部会があるか 

 
 
４．地域（自立支援）協議会に参加しているか 
地域（自立支援）協議会への参加については、「全体会の構成メンバーとしての参加」11 件（34.4%）、「専

門部会の構成メンバーとして参加」17 件（53.1%）、「事務局メンバーとしての参加」4 件（12.5%）、「そ
の他」3件（9.4%）、「参加なし」6件（18.8%）であった。 
表Ⅵ-４ 地域（自立支援）協議会に参加しているか 

  度数 割合 

有効回答施設数 32 - 
全体会の構成メンバーとしての参加 11 34.4% 
専門部会の構成メンバーとして参加 17 53.1% 
事務局メンバーとしての参加 4 12.5% 
その他 3 9.4% 
参加なし 6 18.8% 

合計 41 - 

図Ⅵ-４ 地域（自立支援）協議会に参加しているか 
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Ⅶ．保育所訪問支援 
４． 保育所訪問支援の実施状況 
保育所訪問支援の実施状況は、「本事業の指定を受けて実施している」2件（5.0%）、「本事業の指定を受

けているが実施していない」1 件（2.5%）、「本事業の指定を受けていない」29 件（72.5%）、「不明」8 件
（20.0%）であった。 
表Ⅶ-１ 保育所訪問支援の実施状況 

  度数 割合 

本事業の指定を受けて実施している 2 5.0% 
本事業の指定を受けているが実施していない 1 2.5% 
本事業の指定を受けていない 29 72.5% 
不明 8 20.0% 

合計 40 - 

図Ⅶ-１ 保育所訪問支援の実施状況 

 
 
５． 保育所等訪問支援事業の契約児数 
保育所等訪問支援事業の契約児数は、5施設で 2人、平均 0.4 人であった。 

表Ⅶ-２ 保育所等訪問支援事業の契約児数 

  有効回答施設数 児童数 平均児童数 

契約児数 5 2 0.4 

 
３．保育所訪問支援の平成 27 年 10 月の実施状況 
平成 27 年 10 月の保育所等訪問支援の実施状況は、保育所・幼稚園・認定こども園 1 か所 1 人、学校の 1

か所であった。 
表Ⅶ-３ 保育所訪問支援の平成 27年 10 月の実施状況 

  割合 平均値 

有効回答施設数 3 - 

保育所・幼稚園・認定こども園 
箇所数 1 0.33 
実人数 1 0.33 
延べ人数 0 0.00 

学校 
箇所数 1 0.33 
実人数 0 0.00 
延べ人数 0 0.00 

その他（放課後児童クラブ他） 
箇所数 0 0.00 
実人数 0 0.00 
延べ人数 0 0.00 

Ⅷ 障害児相談支援事業 
１．障害児相談支援事業の実施状況 
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障害児相談支援事業の実施については、「本事業の指定を受けて実施している」11 件（27.5%）、「本事業
の指定を受けているが計画は作成していない」1件（2.5%）、「本事業の指定を受けていない」24 件（60.0%）、
「不明」4件（10.0%）であった。 
表Ⅷ-１ 障害児相談支援事業の実施状況 

  度数 割合 

本事業の指定を受けて実施している 11 27.5% 
本事業の指定を受けているが計画は作成していない 1 2.5% 
本事業の指定を受けていない 24 60.0% 
不明 4 10.0% 

合計 40 - 

図Ⅷ-１ 障害児相談支援事業の実施状況 

 
 
２．平成 26 年 10 月 1日～平成 27 年 9月 31 日の 1年間の実施状況 
（１）１年間の契約児童数 
障害児相談支援事業の１年間の契約児童数は平均 34.57 人であった。 

表Ⅷ-２-１ 障害児相談支援事業の１年間の契約児童数 

  有効回答施設数 児童数 平均児童数 

１年間の契約児童数 14 484 34.57 

 
（２）職員数 
障害児相談支援事業の１年間の職員数は平均 1.24 人であった。 
表Ⅷ-２-２ 障害児相談支援事業の１年間の職員数 

  有効回答施設数 職員数 平均職員数 

職員数 12 15 1.24 

 
（３）障害児支援利用援助（計画作成）および障害児支援利用援助（モニタリング）回数（実施分） 
1 年間の障害児支援利用援助の計画作成回数は平均 50.93 回、モニタリング回数は 35.23 回であった。 

表Ⅷ-２-３ 障害児支援利用援助および障害児支援利用援助回数 

  有効回答施設数 児童数 平均件数 

障害児支援利用援助（計画作成） 14 713 50.93 
障害児支援利用援助（モニタリング） 13 458 35.23 

Ⅸ．障害児療育等支援事業 
１．平成 27 年 10 月現在の障害児療育等支援事業の委託状況 
障害児療育等支援事業の委託状況は、「本事業は受託していない」23 件（57.5%）、「本事業を委託され実

施している」6 件（15.0%）、「自治体により別名称に変わり、同様な事業をしている」1 件（2.5%）、「不
明」10 件（25.0%）であった。 
表Ⅸ-１ 障害児等療育支援事業の委託状況 

  度数 割合 

本事業は受託していない 23 57.5% 
本事業を委託され実施している 6 15.0% 
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自治体により別名称に変わり、同様な事業をしている 1 2.5% 
同一法人内から再委託を受けて実施している 0 0.0% 
他法人から再委託を受けて実施している 0 0.0% 
不明 10 25.0% 

合計 40 - 

図Ⅸ-１ 障害児等療育支援事業の委託状況 

 
 

Ⅺ 放課後デイサービス 
１．放課後デイサービスの実施状況 
放課後等デイサービスの実施状況は、「本事業の指定を受けて実施している」は 31 件（77.5%）、「不明」

9件（22.5%）であった。 
表Ⅺ-１ 放課後デイサービスの実施状況 

  度数 割合 

本事業の指定を受けて実施している 31 77.5% 
実施していない本事業の指定を受けているが実施していない 0 0.0% 
不明 9 22.5% 

合計 40 - 

図Ⅺ-１ 放課後デイサービスの実施状況 

 
２．平成 27 年 10 月（10 月 1日～10 月 31 日）の状況 
（１）契約児数 
小学 1，2 年生の特別支援学校の人数は平均 2.77 人・学校の人数は平均 0.03 人、小学 3，4 年生の特別支

援学校の人数は平均 2.40 人、中学生の特別支援学校の人数は平均 3.17 人・学校人数が平均 0.17 人、高校生
の特別支援学校の人数は平均 2.43 人であった。 
表Ⅺ-２-１ 放課後デイサービスの契約児数 

  度数 平均 

有効回答施設数 30 - 

小
学
生 

1，2 年生 

特学 
人数 83 2.77 
内 不登校児 0 0.00 

学校 
人数 1 0.03 
内 支援学級 0 0.00 
内 不登校児 0 0.00 

3，4 年生 特学 人数 72 2.40 
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内 不登校児 1 0.03 

学校 
人数 1 0.03 
内 支援学級 1 0.03 
内 不登校児 0 0.00 

5，6 年生 

特学 
人数 48 1.60 
内 不登校児 0 0.00 

学校 
人数 1 0.03 
内 支援学級 1 0.03 
内 不登校児 0 0.00 

中学生 

特学 
人数 95 3.17 
内 不登校児 1 0.03 

学校 
人数 5 0.17 
内 支援学級 3 0.10 
内 不登校児 0 0.00 

高校生 

特学 

人数 73 2.43 

内 不登校児 0 0.00 

内 19 歳 20 歳 2 0.07 

学校 

人数 0 0.00 

内 不登校児 0 0.00 

内 19 歳 20 歳 0 0.00 

計 

特学 
人数 371 12.37 

内 不登校児 2 0.07 

学校 

人数 8 0.27 

内 支援学級 5 0.17 

内 不登校児 0 0.00 

内 19 歳 20 歳 2 0.07 

 
（２）休日等の開所 
休日等の開所状況では、「祝祭日」8件（25.8%）、「夏休み」27 件（87.1%）、「冬休み」26 件（83.9%）、

「春休み」26 件（83.9%）、「お盆期間」11 件（35.5%）、「年末年始」2件（6.5%）であった。 
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表Ⅺ-２-３ 放課後デイサービスの休日等の開所 

  度数 割合 

有効回答施設数 31 - 
祝祭日 8 25.8% 

長期休み 
夏休み 27 87.1% 
冬休み 26 83.9% 
春休み 26 83.9% 

お盆期間 11 35.5% 
年末年始 2 6.5% 

 
（３）開所日と利用数 
表Ⅺ-２-１ 放課後デイサービスの開所日と利用数 

  
放課後利用人数 休日利用人数 開所施設数 閉所施設数 
度数 平均値 度数 平均値 度数 割合 度数 割合 

有効回答施設数 27 
1(木) 59 2.46 5 0.21 24 88.9% 3 11.1% 
2(金) 59 2.57 5 0.22 23 85.2% 4 14.8% 
3(土) 25 2.08 30 2.50 12 44.4% 15 55.6% 
4(日) 0 0.00 0 0.00 4 14.8% 23 85.2% 
5(月) 55 2.39 4 0.17 23 85.2% 4 14.8% 
6(火) 69 2.76 6 0.24 25 92.6% 2 7.4% 
7(水) 78 3.39 1 0.04 23 85.2% 4 14.8% 
8(木) 62 2.58 5 0.21 24 88.9% 3 11.1% 
9(金) 64 2.78 6 0.26 23 85.2% 4 14.8% 
10(土) 13 1.08 23 1.92 12 44.4% 15 55.6% 
11(日) 0 0.00 4 0.80 5 18.5% 22 81.5% 
12(月) 9 0.82 17 1.55 11 40.7% 16 59.3% 
13(火) 63 2.52 8 0.32 25 92.6% 2 7.4% 
14(水) 78 3.39 2 0.09 23 85.2% 4 14.8% 
15(木) 68 2.83 5 0.21 24 88.9% 3 11.1% 
16(金) 60 2.61 5 0.22 23 85.2% 4 14.8% 
17(土) 17 1.31 26 2.00 13 48.1% 14 51.9% 
18(日) 0 0.00 0 0.00 4 14.8% 23 85.2% 
19(月) 34 1.55 2 0.09 22 81.5% 5 18.5% 
20(火) 68 2.72 7 0.28 25 92.6% 2 7.4% 
21(水) 72 3.13 2 0.09 23 85.2% 4 14.8% 
22(木) 61 2.54 4 0.17 24 88.9% 3 11.1% 
23(金) 62 2.70 5 0.22 23 85.2% 4 14.8% 
24(土) 15 1.36 23 2.09 11 40.7% 16 59.3% 
25(日) 0 0.00 0 0.00 4 14.8% 23 85.2% 
26(月) 54 2.35 3 0.13 23 85.2% 4 14.8% 
27(火) 65 2.60 6 0.24 25 92.6% 2 7.4% 
28(水) 77 3.35 0 0.00 23 85.2% 4 14.8% 
29(木) 61 2.54 4 0.17 24 88.9% 3 11.1% 
30(金) 65 2.83 4 0.17 23 85.2% 4 14.8% 
31(土) 1 0.08 28 2.33 12 44.4% 15 55.6% 

※ 放課後利用人数と休日利用人数がどちらも×でないものを開所とカウント 
※ 放課後利用人数の平均値は、放課後利用人数／開所施設数で算出 
※ 休日利用人数の平均値は、休日利用人数／開所施設数で算出 
 
３.利用在籍年数別在所児数 
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①平成 27 年 10 月 1日時点で開所から何年経過しているか 
開所からの平均経過年数は 36.88 ヶ月（3年 8ヶ月）であった。 

表Ⅺ-３-１ 開所からの経過年数 

  有効回答施設数 経過月数 平均月数 

有効回答施設数 25 922 36.88 

※ 有効回答数は経過年数に記載のある施設数 
 
②利用・在籍年数別在所児数 
利用・在籍年齢別在所児数は、「1 年 0～11 ヵ月」96 人（平均 3.20 人）が最も多く、次いで「3 年 0～11

ヵ月」95 人（平均 3.17 人）の順であった。 
表Ⅺ-３-２ 利用・在籍年数別在所児数 

  度数 平均人数 

有効回答施設数 30 - 
5 ヵ月以内 48 1.60 
6～11 ヵ月 52 1.73 
1 年 0～11 ヵ月 96 3.20 
2 年 0～11 ヵ月 44 1.47 
3 年 0～11 ヵ月 95 3.17 
4 年 0～11 ヵ月 36 1.20 
5 年 0～11 ヵ月 2 0.07 
6 年 0～11 ヵ月 1 0.03 
7 年以上 4 0.13 

合計 378 12.60 

※ 有効回答施設数は合計値がブランクでない施設数 
図Ⅺ-３-２ 利用・在籍年数別在所児数 

 
 
４.利用開始時点での年齢区分 
利用開始時点での年齢区分では、「小学生」246 件（平均 7.94 人）、「中学生」81 件（平均 2.61 人）、

「高校生」57 件（平均 1.84 人）であった。 
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表Ⅺ-４ 利用開始時点での年齢区分 

  度数 平均人数 

有効回答施設数 31 - 
小学生 246 7.94 
中学生 81 2.61 
高校生 57 1.84 

合計 384 12.39 

 
図Ⅺ-４ 利用開始時点での年齢区分 

 
 
５．在籍児童・生徒の他資源の利用状況 
（１）一般資源の利用状況 
①放課後児童クラブや習い事など利用している児童はいますか 
放課後児童クラブや習い事など利用している児童について「把握していない」は 15 件（48.4%）、「一部

把握している」は 3 件（9.7%）、「おおよそ把握している」は 6 件（19.4%）、「不明」は 7 件（22.6%）で
あった。 
把握された一般資源の利用人数は「小学生１，２年生の特別支援学校 」は 1人、「小学生３，４年生の特

別支援学校 」は 5 人、「小学生５，６年生の特別支援学校 」は 3 人、「中学生の特別支援学校」は 6 人、
「中学生の学校」は 1人、「高校生の特別支援学校 」は 1人であった。 
 

表Ⅺ-５-１-１-１ 放課後児童クラブや習い事など利用している児童 

  度数 割合 

把握していない 15 48.4% 
一部把握している 3 9.7% 
おおよそ把握している 6 19.4% 
不明 7 22.6% 

合計 31 - 

図Ⅺ-５-１-１-１ 放課後児童クラブや習い事など利用している児童 
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表Ⅺ-５-１-１—２ 一般資源の利用人数 

  度数 平均人数 

有効回答施設数 31 - 

小学生 

１，２年生 
特学  1 0.03 
学校  0 0.00 

３，４年生 
特学  5 0.16 
学校  0 0.00 

５，６年生 
特学  3 0.10 
学校  0 0.00 

中学生 
特学  6 0.19 
学校  1 0.03 

高校生 
特学  1 0.03 

学校  0 0.00 

合計 17 - 

 
図Ⅺ-５-１-１-２ 一般資源の利用人数 

 
 
②一般資源の内容 
一般資源の内容は、「体育系の習い事（スイミングスクール等）」3件、「文化系習い事（習字等）」1件、

「文化系のクラブ（演劇や演奏等）」1件、「その他」4件であった。 
他の放課後等デイサービスを利用している児童について「把握していない」8 件（25.8%）、「把握してい

る」15 件（48.4%）、「不明」8 件（25.8%）であった。把握している範囲で他の放課後デイサービスを利用
している児童の割合は平均 37.65％であった。 
表Ⅺ-５-１-２-１ 一般資源の内容 

  度数 

放課後児童クラブ（学童保育） 0 
放課後子ども教室 0 
体育系の習い事（スイミングスクール等） 3 
体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 0 
地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等） 0 
文化系習い事（習字等） 1 
文化系のサークル（手芸や料理等） 0 
文化系のクラブ（演劇や演奏等） 1 
その他 4 

 
図Ⅺ-５-１-２-１ 一般資源の内容 
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表Ⅺ-５-１-２-２ 他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒がいるか 

  度数 割合 

把握していない 8 25.8% 
いる 15 48.4% 
不明 8 25.8% 

合計 31 - 

 
図Ⅺ-５-１-２-２ 他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒がいるか 

 
 
他の放課後デイサービスを利用している児童の割合 
表Ⅺ-５-１-２-３ 他の放課後デイサービスを利用している児童の割合 

  度数 割合 計 平均割合 

他の放課後デイサービスを利用している児童の割合 21 790.6 37.65 

※ 有効回答施設数は回答のある施設数 
 
 
（２）他の放課後デイサービスを利用する児童・生徒について 
他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒の、当該施設の平均的な利用日数（週あたり）は、平均

1.94 日、他の施設数の平均ヶ所数（週あたり）は平均 1.64 ヶ所、他の施設の平均利用日数（週あたり）は平
均 2.05 日であった。 
表Ⅺ-５-２ 他の放課後デイサービスを利用する児童・生徒の数 

  有効回答施設数 度数 平均 

施設の平均的な利用日数（週あたり） 20 38.8 1.94 
他の施設数の平均ヶ所数（週あたり） 13 21.3 1.64 
他の施設の平均利用日数（週あたり） 12 24.6 2.05 

※ 有効回答施設数はそれぞれ回答のある施設数 
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６．放課後等デイサービスの利用理由 
放課後等デイサービスの利用理由は、「自立した日常生活を営むために必要な訓練」11 件（35.5%）、「創

作的活動、作業活動」9件（29.0%）、「地域交流の機会の提供」9件（29.0%）、「余暇の提供」15 件（48.4%）、
「保護者の就労支援としての利用」18 件（58.1%）、「その他」9件（29.0%）であった。 
表Ⅺ-６ 放課後デイサービスの利用理由 

  度数 割合 

有効回答施設数 31 - 
自立した日常生活を営むために必要な訓練 11 35.5% 
創作的活動、作業活動 9 29.0% 
地域交流の機会の提供 9 29.0% 
余暇の提供 15 48.4% 
保護者の就労支援としての利用 18 58.1% 
その他 9 29.0% 

※ 有効回答数はⅪの 1で「実施している」と回答した施設数 
 
図Ⅺ-６ 放課後等デイサービスの利用理由 

 
 
７．保護者との情報交換の機会 
保護者との情報交換の機会は、「保護者同伴での通園時」9件（31.0%）、「保護者による送迎時」23件（79.3%）、

「事業所による送迎時」16 件（55.2%）、「電話」21 件（72.4%）、「メール等」8件（27.6%）、「連絡帳」
21 件（72.4%）、「個別に時間を設定」7件（24.1%）、「その他」9件（31.0%）であった。 
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表Ⅺ-７ 保護者との情報交換の機会 

  度数 割合 

有効回答施設数 29 - 
保護者同伴での通園時 9 31.0% 
保護者による送迎時 23 79.3% 
事業所による送迎時 16 55.2% 
電話 21 72.4% 
メール等 8 27.6% 
連絡帳 21 72.4% 
個別に時間を設定 7 24.1% 
その他 9 31.0% 

図Ⅺ-７ 保護者との情報交換の機会 

 
 
８．学校との連携 
（１）支援内容の確認等で学校との情報共有や協議をおこなったか 
支援内容の確認等で学校との情報共有や協議を「行っていない」は 16 件（51.6%）、「行った」14 件（45.2%）、

「不明」1件（3.2%）であった。また、在籍児童・生徒に対して、合計で行った人数は平均 10.83 人、回数は
平均 4.5 回であった。 
表Ⅺ-８-１-１ 支援内容の確認等で学校との情報共有や協議をおこなったか 

  度数 割合 

行っていない 16 51.6% 
行った 14 45.2% 
不明 1 3.2% 

合計 31 - 

 
図Ⅺ-８-１-１ 支援内容の確認等で学校との情報共有や協議をおこなったか 

 
 
表Ⅺ-８-１-２ 在籍児童・生徒に対して、合計で何回行ったか 

  有効回答施設数 度数 平均 
人数 12 130 10.83 
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回数 10 45 4.50 

※ 有効回答数はそれぞれ回答のある施設数 
 
（２）その際、個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 
支援内容の確認等で学校との情報共有や協議を行った際に、「計画書は共有していない」は 8件（57.1%）、

「計画書を共有した」6件（42.9%）であった。 
表Ⅺ-８-２ 個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 

  度数 割合 

計画書は共有していない 8 57.1% 
計画書を共有した 6 42.9% 
不明 0 0.0% 

合計 14 - 

図Ⅺ-８-２ 個別に教育指導計画と個別支援計画を共有したか 

 
 
９．障害児支援利用計画について 
（１）同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 
同じ法人内に障害児相談支援事業所が「ない」は 11 件（35.5%）、「ある」17 件（54.8%）、「不明」3件

（9.7%）であった。 
表Ⅺ-９-１ 同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 

  度数 割合 

ない 11 35.5% 
ある 17 54.8% 
不明 3 9.7% 

合計 31 - 
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図Ⅺ-９-１ 同じ法人内に障害児相談支援事業所があるか 

 
 
（２）同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合 
同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合は平均で 41.41％であった。 

表Ⅺ-９-２ 同じ法人内の相談支援事業所が障害児支援利用計画の作成を行っている割合 

  有効回答施設数 度数 平均 

割合 17 703.9 41.41 

※ 有効回答施設数は回答のある施設数 
 
（３）放課後等デイサービス契約児の障害児支援利用計画モニタリングのための、相談支援専門員による事
業所見学や情報収集の回数 
放課後等デイサービス契約児の障害児支援利用計画モニタリングのための、相談支援専門員による事業所

見学や情報収集の回数について、相談支援専門員による事業所見学や情報収集の回数は平均7.9回であった。 
表Ⅺ-９-３ 相談支援専門員による事業所見学や情報収集の回数 

  有効回答施設数 度数 平均 
回数 26 205.5 7.90 

※ 有効回答施設数は回答のある施設数 
 
１０．会議等 
（１）相談支援専門員との連携 平成 27 年 4月 1日～9月 30 日の間で、サービス調整会議等の外部関係者と
の会議はありましたか 
平成 27 年度上半期におけるサービス調整会議等の外部関係者との会議は「ない」5件（16.1%）、「ある」

19 件（61.3%）、「不明」7件（22.6%）であった。回数は平均 7.44 回で、月平均の頻度は 2.14 回であった。 
 
表Ⅺ-１０-１-１ サービス調整会議等の外部関係者との会議の有無 

  度数 割合 

ない 5 16.1% 
ある 19 61.3% 
不明 7 22.6% 

合計 31 - 

 
図Ⅺ-１０-１-１ サービス調整会議等の外部関係者との会議の有無 
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表Ⅺ-１０-１-２ サービス調整会議等の外部関係者との会議の回数と頻度 

  有効回答施設数 度数 平均 
回数（総数） 18 134 7.44 
頻度（月平均） 13 27.8 2.14 

※ 有効回答施設数はそれぞれ回答のある施設数 
 
（２）個別支援会議（事業所内）について 平成 27 年 4月 1日～9月 30 日の間で、事業所内で個別支援会議
はありましたか 
平成 27 年度上半期に個別支援会議が「ない」は 2件（6.5%）、「ある」20 件（64.5%）、「不明」9件（29.0%）

であった。総数は平均で 11.76 回で、頻度は月に平均 2.02 回であった。 
表Ⅺ-１０-２-１ 事業所内での個別支援会議有無 

  度数 割合 

ない 2 6.5% 
ある 20 64.5% 
不明 9 29.0% 

合計 31 - 

図Ⅺ-１０-２-１ 事業所内での個別支援会議有無 

 
表Ⅺ-１０-２-１ 事業所内での個別支援会議の回数と頻度 

  有効回答施設数 度数 平均 
回数（総数） 21 247 11.76 
頻度（月平均） 16 32.27 2.02 

※ 有効回答施設数はそれぞれ回答のある施設数 
 
１１．ガイドラインと自己評価について 
（１）放課後等デイサービスガイドラインについて 
放課後等デイサービスガイドラインについて、「ガイドラインについて知らない」は 4件（12.9%）、「ガ

イドラインの存在は知っているが、読んでいない」3 件（9.7%）、「読んだ」22 件（71.0%）、「不明」2 件
（6.5%）であった。 
表Ⅺ-１１-１ 放課後等デイサービスガイドラインについて 

  度数 割合 

ガイドラインについて知らない 4 12.9% 
ガイドラインの存在は知っているが、読んでいない 3 9.7% 
読んだ 22 71.0% 
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不明 2 6.5% 

合計 31 - 

図Ⅺ-１１-１ 放課後等デイサービスガイドラインについて 

 
 
（２）放課後等デイサービス自己評価表について 
放課後等デイサービス自己評価表について、「自己評価表について知らない」5 件（16.1%）、「自己評価

表の存在は知っているが、実施していない」16 件（51.6%）、「職員は自己評価表を活用したが、利用者(保
護者)には配布していない」5件（16.1%）、「利用者（保護者）にのみ、評価表を配布・回収した」2件（6.5%）、
「職員も利用者（保護者）も自己評価表を活用した」1件（3.2%）、「不明」2件（6.5%）であった。 
表Ⅺ-１１-２ 放課後等デイサービス自己評価表について 

  度数 割合 

自己評価表について知らない 5 16.1% 
自己評価表の存在は知っているが、実施していない 16 51.6% 
職員は自己評価表を活用したが、利用者(保護者)には配布していない 5 16.1% 
利用者（保護者）にのみ、評価表を配布・回収した 2 6.5% 
職員も利用者（保護者）も自己評価表を活用した 1 3.2% 
不明 2 6.5% 

合計 31 - 

図Ⅺ-１１-２ 放課後等デイサービス自己評価表について 
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考察 
Ⅰ 通所支援の状況について 
施設の設置・経営状況は、それぞれの施設種別により異なる。福祉型は公立・民間立が半々で社会福祉法

人の経営が、医療型は公立で公営・社会福祉事業団の経営が、「事業」は公立民間立が半々で公営・社会福祉
法人の経営が、放課後デイ・「多機能」は民間立でＮＰＯ法人・株式会社の経営が多かった。これは、福祉型・
医療型・「事業」は、平成 24 年児童福祉法改正前において行政主導的に、すでに通園施設や児童デイサービ
スとして設立運営されていたことから、また、放課後デイや「多機能」は、多くが児童福祉法改正後の 2010
年代に設置されており、設置基準の緩和により、多くの放課後デイや多機能が急速に設置された等からその
違いが出ていると考えられる。定員が 30～40 名の施設規模が大きな福祉型・医療型等のセンターは都市部に
集中しており、10 名定員の多い「事業」・放課後デイ・多機能等は市町村が多く、その地域の発達支援を担
っていると考えられる。一方、急速に増加した「事業」・放課後デイ・「多機能」などが、子どものニーズに
沿った福祉計画と合致しているかどうかは不明である。今後、各市町村などが子どものニーズ把握を行い、
適正な支援を供給できるよう行政主導によるシステムの調整が必要と思われる。 
契約児童数／定員は、利用形態との関連が大きい。福祉型は 1.74、医療型は 0.75 であり、週 3～6 日利用

者が多く、「事業」・放課後デイ・「多機能」は 2.45～2.91 で週 1 日未満～週 2 日利用者が多く、福祉型・医
療型などは毎日の生活の場としての利用、「事業」・放課後デイ・「多機能」は毎日の生活の場としてではなく
適宜利用されていることが考えられる。一方で、現員／定員については利用形態の影響だけではなく、日々
の定員数を満たすために、定員を上回る児童を在籍させる必要があるといった経営上の課題も絡んでいる。
経営主体が公立の多い医療型を除き、各施設とも定員を上回る利用児数を確保することで施設の維持・運営
を行っていることが予想される。なお、契約児童数／定員は医療型のみ契約児童数が定員を下回っており、
加えて、利用実数／利用予定数も医療型は 68.4％と平均の 85.4％より低く、全体的に利用率が低いことがわ
かる。 
 診療所に関しては、医療型は併設されているが、34 か所のうち 10 ヵ所は通所利用児以外の診療を行って
いなかった。診療所は、福祉型・「事業」・「多機能」においても設置されているところがみられた。また、診
療所や病院が「事業」や放課後デイを併設しているところがあり、今後医療ケアなどを要する子どもの支援
の一つのモデルとして期待できると思われた。 
 医療型における医療費の一人一日の平均収入は平均 6,059 円となっているが、一か所、契約児童の医療費
ではなく、診療所の総医療収入を記入していると思われる関係で、増大しており、5,300 円前後とみられる。
今回の調査では、医療型の診療報酬請求額は福祉型との給付額の差に近い状況と考えられる。なお、施設に
より 1,000 円から 12,000 円までばらつきがあり、公営が多いことから公費で補填されていると考えられる。 
  
Ⅱ 職員体制・支援内容について 
児童発達支援管理者は、どの事業形態でも常勤の正規職員で配置しているところが多い。保育士は、福祉

型、医療型で多く、児童指導員は、福祉型、医療型、「事業」で多かった。非常勤の指導員の配置は、放課後
デイ、「多機能」で多く、これは、放課後という短時間勤務であること、資格要件を要しないことが要因と思
われる。 
児童の直接支援職員については、定員数との比較では、全施設の平均は、子ども 2.59 人に対し職員 1 で、

配置基準以上に職員が配置されていることが窺われる。契約児童数との比較では、全施設の平均 5.97 人に対
し、職員 1 で、事業種別では医療型の 2.68 から「事業」の 7.91 まで幅があった。利用形態・契約形態・支
援内容など様々な要因が絡んでいるが、職員一人あたりの担当数の増加により、療育内容の質的低下をきた
す可能性もあり、施設経営の安定化と発達支援（療育）の質の維持・向上との両立が難しいところであろう。 
 医師・看護師/保健師・理学療法士・作業療法士は医療型に、言語聴覚士・心理指導担当職員は福祉型に多
く配置されていた。児童分野の経験年数 5 年以上は福祉型・医療型・「事業」で多く、放課後デイ・「多機能」
では 5 年未満が多かった。 
 一日の勤務内容の平均では、送迎が約 70 分、直接処遇の時間約 246 分、療育準備・会議等約 141 分であ
った。子どものアセスメント・協議・療育準備・事務手続きなど、直接処遇以外の様々な業務を行っている
ことがわかる。また、直接処遇のうち個別の平均は約 87 分、集団は約 165 分であるが、施設種別によって、
その割合は異なっている。また、発達支援の内容を見ると、医療型は医療的ケアを中心とした支援、放課後
デイや「多機能」等学童期の支援を行う施設は、ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援や
学習に関わる支援の比率が高く、年齢や障害状況などによりその内容や提供の仕方は異なっている。 
  
Ⅲ 児童の状況について 
 年齢別在籍児数ならびに利用開始年齢の集計から、福祉型・医療型・「事業」において 0 歳代からの利用が
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あり、難聴・肢体不自由児など生後早期に発見される子どもの支援が早期に開始されていることが窺われる。
放課後デイを除く施設の多くは 2～3 歳からの利用が多く、これは知的障害・発達障害のある子どもの利用が
多いためと考えられる。 
併行通園に関しては、3 歳から始まり 4 歳、5 歳と年齢とともに併行通園をする児童数が増えており、施設

種別では、福祉型で 37.9%、医療型で 20.8%、「事業」で 55.8%であった。福祉型・医療型は前述したように
保育所・幼稚園などと同様に生活の場として利用していることが想定できる。また、児童発達支援センター
と児童発達支援事業の両方を利用している子どもは約 10％であった。 
主たる障害については、福祉型は知的障害・発達障害の数が多く、聴覚障害の子どもの多くが福祉型を利

用している。医療型は肢体不自由、重症心身障害が多く、「事業」・放課後デイ・「多機能」は知的障害、発達
障害が多い。総計では知的障害、発達障害の順に多く、これは、有病率が知的障害・発達障害に多いことに
よるものと考えられる。   
合併症等については、医療型において、気管切開・ネブライザー使用・酸素使用・吸引・経管栄養など医

療的ケアの支援を必要としている子どもの割合が多いが、実人数でみてみると、放課後デイ・多機能におい
て数多くの医療的ケアを要する子どもが在籍している。一方、てんかんはどの事業所においても数が多い。
難聴に関しては、旧難聴幼児通園施設であった福祉型に在籍者が多く、人工内耳を使用している聴覚障害児
の数も福祉型に多いが、放課後デイ「多機能」にも在籍している。医療的ケアやてんかんなどの緊急時の対
応、難聴にかかわる支援などについては、医療機関とのさらなる連携とともに、職員の研修が必要と思われ
る。 
 医療的ケアに関しては、主に看護師が実施しており、付き添い家族も行っている。地域のかかりつけの診
療所や病院などとの医療連携や、施設に看護師を配置することなど、医療的ケアを要する子どもが地域で利
用できる施設が増えることが望まれる。 
 
Ⅳ サービスの質の向上 
 人材育成については、学会・研修会などへの参加、職場内研修会等、今回アンケートに回答してもらった
いずれの施設においても積極的に行われていた。同様に支援の質の向上のためのチームアプローチやマニュ
アルの整備、プロジェクトなど積極的に行われていることがうかがわれる。 
地域支援・機関連携についても、公開セミナーや研修会の開催、学習会などを行っている施設が多くみら

れた。 
 
Ⅴ 家族支援について 
 保護者との情報交換については、送迎時や電話・メール・連絡帳などを用いていずれの施設において行わ
れていることが窺える。保護者支援・情報提供に関しては、福祉型、医療型、「事業」においては 80％以上
が、放課後デイは約 50％、「多機能」については 60％の施設において実施されている。その形態としては、
講演会・学習会の開催、保護者同士の交流会の実施、親子通園によるかかわり方などの支援、懇談などを通
じた支援等が多く、それぞれの施設の通園形態等により様々である。ペアレントトレーニングや父親を対象
とした支援プログラムなどは少なく、今後これらの支援を含めた多様な家族支援が行われることが望まれる。
また、保護者支援の目的としては、子どもの成長発達の理解の一貫として、育児不安の軽減、良好な親子関
係の育成、園と家庭の一貫した療育による効果、親同士の交流が多く、発達支援を要する子どもの子育て支
援を目的とされていることが窺える。 
 要保護児童に関しては、児童相談所がかかわっている児童は 310 人、社会的養護が必要と考える児童は 552
人であった。有効回答施設数は総施設数と異なるが、今回調査の契約児童数 24,607 名のうち少なくとも 3.5％
の児童が社会的養護を必要としていた。連携機関については、児童相談所や相談支援事業所、市区町村が多
くあげられていたが、連携している機関はないと答えている施設もあり、その必要性がないのか、もしくは
どう連携していいのかわからないのか、さらなる調査が必要と考える。具体的な家族支援については、関係
機関と役割分担し連絡を取り合っているとの回答が最も多く、家庭訪問やメンタルヘルス支援、送迎バスの
コースや乗降時間の配慮等、それぞれの施設でできる対応を行っていることが窺われる。今後重要な役割を
持つと考えられる要保護児童対策地域協議会には約 10％が構成メンバーとして参加していた。 
 
Ⅵ 関係機関との連携 
保育所・幼稚園・認定こども園との連携については、福祉型・医療型の約 95％、「事業」の約 75％が連携

を行っており、その内容は、随時個別のケースの情報交換が約 70％、関係者会議が約 50％、保育所等訪問支
援などの機会を利用してが約 40％であり、定期的な学習会や定期的なケース会議を行っているところも 10
～20％見られた。 
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就学予定先の学校との連携も、福祉型・医療型の約 95％、「事業」の約 60％がなされており、主には個別
のケースの情報交換・関係者会議であった。 
 地域（自立支援）協議会は、72.7％があると答えているが、放課後デイにおいては不明が 24.7％と低く地
域（自立支援）協議会について認知されていない可能性がある。専門部会については、約 60％の施設がある
と回答していた。協議会の参加については、約 35％が全体会メンバー、約 45％が専門部会メンバーとして参
加している。 
 
Ⅶ 保育所等訪問支援 
 保育所等訪問支援は、全施設において、受託し実施している施設は約 15％であった。福祉型の 70％が受託
し 56％が実施、医療型の 53％が受託し 44.1％が実施していた。契約児数は、総計 1620 名であり、平成 27
年 10 月の実施回数は延べ人数で、保育所・幼稚園・認定こども園は 605 件、学校は 240 件、その他 6 件と、
契約児数・延べ件数とも少ない。現在、並行通園を行っている子どもも多く、また保護者の就労で施設利用
できない子どもも多いことを考えると、保育所等訪問支援のこれからの積極的な実施が望まれる。 
 
Ⅷ 障害児相談支援事業 
障害児相談支援事業については、全施設の 25％が指定を受け実施している。福祉型は約 7 割の施設、医療

型は約 6 割の施設が指定を受けているが、一部、計画を作成していない施設も見られる。 
 平成 26 年 10 月から平成 27 年 9 月の 1 年間の実施状況を見ると、総計で契約児童数は 10,657 名、職員数
は 280 名となっている。契約児童数と職員数ともに回答している施設は 57 施設で、一人の職員の契約児童数
は平均 30.5 人であった。また、計画相談については総件数 12,483 件、モニタリングは 13,335 件であったが、
職員数ともに回答している施設は、62 施設で、一人の職員あたりの計画件数は 29.3 件、モニタリングは 29.1
件であった。 
 
Ⅸ 障害児療育等支援事業の委託状況 
受託して実施している施設は 56 施設、自治体により別名称に代わり同様な事業をしていると回答した施設

11 施設で、全施設の約 10％が実施している。施設種別では、福祉型が多かった。 
 
Ⅺ 放課後等デイサービス 
放課後等デイサービスの利用者計 12,268 名のうち小学生は 7,710 名、中学生は 2,589 名、高校生は 1,969

名で、特別支援学校は 6,856 名、地域の学校は 5,412 名、内支援学級は 2,955 名で、年齢が上がるとともに、
特別支援学校に通う児童生徒が多くなっている。また、不登校児童は特別支援学校 17 名、地域の学校 78 名
であった。休日等の開所については、多くは長期休みに支援を行っており、祝祭日は 31.6％、お盆は 35.4％、
年末年始は 3.3％開所していた。 
一般資源の利用状況については、一部把握・おおよそ把握していると答えた施設が 70％であった。具体的

に把握している児童生徒は 334 名で、その利用内容としては、体育系の習い事（スイミングスクール等）が
210 名、放課後児童クラブが 148 名、文科系習い事が 128 名と多かった。また、他の放課後等デイサービスの
利用についての把握は、把握している施設が 381 と 8 割の施設が把握していた。自施設の平均的な利用日数
は 3.17 日、他施設の利用日数は 2.47 日であり、他の事業所利用との日数を合わせると、週 4～6日の利用が
多い。放課後等デイサービスの利用理由としては、自立した日常生活を営むために必要な訓練が 77.2％、余
暇の提供が 69.9％、創作的活動・作業活動が 58.2％であり、おおむね放課後等デイサービスの役割と合致し
ていたが、保護者の就労支援としての利用も 58.4％と比重が高いことがわかる。 
保護者との連絡は送迎時や連絡帳、電話などが多く、個別に時間を設定している施設も数多く見られた。

学校との連携は、行っている施設が 67.6％、その際に教育指導計画と個別支援計画を共有したと答えた施設
が 48％であり、今回アンケートに回答した施設においては積極的に学校との連携を行っていることが窺える。
また、サービス調整会議などの外部関係者との会議もあると答えた施設は 60.5％と多かった。事業所内での
個別支援会議も 77.8％の施設が実施していた。放課後等デイサービスガイドラインについては、69.7％が読
んでいるが、自己評価表についてはあまり活用されていなかった。 
また、主な障害が、知的障害、発達障害、肢体不自由児＋重症心身障害（肢体＋重心と以下表記）のいず

れかが 50％を超える子どものいる施設で比較を行ったところ、一般資源の利用状況については、肢体＋重心
の施設は 40％が把握していないと答えており、把握している児童生徒の数も少なく、実際に利用できていな
いことも考えられる。 
また、放課後等デイサービスの利用は小学校の時期は発達障害のある児童生徒が多く、中学校・高校にな

ると特別支援学校に通う知的障害・肢体＋重心の割合が高くなる。年齢が高くなるとともに、知的障害・肢



170 
 

体＋重心の子どものニーズが高くなっていることがうかがえる。また、利用の目的として肢体＋重心では保
護者の就労支援の割合が他に比較して高く、放課後等デイサービスは、これまで介護などで就労できていな
かった保護者の就労支援となっていることが窺える。 
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（資料１－２） 
障害児支援の現状分析と質の向上に関する研究－難聴児の利用している施設の実態 
 
1. はじめに 
 先天性聴覚障害児（難聴児と略記）は、0 歳での早期発見と補聴器を装用しての適切な療育を受けることで、また聴
力 90dB 以上の最重度難聴児の場合には 1 歳以上で人工内耳を装用して療育を受けることで、小学校就学までに年
齢相応もしくは潜在能力相応の言語力を習得し、小学校通常学級もしくは潜在能力に相応する特別支援学校・学級
に就学することができる１）。 

平成 23 年度までは障害児通園施設の中で難聴幼児通園施設（難聴通園と略記）のみが上記の難聴児早期療育
を行ってきたが、平成 24 年度の法改正に伴う障害児通園の一元化により、名目上ではどこの福祉型・医療型・多機能
型児童発達支援センター（福祉型、医療型、多機能型と略記）でも難聴児に対応できることとなった２）。しかしながら、
難聴児の早期療育を実践するためには、聴力検査室・聴力検査機器・補聴器調整機器などの設備・備品に加え、難
聴児の療育ができる言語聴覚士が不可欠である。このため現体制であっても難聴児を主に療育する施設では、直接
処遇職員には言語聴覚士 4 名以上いること、および聴力検査室を設置することが条件となっている。各種の障害児通
園施設（通園と略記）の中で、上記の条件に合う通園は難聴通園のみに限られる２）。そこで、今回の調査で福祉型もし
くは多機能型に含まれている難聴通園については、難聴通園としての実態について調査することとした。さらに、難聴
通園以外の通園での在籍難聴児の実態について調査することとした。 
2. 旧難聴幼児通園施設の実態 
 今回の調査にあたり、全国の難聴通園 20 ヵ所に調査用紙を配布したが、回答があった施設は 14 ヵ所（福祉型 12 ヵ
所、多機能型 2 ヵ所、回収率 70％）であった。集計に当たり、調査項目すべてで集計する必要がないことから、難聴通
園と他の通園と差がある項目として、常勤の言語聴覚士数・保育士数・児童指導員数、在籍難聴児数、在籍他障害児
数、新生児聴覚スクリーニング受診児数、人工内耳装用児数、視覚障害を合併する難聴児数、療育時間・内容とした。
上記の項目について、難聴通園、難聴通園以外の福祉型、医療型、多機能型の通園、児童発達支援事業（事業と略
記）、放課後等デイサービス（デイと略記）について集計した。なお、意図的に小学生以上の難聴を集めているデイ 1
施設は集計から除外した。難聴通園以外および上記のデイ以外、意図的に難聴児を集めているとみなせる施設はな
かった。 
① 常勤言語聴覚士数・保育士数・児童指導員数の集計 
 常勤の言語聴覚士数・保育士数・児童指導員数と比率（％）を表 1.および図 1.に示した。難聴通園は明らかに他の
通園よりも言語聴覚士（65％）の数は多くなっており、上記の施設基準を十分に満たしていると考えられる（χ2 検定、
p<0.001）。なお、表・図では、難聴通園を難聴、以下福祉型を福祉、医療型を医療、多機能型を多機能と略記してあ
る。 
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表 1. 施設種別による言語聴覚士数・保育士数・児童指導員数の比較（人数および比率％） 

職種 難聴 ％ 福祉 ％ 医療 ％ 事業 ％ デイ ％ 多機能 ％ 
保育士 22人 18％ 292 69 96 59 169 72 111 36 234 53 

児童指導員 21人 17％ 110 26 40 25 59 25 194 63 173 39 
言語聴覚士 79人 65％ 20 5 27 17 7 3 4 1 32 7 

計 122人 100％ 422 100 163 100 235 100 309 100 439 100 
図 1. 施設種別による言語聴覚士・保育士・児童指導員比率（％）の比較 

 
 
② 在籍難聴児の状況 
a）難聴児と難聴児比率 
 施設ごとの在籍難聴児数は表 2.に示すように、5～69 人であり幅が大きい。また他障害児を入れている施設（8 施設、
57％）と難聴だけの施設（6施設、43％）がある。在籍児の中で難聴児が占める割合（難聴比率）は8～100％であるが、
図 2.に示すように 89～100％の 8 施設と 8～62％の 6 施設に二分される。これは、難聴児の出現率が出生 1000 人
に 1 人であり、乳幼児人口の多い都市部では難聴児のみで施設を維持できる在籍児数を満たせるが、乳幼児人口が
少ない地域では難聴児の出生数は少なく、また難聴児以外の療育への必要性もあり、地域の状況、各施設の方針に
応じて難聴児以外にさまざまな割合で他障害児が在籍している。また、難聴児が多く在籍している難聴通園について、
地方にある難聴通園では難聴児の通園距離が遠いため 1 週間当りの難聴児の通園回数は 1 日程度であるが、人口
が密集している大都市にある難聴通園では、通園距離が短い・施設近くに転居しても親の通勤に影響がないなどの
理由から、1 週間当りの通園回数が多くなる傾向がある。このような地理的・社会的条件も難聴児以外に他障害児が
在籍することの背景にあると思われる 3）。 
 施設名については、便宜的に難聴児比率の高い順に任意に番号を付けて、表に示した。 
 
表 2. 施設別難聴児の状況 
施設 難聴 

児数 
在籍  
児数 

難聴 
比率 

NHS 
受診児 

NHS 
比率 

CI 
装用児 

CI   
比率 

視覚 
障害 

視覚 
比率 

1 64 64 100 47 73 25 39 0 0 
2 62 62 100 50 81 27 44 0 0 
3 59 59 100 50 85 13 22 0 0 
4 57 57 100 47 82 11 19 0 0 
5 55 55 100 39 71 20 36 1 2 
6 35 35 100 35 100 5 14 2 6 
7 39 41 95 27 69 2 5 0 0 
8 54 61 89 38 70 8 15 0 0 
9 69 112 62 57 83 13 19 1 1 

10 14 34 41 14 100 4 29 0 0 
11 20 58 34 14 70 10 50 0 0 
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12 16 54 30 15 94 11 69 1 6 
13 5 53 11 3 60 1 20 0 0 
14 11 113 8 9 82 4 36 0 0 
計 560人 856人 65% 445人 79% 154人 28% 5人 0.9% 

NHS:新生児聴覚スクリーニング、CI：人工内耳 
図 2. 在籍難聴児数と難聴比率（数値は％） 

 
 
 
 
 
ｂ）新生児聴覚スクリーニングを受診した難聴児（NHS 受診児）と人工内耳を装用する難聴児  

（CI 装用児）についての集計 
 新生児聴覚スクリーニング（Neonate Hearing Screening, NHS と略記）は全国の産院の約 75％で行われており、
先天性難聴児の 0 歳での早期発見に極めて有効である 1）。今回の調査でも、全施設の在籍児の 79％が NHS 受診
児であることが示されている。この数値は、平成 27 年 7 月に行った全国 18 施設を対象とした難聴通園実態調査結果
（NHS 受診児率 80％）と一致している４）。このことは、難聴通園が NHS で早期発見された難聴児の療育で重要な役
割を果たしていることが示されている。 
図 3. 施設別 NHS 受診児数と CI 装用児数（人数） 

 
図 4.  施設別 NHS 受診児と CI 装用児の在籍難聴児に占める比率％ 
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今回の調査では、難聴児以外の他障害児を在籍させている難聴通園が 14 施設中 8 施設あるため、厳密な難聴児

のみの年齢別在籍児数は集計できない。しかしながら、平成 27 年 7 月時点の難聴通園 18 施設の調査結果４）（0 歳
児：37 名、1 歳児 89 名）をもとに検討すると、今回対象とする難聴通園に在籍する 0 歳児・1 歳児は難聴児と仮定し
てほぼ間違いはないと思われる。そこで、難聴通園の 0 歳児数、1 歳児数と難聴通園以外の福祉型、医療型、事業、
多機能型の 0 歳児数・1 歳児数を比較した。比較にあたり、施設数を均一にするため、1 施設当りの 0 歳児数・1 歳児
数で相互比較を行った。表 3、表 4、図 5 に示すように、難聴通園では NHS により乳児期に発見された 0 歳・1 歳の
難聴児が多いことが示されている。なお、知的障害児・発達障害児の多くが通園を開始するのは 2～3 歳からである
3）。 
表 3. 障害種別・施設種別 0 歳児数・1 歳児数 

  難聴通園 福祉 医療 事業 多機能 

施設数 14 46 34 93 198 

0 歳児数 51 人 1 24 25 18 

1 歳児数 89 人 66 145 149 105 

表 4. 1 施設当りの 0 歳児数・1 歳児数 

  難聴通園 福祉 医療 事業 多機能 

施設当り 0 歳児数 3.6 人 0.02 0.7 0.3 0.1 

施設当り 1 歳児数 6.4 人 1.4 4.3 1.6 0.5 

図 5. 1 施設当りの 0 歳児数・1 歳児数 
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人工内耳（Cochlear Implant、CI と略記）は平均聴力が 90dB 以上の補聴器では補聴効果がない最重度難聴

児・者に対して、極めて有効な補聴手段である 5）。CI 装用により最重度難聴児・者であっても聴力は 30dB 程度まで
改善される。現在では人工内耳手術は 1 歳以上から可能になっており 5）、今後も人工内耳装用児の数は増加すると
予想される。難聴児は人工内耳を装用して適切な療育を受けることで言語力・会話力を向上させることができることか
ら、人工内耳装用児の療育には、難聴児療育のできる言語聴覚士が不可欠である。 
 
ｃ）難聴と視覚障害の合併について 
 先天性の視覚障害（全盲、日常生活に影響する弱視・視野狭窄等の低視覚障害）は出生 4000 人に 1 人程度で、
知的障害等を合併する場合が多い（50％程度）とされている 6）。視覚障害の場合、聴覚の活用が日常生活技能を習
得する上で重要である。一方、難聴に視覚障害が合併する事例が知られており、このような事例では「盲ろう児」として
特別の配慮が必要とされている 7）。そこで今回難聴通園に在籍する難聴児で視覚障害を合併する事例数を集計した。
その結果、難聴に視覚障害が合併する事例が 5 名いることが示された。障害の程度は不明であるが、難聴通園での
盲ろう児の出現率は 5/560＝0.9％と判定できる。出現率が少ないものの盲ろう児への適切な対応が今後とも求められ
ている。 
 
3. 難聴通園以外の障害児通園での難聴児の状況 
① 障害児通園での難聴児の出現率 
 難聴通園以外での障害児通園での難聴児の状況を調べるため、難聴通園の在籍児数・難聴児数を福祉型および
多機能型の在籍児総数および難聴児数から減じた数を求め、福祉型および多機能型での在籍児総数および難聴児
数とした。デイでは意図的に難聴児を集めている 1 施設の在籍児数・難聴児数を除いた数を在籍児総数・難聴児総
数とした。これらの在籍児総数および難聴児総数より難聴児の出現率を求め、その結果を表 4.に示した。難聴通園以
外に在籍する難聴児は知的障害等を合併する難聴児（難聴児の中で知的障害を合併する比率：10％程度）と推定さ
れるが、各種別の通園での出現率は 0.4～0.6%でほぼ一致しており、全体では 0.5％である。このことから、今回の調
査で障害児通園に在籍する知的障害等を合併する難聴児の出現率は 0.5%であるといえる。なお、難聴児は出生
1,000 人に 1 人（0.1％）であるので、知的障害児等では知的に健常な同年齢集団に比べ難聴の出現率は 5 倍程度
高い。ただし、平成 24 年 8～9 月に行った全国の障害児通園実態調査では、難聴通園以外の障害児通園の在籍児
の中に 1％程度難聴を合併する事例がいることが示されており、今回の結果の 2 倍となっている 3）。調査に回答した施
設数が 1,554 施設であり、今回の約 2 倍であることの影響も考えられる。 
表 5.  各種別の障害児通園での難聴児の出現率 

 福祉 医療 事業 デイ 多機能 計 
施設数 7 3 12 20 19 62 

在籍児総数 2,527人 902 3,729 5,344 6,388 18,890人 
難聴児総数 11人 4 17 32 37 90人 

出現率 0.4% 0.4% 0.5% 0.6% 0.6% 0.5% 
 
② 障害児通園での在籍難聴児数 
 大部分の施設では難聴児は在籍していないが、難聴児が在籍する場合は 1～2 名であること（88.6％）が示されてい
る。ある程度難聴児が在籍しなければ、言語聴覚士等の専門職や聴力検査室・機器などの設備を備えても、有用性
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が乏しいことが示されている。 
表 6. 難聴通園以外の通園での難聴児在籍数 
難聴児数 福祉 医療 事業 デイ 多機能 施設数 ％ 

7人     1 1 1.6 
6人    1  1 1.6 
5人    1  1 1.6 
4人     2 2 3.3 
3人 1    1 2 3.3 
2人 2 1 5 3 4 15 24.6 
1人 4 2 7 15 11 39 64.0 
計 11人 4 17 32 37  100.0 

施設数 7 3 12 20 19 61  
図 6. 難聴通園以外の通園での施設当りの難聴児数頻度分布 

 
 
② 各種別の障害児通園に在籍する難聴児の状況 
 各種別の障害児通園に在籍する難聴児について、NHS 受診児数、CI 装用児数および視覚障害の合併事例数を
調べ、その結果を表 7.に示した。なお、難聴児の総計数が 101 人であるので、各数値は比率（％）としてみることがで
きる。 

この結果によると、知的障害を合併する難聴児が新生児聴覚スクリーニングにより早期に難聴を発見されていること、
また人工内耳を装用する知的障害を合併する難聴児が難聴児としての療育を受けないまま障害児通園に通っている
ことが示されている。このような難聴児は近隣の難聴通園で難聴児としての補聴器の調整、人工内耳装用指導ならび
に言語指導を受ける必要があると思われる。また、視覚障害を合併する事例も比率として多いことが示されている。こ
のような事例は重症心身障害児もしくは重度の脳障害児である可能性が高い 3）。 

 
表 7. 難聴通園を除く各通園での難聴児数、NHS 受診児数（NHS 児数）、 
    CI 装用児数（CI 児数）、視覚障害合併難聴児数（視覚児数） 

種別 難聴児 NHS児数 CI児数 視覚児数 
福祉 11人 1 3 0 
医療 4 0 1 0 
事業 17 10 6 0 
デイ 32 11 16 2 

多機能 37 12 8 3 
計 101人 34人 34人 5人 

図 7. 難聴通園を除く各通園での難聴児数、NHS 受診児数（NHS 児数）、 
    CI 装用児数（CI 児数）、視覚障害合併難聴児数（視覚児数） 
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4. 療育体制 
  難聴通園の療育体制では、個別支援が重要である。今回の処遇での個別と集団での指導状況を難聴通園と児童
発達支援事業とで比較した。調査結果には欠損値が多く、厳密な比較はできなかったが、難聴児が在籍児の 100％
を占めている難聴通園 4 施設での 1 日当りの職員 1 人当たりの平均個別指導時間は 255 分であった。このことから 1
日当りの職員 1 人当たり指導時間は 300 分程度であるので、難聴児を専門に療育している施設では個別訓練（厳密
に 1 人ではなく、2,3 人を対象とする場合を含む）に多くの時間を割り当てる療育プログラムが行われていると思われる。
すなわち、難聴通園では個別的対応が療育の基本になっていることが示されている。 

一方、難聴通園を除いた福祉型では 22 施設の平均個別時間は 73 分であるが、医療型では 13 施設で 102 分で
あり、これは肢体不自由児が理学療法・作業療法等の個別訓練を受けているためと思われる。事業では 62 施設で平
均 84 分、デイでは 150 施設で 71 分、多機能では 140 施設で 100 分であった。このことから、難聴通園以外の施設
では個別指導は行っているものの、集団活動が多くの時間を占める療育プログラムが行われていることが示されてい
る。 
表 8. 通園別 1 日当りの職員 1 人当たりの平均個別指導時間（分） 

 難聴通園 福祉 医療 事業 デイ 多機能 
個別 255分 73 102 84 71 100 
施設数 4 22 13 62 150 140 
図 8. 通園別 1 日当りの職員 1 人当たりの平均個別指導時間（分） 

 
 
 難聴児以外での個別支援の現状を調べるため、発達障害児への個別的コミュニケーション指導の状況を集計した。
回答した施設のうち、個別支援を行っている比率は福祉型で65％、言語聴覚士が担当する割合は53%、医療型では
73％であり、言語聴覚士が担当する割合は 73％であった。多機能型では 61％、事業で 60％、デイであっても 43％
であり、担当者は主に保育士・児童指導員であった。 
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 難聴通園以外であっても言語・コミュニケーションの個別指導が必要な事例はおり、言語聴覚士または保育士・児童
指導員が指導を行っていることが示された。そこで、知的障害と難聴を合併して難聴通園以外の障害児通園に在籍し
ている難聴児については、難聴通園に週 1 回程度通うことで言語聴覚士による難聴児療育（聴力検査、補聴器・人工
内耳の調整、個別言語指導）を受けることができると思われる。さらに、難聴が軽度の場合は難聴を専門とする外部の
言語聴覚士のアドバイスを受けながら、各施設所属の言語聴覚士や保育士・児童指導員が週 1 回程度の個別指導を
行うことで、これら難聴児の言語力を向上させることが可能と思われる。 
 
5. まとめ 
 難聴通園の実態について集計したところ、明らかに他の通園と異なる実態があることが示された。とくに「NHS による
難聴の乳児期での発見に伴い、難聴児が 0 歳・1 歳から難聴通園に通園している」こと、「難聴児療育の専門性に対
応して療育担当の中で言語聴覚士の比率が高い」こと、および「療育体制では個別指導を中心に療育プログラムが組
まれている」ことで他の通園と明らかに差が生じている。すなわち、難聴通園は、地域の実情に応じて他障害児を受け
入れている施設も含め、難聴児の 0 歳からの早期療育を行える体制を整えていることが示されている。 

また、難聴通園以外の通園でも難聴児が在籍しているが、89％の施設の在籍難聴児数は 1～2 名であり、専門の
言語聴覚士の配置や聴力検査室等の配備は困難であると推定される。 
この場合、近隣の難聴通園が難聴児としての療育（聴力検査、補聴器装用指導、人工内耳装用指導、週 1 回程度の
個別言語指導）を担当し、福祉型・医療型・事業等の通園は知的障害児としての療育を担当するとの役割分担を行う
ことが望ましいと思われる。 
 旧難聴幼児通園施設は通園施設の一元化により福祉型児童発達支援センターとなったが、難聴児以外の知的障
害児等の療育を行う通園施設と比べ機能が大きく異なるため、障害児通園施設の調査に当たり、必ず別集計を行う必
要があることが本集計結果から示されている。 
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（資料１－３） 
障害児支援の現状分析と質の向上に関する研究－質問紙調査の考察と提言 
  
平成 24 年児童福祉法の改正により、障害児支援に係るほとんどの施策が児童福祉法に一元化されるととも

に、障害種別に分かれていた障害児通園施設および児童デイサービスは身近な地域での「障害児通所支援（児
童発達支援等）」に一元化された。同時に地域の子ども集団の中での発達支援を目的とした訪問・巡回型支援
である「保育所等訪問支援」、放課後の活動支援と就学後の発達支援の継続を目的とした「放課後等デイサー
ビス」が障害児通所支援としてスタートした。この改正により、「身近な通園場所の確保」とともに、「障害
の確定しない『気になる』時期からの発達支援・育児支援」「地域の保育所や学校などで過ごす子どもへの専
門的支援の提供」がスタートし、事業者数が増え、利用する子どもや保護者のニーズに沿った支援の枠組み
ができつつある。 
一方で、発達支援の形態・内容は多様化してきており、支援内容は預かりだけであったり、「子どもの最善

の利益」のための発達支援がなされないままの保護者ニーズに沿った支援計画であったり、また、一部の利
用者の利便性だけが上がっているという様々な声が聞こえてくる状況である。保護者・家族のニーズは、い
ま、そこに居る子どもにとっても重要なニーズであるが、長期的に見たとき「子どもの最善の利益に資する」
こととは必ずしも一致しない。 
「長期的に見た子どもの最善の利益に資する発達支援」の仕組みを作るために、これまでの CDS－Japan

での取り組みを含め、調査研究への考察、そして、提言を行いたい。なお、調査研究から推し量れることは
一部であるが、「24 年度改正を評価しつつ、改正の理念を徹底するための現行制度の修正」についての方向
性を示していきたい。 
 
1. 平成 24 年度児童福祉法改正に向けたこれまでの動き 
１） 障害児通園施設～一元化の流れ～ 

平成 20 年度障害者保健福祉推進事業 （全国肢体不自由児通園施設連絡協議会） 
「地域における障害児の重層的支援システムの構築と障害児通園施設の在り方に関する研究」より 
本研究は、肢体不自由児通園施設連絡協議会会長の宮田広善氏を主任研究者として、研究者は当時の 4

つの障害児通園施設と事業にかかわるメンバーで構成されており、障害児通園施設の一元化に向けて、現
状と課題を検証し、障害児通園施設（事業）のあるべき姿を提示している。通園施設にかかわる一元化の
流れについては以下のような内容が記されている。 
これまで様々な経緯で発達支援を担ってきた、知的障害児通園施設、肢体不自由児通園施設、難聴幼児

通園施設、児童デイサービスの 4 つの障害児通園施設と事業であったが、平成 8 年 3 月児童福祉審議会の
意見具申「障害児の通園施設の在り方について」によって「機能統合＝一本化」の方向性が明記された。
同意見具申では「現在の障害種別に分けられた通園施設体系は専門性の高い指導を提供するという点では
大きな意義があったが一方で障害種別が違えば身近なところで療育が受けられない弊害がある」「重複す
る障害児等に対する支援体制が十分整備されていない」「心身障害児通園事業（児童デイサービス事業）や
重症心身障害児通園モデル事業などとの役割分担が明確でなく通園施設の持つ専門的な療育機能が地域療
育の質の向上に生かされていない」と述べられ、「障害児通園の統合が必要」と結ばれている。その後、国
レベルでの協議は進んでこなかったが、平成 20 年 3月から 7月に開催された「障害児支援の見直しに関す
る検討会」で「障害児施設の一元化」の方向性が示され、「社会保障審議会障害者部会」でも追認され現在
に至っている。 
 

２） 「こども発達支援センター（事業）」の提言 
また、本研究では、「こども発達支援センター（事業）」という名称の障害児通園施設（事業）について

提案を行っている。 
当時、通園施設および児童デイサービスに関わる課題として、①障害種別に分かれており利用しにくい 

②指導/支援が施設内に限定される ③定員枠内の児にしか支援できない ④ケアマネージメント機能が
弱い ⑤障害の認定がなければ支援が困難 ⑥親・家族支援機能が弱い ⑦発達支援を担う施設・事業の
絶対数の不足と地域偏在 等が挙げられていた。さらに、各通園施設の現状と課題を整理し、全国の施設
を地図におとして地域偏在などを明確化し、「こども発達支援センター（事業）」として名づけた新たな時
代の新たな障害児通園施設（事業）を提案し、発達支援の具体的な在り方を示している。 
その内容としては、すべての障害児が支援を受けることのできる「こども発達支援センター（事業）」、

そして、こども発達支援センターと同等の機能があり地域に開かれた医療機関（診療所）を併設した医療
型こども発達支援センター（24 年度改正児童福祉法によって登場した医療型児童発達支援センターとは異
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なり、保育機能を共通化した上で診療所機能を施設外にも開放する形態を「医療型」とし、地域の支援の
核となるセンター）、「家庭・地域への支援機能の付加」、「サービス管理責任者の配置」、「アセスメント機
能の充実」などであり、一元化に向けた様々な提言をおこなっている。 
平成 24 年度の児童福祉法の改正では、本研究を受け、「障害」という文言を施設名称からはずしたもの

の、「こども（発達支援センター）」は施設名称としてふさわしくないことから、「児童発達支援センター」
という文言が使われたと聞いている。 
なお、CDS－Japan が提案した医療型については、上にも述べたように、基本となる「こども発達支援セ

ンター」と同等の機能（発達支援の基本であり、どの子どもにおいても必須である保育保障がなされてい
る施設）とは異なっていることを再度記しておく。 

 

2. 平成 24 年度児童福祉法改正における課題 
児童福祉法改正の案が出された際、CDS－Japan としては、その案に対して肯定的な評価をするとともに、
以下に示すいくつかの懸念事項があり、それにかかわる提言を行っていた。 

① 乳幼児期において、子どもの生活・遊びを担う保育は重要であるにもかかわらず、医療型児童発達支
援センターは保育士配置基準を従来どおりとし、現在の福祉型の配置基準と明らかに異なる（医療型）
児童発達支援センターとなっている。 
医療型は児童発達支援センターと同等の機能があり、かつ地域に開かれた医療機関（診療所）を併設
したものとすべきである。 

② 放課後等デイサービスの職員については、保育士・児童指導員など子どもにかかわる専門性の高い職
員の配置が必須であるが、資格要件がなく、支援の質が懸念される。 

③ 計画相談を立てる事業所が、発達支援を実施する事業者と同一の場合、こどもへの発達支援の必要性
に関して客観性が失われる懸念がある。 

 ④ 他、支援特性に応じた加算等 

 
3. 今回の調査研究に関する考察 
１）医療型の課題 
 ①通所児童の利用率 
  平成24年度法改正の際に肢体不自由児通園施設のみ医療型という形で保育士等の配置基準が残されたま
ま、現在に至っているため、一部、知的障害のある子どもの受け入れは行われているが、主たる障害は肢
体不自由・重症心身障害である。そして、その利用率をみてみると、他の施設と比較し明らかに低い。平
成 24 年度調査においても、また平成 14 年度全国肢体不自由児通園施設連絡協議会の実態調査にさかのぼ
ってみても、この利用率の低さは変わっていない。公的機関の設置が大半であるから直接経営等への影響
はないと考えられるが、その地域の様々な障害のある子どもたちが十分に利用できる状況とはいいがたい。  

 図１ 

  
＊有効回答数 福祉型 N=60 医療型 N=34 「事業」N=97 放課後デイ N=222  

「多機能」N=216 その他 N=25 計 N=654  
   
②医療型の直接支援スタッフの状況 
 保育士などの直接支援スタッフと定員についてみてみると、直接支援職員一人が見る子どもの数は、3
人未満の充実した施設もあるが、4人を超える施設も多い。 
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図２ 

 
④  診療所設置状況 
今後、重症児、難病、医療的ケアを要する子ども等への支援を考えると、診療所が併設されている施設は

大きな役割を担うことが期待される。今回の調査において、診療所併設の施設を見てみると、医療型のみな
らず、福祉型・多機能・事業にも併設されているところが数多くあった。児童発達支援事業においては広域
連合・医療法人などが実施していた。医療型は、利用児のみ診療している施設も多くみられた。なお、その
他は旧総合療育センターのように福祉型と医療型を併設している施設や、センターに生活介護などが併設さ
れているところである。 
図３ 

 
 
診療所併設している施設の設置主体を見てみると多くが公立であるが、民間立も多く、その他には独立行

政法人（国立）が数か所、また、一か所「一部事務組合」があった。 
図４ 
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以上より、医療型児童発達センターについては、直接支援スタッフの中心となる保育士の配置が子どもに

対して十分に確保されていないこと、診療所が利用児だけの施設があること、センターの利用率が低いこと
等から、必ずしも地域における拠点としての機能を持っているとはいいがたい。医療型は、その地域におけ
る運動機能障害のある子どもの療育の拠点として一定の役割を担ってきているが、今後、身近な地域で、障
害種別にかかわらずすべての発達支援を必要とする子どもたちへの地域の核としての役割を担うには、医療
型をあえて継続していく必要性はなく、むしろ、児童発達支援センター＋地域に開かれた診療所として、再
構築することが望まれる。そして、現在の医療型児童発達支援センターは大半が公立・事業団などの公的機
関が実施しており、国の方針が明確になることが何よりも重要である。 
なお、今後の重症児・医療的ケア・難病を要する子どもへの支援は、地域に開かれた医療機能を持つとこ

ろや、病院などの高度の医療機能を持つところに児童発達支援などの併設を積極的に行うことが求められる。
加えて、一般臨床における支援も期待されるところである。たとえば、近年、職種を超え教育・福祉・医療
が連携しつつ子どもの抱える様々な課題を学ぶ研究会である日本小児診療多職種研究会が開催されているが、
発達障害・重症児支援等についても数多く取り上げられており、小児科診療所の役割への期待と連携がます
ます重要となるであろう。 
 

２）放課後等デイサービスの課題 
① 資格要件と研修 
 主に直接支援を担当していると考えられる職員の職種は以下のとおりである。 
 放課後等デイサービスにおいては、資格要件のない指導員の割合が 45％近くを占めている。また、多機能・
児童発達支援事業の順に指導員の割合が多い。 
 図５ 
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常勤・非常勤の比率を見ると、放課後等デイサービスは非常勤が 50％を超えている。 
 
 
図６ 

 
また、児童分野における経験年数の職員比であるが、放課後等デイサービスにおいては 5 年未満の職員が

多かった。 

図７ 
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 また、昨年の放課後等デイサービスの収益率は、14％と他の支援に比較し格段に高く、多くの施設では人
件費を抑えながら支援をしている実態が推測される。一方で、今回アンケートに回答してくれた施設の自由
記述を見ると、多くの支援を要する知的障害や二次障害を持つ発達障害の子どもたちを積極的に受け入れ、
関係機関と連携を行っている施設においては、むしろ、収益に関してはかなり厳しい状況が推察される。 
職員の力量、支援の質および収益率の大きなばらつきが現在の放課後等デイサービスの実態であろう。 
職員の力量に関しては、まず資格要件を明確にする必要がある。放課後等デイサービスの対象年齢が小学

校低学年（6歳）から高校卒程度（18～20 歳）、対象となる障害が重度の知的障害から高機能の発達障害まで
を考慮すると、対象児の支援技術を習得していない職員、特に資格や経験のない非常勤職員が対応すること
にはかなりの疑問がある。職員は支援技術のある児童指導員が当たることが望ましい。また、職員の力量の
向上のためには、行政主導での研修システムを立ち上げる必要がある。なお、多くの事業所の総職員数は 4
～5名であり、その研修に出ることも困難が予想されるので、何らかのサポートシステムが必要と考える。 
 
３）児童発達支援・放課後等デイサービスの受給量について 
今回の調査において、放課後等デイサービスの回収率は 24.2％と、非常に少なかった。しかし、回答施設

においてはその回答内容から、発達支援や学校との連携など積極的に行っていることが推測できた。 
放課後等デイサービスの利用児の学籍を見てみると、年齢とともに、特別支援学校に通う児童生徒が多く

なっている。 
図８ 

 
利用児が特別支援学校に多く通う施設と地域の学校に多く通う施設とで、放課後等デイサービスの利用理

由を見てみると、特別支援学校に多く通う施設において保護者の就労支援としての利用が多くみられた。こ
れまで特別支援学校に通う子どもを持つ保護者は就労希望があるものの、実際の就労に困難を抱えるという
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話をよく耳にしていたが、放課後等デイサービスが子どもの発達支援とともに保護者の就労支援にもつなが
っていると思われる。 
表１ 

  特別学校 学校 

自立した日常生活を営むために必要な訓練 71.6% 86.0% 

創作的活動、作業活動 59.3% 58.1% 

地域交流の機会の提供 27.6% 27.9% 

余暇の提供 72.0% 68.0% 

保護者の就労支援としての利用 68.4% 44.8% 

その他 8.0% 13.4% 
 



186 
 

また、今回、放課後等デイサービスは複数利用することがあり、他の事業所を利用している児童生徒の自
事業所での週当たりでの平均利用日数と他の事業所での週当たりでの利用日数の平均を回答してもらった。
自事業所での利用は週２～３日であるが、他の事業所利用との日数を合わせると、週 4～6日の利用が多かっ
た。平均でのデータのため、子どもや家族状況、障害状況、地域状況などは明確でなく、さらなる調査が必
要と考える。 
図９ 

 
図 10 

 
 
図 9・図 10 に、自事業所の利用日数と、他事業所を含む平均利用日を示しているが、一人当たりの一事業

所利用日数は多くなく、他事業所を含むと、週 5日が多く、時には週 6日を超えるものも見られた。 
受給量については、計画相談等で、こどもの家庭生活・地域生活の充実も含めた「こどもの発達支援」の

計画がなされ、「長期的に見た子どもの最善に利益に資する」計画や受給量を提案したうえで市町村が決定す
べきであるが、現在、十分な体制が整っていない、もしくは地域差があるのが現状と思われる。まず、各地
域において障害児相談支援の充実及び、市町村などの窓口担当者の力量の向上などが必要と考える。 
子どもの発達支援を考えたとき、子どもへの発達支援、家族支援、地域支援これらすべてを考えることが

必要である。子どもは家庭生活を中心とし直接的にかかわる人とのミクロ・ネットワーク、地域での付き合
い・当事者活動等によるメゾ・ネットワーク、制度や施策・福祉計画などのマクロ・ネットワークにより、
豊かな地域生活を送ると考えられている。家庭生活・地域生活を送ることでそのミクロ・メゾ・ネットワー
クができるのであって、家庭生活・地域生活を送る時間は子どもにとって欠かせないものである。 
幼児期においても、学齢期においても、通所日数は、子どもの発達状況、家族状況、地域での活動等様々

な条件のもとに発達支援に関わる計画相談を実施したうえで、子どもにとって最も適した日数として提供さ
れるものであるが、その上限については、家族で過ごす時間や地域で過ごす時間を確保した上で考えていく
必要がある。その上限としては 1 か月あたり、月日数―８日と考えるのが妥当と思われる。 その上で、学
童においての土曜日の活動がその子どもにとって、どこでどのように支援するのが望ましいのかを検討する
ことや、特別な養育（養護等）の必要度を勘案することが望ましい。 
なお、保護者の就労や精神疾患、虐待のリスクなど家庭事情等による子どもの養護については、日中一時
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支援やショートステイなどが考えられる。しかし、これらの社会資源が整っていない地域においては、放課
後等デイサービスが補完する場合もありうる。特に、社会的養護を必要とする子どもの場合、日々安全で安
心できる人や場の提供を基にした発達支援は必須であり、家庭の代替的な役割も担い情緒への支援もいるこ
とから、放課後等デイサービスが必須とも言えるであろう。したがって、社会的養護を必要とする子どもの
場合、児童相談所等の関連機関との連携や保護者の疾患等の確認等を行い、社会的養護の必要性を支援計画
書に明記されたことを条件に、最大 30 日（31 日）の受給を行うことが考えられる。 
いずれにしろ、さまざまな状況に合わせた適切な利用日数の設定が重要であり、この点については、障害

児支援利用計画を立てる障害児相談支援事業所、支給を決定する市町村のケアマネジメント能力が不可欠で
ある。 

 
4) 対象児童と支援内容（主に重症心身障害に関して） 
 まず、各施設別に発達支援の内容（重複回答）について比較してみた。なお、主に重症心身障害児の施設
については別途抽出したものであり、他と重なる部分もある。 
 支援内容は、それぞれの施設によって異なっているが、特徴的なものとしては、医療型・主に重症心身障
害児では、医療的ケアが多く、放課後等デイサービスでは学習支援が多く、スケジュール・ワークシステム
は、その他（旧総合療育センターなど）に多くみられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 

  
①保育等を中心とした多様な取り組み ②言語・コミュニケーションにかかわる支援 
③食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援 ④運動機能を向上させるための支援 
⑤友達とのかかわりに関する支援 ⑥ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援 
⑦医療ケアなどを中心とした支援 ⑧学習にかかわる支援 ⑨タブレット端末などを利用した支援 
⑩スケジュール・ワークシステムなどの支援 ⑪その他 
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また、各事業種別の職員の一日の勤務時間と内容について比較してみた。 
図 12 

  
 
主たる障害が重症心身障害の施設における職員の勤務内容は、他の施設と比較し送迎の時間、個別の直接

処遇の時間が多かった。送迎の時間が長いことは、これらの施設が広いエリアにおける役割を持っている可
能性が高く、逆に近隣で支援できる施設が十分でないことが予測される。また、個別処遇時間が長いことは、
介護度の高さや医療的ケアの必要性から来ているかと思われる。タイムスタディの結果と連動して考えてい
く必要があると思われる。 
なお、主たる障害が重症心身障害の施設だけでなく、情緒障害や強度行動障害などのある知的障害や発達

障害のある子どもにおいては、受け入れ事業所はある程度あると想定できるが、同様に 1 対 1 対応を必要と
することもあり、多くが 10 名定員の脆弱な事業所においては、その受入れが困難なことが予測される。これ
らの子どもの受け入れに関しては、自立支援協議会などを通じ、相談支援事業所や市町村の窓口など関係者
間での協議と方向性を出す必要がある。 

 
次に、放課後等デイサービスに通う利用者の障害状況別の一般資源の利用状況を見てみた。 
図 13 
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これは、各事業所で「主たる障害」が知的障害・発達障害・肢体不自由＋重症心身障害の子どもが５０％

を超える事業所における一般資源の利用状況を示している。肢体不自由＋重症心身障害のある子どもが多く
通う事業所においては、他に比べ、④体育系の同年代のクラブ ⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブの
利用が少なかった。肢体不自由や重症心身障害のある子どもにとって、放課後等デイサービスにおける放課
後活動が重要であることが推測される。 
 
また、主に重症児の事業所の放課後等デイサービスについての自由記述を見ると以下の内容があった。 

超・準重症児を主に受け入れている為医療行為が多くあり看護師が中心となり、コストUPで赤字となるため、
重症心身障害児を超・準・重症と 3 段階に分けて報酬を決めてほしい。医療的ケアを主とする児童が多く、
職員の体の不調・腰痛が多い。力量の高い看護師が必要である等。 
 近年、新生児医療・在宅医療の向上とともに、以前は施設入所していた呼吸器等を装着した子どもが、地
域で在宅で過ごすことができるようになってきている。一方で家族の負担は増大し、就労はおろか、24 時間
の看護体制を家庭内で工夫している家族も多い。できるだけ家庭で過ごさせたいが、日々の介助や看護を考
えると、入所を希望せざるをえないといわれる方にもよく遭遇する。在宅における子どもの預かり機能の更
なる充実とともに、施設入所と在宅の間の制度設計（入所児で、外泊・外出の際には移動支援等の在宅にお
ける制度利用ができるなど）が必要と考える。 
医療的ケアを要する子どもや重症児は、発達障害や知的障害等と異なり、その頻度は少なく特に乳幼児期

は、まとまった声として上がりにくさがある。また、市町村によって子どもの数のばらつきも大きく、今後、
各市町村で医療ケアを要する子どもの一人ひとりの実態を把握し、近隣で、子どもが必要な医療的ケアを含
む発達支援を受けることができるよう、加算や職員配置、研修システムなどさらなる体制づくりが必要と考
える。 
 以上より、各市町村においては、そのエリア全体の中で支援のシステムを構築するために、 
①より詳細な子どもの実態および支援ニーズに係る調査を行い 
②現在の支援状況、事業所の利用状況等の実態を把握し 
③支援ニーズに応じた発達支援を提供できるよう施設の種類や数などの 
総合的な計画を立てる必要がある。  

 

4. 提言 
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2015（平成 26）年 3 月に障害児支援の在り方に関する検討会（座長柏女霊峰氏）が設置され、7 月に報告
書が提出されている。その中での問題認識として以下 5点が挙げられている。 
①障害児の地域社会への包容・参加（インクルージョン）をいかに進めるか、②一般的な子育て支援施策

を含めたより総合的な形で支援を進めること、③そのため、障害児支援を、こども一般施策における障害児
の受け入れをバックアップする、いわゆる後方支援と位置付けること、④ライフステージに応じて切れ目の
ない支援と各段階に応じた関係者の連携（縦横連携）を充実させること、⑤丁寧かつ早い段階での保護者支
援・家族支援を充実させること 
この問題認識をベースに本研究班は「長期的に見た子どもの最善の利益に資する」発達支援を行うために

以下の提言を行う。 
 
1) 発達支援を行う施設の一元化 
 平成 24 年の児童福祉法の改正は、発達支援を要するすべての子どもが、身近な地域において、障害の確定
しない「気になる」段階からの発達・育児支援、地域の保育所や学校などで過ごす子どもへの専門的支援の
提供といった、「施設と地域」「対象年齢」「障害確定の有無」の枠を外した大きな変革であったと考える。し
かし、上記のように「発達支援を要するすべての子どもが身近な地域において、基本的な発達支援」を受け
るためには、いくつかの課題が残っている。 
以下のいくつかの項目について提案する。 
① 医療型児童発達支援センターは児童発達支援センター＋地域に開かれた医療機関（診療所）として、機

能の拡充を行い、知的障害、難病他、様々な発達支援を要する子どもの受け入れを図る。なお、現在の
医療型児童発達支援センターは大半が公立・事業団などの公的機関が実施しており、国の方針が明確に
なることが重要である。 
また、基本ベースとなる発達支援に関しては一定のフラット基準を設け、個々の発達支援の内容（難

聴の場合・重症児の場合・医療的ケアの必要な場合等）に関して加算をつけていくなどの仕組みの検討
も必要と考える。 

 ② 児童発達支援管理者の資格要件 
    現状では児童にかかわらず、老人ケアを中心とした施設職員においても 5 年という資格要件を満た

すため、児童福祉施設等の経歴を要件とすべきである。 
③ 重症児・医療的ケアを要する児童・難病のある児童への支援  

重症児・医療的ケアを要する児童・難病のある児童においては、家庭での支援が 24 時間にわたるこ
ともあり、「レスパイト機能」の確保が特に重要であり、より近くで安全に過ごせる場所の確保が重要
な発達支援の一つとなる。今回の調査では、児童発達支援もしくは医療型児童発達支援センターに肢
体不自由・重症児が多く在籍していたが、病院などが児童発達支援を行っているところも見られた。
現在、在宅看護ステーションにおける児童発達支援の展開が進みつつあるが、それに加え、診療所・
病院などにおける児童発達支援の併設を積極的に促すことが求められる。 

  
なお、専門性の担保に関しては、広域における「核としての位置づけを行う支援機関」を考えていく必要

がある。支援の質に関しては、合理的配慮等を含め障害種別による支援内容の差異を明確にし、必要な人員
配置・研修体系を今後研究していく必要があると考える。 
 
２）「こども」として受けるべき一般施策をベースに後方支援として様々な発達支援を利用できる仕組みを作
ること 
 ① こども・子育て支援新制度における障害児支援にかかわる制度の普及・啓発・実践 
 ② 各市町村における支援のニーズと実態の把握 

市町村（もしくは自立支援協議会等）において、児童発達支援・放課後等デイサービスの施設・定
員だけでなく、子どもの実態・ニーズに係る調査を行い、面として、支援がなされているか、どんな
子がどのような支援を、どのくらいの量受けているかの把握を行い、市町村における支援計画を立て
る。 

③ 相談支援の充実 
本来は計画相談等で、こどもの家庭生活・地域生活の充実も含めた「こどもの発達支援」の計画が

なされ、「長期的に見た子どもの最善に利益に資する」計画や受給量を提案すべきであるが、現在、十
分な体制が整っておらず、まず、各地域において障害児相談支援の充実及び、市町村などの窓口担当
者の力量の向上などが必要と考える。当然のことながら、家族を含めたアセスメントが重要である。 

④ 受給量について 
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相談支援及び、市町村の体制が十分とは言えない現状においては、暫定的に、当面の間、「月日数－
８日」を目安として、こどもの家庭生活・地域生活を送る時間の確保が必要と考える。しかし、社会
的養護等を要する家庭等のこどもにおいては、日々安全で安心できる人や場の提供を基にした発達支
援、つまり、家庭の代替的な役割も担う必要があることから、障害児相談支援による計画相談や関係
機関との会議などを経て、受給量を増加させる。 

 
３）放課後等デイサービスの支援の充実 
① 放課後等デイサービスにおける支援の充実のためには、職員の力量が問われる。放課後デイの対象年
齢が小学校低学年（6歳）から高校卒程度（18～20 歳）、対象となる障害が重度の知的障害から高機能の
発達障害までを考慮すると、職員の資格要件が必須と考える。職員は支援技術のある保育士・児童指導
員などが当たることが望ましい。 

② また、資格を持っていても人財育成は必須であるが、職員の研修システムの構築を市町村単位で行え
るような仕組みが必要と考える。一方で、10 人規模の事業所においては、研修会などの参加が困難なこ
とも想定できる。したがって、職員の研修システムの構築とともに、研修に出席できるための財政的基
盤づくりが必要と考える。 

 
４） 行動障害・医療的ケアなど多くの発達支援を要する子どもの支援 

今回の調査では明らかにはならなかったが、自由記述の中で、行動障害のため 1 対 1 に近い支援を要
する子どもや、医療的ケアを要する子どもなどは、事業所における受け入れが困難であったり、経営を
圧迫しているなどが見られた。行動障害・医療的ケアなど多くの発達支援を要する子どもの支援につい
ては、子どもの状況に応じた加算と支援する仕組みづくりが必要と考える。 
また、歩行が可能な医療的ケア児については一般の主に重症児を対象とした事業所では受け入れが困

難な場合もあり、加算により、看護師などの医療専門職の配置や、医療機関との連携などを促進できる
と望ましい。 

 
参考資料 
平成 15/16 年度 厚生労働科学研究・障害保健福祉総合研究事業「障害児（者）の地域移行に関連させた身
体障害・知的障害関係施設の機能の体系的な在り方に関する研究」（主任研究者：岡田喜篤 川崎医療福祉
大学学長）の分担研究 「障害児通園施設の機能統合に関する研究」（分担研究者 宮田広善） 

平成 19 年度 厚生労働科学研究・障害保健福祉総合研究事業「障害児等療育支援事業と関連させた障害児に
対する相談支援事業の展開方法についての調査・研究」（障害者相談支援事業全国連絡協議会） 

平成 20 年度障害者保健福祉推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェクト）「地域における障害児の重層
的支援システムの構築と障害児通園施設の在り方に関する研究」(全国肢体不自由児通園施設連絡協議会 
主任研究者 宮田広善) 

平成 24 年度 障害者総合福祉推進事業「児童福祉法改正後の障害児通所支援の実態と今後のあり方に関する
調査研究」(一般社団法人 全国児童発達支援協議会) 

平成25年度 障害者総合福祉推進事業「障害児通所支援の今後の在り方に関する調査研究」(一般社団法人 全
国児童発達支援協議会)  
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平成 27 年度 障害児支援の現状分析と質の向上に関する研究 調査票 
 
※1： 2015（平成 27）年 10 月 1 日現在でご回答ください。期日の指定がある設問には、それに準じて下さい。 
※2：単独型の児童発達支援センター、児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業の方は、それぞれの事業ごとに別々

にご記入下さい。部数が不足の場合は、コピーしてご記入下さい。また、多機能型の事業所は該当する実施事業を
併せてご記入下さい。なお、保育所等訪問支援については、質問項目に入っているため、別途の記載はいりません。 

   放課後等デイサービス事業の方は、共通の調査票に加え、黄色の調査票の記入をお願いします。 
※3：10 月 1 日現在の「契約児数（措置児数を含む）」◆は同じ数字となるようお願いします。なお、措置児とは、保護

者の事情を勘案して、市町村が入所・通所を適当と定めた児童です。 
※4：回答していただいた内容は調査目的以外に利用しませんので、ご協力をお願いします。 

Ⅰ 通所支援の状況について  
  1．通所支援の概況について  2015（平成 27）年 10 月 1 日現在でご記入下さい。 
  （1）施設・事業所名   

TEL          
メールアドレス            
記入者名 

（2）平成 27 年度事業種別  ＊該当する項目（1 項目のみ）の□にレ点でご記入下さい。 
□①福祉型児童発達支援センター  
□②医療型児童発達支援センター 
□③児童発達支援事業  
□④放課後等デイサービス 
□⑤多機能事業所：具体的な事業種別を以下の余白にご記入下さい。 
（                          ） 
□⑥その他 
 
＊下記に該当の事業所は□にレ点をお願いします。 
□ 主たる障害が重症心身障害 

 
（3）定員            人 
（4）所在地   都道府県名 

市区町村区分  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
① 特別区   ②政令市   ③中核市   ④市   ⑤町   ⑥村 

（5）設置主体  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
①都道府県立   ②市町村立  ③民間立   
④その他（           ） 

（6）経営主体  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
①公営  ②社会福祉法人（社会福祉事業団、社会福祉協議会を除く） 
③社会福祉事業団  ④社会福祉協議会  ⑤NPO 法人 
⑥社団法人   ⑦株式会社  ⑧その他（        ） 

（7）建物所有について ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
     ①自己所有  ②無償賃貸  ③有償賃貸  ④その他（           ） 

（8）指導室（保育室）の部屋数の合計はいくつですか。 ＊回答欄に数字をご記入下さい。 
 （9）設置年月  西暦           年       月 

（10）契約児童数（10 月 1 日現在）  
  契約児数       ＋ 措置児数       ＝ 契約児数（措置児数を含む） 
    

(5)回答欄 

(7)回答欄 

 

   忍

(6)回答欄 

(4)回答欄 

(8)回答欄 

   忍 ◆   
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（11）開所曜日（行事などを除く通常の開所日） 開所している曜日に◯をご記入下さい。     
月 火 水 木 金 土 日 祝祭日 年末年始 

         
 
2．2015（平成 27）年度 10 月の開所日数、契約児数（措置児数を含む）、及び、延べ利用予定数並びに延べ利用実数
について 
※ 開所日数、延べ利用実数は、それぞれ月末締めとして下さい。 
※ 契約児数（措置児数を含む）は、Ⅰ-1-(10)で記入した契約児数と措置児数の合計です。 
※ 「延べ利用予定数」とは、当該月における開所日毎の利用予定児童数（措置児も含む）の合計数です。 
※ 「延べ利用実数」とは、当該月における開所日毎に実際に出席利用した児童（措置児も含む）の合計数です。開

所日数✕利用定員ではありませんのでご注意下さい。 
※ 欠席時対応加算等の加算請求を行った児童は、延べ利用実数には計上しないで下さい。 

   27 年 10 月 
開所日数  
契約児数（措置児数を含む） ◆ 
延べ利用予定数  
延べ利用実数  

   
3．契約（措置を含む）児童の利用形態について 

※「人数の合計数」：◆は、Ⅰ-2 の契約児数（措置児数を含む）と合うようにして下さい。 （人） 
                                     

4 ．
診療

所の併設／医師の配置について ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
  （1）診療所を併設していますか。 

①診療所を併設し、通所利用児以外も診療している。 
②診療所を併設しているが、通所利用児以外の診療は行っていない。 
③診療所は併設していない。 

  （2）医師の配置について 
①常駐している。 
②診療所業務のために嘱託／臨時の医師を配置している。 
③嘱託医、協力医のみ。 

  （3）診療報酬請求（保険医療機関認可）について 
①毎日請求している。 
②嘱託／臨時の医師の勤務日のみ請求している。 
③請求していない。 
 

 5．医療型児童発達支援センターにのみお尋ねします（他の種別の事業所は回答の必要はありません）。 
27 年度 10 月の契約（措置を含む）児童のレセプト件数と実日数、（契約＋措置）児童のレセプトの医療費総額（診
療所の医療費総額ではありません）をご記入下さい。 

契約（措置を含む）児童の 10 月のレセプト件数 
契約（措置を含む）児童の 10 月の総実日数 
契約（措置を含む）児童の 10 月の医療費総額 

                                                                 

週７日 週6日 週5日 週4日 週3日 週2日 週1日 週1日未満 合 計 

        ◆ 

(2)回答欄 

(3)回答欄 

(1)回答欄 
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Ⅱ 職員体制・支援内容について  2015（平成 27）年 10 月 1 日現在で記入して下さい。 
1．職員の数と構成について  

 ※ 職員 1 名 1 職種とし、資格等を複数保持する場合にも主たる職種へ計上して下さい。 
   ※ 管理者が医師や保育士等の兼務をしている場合は、その職種の人数欄に管理者の人数を加えて記入し、管理者

の隣の欄にその職種名を記入して下さい。 
   ※ 児童発達支援管理責任者については専任か兼任かを□にレ点でご記入下さい。 

※『①常勤』には正規職員の就業規程の労働時間で勤務する職員を、『②非常勤』にはそれ以外の職員の人数をご
記入下さい。 

※『④常勤換算』は常勤換算で小数点第 2 位を四捨五入して下さい。（業務を兼務している場合は兼務の割合で記
入） 

※４の児童指導員の任用要件は、地方厚生局長等指定の児童福祉施設職員養成学校を卒業、社会福祉士、精神保
健福祉士 、学校教育法規定の大学または大学院で社会福祉・心理・教育・社会のいずれかに関する学部・研
究科・学科・専攻を卒業、小学校・中学校・高等学校のいずれかの教諭の免許状取得（学校種や教科は不問） 、
児童福祉施設での実務経験者（高卒以上 2 年、その他 3 年）です。 

職 種 名 ①常勤 ② 非常勤 
③現員      

（①＋②） 
④常勤換算 

1 管理者 
職 種 名
（        ） 

       

2 サービス・児童発達支援管理責任者 
       

□専任 □兼任 
3 保育士         

4 児童指導員         

5 指導員         

6 作業療法士         

7 言語聴覚士         

8 理学療法士         

9 医師         

10 看護師・保健師         

11 心理指導担当職員         

12 ケースワーカ―・相談員         

13 栄養士         

14 調理員         

15 送迎運転手     

16 事務員         

17 その他職種（         ）         

合  計 人 人 人 人 
 
1 〜 17 の う ち 社 会 福 祉 士 も し く は 精 神 保 健 福 祉 士 の 有 資 格 者 数            人 
1 〜 17 の う ち 介 護 福 祉 士 の 有 資 格 者 数                   人 
※非常勤の場合は常勤換算をして下さい。 
2．児童の直接支援職員の数について（平成 27 年 10 月 1 日現在） 

※ 直接支援職員とは利用契約児童（措置児も含む）に直接支援する職員（保育士・児童指導員・指導員に加えて
PT、OT、ST、心理士など職員配置基準の対象として届け出ている職員）を指し、外来療育や巡回療育相談、
診療所等の業務に専従している職員は除いて下さい。 

※ 非常勤の場合は常勤換算をして下さい。      
直接支援職員数              人  
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3．職員の年齢・性別並びに児童分野の経験年数（平成 27 年 10 月 1 日現在） 
＊すべての職員についてご記入下さい。なお、平均年齢と平均勤務年数は小数点第 2 位を 
四捨五入して下さい。 

（1）職員の年齢・性別              

年齢区分 10 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 65 歳以上 合計 

男 
常勤         

非常勤          

女 
常勤         

非常勤         

計 
常勤         

非常勤         
                     平均年齢：常勤（    ）歳・非常勤（    ）歳 
（2）児童分野（保育園・幼稚園を含む）の経験年数 

 5 年未満（    ）人 5 年以上（    ）人 
 （3）標準的な１日の職員の勤務内容と時間について（大枠で結構です） 
  ＊①〜③の合計は常勤１日あたり労働時間と一致 
    ①送迎（    分） ②直接処遇（    分：うち個別（  ）分、集団（  ）分） 
    ③療育準備・会議等・その他（    分） 

4．発達支援の内容について 
(1) クラス編成について  ＊該当する項目の□に✓点をご記入下さい 

□①している  →(2)にお答えください □②特にしていない →(3)にお進みください 
 (2) クラス編成している場合の考え方  ＊該当する項目全てに✓点をご記入下さい。 
    □①年齢・学年など   □②発達段階  □③障害状況  □④その他（        ）  
 (3) 発達支援の内容について  ＊該当する項目全てに✓点をご記入下さい。 

□①保育等を中心とした多様な取り組み 
□②言語・コミュニケーションにかかわる支援 
□③食事・着脱等日常生活習慣にかかわる支援 
□④運動機能を向上させるための支援 
□⑤友達とのかかわりに関する支援 
□⑥ソーシャルスキルなどの場面に応じたかかわりへの支援 
□⑦医療ケアなどを中心とした支援 
□⑧学習にかかわる支援 
□⑨タブレット端末などを利用した支援 
□⑩スケジュール・ワークシステムなどの支援 

   □⑪その他（                                    ） 
(4) 行事の実施について 

    □①行事を行っている □②特にしていない 
 (5) 行事の内容について 
    □①入園・卒園式など □②運動会  □③家族参観日 □④発表会 □⑤遠足  

 □⑥収穫祭などの祭り □⑦交流保育・交流学習など  □⑧その他（          ） 
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Ⅲ 児童の状況について 
 

1．契約児数（措置児数を含む）の年齢別在所児数 
※平成 27 年 4 月 2 日現在の年齢区分としてご記入下さい。 
※「人数の合計数」：◆は、Ⅰ-2 の 10 月の契約児数（措置児数を含む）と合うようにして下さい。 

 
 
 

  
 

2．利用在籍年数別在所児数 
①現事業は開設から平成 27 年 10 月 1 日時点で何年が経過していますか。   年   ヵ月経過 
②現事業における利用・在籍期間で記入して下さい。 

利
用・在
籍期
間 

5 ヵ月 
以内 

6～11 
ヵ月 

1 年 0～
11 ヵ月 

2 年 0～ 
11 ヵ月 

3 年 0～ 
11 ヵ月 

4 年 0～ 
11 ヵ月 

5 年 0～ 
11 ヵ月 

6 年 0～ 
11 ヵ月 

合計 

人 
数        

 
◆ 

3．利用開始時点での年齢構成について 
※ 年齢は利用開始年の 4 月 2 日時点での年齢です。 

年 齢 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 小学生以上 合計 

人 数        ◆ 

4. 他の機関の利用状況について（平成 27 年 10 月 1 日現在）＊該当する項目があれば人数をご記入下さい。 
  （1）併行通園の利用状況                  （人） 

①保育所・幼稚園・認定こども園在籍児の通園    

（2）他の機関の利用状況                  （人） 
①他の児童発達支援センター在籍児の通園   
②他の児童発達支援事業在籍児の通園  
④特別支援学校幼稚部在籍児童児の通園  
⑤その他の機関（        ）在籍児の通園  

  
5．契約児数（措置児数を含む）の障害状況および合併症について 

  ＜主たる障害について＞ 
※平成 27 年 10 月 1 日現在の契約児（措置児を含む）についてご記入下さい。 
※「主たる障害」は、1人 1 障害として記入して下さい。 
※「主たる障害」の人数の合計数：◆は、Ⅰ-2 の 10 月の契約児数（措置児を含む）と合うようにして 

ください。 
※「発達障害」には、知的障害を伴わない（IQ が概ね 70 以上）「広汎性発達障害（自閉症スペクトラム）、 
注意欠陥／多動性障害、学習障害」の子どもの人数を記入してください。知的障害を伴う発達障害は 
「知的障害」の欄に記入して下さい。 

※ 重症心身障害については、右記の「大島分類」を参照して下さ
い。IQ に関しては、厳密な数値と捉えず、参考程度にして頂い
て構いません。なお、児童の年齢が運動機能獲得月齢に達して
いないときは、その障害像より予測して下さい。重症心身障害
には、重度の知的障害と重度の肢体不自由が含まれますので、
重複選択に注意して下さい。 

                          
＊1,2,3,4 の範囲に入るものを重症心身障害とします 

年 齢 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 
小学生
以上 

合計 

人 数        ◆ 
併行通園児 内    内    内    内    内    内     内 

21 22 23 24 25 
20 13 14 15 16 

19 12  7  8  9 

18 11  6  3  4 

17 10  5  2 1 
走れる   歩ける  歩行障害   座れる   寝たきり 

80 
70 
50 
35 
20 
0 

(IQ) 
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（1）主たる障害について                                 （人） 
 
 
                                                                                                              

 
（2） 合併症について ＊下記の項目に当てはまるものについてご記入下さい。 

※平成 27 年 10 月 1 日現在の契約児（措置児を含む）についてご記入下さい。 
※合併症については児童の状況で異なりますので、複数回答可能です。      （人） 

内部障害 
（医療的ケア） 

循環器系（心疾患など）  

呼吸器系 

人工呼吸器（口鼻マスクによる人工呼吸含む）  

気管切開  

鼻咽頭エアウェイ  

ネブライザー使用  

酸素使用  

痰などの吸引  

消化器系 
経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう）  

誤嚥が多い  

泌尿器系（導尿など）  

中心静脈栄養  

てんかん 発作があり緊急対応など生活に支障あり  

発作はあるが生活におおむね支障なし  

発作はない  

視覚障害（眼鏡等での
矯正可能を除く） 

斜視・弱視等  

光覚のみ・盲等  

聴覚障害 補聴器等装用  

 合計  

 
  （3）①聴覚障害のあるすべての児童、および ②主たる障害が発達障害の児童についてお尋ねします 

 ＊平成 27 年 10 月 1 日現在の契約児（措置児を含む）についてご記入下さい。 
    ①「聴覚障害のあるすべての児童」についてお尋ねします 

ⅰ）新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児は、何人ですか。         人 
ⅱ）人工内耳を使用している聴覚障害児は、何人ですか。        人 
ⅲ）聴覚障害児のうち視覚障害を伴う児童は何人ですか。      人 人 
②「主たる障害が発達障害の児童」についてお尋ねします。 

＊該当する項目の□にレ点をご記入下さい。 
ⅰ）発達障害（IQ70 以上）の児童の言語・コミュニケーション障害に対して個別指導をしておりますか。 

□はい  □いいえ 
ⅱ）言語・コミュニケーション障害に対して個別指導をしている場合、どの職種が行っておりますか 

（複数回答可）。 
□保育士・児童指導員  □心理職  □言語聴覚士  □その他の職種（        ） 

（4）医療的ケアについて 
ⅰ）実施状況について ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
①実施している   ⇒ 以下ⅱ）ⅲ）の設問にお答え下さい 
②実施していない  ⇒ Ⅳにお進みください 

主たる 
障害 

知的障害 発達障害 
肢体 
不自由 

聴覚障害 
重症心身障

害 
その他 

（   ） 
不明 合計 

       ◆ 

ⅰ)回答欄 



198 
 

ⅱ）実施者について ＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 
□①他の診療所の看護師が実施し、医療連携体制加算を請求する 
□②自施設の看護師が実施し、医療連携体制加算は請求しない 

    □③看護師の指導により介護職員（保育士、児童指導員等）が実施し医療連携体制加算を請求する 
□④看護師の指導により介護職員（保育士、児童指導員等）が実施するが医療連携体制加算は請求 

しない 
□⑤付添い家族が実施する       □⑥その他（医師等）が実施する 

ⅲ）介護職員等のたんの吸引等の研修について ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
 （1）特定利用者への吸引などの研修等（9 時間)を 

     ①受けた     ②まだ受けていない  
（2）非特定利用者への吸引などの研修等（50 時間）を 

     ①受けた     ②まだ受けていない  
（3）今後受ける予定が 

     ①ある      ②ない  
 
Ⅳ 現在、提供しているサービスの質の向上のために取り組んでいること 

1． 人材育成について ＊該当する項目全てに✓点をご記入下さい。 
□①学会や研修会などへの参加 
□②職場内研修会を開いている。 
□③ケース会議などを通じた職場内研修を行っている。 
□④「自発的な研修」を支援するシステムを持っている。 
□⑤その他（                                    ） 

2． 支援の質の向上について ＊該当する項目全てに✓点をご記入下さい。 
□①個別支援計画等を通じてこども・家族支援を多職種・グループで検討している。 
□②人権や感染症などのマニュアルの整備に努めている。 
□③質の向上のためのプロジェクトや会議を持っている。 
□④その他（                                    ） 

3． 地域支援・機関連携について ＊該当する項目全てに✓点をご記入下さい。 
□①公開セミナーや研修会を開催している。 
□②行政などほかの機関からの依頼で研修会などを開催している。 
□③自発的にグループを作り、関係者と学習会を行っている。 
□④その他（                                    ）    

 4. 今後のサービスの質の向上のために必要と思われることを記述して下さい。 

 
 
 
 
Ⅴ 家族支
援 に ついて 

1． 保
護者との情報交換について 

契約児（措置児を含む：以下在籍児と略記）の保護者との情報交換の機会（週に 1 回以上実施している場合の
み）はどの様な時もしくは方法ですか。＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 

□①保護者同伴での通園時 □②保護者による送迎時 □③事業所による送迎時 
□④電話         □⑤メール等  □⑥連絡帳 
□⑦個別に時間を設定 □⑧その他（                  ）  

 

(1)回答欄 

(2)回答欄 

(3)回答欄 
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2．保護者支援・情報提供などについて 
（1）保護者支援・情報提供などを実施していますか。 
  ①実施していない。    

②実施している。 ⇒ 以下の設問にお答え下さい。 
（2）保護者支援等の形態 ＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 

□①講演会・学習会などの開催           □②懇談等を通じた研修 
□③親子通園によるかかわり方などの支援  □④ペアレントトレーニング等の実施 
□⑤個別的訓練の実施や指導方法の学習会等の開催 
□⑥カウンセリング等の時間を持つ     □⑦保護者同士の交流会の実施 
□⑧保護者会等への支援          □⑨父親を対象とした支援プログラムの実施 
□⑩その他（                                 ）  

（3）保護者支援等の実施目的 ＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 
□①子どもの成長発達の理解の一貫として 
□②事業所・センターと家庭の一貫した療育による効果 
□③親同士の交流  □④良好な親子関係の育成   □⑤育児不安の軽減 
□⑥介助の手伝い  □⑦医療的ケアの実施を家族に委ねる □⑧虐待の予防 
□⑨子どもの考え（想い）を伝える □⑩その他（                ） 

 
2．要保護児童について 
（1）社会的養護の必要な（虐待もしくは不適切な養育の可能性のある）在籍児童数を 

記入して下さい。   
□① 児童相談所が関わっている児童数 
□② ①には該当しないが虐待もしくは不適切な養育等の可能性があり社会的       
   養護が必要な児童数 
 

（2）要保護児童に対する連携機関について ＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 
□①児童相談所     □②子ども家庭支援センター   □③保健所       
□④病院等の医療機関 □⑤相談支援事業所        □⑥要保護児童対策地域協議会 
□⑦市区町村役所内障害福祉担当課（係）    □⑧市区町村役所内子育て支援担当課（係） 
□⑨市区町村役所内学校教育担当課（係）   
□⑩その他（               ）  □⑪連携している機関はない 

 
（3）要保護児童への具体的な家族支援について、該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 

□①家庭訪問を行っている。 
□②ヘルパー（居宅介護）やショートステイを勧めている。    
□③メンタルヘルス支援（カウンセリング）を行っている。 
□④送迎バスのコースや乗降場所や乗降時間の配慮をしている。 
□⑤早朝・延長・休日保育を行っている。 
□⑥関係機関と役割分担し、こまめに連絡を取り合っている。 
□⑦保護者を含めた受診先（医療機関）との連携を密にしている。 
□⑧他の支援事業者を紹介している。 
□⑨その他（                  ）  

 
（4）要保護児童対策地域協議会に参加していますか？（同一法人内の別の事業所から参加も含んで下さい。） 
   ＊該当する項目の□にレ点をご記入下さい。 
   □①全体会の構成メンバー   □②事務局メンバー 
   □③その他（              ） □④参加なし 
 
 
 

Ⅵ 関係機関との連携について 
1． 保育園・幼稚園・認定こども園との連携について ＊該当する項目の□にレ点をご記入下さい。 

(1) 連携をしていますか  □①連携をしている。    □②特に連携はしていない。 
(2) 連携の内容について  ＊該当する項目全てに✓点をつけて下さい。 

□①定期的な学習会 
□②定期的なケース会議等 
□③随時個別のケースの情報交換 
□④関係者会議などを通じて 

①解答欄 

(1)回答欄 

②解答欄 
解答欄 
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□⑤保育所等訪問支援などの機会を利用して 
□⑥その他（                                ） 

 
2.  在籍児の就学予定の学校との連携について ＊該当する項目に✓点をご記入下さい。 

(1) 連携をしていますか。  □①連携をしている。    □②特に連携はしていない。 
(2) 連携の内容について ＊該当する項目全てに✓点をつけて下さい。 

□①定期的な学習会 
□②定期的なケース会議等 
□③随時個別のケースの情報交換 
□④関係者会議などを通じて 
□⑤保育所等訪問支援などの機会を利用して 
□⑥その他（                                ） 
 

3. 地域（自立支援）協議会について、該当する項目に✓点をご記入下さい。 
（1）所在地に地域（自立支援）協議会はありますか？  

 □①ある ⇒設問（2）へ  □②ない 
 （2）協議会に専門部会（子ども、子育て、療育、発達支援関係の部会）はありますか？ 
   □①ある            □②ない 

4．地域（自立支援）協議会に参加していますか？ ＊該当する項目全ての□にレ点をご記入下さい。 
（同一法人内の別の事業所から参加も含んで下さい） 

   □①全体会の構成メンバーとしての参加 
 □②専門部会の構成メンバーとしての参加（子ども、子育て・療育・発達支援関係の部会） 

□③事務局メンバーとしての参加 
□④その他（             ） 
□⑤参加なし 

 

Ⅶ 保育所等訪問支援について（平成 27 年 10 月 1 日現在） 
1．実施状況について  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 

①本事業の指定を受けて実施している。 ⇒ 設問 2 にお進み下さい。   
②本事業の指定を受けているが実施していない。 
③本事業の指定を受けていない。  
 

2．保育所等訪問支援事業の契約児数をご記入下さい。           人     
 
3. 平成 27 年 10 月（10 月 1 日～10 月 31 日）の実施状況をご記入下さい。    

   
 
 
 
Ⅷ 障 害児相談支援事業につ
い て （平成 27 年 10 月 1 日現在） 

1．実施状況について  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
①本事業の指定を受けて実施している。 ⇒ 設問 2 にお進み下さい。   
②本事業の指定を受けているが、計画は作成していない。 
③本事業の指定を受けていない。  

2． 平成 26 年 10 月 1 日～平成 27 年 9 月 30 日の 1 年間の実施状況を教えて下さい。   
 （1）1 年間の契約児童数                         人 
 （2）職員数（申請上登録されている相談員のうち、実際に稼働した時間を常勤換算して下さい。） 
                                           人 

（3）障害児支援利用援助（計画作成）数及び継続障害児支援利用援助（モニタリング）回数（実施分） 
障害児支援利用援助（計画作成）              件 
継続障害児支援利用援助（モニタリング）             件 

 
Ⅸ 障害児療育等支援事業について（実施主体：都道府県・政令市・中核市） 

  ※平成 18 年 10 月に、それまでの障害児・者地域療育等支援事業の地域生活支援事業（コーディネーター事業）
が市町村事業に移行し、療育支援 3 事業（訪問療育、外来療育、地域支援）が現在の障害児等療育支援事業と
なりました。 

1．平成 27 年 10 月現在の障害児等療育支援事業の委託状況についてお答えください。 

訪問支援先 箇所数 実人数 延べ人数 

保育所・幼稚園・認定こども園    

学校    

その他（放課後児童クラブなど）    

1.回答欄 

1.回答欄 

1.回答欄 
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 ＊該当する番号を回答欄にご記入ください。 
①本事業は受託していない。 
②本事業を委託され実施している。 
③自治体により別名称に変わり、同様な事業をしている。 
④同一法人内から再委託を受けて実施している。 
⑤他法人から再委託を受けて実施している。 

 
Ⅹ 貴事業所の行っているサービス・事業について 

 貴事業所の行っているサービス・事業についてご意見等があればご記入ください。 
 

 
◆が一致しているかどうか、再度のご確認をよろしくお願いいたします。 
 
（以上、全事業所共通調査票） 
 
なお、放課後等デイサービス事業を実施している場合は、さらに以下の設問にお答えください。 
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（以下、放課後等デイサービスの指定(単独、多機能いずれも可)を受けている事業所対象調査票） 
Ⅺ 放課後等デイサービスについて （平成 27 年 10 月 1 日現在） 

1．実施状況について  ＊該当する番号を回答欄にご記入下さい。 
①本事業の指定を受けて実施している ⇒ 設問 2 にお進み下さい   
②本事業の指定を受けているが実施していない 

  2. 平成 27 年 10 月（10 月 1 日～10 月 31 日）の状況をご記入下さい。 
   （1）契約児数（利用契約が継続されているすべての人数を記入して下さい。） 

※通信制高校、在宅による訪問教育も含みます（20 歳未満は対象となりますが、高等学校および高等部に在籍し
ていることが条件ですので、高校生の欄に記載して下さい）。 

※「特学」とは特別支援学校、「学校」とは地域の学校として回答下さい。 
※「内」とは、「人数」の内「支援学級」「不登校児」それぞれに該当する人数を記載して下さい。 
  なお、「支援学級」には「通級による指導」を受ける児童を含みません。また、「不登校児」とは 1 ヵ月以上正
当な理由なく登校しない児童・生徒とします。 

※★は同じ数字となるようお願いします。 
 

学年 

小学生 中学生 高校生 
 
計 1,2 年生 3,4 年生 5,6 年生 

特学 学校 
特学 学校 特学 学校 

特学 学校 特学 学校 
 

人数 
  

    

    
★ 

支援学級 
 内  内  内  内   

 

不登校児 
内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 

 

19 歳、20 歳の方がいれば人数を記載してください→ 内 内 
 

（2）休日等の開所について、行事等を除く通常の開所日に◯をご記入下さい。     

祝祭日 
長期休暇 

お盆期間 年末年始 
夏休み 冬休み 春休み 

      

 
（3）開所日と利用数 

※行事の振替等により、子どもによって利用形態が変わると思われます。 
お手数ですが「放課後利用数」（授業の終了後の利用）「休日利用数」（休業日の利用）を分けてご記入下さ
い。 
※通常閉所日には、必ず「×」を記載して下さい。 
※気象現象等の影響により閉所した場合は、「災」と記載して下さい。 
※「放課後」も「休日」にも数字の記載がなく、かつ「×」の記載もない場合は、開所日としてカウントさ
れますのでご注意下さい。 
≪記入例≫ 

 日 月 火 水 木 金 土 
４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 

放課後利用人数  １０  ９ ９ １０ ３ 

休日利用人数 ０  ０ ０ ０ ８ 

 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ 
放課後利用人数  ０ ６ １０ ８ ９ ０ 

休日利用人数 ９ ５ ０ ０ ０ １１ 

 

1.回答欄 

台風による閉所 

ある学校で 
運動会が開催 

× 

× 

災 

運動会の振替で 
学校が休みの子 
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日 月 火 水 木 金 土 

  １ ２ ３ 
放課後利用人数     

休日利用人数     

 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 
放課後利用人数        

休日利用人数        

 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ 
放課後利用人数        

休日利用人数        

 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ 
放課後利用人数        

休日利用人数        

 ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ 
放課後利用人数        

休日利用人数        

  
3. 利用在籍年数別在所児数 

①現事業は開設から平成 27 年 10 月 1 日時点で何年が経過していますか。   年   ヵ月経過 
②現事業における利用・在籍年数で計上してください 

利
用・在
籍年
数 

5 ヵ月 
以内 

6～11 
ヵ月 

1 年 0～
11 ヵ月 

2 年 0～ 
11 ヵ月 

3 年 0～ 
11 ヵ月 

4 年 0～ 
11 ヵ月 

5 年 0～ 
11 ヵ月 

6 年 0～ 
11 ヵ月 

7 年 
以上 

合計 

人 
数        

  
★ 

 
4. 平成 27 年 10 月（10 月 1 日〜10 月 31 日）に契約している児童の利用開始時点での年齢区分について 

※ 年齢区分は利用開始年の 4 月 2 日時点での年齢区分です。 
利用開始時
の年齢区分 

小学生 中学生 高校生等 合計 

人  
数    ★ 

 
5. 在籍児童・生徒の他資源の利用状況について 

（1）一般資源の利用状況 
①貴事業所に通う児童のうち、放課後児童クラブや習い事など一般的な資源も利用している児童はいますか。
＊該当する□にレ点をご記入下さい。 
□①把握していない。 
□②一部把握している。 ⇒下表にご記入下さい。 
□③おおよそ把握している ⇒下表にご記入下さい。 
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一般資源の利用人数 

学年 
小学生 中学生 高校生 

1,2 年生 3,4 年生 5,6 年生 

特学 学校 特学 学校 特学 学校 特学 学校 特学 学校 
人 
数   

    

    

 
②その該当する□にレ点をご記入下さい。 

□①放課後児童クラブ（学童保育） □②放課後子ども教室  
□③体育系の習い事（スイミングスクール等）  
□④体育系の同年代のクラブ（野球やサッカー等） 
□⑤地域の体育系の年齢制限のないクラブ（卓球や野球、バドミントン等）   
□⑥文化系習い事（習字等） 
□⑦文化系のサークル（手芸や料理等） 
□⑧文化系のクラブ（演劇や演奏等） 
□⑨その他（                          ） 

 
・在籍児童・生徒のうち他の放課後等デイサービスも利用している児童・生徒はいますか。 

   ＊該当する□にレ点をご記入下さい。 
□①把握していない 
□②いる ⇒ 他の放課後等デイサービスも利用している児童数は全在籍児に対する割 合 を

パーセント（小数点以下 1 ケタまで）で記入して下さい。 
 

 （2）他の放課後等デイサービスを利用する児童・生徒（平成 27 年 10 月 1 日時点での契約児）についてお答え下さい。   
＊小数点以下１ケタまでご記入下さい。 

     ①貴事業所の平均的な利用日数（週あたり）  （   ）日 
     ②貴事業所の他に利用する放課後等デイサービスの施設数の平均（週あたり）（    ）ヵ所 
     ③貴事業所の他に利用する放課後等デイサービスの利用日数の平均（週あたり）（   ）日 
 
 6. 放課後等デイサービスの利用理由  

＊該当する□にレ点をご記入下さい（複数回答可）。 
 □①自立した日常生活を営むために必要な訓練 

□②創作的活動、作業活動 
□③地域交流の機会の提供 
□④余暇の提供 
□⑤保護者の就労支援としての利用 □⑥その他（                     ） 

 
 7. 在籍児童・生徒の保護者との情報交換の機会はどの様ですか。（週に 1 回以上実施している場合） 
   ＊該当する□にレ点をご記入下さい（複数回答可）。 

□①保護者同伴での通園時 □②保護者による送迎時 □③事業所による送迎時 
□④電話          □⑤メール等  □⑥連絡帳 
□⑦個別に時間を設定 □⑧その他（                  ）  

 
  8. 学校との連携について ＊該当する□にレ点をご記入下さい 

平成 27 年 4 月 1 日～9 月 30 日までの間で回答してください。 
 (1)在籍児童・生徒への支援内容の確認等で学校との情報共有や協議を行いましか？ 

□①行っていない。  
□②行った。 ⇒ 在籍児童・生徒何人に対して、合計で何回行いましたか。 

    人の児童・生徒に対して、計    回 
 
(2)その際、個別に教育指導計画と個別支援計画を共有しましたか。 

□①計画書は共有していない。  
□②計画書を共有した。  
 

9. 障害児支援利用計画について ＊該当する□にレ点をご記入下さい 
(1)貴事業所と同じ法人内に障害児相談支援事業所がありますか。 

□①ない ⇒(3)の設問にお進みください。 
□②ある ⇒(2)の設問にお進みください。 

(2)貴事業所の放課後等デイサービス契約児のうち、同じ法人内の相談支援事業所が障害児 支援利

②回答欄 

(2)回答欄 

(1)解答欄 
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用計画の作成を行っているのは何パーセントですか。（小数点以下１ケタまで記入） 
   ％ 

(3) 平成 27 年 4 月 1 日～9 月 30 日の間で、放課後等デイサービス契約児の障害児支援利用計画モニタリングのた
めに、相談支援専門員による事業所見学や情報収集が何回ありましたか？          

回  
10. 会議等 ＊該当する□にレ点をご記入下さい 

(1)相談支援専門員等との連携について 
平成 27 年 4 月 1 日～9 月 30 日の間で、サービス調整会議等の外部関係者との会議はありましたか。 
□①ない  
□②ある ⇒回数と頻度を教えてください。 

総数として、  回程度、月平均  回 
(2)個別支援会議（事業所内）について 

平成 27 年 4 月 1 日～9 月 30 日の間で、事業所内で個別支援会議はありましたか。 
□①ない  
□②ある ⇒回数と頻度を教えてください。 

総数として、  回程度、月平均  回 
 

11. ガイドラインと自己評価について 
平成 27 年 4 月に厚生労働省から障害児通所支援に関するガイドラインの最初として、「放課後等デイサービスガイド
ライン」が発出されました。また、それとともに「自己評価表」が示されました。 

(1)放課後等デイサービスガイドラインについて、該当するものを一つ選んで下さい。 
①ガイドラインについて知らない 
②ガイドラインの存在は知っているが、読んでない。 
③読んだ。  

 
(2)放課後等デイサービス自己評価表について、該当するものを一つ選んで下さい。 

①自己評価表について知らない 
②自己評価表の存在は知っているが、実施していない。 
③職員は自己評価表を活用したが、利用者(保護者)には配布していない。 
④利用者（保護者）にのみ、評価表を配布・回収した。 
⑤職員も利用者（保護者）も自己評価表を活用した。 

(1)回答欄 

(2)回答欄 
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12. 自由記述 
(1)放課後等デイサービスについて貴事業所が考える「求められる支援の質」についてご記入下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) その 
他、放課後等デイサービスの事業についてご意見等があればご記入ください。 

 

 
                           
                               ・・・ご協力ありがとうございました。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業 

（身体・知的等障害分野））） 

分担研究報告書 

 
 

児童発達支援事業、放課後等デイサービスに対するタイムスタディ調査 
 

研究分担者：松葉佐 正 熊本大学附属病院特任教授 
 
研究要旨： 
 
 放課後等デイサービスは、児童発達支援と並んで児童期の在宅障害児の日中の支援の根幹をな
すものである。近年の同サービスの事業所数の増加は著しく、利用者数も増えている。今回、タ
イムスタディによって同事業及び児童発達支援事業の現状を調査した。 
 放課後等デイサービスにおける共通業務では、送迎の時間が長かった。個別業務では、行動障
害への対応（多動傾向のある児への見守り、声かけ、直接介助）が同サービスで長く、コミュニ
ケーション（対話）も多かった。リクリエーションは、放課後等デイサービスと児童発達支援と
も、集団の方が個別よりも多かった。実際の業務を見ると、放課後等デイサービスでは、利用者
児童の多様性に対応するために、児童発達支援よりも注意と時間、労力がより多く割かれている
と思われた。 
  
 
 

分担研究者 

加藤正仁（うめだあけぼの学園） 

米山 明（心身障害児総合医療療育センター）、  

内山 勉（国立病院機構東京医療センター）、 

 

研究協力者 

古家好恵（社会福祉法人麦の子会） 

下野由佳（社会福祉法人麦の子会） 

後藤 勉（子ども発達支援センターオリブ園）、

竹谷志保子（うめだあけぼの学園） 

山根希代子（広島市西部こども療育センター） 

小川裕子（広島市西部こども療育センター） 

梅原美由紀（しまさきの森） 

栗山賢治（しまさきの森） 
 

 

１．研究目的 

障害者総合支援法の施行（平成 24 年）以降、

児童の通所サービスは、それまでの児童デイサ

ービス、知的障害児通園、難聴児通園、肢体不

自由児通園、重症心身障害児通園という 5類型

から、未就学児対象の児童発達支援、就学児対

象の放課後等デイサービスに再編された。 

 発達障害児の増加と相まって、全国で児童発

達支援事業所と放課後等デイサービス事業所

の開設が増加した。特に後者の増加は著しく、

熊本県でも平成28年4月1日に18事業所が新

たに登録されている（図 1）。全国で 5,000 カ

所を超える事業所が運営されている。 

 平成 26 年に出された「放課後等デイサービ

スガイドライン」１）では、同サービスについ

て、「・・支援の多様性自体は否定されるべき

ものではない。・・障害のある学齢期の子供の

健全な育成を図るという支援の根幹は共通し

ているはずであり・・」と述べている。そして、

放課後等デイサービスの基本的役割として、 

〇子どもの最善の利益の保障、 

〇共生社会の実現に向けた後方支援、 

〇保護者支援、を挙げている。 

 この度、厚生労働科学研究費補助金事業（小

澤班）の一環で、児童発達支援事業び放課後等

デイサービス事業の実態を知るために、それぞ



 

れの施設で

った。

 

２．研究方法

対象

ア（延べ

（延べ

のオリブ園

ンクル

東京都のうめだあけぼの学園

発達支援

のなぎさ園

市のしまさきの森

とした。

方法は、各施設

の記録者を置き、職員の

記録紙

映像記録をもとに、各職員の業務を

記録した。

 
 
 
 

 
図 1．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）
 

れの施設で職員の業務のタイムスタディを行

った。 

２．研究方法 

対象の職員が所属する施設は、

（延べ 9名、児童発達支援

（延べ 9 名、放課後等デイサービス

のオリブ園（延べ８

ンクル（延べ８名、

東京都のうめだあけぼの学園

発達支援及び放課後等デイサービス

のなぎさ園（延べ

市のしまさきの森

とした。 

方法は、各施設で

の記録者を置き、職員の

記録紙（表１）に記録した。また、

映像記録をもとに、各職員の業務を

記録した。記録された業務を業務コード（表

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）

児童発達支援事業所

職員の業務のタイムスタディを行

の職員が所属する施設は、

、児童発達支援）

、放課後等デイサービス

８名、児童発達支援）及びイ

名、放課後等

東京都のうめだあけぼの学園（延べ

及び放課後等デイサービス

（延べ 16 名、児童発達支援）、熊本

市のしまさきの森（延べ８名、

で 1～数名の

の記録者を置き、職員の業務を

に記録した。また、

映像記録をもとに、各職員の業務を

記録された業務を業務コード（表

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）

児童発達支援事業所

職員の業務のタイムスタディを行

の職員が所属する施設は、札幌市のヨシ

）及びシーランチ

、放課後等デイサービス）、秋田市

児童発達支援）及びイ

放課後等デイサービス

（延べ８名、

及び放課後等デイサービス）、広島市

児童発達支援）、熊本

名、放課後等デイ）

～数名の職員につき

業務を 1分ごとに

に記録した。また、1施設では

映像記録をもとに、各職員の業務を 1分ごとに

記録された業務を業務コード（表

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）

児童発達支援事業所 

職員の業務のタイムスタディを行

札幌市のヨシ

及びシーランチ

、秋田市

児童発達支援）及びイ

デイサービス）、

名、児童

）、広島市

児童発達支援）、熊本

放課後等デイ）

につき 1名

分ごとに専用

施設では

分ごとに

記録された業務を業務コード（表 2）

に変換した。

の変換は、対象

の経験を有する看護師、保育士、特別支援教育

を専攻する学生によって

紙から個人情報を消去し、専門業者に依頼して

表計算ソフト

EXCEL

の解析を行った。

 

ドは、全国身体障害者施設協議会介護保険対応

事業専門委員会によるもの

1

ド」）と並行して独自の業務コード（「あけぼの

コード」。

よる業務の解析も行った。

 

（倫理面への配慮）

究部倫理審査委員会において承認された。

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）

放課後等

に変換した。記録および各

の変換は、対象

の経験を有する看護師、保育士、特別支援教育

を専攻する学生によって

紙から個人情報を消去し、専門業者に依頼して

表計算ソフト

EXCEL ファイルを

の解析を行った。

 職員の業務の

ドは、全国身体障害者施設協議会介護保険対応

事業専門委員会によるもの

1 施設で当業務コード（「タイムスタディコー

ド」）と並行して独自の業務コード（「あけぼの

コード」。表１６－１，２

よる業務の解析も行った。

 

（倫理面への配慮）

本研究の内容は、熊本大学大学院生命科学研

究部倫理審査委員会において承認された。

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）

放課後等デイサービス事業所

記録および各

の変換は、対象施設職員または、児童発達支援

の経験を有する看護師、保育士、特別支援教育

を専攻する学生によって

紙から個人情報を消去し、専門業者に依頼して

表計算ソフト EXCEL に入力し

ファイルを別の専門家に依頼して、業務

の解析を行った。 

職員の業務の解析に際して用いた業務コー

ドは、全国身体障害者施設協議会介護保険対応

事業専門委員会によるもの

施設で当業務コード（「タイムスタディコー

ド」）と並行して独自の業務コード（「あけぼの

１６－１，２

よる業務の解析も行った。

（倫理面への配慮） 

本研究の内容は、熊本大学大学院生命科学研

究部倫理審査委員会において承認された。

．熊本県における児童対象の通所事業所数の変遷（熊本県ＨＰより）  

デイサービス事業所

記録および各業務の業務コードへ

施設職員または、児童発達支援

の経験を有する看護師、保育士、特別支援教育

を専攻する学生によって行った。その

紙から個人情報を消去し、専門業者に依頼して

に入力した。各施設の

専門家に依頼して、業務

際して用いた業務コー

ドは、全国身体障害者施設協議会介護保険対応

事業専門委員会によるもの２）を用いた。

施設で当業務コード（「タイムスタディコー

ド」）と並行して独自の業務コード（「あけぼの

１６－１，２）を作成し、それに

よる業務の解析も行った。 

本研究の内容は、熊本大学大学院生命科学研

究部倫理審査委員会において承認された。

 
   

デイサービス事業所 

2 

の業務コードへ

施設職員または、児童発達支援

の経験を有する看護師、保育士、特別支援教育

その後、記録

紙から個人情報を消去し、専門業者に依頼して

た。各施設の

専門家に依頼して、業務

際して用いた業務コー

ドは、全国身体障害者施設協議会介護保険対応

を用いた。また、

施設で当業務コード（「タイムスタディコー

ド」）と並行して独自の業務コード（「あけぼの

）を作成し、それに

本研究の内容は、熊本大学大学院生命科学研

究部倫理審査委員会において承認された。 
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３．研究結果及び考察  

 

１）対象施設の利用者は、ヨシアが児童発達支

援 19 名、放課後等デイサービス 7 名、シ

ーランチが児童発達支援 10 名、放課後等

デイサービス 19 名であった。以下同じく、

オリブ園：10 名、インクル：9名、うめだ

あけぼの学園：40 名、なぎさ園：16 名、

しまさきの森：11 名（いずれも実人数）

であった。一部の事業所（児童発達支援事

業所と放課後等デイサービス事業所）の利

用者の属性を表３，４に示す。全体では広

汎性発達障害が目立った。重症心身障害は、

放課後デイサービスのみで、2名であった。 

２）一人の職員の業務の例（児童発達支援事業

所と放課後等デイサービス事業所それぞ

れ 1 か所）を表５，６に示す。表 5 では、

子どもたちの様子を見ながら気持ちの高

まり具合を測る、共感のまなざしを投げる

など、児童発達支援らしい活動が見て取れ

る。⒑：31 に児がトイレカードを触って

いる様子を見て、⒑：40 にトイレへ誘導

する様子も記録されている。一方表 6 の、

放課後等事業所では、重症心身障害の児

（ID1,2）に気を配りながら、自閉症の児

（ID4）や多動の児（ID5,6，7）に気を配

りながら、その日の活動（書道）の準備を

行い、全体への声かけ、活動支援を行って

いる様子が記録されている。 

３）表 7に、ある児童発達支援事業所において

一人のダウン症児が受けたケアをまとめ

て示した。児は 6歳の男児で、行動面での

配慮を必要としていた。一人の職員（A-1）

が応答援助、誘導、、また、遊び行動制止、

支持的な対応、介助、見守りなど、濃厚な

ケアをしている様子がうかがえる。 

４）表 8に、ある放課後等デイにおいて、一人

のダウン症児が受けたケアをまとめて示

した。児は小学部前半で、多動があった。

学校からの迎え、施設への受け入れ、トイ

レ誘導、その日の活動（習字）への注意喚

起、見守りながらの連絡帳記入、読み聞か

せ、車での送りなどが記録されている。 

５）表 9に、ある児童発達支援において、一人

の自閉症児（4歳 3か月）が受けたケアを

示した。職員は児の行動の見守り、言葉か

け、粘土遊びなどを行い、また、活動に入

るよう促していた。同時に別の職員が保護

者との面談を行った。 

６）表 10 に、ある放課後等デイにおいて、一

人の重症心身障害児が受けたケアを示し

た。学校からの迎え、移乗、おやつ介助、

当日の活動（習字）、水分補給、トイレ介

助、送りなどが記録されている。 

７）各施設において業務コードを解析した総

括表を表１１に示す。児童発達支援と放課

後とデイでの業務の比較を試みた。共通業

務を見ると、職員間連絡とケア関連会議に

は大きな違いは見られなかったが、送迎を

行っている放課後等デイでは、共通業務の

15～18％の時間を送迎に費やしていた。一

方、個別業務を見ると、行動障害への対応

（部屋を飛び出す児への対応など）とコミ

ュニケーション（対話）、レクリエーショ

ン（個別）に、放課後等デイの一部の施設

で多くの時間を費やしていた。コミュニケ

ーションの心理的援助・助言については、

児童発達支援の方が放課後等デイよりも

多くの時間を費やしていた（単純平均で

22.9％ vs. 14.5％）。児童発達支援の方が

放課後等よりも心理的援助・助言を重視し

ていることが窺えた。放課後等デイでは代

わりに対話を重視していることが窺えた。

児童発達支援と放課後等デイで利用者の

年齢が異なることが理由の一つと思われ

た。 

８）表 12 から 17 まで、対象施設の職員の共通

業務と個別業務について、業務コードごと

の業務時間を示した。児童発達支援と放課

後等デイを両方実施している施設で業務

を見比べると、一部に両者の違いが表れて

いる。これは表 11 に示した解析結果を反

映していると思われる。 

一つの児童発達支援施設における独自



4 
 

の業務コード（あけぼのコード）を、本来

のコード（タイムスタディコード）との対

照で表 16 に示す。コミュニケーションの

部分を充実させ、作業療法のうちの、個別

の遊び・活動（共感、注意・制止も含む）

を項目を増やして設定した。また、レクリ

エーションの代わりに、集団での活動、対

人行動の見守り・誘導・教官・注意（制止

も）を多くの項目を費やして設定した。  

このコードを用いて解析した結果（表 17

－１，２）、延べ 8名の職員が 10 分以上行

った業務のうちの主なものは、C20（食事

直接介助）、C23, 25,（遊び・活動の誘導、

指示）、C48（会話・挨拶）であった。あけ

ぼのコードに提示されている、遊び・活動

の個別フィードバック（C26：励ます、C27：

制止）、遊び・活動の集団フィードバック

（C33：励ます、C34：制止）、集団対人行

動フィードバック（C40：励ます、C41：制

止）に占める延べ職員の業務時間を見ると、

個別の遊び・活動においては、職員による

子供への励ましが制止を 6.7 倍上回って

いた（C26：25.7 分 vs. C27：3.8 分）。集

団の遊び・活動では差はなく（C33：0.8

分 vs. C34：0.5 分）、集団の対人行動で

は、制止が励ましを上回っていた（C40：

0.5 分 vs. C41：6.9 分）。 

 

 今回、児童発達支援事業所と放課後等デイサ

ービス事業所における職員の業務のタイムス

タディの実施とデータの解析を行った。 

タイムスタディの長所として、実用的な範囲

での正確性を前提として、業務の紙上での再現

が可能であること、業務コードを介した業務の

解析が可能であること、それによるコストの分

析も可能であることが挙げられる。業務の再現

によって、各施設で児に対するより適切な支援

の在り方を追求できること、他の施設のより良

い支援を取り入れることができることなどが

可能になると思われる。コストの分析は今回行

わなかったが、得られたデータをもとに可能で

ある。 

 タイムスタディの限界をもたらす要因とし

ては、他者が職員の業務を記録することによる

バイアスと、記録の正確さ、業務コードへの変

換時の解釈の違いなどが考えられる。今回、各

施設で適切と思われる記録者を選定し、業務コ

ードへの変換も、児童への支援に経験を有する

者（施設勤務の保育士、指導員、看護師、特別

支援教育専攻の学生など）で行った。 

 今回の解析で、児童発達、放課後等における

業務の実際を見ることができた。全体の解析に

よって、放課後等で送迎と行動障害への対応が

突出して長いことが見て取れた。支援学校から

移動して夕方まで過ごす関係で、学校という大

きな集団と放課後等という小さな集団で、児の

適応に差があり得ることは容易に予想できる。

今後の課題の一つになると思われる。 

 放課後等施設 Sについて詳細に見ると、day1

に比べて day2 で行動障害への対応（B27~29）

が 2 倍に増え、心理的援助（B46）とレクリエ

ーション（集団。D2）が大きく減少、レクリエ

ーション（個別。D6）が 3倍に増加した。これ

は、day2 で日常的にケアを行う職員の出勤が

少なかったため、一部の児の多動傾向が増大し

たことが原因と思われる。このようなことは児

童発達よりも放課後等で、より起こりやすいと

思われる。  

 タイムスタディの活用のためには、児童のケ

アに特化した業務コードの開発が望まれる。今

回の新たなコードで、その有用性が示唆された。 

 

４．結論 

 今回、児童の通所支援事業所において、初め

てのタイムスタディを実施した。児童発達支援

と放課後等デイの実態を垣間見ることができ

たことは有意義であった。今後のケアの向上へ

のヒントになると思われる。 
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表１．タイムスタディ調査票 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

追加事項・
特記事項

00
01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

記録者（　　　　　　　）
　3日間、8：30～17：30の間、記録者がストップウォッチを手に、職員の業務を毎正分ご
とに記録した。1分間に複数の業務を行った場合は、その都度記録した。

声かけ
直接
介護

施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　）月（　　）日，（　　）時，対象職員（　　　　　　　　　　   　），職種（　　　　　　　　　）、No.（ 　）

分

毎　正　分　の　業　務　内　容

業務内容 利用者名

補助チェック
業務コード 利用者ID

利用者名／
業務内容見守り
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表２．主要な業務コード 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A 7：ケア時間の記録

B9・10・11：食事

B12・13・14：起居・体位交換

B15・16・17：移乗

 A：相談支援・ケアマネジメント業務  C：治療・健康管理業務

A3：家族とのやり取り C1：投薬

A4：職員間の連絡 C16：感染予防

C20：訓練等（セラピストによらない）

 B：専門的生活介助業務  D ：社会参加支援業務

　

B1・2・3：清潔・整容 D 1・2・3・4：レクリエーション（集団）

B4・5・6：更衣 D 5・6・7・8：レクリエーション（個別）

B8：排泄 D 16：サービス利用のための送迎

 E：地域生活支援業務

 F：その他の業務

F1：清掃・会議

B18・19・20：移動 F2：休憩・食事

B49：その他の見守り

B50：その他

B30・31・32：測定 　項目が２つあるものは、順に、①準備・片付

け、②実施。

　項目が3つあるものは、順に、①見守り、②声

かけ、③直接介助。

　 項目が4つあるものは、①事前準備、②実

施、③片付け、④その他．

B33・34・35：代理行為

B36・37・38：環境整備

B42：物品整理

B45・46：コミュニケーション
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表３．児童発達支援事業所１の利用者 

 
 
 
表４．児童発達支援事業所１の利用者 

 
 
 
 

ID 年齢 性 病名
発達障害の
有無

重症心身
障害児の
有無

1 6 F A-MR 有り 無

2 6 M A-MR 有り 無

3 6 M A-MR 有り 無

5 6 M PDD。軽度MR 有り 無

6 6 M A-MR 有り 無

7 6 M A-MR 有り 無

8 5 F ダウン症.A-MR.多動 有り 無

9 5 M PDD.軽度MR。MD 有り 無

10 5 M MR 有り 無

11 5 M 〇症候群 有り 無

12 5 M A-MR 有り 無

13 5 M PDD 有り 無

14 5 M A-MR 有り 無

15 5 M A-MR 有り 無

16 5 F MR、MD 有り 無

年
長
ク
ラ
ス

年
中
ク
ラ
ス

ID 性別 疾患 特徴
発達

障害

重症心身

障害

1 Ｍ 小学部前半 脳炎後遺症 寝たきり。 〇

2 Ｆ 高等部  M R ,C（療育歴なし） 自力座位可能、歩行不可。 〇

3 Ｍ 中学部2年 M R　 おっとりしている。

4 Ｍ 中学部 自閉症 多動。 〇

5 Ｆ 小学部前半 ダウン症候群

6 Ｍ 小学部後半 M R　
運度量多い、運動ＯＫ、

ラジオ体操がしなやかにできない
〇

7 Ｍ 小学部後半 M R　
6児について回る、運動ＯＫ、

ラジオ体操がしなやかにできない
〇

8 Ｍ 小学部 M R　 多動

9 Ｍ 中学部 脳炎後遺症

10 Ｆ 中学部 M R　
おっとりしている。

自発性低い。文章表現不可。
11 Ｍ 小学部

運動ＯＫ、

ラジオ体操がしなやかにできない
〇



9 
 

表５―１．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－１ 

 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

8:30 A4 15.2
8:34 A4 15.2
8:35 A4 15.2
8:40 A4 15.2
8:41 F1 4.2
8:41 A4 15.2
8:41 B38 0.7
8:42 F1 4.2
8:42 A4 15.2
8:42 B38 0.7
8:43 F1 4.2
8:43 A4 15.2
8:44 F1 4.2
8:44 A4 15.2
8:49 F1 4.2
8:49 A4 15.2
8:50 D1 1.5
8:50 B41 1.5
8:52 D1 1.5
8:52 B41 1.5
8:53 B38 11
8:54 B38 11
8:59 B38 11
9:00 B38 廊下をはく　もみじ棟　なぎＲ前 11
9:01 B38 11
9:03 B38 11
9:04 B42 4
9:07 B42 4
9:08 B38 環境整備 9
9:09 B38 環境整備　整理　物品片付け 9
9:10 B38 9
9:11 B38 9
9:12 B38 9
9:16 B38 9
9:17 D1 保育準備（エレピアン）運ぶ 3
9:18 D1 3
9:19 D1 3
9:20 B18 通用門　園児出迎え 23
9:21 B18 23
9:24 B18 23
9:25 B18 23
9:25 B46 0.5
9:26 B18 23
9:33 B18 23
9:34 B18 23
9:37 B46 9.5
9:38 B18 23
9:38 B46 9.5
9:39 B46 9.5
9:39 B18 23
9:40 B18 23
9:40 B46 9.5
9:41 B18 23
9:41 B46 9.5
9:42 B18 23
9:42 B46 9.5
9:43 B18 23
9:43 B46 9.5
9:44 B18 23
9:45 B18 23
9:45 B46 9.5
9:46 B18 利用者を一人一人受け入れ 23

共通

共通

.1.共通.

2016年

2月

通用門　Ｙ

通用門　Ｙ、　Moにも声をかける

通用門　Ｙ

通用門　「あおぞら号つきましたー!!」

通用門　「にじ号つきましたー」

通用門　利用者を一人一人受け入れ

通用門

通用門　出会え

通用門

通用門　次々とくる利用者に声をかける

通用門

1日の業務（児童発達支援）1／８

廊下をはく

廊下をはく

ちりとり修繕

環境整備

ＣＴの部屋準備

朝のミーティング

体操

各クラスのバケツ準備

各クラスのバケツ準備　台ふき準備

各クラスのバケツ準備

洗濯物たたみ所定の位置へ

ふきそうじ　　本コーナー棚整理＋ふく
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表５―２．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－２ 

 
 
 
 
 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

9:49 B18 23
9:50 B46 9.5
9:51 B46 9.5
9:51 B18 23
9:52 B46 9.5
9:52 B18 23
9:53 B50 Um MoとCon 1
9:54 B38 かぎをしめる 1
9:55 A4 2
9:56 A4 2
9:57 D2 外へ出る→らいおんぐみ／ 1
9:58 D6 誘う .8. 19
9:59 D6 まつ .8. 19
10:00 D6 三輪車練習 .8. 19
10:01 D6 三輪車練習のせる .8. 19
10:02 D6 19
10:03 D6 砂場は〇→三輪車へ 19
10:04 D6 三輪車こぎ方を教える　１２人のり 19
10:05 D6 19
10:06 D6 19
10:07 D6 〇強く、Myちゃんハード（三輪車） 19
10:08 D6 Myちゃんが後方から 19
10:09 D6 一緒に三輪車 19
10:10 D6 Myちゃんと中央へ　見る 19
10:11 D6 Kくんをみる／片付け 19
10:12 D6 踏み台　〇と一緒に 19
10:13 D6 片付け 19
10:14 D6 体操　モデルをみせる .2. 19
10:15 D6 ジャンプ→体操 .2. 19
10:16 D6 体操 .2. 19
10:17 B20 Mが手をつなぎ .2. 3
10:18 B20 入室 3
10:19 B20 3
10:20 B1 手洗い・うがい介助　「がらがらﾄﾞﾝ」絵本を読んでいると 共通 6
10:21 B1 手洗い・うがい　介助　m手洗い・うがい .7. 6
10:22 B1 手洗い・うがい介助　だい　きちんとやりきるように一人 .3. 6
10:23 B1 手洗い・うがい介助　□　他の子がつどいに集中してい .9. 6
10:24 B1 6
10:25 B1 6
10:26 D1 絵本がおわる頃にもう〇準備にむかう 1.5
10:27 D1 保育のシールの準備→Ｇべ　さくら棟　ｍちゃん、Ｋ .7.9. 1.5
10:27 B8 保育のシールの準備→Ｇべ　さくら棟　ｍちゃん .7.9. 2.5
10:28 B8 トイレ介助 .7.9. 2.5
10:29 B8 周りの環境整備　20秒（子どもの様子をみつつ） 2.5
10:30 D2 20
10:30 B46 5
10:31 D2 20
10:31 B46 5
10:32 B46 5
10:32 D2 20
10:33 B46 5
10:33 D2 20
10:34 D2 20
10:34 B46 5
10:35 D2 こどものことばに共感のまなざし　一人ひとりに目配り 20

共通

共通

共通

共通

共通

2016年

2月

要求か、触覚をたのしんでいるのか

集中はどうか、こどもの内面をよみとり、
手だてを考えてタイミングをはかる

さわる時間が長いと声かけ、指さしして支持

Ｔnくんバスみてる

担任へ引き継ぐ　手をふる

一日の流れをメモる

かがみながら前進させる

グループの絵本　みんな子どもの見守り、
こどもの視線や気持ちの高まり見合
ｍちゃんがトイレカードをさわっている
のを見て、何をしているのか見守り

手洗い・うがい介助

べにう

1日の業務（児童発達支援）２／８
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表５―３．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－３ 

 
 
 
 
 
表５―４．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－４     

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

10:36 B46 5
10:36 D2 20
10:37 D2 .9. 20
10:37 B46 .9. 5
10:38 D2 20
10:38 B46 5
10:39 D2 .7. 20
10:39 B46 .7. 5
10:40 B8 .7. 0.5
10:40 D2 .7. 20
10:41 D2 .7. 20
10:41 B23 .7. 0.5
10:42 D2 Ｈくんの話 .3. 20
10:43 B46 .7. 0.5
10:43 D2 .7. 20
10:44 D2 .7. 20
10:45 D2 .3. 20
10:45 B46 .3. 0.5
10:46 D2 （イスとりゲームの説明）こどもと同じ目線で　うれしい 共通 20
10:47 D2 .9.7. 20
10:47 D6 .9.7. 0.5
10:48 D2 20
10:49 D2 20
10:50 D2 .10. 20
10:50 B46 .10. 0.5
10:51 D2 イスとりゲーム 共通 20
10:52 D2 .9. 20
10:52 B46 .9. 0.5
10:53 D2 .9. 20
10:54 D2 .9. 20
10:54 B46 .9. 0.5
10:56 D2 .9. 20
10:57 D2 .3. 20
10:57 B46 .3. 0.5
10:58 D2 イスとりゲーム 共通 20

10:59 D2 .7.3. 20

10:59 B46 .7.3. 5

11:00 B46 だいちゃんの体もさわりつつ、元気のシールのことを伝 .3. 5
11:01 B23 .10. 0.5
11:01 B46 .10. 5
11:02 B46 まけたｍちゃん 抱きしめてうけとめる .7. 5
11:03 B46 まけたｈくん 待ち席のみんなと共有しつつうけとめる .5. 5
11:04 B46 最後2人になったとき、待ち席のみんなが注目できるよう 共通 5
11:05 B23 3回目スタート ずっと座っているｋくんを活動に気づくよう .10. 1
11:06 D2 イスとりゲーム 共通 1
11:07 B23 .7. 0.5
11:07 B46 .7. 1.5
11:08 B46 まけたけどがんばったＫにシールを貼って励ましていく .9. 1.5
11:09 B20 最後のスタート こどもをイスから中央へおくり出す 1

11:10 B11
配膳へ移動 エプロンをつけて手洗い（30秒）乾かして－手袋（衛生にかなり気づか

う）（２Ｍ）
30

11:11 B11 配膳へ移動　他保育士４人と調理員３人と役割分担して行う 30
11:12 B11 配膳車から給食を出す　くらす毎に配置しつつ 30

共通

共通

共通

2016年

2月

Hちゃんととり合い　　Ucチーム（Kくん）と

Ｈちゃん １回戦まけてないている　気持ちをうけとめて、
まち席で落ちこんでいる気持ちを支える。ずっとmちゃん

座っている－支えて歩くように促す

まけたｋくんに声かけ、体を支えてイス席へ

ｍちゃんがイスを見つけられるように体も介助、声

イスとりゲーム　Ｋくん逆走→修正する　ｍちゃん介助

イスとりゲーム

座って待っているように介助　声かけ　ｋ　まけた先生
「残念じゃけなぐさめてあげよう」

Ｋくん　「弱いよわい」イスに座りこむ、声かけ・支え・うた
□と一緒に励ます　Ucチームでがんばる

１回がんばれると次は自分から走り出す、でも音楽がお
わる前にすわる－指摘されてまた落ちこむ－支える

共通

さしだしてとるが、その場にうた「ｍちゃんもっておいで」
といわれて１つもっていくが渡しきらない　支えて渡しき

ｍちゃん　トイレカードさわっているのでトイレへ

輪になるのにｍちゃんがｲｽをもって移動するのそっと介
助すると→自分だけでも調達して丸くなれる！拍手!!

元に戻る　Ｈくん　また負けちゃうよ
　共感まなざし声がけ

ちょっとでる→ペーパーすてるがちゃんと
入らず…もどるように体も支えてもう１回

前に出ていくこどもの様子をみて
「いのししかも！」

必要なこども（K）には着席を促す　ｍちゃんが台をとり
にいくのに先まわりして赤台を準備

1日の業務（児童発達支援）３／８

どっちにする？と２つ見せられて、どっちもとんとん
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日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

11:14 B11 お膳を出す→おかずを出す 30

11:15 B11
配膳カートにトレイを並べる（人数確認しつつ）残りの食

器片付ける
30

11:16 B11
お魚の煮つけ配膳（もみじ棟分）人数確認しつつ、他Ｔと

減らす人を確認
30

11:17 B11 30
11:19 B11 30
11:20 B11 30
11:21 B11 3011:22 B11 3011:23 B11 3011:24 B11 30
11:25 B11 おかわり準備 30
11:26 B11 30
11:27 B11 30
11:28 B11 30
11:29 B11 30
11:30 B11 配膳カート廊下へ移動 30
11:31 B11 30
11:32 B11 30
11:33 B11 30
11:34 B11 30
11:35 B11 30
11:37 B11 30

11:38 B11

部屋へ　子どもごはんつぎ　お茶わんを渡す。□　こど
もの発信にうけこたえ。Ｙちゃんが手をつないでごはん

つぎに支える
.8. 30

11:39 B11 ｍちゃん声かけ、ごはんないよ、ごはんつぎにいこう .7. 30
11:40 B20 Ｙ　部屋から出ていったので、つれにいく→ごはんつぎ .6. 1
11:41 B11 .6. 10.5
11:42 B11 .6. 10.5
11:43 B11 .7. 10.5
11:43 B46 .7. 1
11:44 B11 .2.6. 10.5
11:44 B46 .2.6. 1
11:45 B11 .6. 10.5
11:45 A4 .6. 0.5
11:46 B46 .2. 8.5
11:46 B11 .2. 10.5
11:47 B11 .9. 10.5
11:50 B46 .9. 8.5
11:51 B11 .9.1.7. 10.5
11:51 B46 .9.1.7. 8.5
11:52 B46 .7. 8.5
11:52 B11 .7. 10.5
11:54 B11 .9. 10.5
11:54 B46 .9. 8.5
11:55 B11 .1. 10.5
11:55 B46 .1. 8.5
11:56 B46 .3. 8.5
11:56 B11 .3. 10.5
11:57 B46 .7.2. 8.5
11:57 B11 .7.2. 10.5
11:58 B11 .2. 10.5
11:58 B46 .2. 8.5
11:59 B11 .3.7.8. 10.5
11:59 B46 .3.7.8. 8.5
12:00 B20 .8. 1
12:00 B46 .8. 8.5

共通

2016年

2月

H　おはなしして、おかわり「ハイハイ」おそかったね　ま
たみかん!?　おかわりつぎながら。m　お汁がんばる。T
T　デザート当番介助　みかん落ちる　「どうしよう、おち

たね」Tちゃんどうしたらいいか困る

食事介助

K　お話　食べたらプラレールの話を
しつつ、他の子は見守り。Yちゃん声かけ

Y　横にいって

H　ものすごい大きくほおばってお皿を□先生へ出してう
けとる

m　おかわりうけとめる。M　せんせいきて下さい－ハイ、
なあに!?うけとめる

M　これたべてから（さといもフォークにさしたもの）（ご
はんをみせて）ごはんたべようとすすめる

ｍちゃんごはんつぎに待つのを支える、Yくんのごはん
つぎ後方から介助→イスまではこぶのも介助

Ｍくん おかわり用スイッチ準 「おかわりする時はおしえ
てね」、Ｙくん「スプーンにつけようね」とグリップつけ

他のTからＹくん13:00がえりですと聞いて、「あっ」と気づ
いてそのための段取りを考える

エプロンをとってＧにつく　Ｍちゃんの介助　お皿をもつ
ように促したり

足おきをもってきて促す　Ｋ　道具をもつときの手が上か
らにぎり、下からになるよう声かけ

Ｋ　道具のもち方　ついて意識づけ。Y　声かけ。mチェッ
ク→横にいって他のものも口にするように励ましていく。

ごはんのジャー他　おかわり準　ｍちゃん「おいしい!?」と
声かけと道具をつかうよう、動作でうながし

配膳カートのトレイに煮つけを置いていく

手ぶくろつけかえて野菜のもりつけ

お茶つぎトレイへ並べる

ごはんおかわり準備－他のクラスへもっていく

スプーン フォーク（クラスの準備）ならべ他

お汁つぎ（具材が全部入るように配慮しつつ、こどもに
応じてお汁食器が違うのも確認して）

形がくずれないように、そして他の食材と重なり合ってこ
どもが分からなくならないように配慮しつつ丁寧にもりつ

け、汁も入れて

お汁の準備　スプーンフォーク並べ

1日の業務（児童発達支援）４／８
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表５―５．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－５ 

 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

12:01 B46 当番介助 .8. 8.5
12:02 B23 .8. 0.5

12:02 B46 .8. 8.5

12:03 B38
中に□先生がいたのでまかせて、みかん落ちたものを

片付ける
.8. 1

12:04 B20 .1. 212:06 B46 .1. 2
12:07 B20 .1. 2
12:07 B46 .1. 2
12:08 B36 当番　片付け介助 .1. 1
12:09 F2 0
12:19 F2 0
12:20 D1 0.5
12:20 B38 0.5

12:21 D6 プラレールを一緒にしながら、Ｈちゃんの話にこたえる 8
12:22 D6 .7. 8
12:28 D6 .7. 8
12:29 D5 .7. 0.8
12:29 B38 .7. 0.8
12:29 A4 .7. 0.3
12:30 D5 .7. 0.8
12:30 B38 .7. 0.8
12:31 D6 0.5
12:31 A4 0.5
12:32 D1 .5. 6
12:32 B46 .5. 1
12:33 D1 .5. 6
12:33 B46 .5. 1
12:36 D1 共通 6
12:37 D1 .7. 6
12:38 D1 .7. 6
12:39 D6 .7.1. 0.5
12:39 B46 .7.1. 0.5
12:40 D42 .7. 1
12:40 B38 .7. 2.5
12:41 D42 1
12:41 B38 2.5
12:42 B38 .1. 2.5

12:42 D5 .1. 0.5
12:43 B38 2.5
12:44 D2 412:48 D3 .5. 512:48 D7 .5. 112:48 B46 .5. 112:50 D3 .5. 5
12:51 D3 片付け当番片付け 5
12:52 D3 5
12:54 D3 5
12:55 D2 5
12:59 D2 5
13:00 B38 .5.9. 4
13:04 B46 2.5
13:05 B38 4
13:05 D1 1.5
13:06 D1 1.5
13:06 B38 4
13:07 D1 .7. 1.5
13:07 B38 .7. 4
13:08 B46 .6. 4
13:11 B46 .6. 4
13:12 C10 検温 .10. 5

共通

共通

共通

共通

共通

共通

2016年

2月

遊び準備　スウイング

遊び準備　ついたて

遊び準備

静の時間

違うおもちゃ（おやつ、ケーキなど）Ｙちゃんが遊べるよう
にコーナーつくって遊ぶ。絵本もよんだり

食後の遊びに付く

片付け当番支え

片付け

本よみ

ござひき　子としながら

絵本をよみつつ、そこに来たhくんにも対応

（一緒にしようと声かけつつ）

絵本やぶる　mちゃん対応しつつ

絵本やぶる　ｍちゃん対応しつつ、Ｙちゃんにオーイと言
われて一緒にやりとり楽しむ

絵本やぶる　mちゃん対応しつつ、廊下に出て静かに
ゆっくりとりくむ（テープを一緒にはる）

　mちゃん対応

休憩

パーテを動かして、食後の遊ぶスペース確保　プラレー
ル係

mちゃん

mちゃん絵本よみたい→□Ｔ～相談→場所をつくって読
むところを保障

mちゃん

MDから来た職員のしつもんに答えつつこどもへは対応

一緒にはこび”じょうず、じょうず”と励ます→クラスに入
る

Ｙちゃん当番介助
当番が終わったＹちゃんが「やったー」一緒に「やっ

たー」共感

1日の業務（児童発達支援）５／８
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表５―６．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－６      

 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

13:16 C10 .2. 5
13:17 A4 .2. 1.7
13:18 B46 .2. 27.8
13:18 A4 .2. 1.7
13:18 B20 .2. 1.2
13:19 B46 .2. 27.8
13:19 A4 .2. 1.7
13:19 B20 .2. 1.2
13:20 B20 .2. 1.2
13:20 B46 .2. 27.8
13:29 B46 .2. 27.8
13:30 C16 .2. 17.7
13:30 C9 .2. 17.7
13:30 B46 .2. 27.8
13:31 C16 .2. 17.7
13:31 C9 .2. 17.7
13:32 B46 .2. 27.8
14:22 C16 .2. 17.7
14:22 C9 .2. 17.7
14:22 B46 .2. 27.8
14:23 B38 7.5
14:28 B38 7.5
14:29 B38 7.5
14:29 B46 0.5
14:30 B38 遊具片付け 7.5
14:31 D7 3
14:33 D7 3
14:34 B38 23
14:40 B38 23
14:41 B38 片付け　クラスの片付け 23
14:42 B38 片付け　クラス・食事室・洗濯室 23
14:43 B38 片付け　なぎさルーム 23
14:44 B38 23
14:49 B38 23
14:50 B38 23
14:50 B42 1
14:51 B42 1
14:51 B38 23
14:52 B38 23
14:55 B38 23
14:56 A4 3.5
14:56 B38 23
14:57 A4 3.5
14:57 B38 23
14:59 B38 23
14:59 A4 3.5
15:00 B42 1.5
15:00 A4 3.5
15:01 B42 1.5
15:01 A4 3.5
15:03 F2 0
15:10 B38 4
15:11 F2 0
15:15 F2 0
15:16 A4 0.3
15:16 F1 6.8
15:16 A7 6.8
15:17 A7 6.8
15:22 F1 6.8
15:22 A7 6.8
15:23 F1 子どもの姿の確認　今後の保育の確認 6.8

共通

2016年

2月

休憩

会議＆日誌記入

子どもの姿の確認

施設部会議準備（□Ｔと話す）

施設部会議準備　子どものふり返り

施設部会議準備

らいおん　片付け　Ｔと確認

片付け　Ｔと確認

休憩　作品まとめ

□＋h

片付け

片付け

片付け　倉庫整理（おもちゃ整理）

片付け　さくら棟おもちゃ移動・整理

片付け

（別室）Ｍを隔離　ＮＳと確認

Ｍを隔離

Ｍ（発熱）　別室対応

Ｍ（発熱）

片付け

片付け　見送り

検温　看護師と確認

（別室）利用者と隔離　ＮＳと確認

1日の業務（児童発達支援）６／８
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表５―７．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－７     

 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

15:24 F1 6.8
15:24 A7 6.8
15:30 A4 Ak　外　３人乗り　プラレール 64
15:31 A4 箱つみき 64
15:32 A4 どの種類 64
15:33 A4 手足ブランコ？ 64
15:34 A4 グループで遊ぶ？　ＶＳ　プラレール 64
15:35 A4 グループで遊ぶ？　ＶＳ　プラレール 64
15:36 A4 得技を生かして 64
15:37 A4 〇特の学校説明会　３／７ 64
15:38 A4 利用者はどうしたらいいの？ 64
15:39 A4 ３／７懇談の変更 64
15:40 A4 会議日程調整 64
15:41 A4 ２／25年長合同→２／22バス 64
15:42 A4 ２／23〇小学校の先生来園　チックでは？ 64
15:43 A4 学校に行く日にジャンバー拒否 64
15:44 A4 先生と一緒に穏やかに過ごすには？ 64
15:45 A4 トイレ立位だと出ない　安心して出せるよう 64
15:46 A4 今日、学校で就学健診 64
15:47 A4 安心してすごせるように 64
15:48 A4 アルバムの背表紙　クレレちゃんコメント 64
15:49 A4 Moの希望 64
15:50 A4 壁新聞をアルバムに入れてほしい 64
15:51 A4 Kg Mo（年中）感動している　壁新聞 64
15:52 A4 壁新聞号→年長連絡帳 64
15:53 A4 職員間の共有の大切さ 64
15:54 A4 壁画づくりの報告／施設部 64
15:55 A4 みどころ伝え（ＰＰ）どんなことを 64
15:56 A4 みどころ伝え　合同あそび　ＰＭ活動 64
15:57 A4 みどころ伝え　利用者の願い　Moの願い　鉄棒 64
15:58 A4 みどころ伝え　利用者とかけひき中　Faのやるのを見せる 64
15:59 A4 みどころ伝え　かっこよくやりたい　バンブー 64

16:00 A4
年長さんを送る会　利用者やりたいきもち→でもできな

い
64

16:01 A4 スライド作成の担当者決め／アクリル板 64
16:02 A4 手段を大切に　なかよしの輪　したいのにできん 64
16:03 A4 ２回めから入るmに合わせてピアノを 64
16:04 A4 MD chの介助〇は？ 64
16:05 A4 Ok、Kr　くずれ…につられるk（介助） 64
16:06 A4 １回めはダメだけど２回ＯＫ（m） 64
16:07 A4 m Moにも伝達、他に心配　Ｋｎを押す 64
16:08 A4 手が離れてしまうｋ 64
16:09 A4 何か役割をもたせて 64
16:10 A4 年長バンダナを首にまける／シュッシュッで手がはなれる 64
16:11 A4 どうしてもできなかったら　Ng Ｔに依頼／22、23なかよしの〇 64
16:12 A4 日程調整２／19→22、23ドレミで待ち 64
16:13 A4 ＡＭ明日のヴィオラ演奏／ＰＭ Tちゃんの誕生会 64
16:14 A4 ＰＭどれみホール〇!?年中に譲り 64
16:15 A4 ２／19音楽鑑賞　職員３人体制で（内本Ｔ） 64
16:16 A4 合同連絡帳取り（明日） 64
16:17 A4 ファイトくん制作　２／22に　２／26はるにれ 64
16:18 A4 アルバム　３／10遠足おてがみ 64
16:19 A4 遠足 64
16:20 A4 マスク使用 64
16:21 A4 明日保育所　２／22DonDonにいこう14：00～ 64
16:22 A4 ２／22　ＫくんのBirthday 64
16:23 A4 ２／23〇小学校のＴが来園　３／１　○○小学校センター 64
16:24 A4 来年度のこと　３／７連絡会　３／14連絡会 64
16:25 A4 ３／25オリエンテーション 64
16:26 A4 入園式　入学式日程／ひな人形飾 64
16:27 A4 おひなさま（食後に飾る） 64
16:28 A4 おひなさま（食後に飾る）　会議終了 64

共通
2016年

2月

今後の保育の確認

1日の業務（児童発達支援）７／８
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表５―８．ある児童発達支援における１職員の業務の実際－８      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業務内容 対象者
仕事
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

16:30 A4 64
16:33 A4 64
16:34 B38 27.5
16:52 B38 27.5
16:53 A4 0.5
16:55 B38 27.5
16:56 B38 あしたの午後活動準備 27.5
16:57 B38 あしたの午後活動準備　長　合同 27.5
16:58 B38 27.5
16:59 B38 27.5
17:00 B38 ホワイトボード清掃 27.5
17:01 B38 砂場のシートかけ　あしたの準備 27.5
17:02 B50 14
17:15 B50 14

共通
2016年

2月

２Ｆの交流準備　机セッティング

２Ｆの交流準備　机セッティング　あしたの保育確認

あしたの午後活動準備

連絡帳記入

明日のＩＣＰ

1日の業務（児童発達支援）８／８
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表６―１．ある放課後デイにおける１職員の業務の実際－１ 

 
 
 
 
表６―２．ある放課後デイにおける１職員の業務の実際－２ 

日付 時刻
業務
コード

業　務　内　容 対象者
ケア
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

13:00
13:05
13:06 ロッカーに筆箱をとりに行き、下描きを消す
13:07
13:08
13:09
13:11
13:12
13:20
13:21 A5 記録員と打ち合わせ（利用者の名前について) 1
13:22
13:23
13:24
13:25
13:26
13:27
13:34
13:35
13:44
13:45 シールを貼ったりレイアウト
13:46
13:47
13:48 B17 坐位保持椅子を出入口へ 1
13:49
13:50
13:51
13:52
13:53
14:00
14:01
14:02
14:04
14:05
14:06
14:08 写真カード作成（額入り)シールで飾りつけ
14:09 写真カード作成（額入り)
14:10 写真カード作成（額入り)包装（袋に入れる)
14:11
14:13
14:14 土曜日の利用者の様子を職員間で確認する。
14:15 土曜日の利用者の様子を職員間で確認する。
14:16 申し送りノート確認
14:17 見終わってサイン
14:16 申し送りノート確認
14:17 見終わってサイン
14:18 物品庫より絵の具を持って来る
14:19 書道作品の名前札を書く（3名分)
14:20 書道作品の名前札を書く（4名分)
14:21 書道作品の名前札を書く（5名分)
14:22 書道作品の名前札を書く（6名分)
14:23 送迎準備（上着を着る)など
14:24
14:25
14:26 お迎え（車）運転 　自施設より
14:27 お迎え（車）運転 〇支援学校へ
14:28
14:29
14:30
14:41
14:42 お迎え（車）運転 支援学校着
14:43 B17 移乗介助 2.1 1
14:44 B20 移動介助 2.1 1
14:45 B17 移乗介助 2.1 1
14:46
14:48
14:49 B27 座位保持車イスを〇くんのところに移動 共通 1

1日の勤務（放課後等デイサービス）1／4

2015年

12月

2.1 17

1 3

D5

D1

D5

D7

D5

B45

A4

A7

D1

F1

D16

6

15

26

3

3

1

5

3

17

色紙画用紙を下描きの形に切る

切りとった色画用紙をのりづけする

色画用紙に絵を描く

色画用紙を下描きの形に切る

誕生カードの写真について、□さんと打ち合わせ（写真の数
について)

台紙に切りとった色画用紙の貼り付け

誕生カードメッセージ記入

色画用紙片づける

写真カード作成（額入り)メッセージを記入

D5

写真カード作成（額入り)

写真カード作成。色画用紙に糊づけ

写真カード作成（額入り)

写真カード作成（額入り)写真の周囲をマスキングテープで飾
りつけ

後片付け

X'mas向け　トナカイ着ぐるみの着用

お迎え（車）運転

〇くんへの声かけ

共通

誕生カード作り(台紙を切る)

22

22
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日付 時刻
業務
コード

業　務　内　容 対象者
ケア
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

14:51 B11 手指の消毒、〇くんのおやつ準備 1 1
14:52 B45 〇さんへの声かけ、〇くん介助（車イスへ移動) 2.1 1
14:52 C16 〇さんへの声かけ、〇くん介助（車イスへ移動) 2.1 0.5
14:53 A4 〇さんの発話に反応をかえす、〇さんに関する他職員との情 2 0.5
14:53 B45 〇さんの発話に反応をかえす、〇さんに関する他職員との情 2 1
14:54
14:56
14:57
14:59
15:00 〇くんの学校での活動について情報共有 1
15:01 〇さんの学校での様子について□さんと情報共有 2
15:02 B11 〇くんのおやつ介助 1 1
15:03 A4 〇さんの車での様子について□さんと情報共有 2 1
15:04 B11
15:05 B11
15:06 B45 〇さんの反応に対する声かけ、□さんと情報共有 2 1
15:07 B11 〇くんのおやつ介助 1 1
15:09 共通 7
15:10 2
15:12 2
15:13 2
15:14 2
15:15 B11 〇くんおやつ完食、ごちそうさまのあいさつ 1 1
15:16 習字の準備（フロアにブルーシートを敷く）
15:17 習字の準備（机をもってくる)
15:18 習字の準備（机準備)
15:19 習字の準備（紙や新聞の準備)
15:20 習字の準備
15:21 習字の準備
15:22 習字の準備（書きやすいように紙を4つ折にする)
15:23 習字の準備（墨をいれる)
15:24 B17 〇くんを座位保持車イスからおろす 1 1
15:25 B42 車イスを別の部屋へ移動 共通 1
15:26 1
15:29 1
15:30 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする 1
15:31 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする 1
15:32 くんをひざにのせ、一緒に習字をする 1
15:33 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする 1
15:34 B17 〇くんを横にする 1 1
15:35 D2 〇さんに習字をするよう声かけ 2 1
15:36 A3 〇こさんの連絡帳の確認 5 1
15:37 F1 トナカイの衣装を脱ぐ 共通 1
15:38 B45 〇くんと会話 3 1
15:39 A4 他職員との情報交換 共通 1
15:40 水まわりの掃除 共通 1
15:41 〇くんへ習字の指導 4
15:42 〇くんへ習字の指導 4
15:43 〇くんへ習字の指導 4
15:44 〇くんへ習字の指導、〇さんへの声かけ 4.2
15:45 〇くんへ習字の指導 4
15:46 〇くんへ習字の指導 4
15:47 共通 7
15:48 B49 〇さんの見守り 5 1
15:49 B6 〇さんの着替えの準備 2 1
15:50 2 2
15:51 共通 2
15:52 A4 □さんへ〇くんの見守りを依頼 共通 1
15:53 B46 〇くん、〇くんへ宿題をするよう声かけ 6.7 1
15:54 2 2
15:55 共通 2
15:56 B42 出たままになっていた荷物の片づけ 共通 1
15:57 〇さんへ習字をするように声かけ 5 6
15:58 〇さんへ習字をするように 共通 6
15:59 〇くんに習字の指導 共通 6

1日の勤務（放課後等デイサービス）２／4

7

2015年

12月

1.2 3

D6

D1

D2

D6

D2

A4

F1

B8

B6

B11

3

2

〇さんへ声かけ、□さんと情報共有

〇さんの見守り

〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする「ゆめ」

〇さんの失禁の片づけ

〇さんの服の片づけ

2

1 2

7

4

4

共通 8

〇くんへのおやつ介助、〇さんへの声かけ

〇さんの活動の見守り

〇くんのおやつ介助
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表６―３．ある放課後デイにおける１職員の業務の実際－３ 

 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業　務　内　容 対象者
ケア
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

16:02 D2 〇くんに習字の指導 7 6
16:03 D3 〇くんの作品を展示する 共通 1
16:04 B49 〇さんの見守り 5 1
16:05 〇さんへ習字をしようと声かけ 2 8
16:06 〇さんの前に机を準備する 2 8
16:07 2 8
16:12 2 8
16:13 D6 〇くんに作品を貼るように声かけ 7 1
16:16 3
16:17 3
16:18 B28 〇くんに落ち着くよう声かけをする 4 1
16:19 D2 2
16:20 D2 2
16:21 〇くんのトイレ介助(おむつ交換) 1
16:22 1
16:25 1
16:26 B8 〇くんのトイレ介助（おむつ交換と柔軟体操） 1
16:27 B14 〇くんを横にする 1 1
16:28 D7 〇くんの書道の作品の移動 1
16:29 A4 〇くんの様子について□さんと情報交換 1
16:30 〇さんのトイレ介助（移動) 2 2
16:31 〇さんのトイレ介助 2 2
16:32 〇さんのトイレ介助 （〇さんについて□さんと情報共有) 2
16:33 □さんと〇さんの活動の様子を共有 2
16:34 〇さんのトイレの様子を確認しに行く 2
16:35 〇さんのトイレ介助 2
16:36 〇さんのトイレ介助 2
16:37 トイレから〇さんをつれてくる 2
16:38 トイレから〇さんをつれてくる 2
16:39 A4 〇さんの便の様子を共有 1
16:40
16:41
16:42 〇くん、〇くんの見守り 6.7 2
16:43 〇さんの様子と見守りの声かけ 5 2
16:44 共通 4
16:47 3 4
16:48 D6 〇くんに持って帰る作品を選んでもらう 1
16:49 D7 〇くんの作品を貼る 1
16:50 〇さんへ水分補給 2 2
16:51 〇さんへ水分補給 2
16:52 A3 作品を連絡帳へはさむ 1
16:53 D7 〇くんと書道の道具の片づけ（ブルーシート) 7 1
16:54
16:55
16:56 〇くんを抱き上け、〇くんの元へつれていく 1 2
16:57 〇くんの帰りの準備をする 1 2
16:58 B6 〇くんに服を着せる（上着) 1 1
16:59 B36 外の様子の確認 共通 1
17:00 〇さんへの声かけ 5 2
17:01 〇くん、〇くんへの声かけ 6.7 2
17:02 B11 〇くんの飲み物の片づけ 共通 1
17:03 B46 〇くんへの声かけと帰りの準備の見守り 3 1
17:04 B45 □さんと〇さんと会話、△君の見送り 共通 1
17:05 B18 〇くんの見送り 3 1
17:06 B45 〇くんと〇くんへ連絡帳をわたす 共通 1
17:07 B11 〇さんへ水分補給 6.7 1
17:08 B10 〇くんと〇くんにお茶をのむように声かけ 5 1
17:09 B9 〇くんと〇くんの見守り 6.7 1
17:10
17:15
17:16
17:18
17:19
17:21
17:24 B45 〇君と〇くんへ声かけと見守り 5.6.7 2

1日の勤務（放課後等デイサービス）３／4

6

5

〇くんのトイレ介助

2015年

12月

5.6.7 3

5.6.7 3

7 2

5 6C20

B45

B49

〇さんの身体(下肢)をさする(身体にもたれさせ)

〇君と〇くんへ声かけと見守り

〇君と〇くんへ声かけと見守り

B49

習字をしていない子どもたちへ習字をするよう指導

D2

B20

B45

〇くんの誕生日祝い

D2
〇さんの習字指導

B8

B8

B8

B8

A4

D3

A3 〇くんの連絡帳記入 共通

共通

共通

B11

共通

共通

共通

共通

2トイレの清浄

書道の道具の片づけ
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表６―４．ある放課後デイにおける１職員の業務の実際－４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 時刻
業務
コード

業　務　内　容 対象者
ケア
時間
（分）

対象者
ケア
時間
（分）

17:25 B20 〇さんを起こす、トイレへ連れていく
17:26
17:29
17:30
17:34
17:35 B35 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんの様子をみる)
17:35 B49 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんの様子をみる)
17:36 B49
17:37 B49
17:38 B35 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんへ声かけ)
17:38 B45 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんへ声かけ)
17:39 B35
17:50 B45
17:51 B6 〇さんに靴下をはかせる
17:52 B6 〇さんに上着をきせる
17:53 B49 全体の見守り 5.6.7 1
17:54 B6 〇さんに靴をはかせる 5 1
17:55 〇さんの見送り
17:56 〇さんの見送り
17:57 〇さんの見送り
17:58 〇さんの見送り
17:59
18:09
18:12
18:13
18:14
18:15
18:29
18:30
18:58
18:59

1日の勤務（放課後等デイサービス）４／4

2015年

12月

5 4

5

13
5.6.7

5 2

5 5

B49

〇さんへの本の読み聞かせ

〇さんへの本の読み聞かせ

部屋の片づけ

A7

F1

B35

トイレ介助

〇さんへの本の読み聞かせ

B38

B38

B8

共通
事務処理

事務処理

16

15

30
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表７－１．ある児童発達支援においてダウン症児が受けたケアー１ 

 

日付 職員名 時刻
業務
コード

業務内容
仕事
時間

Ａ－１ 10:02 C48 ｃ２遊び見守り、ｃ１会話 0.5
Ａ－１ 10:02 C21 ｃ２遊び見守り、ｃ１会話 1.7
Ａ－１ 10:03 C23 ｃ２ごっこ遊びモデル誘導　ｃ３見守り　ｃ２お客さん座って（行動誘導） 0.3
Ａ－１ 10:03 C21 ｃ２ごっこ遊びモデル誘導　ｃ３見守り　ｃ２お客さん座って（行動誘導） 1.7
Ａ－１ 10:03 C24 ｃ２ごっこ遊びモデル誘導　ｃ３見守り　ｃ２お客さん座って（行動誘導） 0.3
Ａ－１ 10:04 C21 ｃ２ごっこ遊び～ｃ１を誘いこむ　提示　モデル　ｃ３遊び見守り 1.7
Ａ－１ 10:04 C37 ｃ２ごっこ遊び～ｃ１を誘いこむ　提示　モデル　ｃ３遊び見守り 0.3
Ａ－１ 10:04 C38 ｃ２ごっこ遊び～ｃ１を誘いこむ　提示　モデル　ｃ３遊び見守り 0.3
Ａ－１ 10:05 C21 ｃ３見守り　ｃ１・２ごっこ仲介 1.7
Ａ－１ 10:05 C39 ｃ３見守り　ｃ１・２ごっこ仲介 0.8
Ａ－１ 10:06 C39 ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　提示　c3応答援助 0.8
Ａ－１ 10:06 C25 ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　提示　c3応答援助 0.3
Ａ－１ 10:06 C38 ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　提示　c3応答援助 1.9
Ａ－１ 10:07 C38 ｃ１・２ごっこ　やりとりモデル提案（交代したら） 1.9
Ａ－１ 10:08 C38 c3応答援助　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認援助 1.9
Ａ－１ 10:08 C25 c3応答援助　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認援助 0.6
Ａ－１ 10:08 C39 c3応答援助　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認援助 0.6
Ａ－１ 10:09 C38 c3応答誘導　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認　ｃ４あいさつ　保護者と 1.9
Ａ－１ 10:09 C48 c3応答誘導　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認　ｃ４あいさつ　保護者と 0.3
Ａ－１ 10:09 C25 c3応答誘導　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認　ｃ４あいさつ　保護者と 0.6
Ａ－１ 10:09 C39 c3応答誘導　ｃ１・２ごっこ　やりとり調整　　c3確認　ｃ４あいさつ　保護者と 0.6
Ａ－１ 10:10 B4 保護者と健康確認・スケジュール提案　ｃ１・２みまもり 0.5
Ａ－１ 10:10 C35 保護者と健康確認・スケジュール提案　ｃ１・２みまもり 0.5
Ａ－１ 10:11 C39 ｃ１・２ごっこ　仲介　　c５あいさつ　ｃ３誘導 0.9
Ａ－１ 10:11 C23 ｃ１・２ごっこ　仲介　　c５あいさつ　ｃ３誘導 0.3
Ａ－１ 10:11 C48 ｃ１・２ごっこ　仲介　　c５あいさつ　ｃ３誘導 0.3
Ａ－１ 10:12 C27 ｃ３遊び行動制止見守り　　ｃ１・２見守り　関係調整　　職員健康共有 0.3
Ａ－１ 10:12 C39 ｃ３遊び行動制止見守り　　ｃ１・２見守り　関係調整　　職員健康共有 0.9
Ａ－１ 10:12 C35 ｃ３遊び行動制止見守り　　ｃ１・２見守り　関係調整　　職員健康共有 0.6
Ａ－１ 10:12 C21 ｃ３遊び行動制止見守り　　ｃ１・２見守り　関係調整　　職員健康共有 0.3
Ａ－１ 10:13 C35 ｃ１・２遊び仲介　見守り　c3介助 0.6
Ａ－１ 10:13 C25 ｃ１・２遊び仲介　見守り　c3介助 1.7
Ａ－１ 10:13 C39 ｃ１・２遊び仲介　見守り　c3介助 0.9
Ａ－１ 10:18 C25 c3遊び誘導介助　Ｃ２制止　医師看護師と子どもの健康状態伝達確認 2.3
Ａ－１ 10:18 C1 c3遊び誘導介助　Ｃ２制止　医師看護師と子どもの健康状態伝達確認 1.3
Ａ－１ 10:18 C47 c3遊び誘導介助　Ｃ２制止　医師看護師と子どもの健康状態伝達確認 0.3
Ａ－１ 10:18 C23 c3遊び誘導介助　Ｃ２制止　医師看護師と子どもの健康状態伝達確認 0.3
Ａ－１ 10:26 C25 ｃ４遊び・スキンシップ　ｃ２会話スキンシップ 1.3
Ａ－１ 10:26 C48 ｃ４遊び・スキンシップ　ｃ２会話スキンシップ 2.6
Ａ－１ 10:28 C21 ｃ１と会話　　Ｃ４靴装着　ｃ２，６遊び見守り　ｃ１行動制止 0.3
Ａ－１ 10:28 C16 ｃ１と会話　　Ｃ４靴装着　ｃ２，６遊び見守り　ｃ１行動制止 0.3
Ａ－１ 10:28 C47 ｃ１と会話　　Ｃ４靴装着　ｃ２，６遊び見守り　ｃ１行動制止 0.3
Ａ－１ 10:28 C48 ｃ１と会話　　Ｃ４靴装着　ｃ２，６遊び見守り　ｃ１行動制止 2.6
Ａ－１ 10:32 C23 C4わごむかけ　ｃ２誘導、６見守り 1.3
Ａ－１ 10:32 C21 C4わごむかけ　ｃ２誘導、６見守り 1.3
Ａ－１ 10:33 C23 C4パズルボックス誘導　ｃ２行動指示（そうしないでＴに言わないと） 1.3
Ａ－１ 10:33 C43 C4パズルボックス誘導　ｃ２行動指示（そうしないでＴに言わないと） 0.5
Ａ－１ 10:36 C47 ひもを取ったｃ２注意　指示　ｃ２・５関係調整　準備 0.3
Ａ－１ 10:36 C43 ひもを取ったｃ２注意　指示　ｃ２・５関係調整　準備 0.3
Ａ－１ 10:36 C4 ひもを取ったｃ２注意　指示　ｃ２・５関係調整　準備 1.3
Ａ－１ 10:37 C23 教材準備　C2誘導だるま製作　鉛筆持ってきて指示 0.5
Ａ－１ 10:37 C4 教材準備　C2誘導だるま製作　鉛筆持ってきて指示 1.3
Ａ－１ 10:38 C4 準備　ｃ２だるま製作　ｃ５見守り 1.3
Ａ－１ 10:38 C21 準備　ｃ２だるま製作　ｃ５見守り 1.3
Ａ－１ 10:39 C25 ｃ２製作提示介助　ｃ５できた・指示　見守り　ｃ６トイレできた？て洗って 0.3
Ａ－１ 10:39 C26 ｃ２製作提示介助　ｃ５できた・指示　見守り　ｃ６トイレできた？て洗って 0.8
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表７－２．ある児童発達支援においてダウン症児が受けたケアー２ 

 

日付 職員名 時間 業務コード 業務内容 仕事時間

Ａ－１ 10:39 C24 ｃ２製作提示介助　ｃ５できた・指示　見守り　ｃ６トイレできた？て洗って 0.3
Ａ－１ 10:40 C21 C2製作みまもり　そうそう　C5できた　ｃ６椅子持ってきて 1.3
Ａ－１ 10:40 C26 C2製作みまもり　そうそう　C5できた　ｃ６椅子持ってきて 0.8
Ａ－１ 10:40 C43 C2製作みまもり　そうそう　C5できた　ｃ６椅子持ってきて 0.6
Ａ－１ 10:41 C43 ｃ２製作みまもり介助できた代わって　ｃ５見守り　ｃ６見てて 0.6
Ａ－１ 10:41 C25 ｃ２製作みまもり介助できた代わって　ｃ５見守り　ｃ６見てて 0.3
Ａ－１ 10:41 C21 ｃ２製作みまもり介助できた代わって　ｃ５見守り　ｃ６見てて 1.3
Ａ－１ 10:41 C26 ｃ２製作みまもり介助できた代わって　ｃ５見守り　ｃ６見てて 0.8
Ａ－１ 10:42 C37 C2代わって　ｃ１やりたい待ってて　関係調整行動指示 1.8
Ａ－１ 10:43 C37 ｃ１，２，３の関係の調整 1.8
Ａ－１ 10:43 C39 ｃ１，２，３の関係の調整 0.8
Ａ－１ 10:44 C39 同上　ｃ６誘導　ｃ１行動の調整 0.8
Ａ－１ 10:44 C37 同上　ｃ６誘導　ｃ１行動の調整 1.8
Ａ－１ 10:44 C23 同上　ｃ６誘導　ｃ１行動の調整 0.6
Ａ－１ 10:45 C2 ｃ６製作提示袖まくり　指示　ｃ１対応　　職員に集まり指示 0.3
Ａ－１ 10:45 C43 ｃ６製作提示袖まくり　指示　ｃ１対応　　職員に集まり指示 0.3
Ａ－１ 10:45 C23 ｃ６製作提示袖まくり　指示　ｃ１対応　　職員に集まり指示 0.6
Ａ－１ 10:45 C24 ｃ６製作提示袖まくり　指示　ｃ１対応　　職員に集まり指示 0.6
Ａ－１ 10:56 C7 C3完成共有うんうん　手洗い誘導介助 1.0
Ａ－１ 10:56 C26 C3完成共有うんうん　手洗い誘導介助 0.5
Ａ－１ 10:57 C31 手洗いｃ３１２５　ｃ６集まり開始のことばサポートモデル 0.5
Ａ－１ 10:57 C7 手洗いｃ３１２５　ｃ６集まり開始のことばサポートモデル 1.0
Ａ－１ 11:00 C31 開始　ｃ１、２行動調整 10.0
Ａ－１ 11:00 C37 開始　ｃ１、２行動調整 1.2
Ａ－１ 12:00 C20 ｃ６対応　ｃ１対応（指示　説明）　ｃ３介助　ｃ２対応 13.3
Ａ－１ 12:00 C19 ｃ６対応　ｃ１対応（指示　説明）　ｃ３介助　ｃ２対応 2.5
Ａ－１ 12:00 C18 ｃ６対応　ｃ１対応（指示　説明）　ｃ３介助　ｃ２対応 2.5
Ａ－１ 12:00 A7 ｃ６対応　ｃ１対応（指示　説明）　ｃ３介助　ｃ２対応 3.0
Ａ－１ 12:03 C18 ｃ５介助　ｃ３介助　　ｃ２対応 2.5
Ａ－１ 12:03 A7 ｃ５介助　ｃ３介助　　ｃ２対応 3.0
Ａ－１ 12:03 C20 ｃ５介助　ｃ３介助　　ｃ２対応 13.3
Ａ－１ 12:03 C19 ｃ５介助　ｃ３介助　　ｃ２対応 2.5
Ａ－１ 12:04 A7 C5介助　C3介助　C2対応　ｃ６対応 3.0
Ａ－１ 12:04 C19 C5介助　C3介助　C2対応　ｃ６対応 2.5
Ａ－１ 12:04 C18 C5介助　C3介助　C2対応　ｃ６対応 2.5
Ａ－１ 12:04 C20 C5介助　C3介助　C2対応　ｃ６対応 13.3
Ａ－１ 12:06 C20 ｃ２「介助　ｃ３介助　職員指示　ｃ５介助 13.3
Ａ－１ 12:06 C2 ｃ２「介助　ｃ３介助　職員指示　ｃ５介助 0.8
Ａ－１ 12:07 C2 ｃ１対応　職員指示　ｃ５介助　ｃ２介助　　１指示 0.8
Ａ－１ 12:07 C20 ｃ１対応　職員指示　ｃ５介助　ｃ２介助　　１指示 13.3
Ａ－１ 12:07 C19 ｃ１対応　職員指示　ｃ５介助　ｃ２介助　　１指示 0.3
Ａ－１ 12:07 C18 ｃ１対応　職員指示　ｃ５介助　ｃ２介助　　１指示 0.3
Ａ－１ 12:08 C20 2介助5介助 13.3
Ａ－１ 12:11 C18 2助言　３介助　２注意 4.8
Ａ－１ 12:11 C19 2助言　３介助　２注意 0.3
Ａ－１ 12:11 C20 2助言　３介助　２注意 13.3
Ａ－１ 12:12 C18 見守り　介助 4.8
Ａ－１ 12:12 C20 見守り　介助 13.3
Ａ－１ 12:13 C18 見守り　介助 4.8
Ａ－１ 12:13 C20 見守り　介助 13.3
Ａ－１ 12:14 C18 見守り　介助 4.8
Ａ－１ 12:14 C20 見守り　介助 13.3
Ａ－１ 12:15 C20 見守り　介助 13.3
Ａ－１ 12:15 C18 見守り　介助 4.8
Ａ－１ 12:16 C20 見守り　介助 13.3
Ａ－１ 12:16 C18 見守り　介助 4.8
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表７－３．ある児童発達支援においてダウン症児が受けたケアー３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表８－１．ある放課後デイにおいてダウン症児が受けたケアー１ 

日付 職員名 時間 業務コード 業務内容 仕事時間

Ａ－１ 12:17 C20 2指示Ｃ片づけ介助　2注意 13.3
Ａ－１ 12:17 C19 2指示Ｃ片づけ介助　2注意 0.3
Ａ－１ 12:18 C20 3介助片づけ　５食事介助　３見守り励まし片づけ 13.3
Ａ－１ 12:18 C18 3介助片づけ　５食事介助　３見守り励まし片づけ 4.8
Ａ－１ 12:20 C20 5介助　職員伝達　2指示 13.3
Ａ－１ 12:20 C2 5介助　職員伝達　2指示 0.3
Ａ－１ 12:20 C19 5介助　職員伝達　2指示 0.6
Ａ－１ 12:20 C18 5介助　職員伝達　2指示 4.8
Ａ－１ 12:21 C18 5介助　　2指示　見守り 4.8
Ａ－１ 12:21 C20 5介助　　2指示　見守り 13.3
Ａ－１ 12:21 C19 5介助　　2指示　見守り 0.6
Ａ－１ 12:22 C20 ５食事介助　２片づけ援助誘導 13.3
Ａ－１ 12:22 C17 ５食事介助　２片づけ援助誘導 0.5
Ａ－１ 12:24 C17 5介助　2誘導片づけ手伝い 0.5
Ａ－１ 12:24 C20 5介助　2誘導片づけ手伝い 13.3
Ａ－１ 13:09 B2 ｃ２叱るワザとの行為　　情報交換室長と健康ｃ５ 0.5
Ａ－１ 13:09 C47 ｃ２叱るワザとの行為　　情報交換室長と健康ｃ５ 0.5
Ａ－１ 13:15 C39 ｃ６ｃ２仲介　ぶつかった　ｃ６サポート 1.0
Ａ－１ 13:21 C43 Ｃ2帰り準備介助　着席誘導Ｃ4着席誘導 2.0
Ａ－１ 13:22 C43 ｃ２着席援助　ｃ６会話　　見守り 2.0
Ａ－１ 13:23 C48 Ｃ6会話ｃ２援助　情報交換平山と 0.7
Ａ－１ 13:23 C45 Ｃ6会話ｃ２援助　情報交換平山と 0.7
Ａ－１ 13:23 B2 Ｃ6会話ｃ２援助　情報交換平山と 1.7
Ａ－１ 13:33 B2 ｃ２行動注意　誘導　　室長と情報確認 0.3
Ａ－１ 13:33 C49 ｃ２行動注意　誘導　　室長と情報確認 1.3
Ａ－１ 13:33 C47 ｃ２行動注意　誘導　　室長と情報確認 0.3
Ａ－１ 13:35 C47 靴介助ｃ６　ｃ４行動制御」靴介助　　ｃ２靴誘導身支度 0.8
Ａ－１ 13:35 C16 靴介助ｃ６　ｃ４行動制御」靴介助　　ｃ２靴誘導身支度 1.8
Ａ－１ 13:35 C15 靴介助ｃ６　ｃ４行動制御」靴介助　　ｃ２靴誘導身支度 0.3
Ａ－１ 13:36 C47 ｃ２行動制御と靴介助 0.8
Ａ－１ 13:36 C16 ｃ２行動制御と靴介助 1.8
Ａ－１ 13:37 C16 ｃ２靴介助　バス移動の指示 1.8
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日付 職員 時刻
仕事
時間

業務
コード

業務内容

Tkb 14:57 5 A5 ○さん出血、先生と情報共有
Tkb 14:58 5 A5 ○さん出血
Tkb 14:59 5 A5 ○さん出血
Tkb 15:00 5 A5 ○こさん担任と情報共有
Tkb 15:01 5 A5 ○こさん担任と情報共有
Tkb 15:03 29 D16 〇支援出発
Tkb 15:04 29 D16 運転
Tkb 15:05 29 D16 運転
Tkb 15:06 29 D16 運転
Tkb 15:07 29 D16 運転
Tkb 15:08 29 D16 運転
Tkb 15:09 29 D16 運転
Tkb 15:10 29 D16 運転
Tkb 15:11 29 D16 運転
Tkb 15:12 29 D16 運転
Tkb 15:13 29 D16 運転
Tkb 15:14 29 D16 運転
Tkb 15:15 29 D16 運転
Tkb 15:16 29 D16 運転
Tkb 15:17 29 D16 運転
Tkb 15:18 29 D16 運転
Tkb 15:19 29 D16 運転
Tkb 15:20 29 D16 運転
Tkb 15:21 29 D16 運転
Tkb 15:22 29 D16 運転
Tkb 15:23 29 D16 運転
Tkb 15:24 29 D16 運転
Tkb 15:25 29 D16 運転
Tkb 15:26 29 D16 運転
Tkb 15:27 29 D16 運転
Tkb 15:28 29 D16 運転
Tkb 15:29 29 D16 運転
Tkb 15:30 29 D16 運転
Tkb 15:31 29 D16 運転
Tkb 15:33 1 B6 靴をはかせる
Tkb 15:34 2 B46 施設内に入るのをいやがる○さんを説得する
Tkb 15:35 2 B46 施設内に入るのをいやがる○さんを説得する
Ogt 15:36 1 A3 〇こさんの連絡帳の確認
Skm 15:37 1 B17 漢字の宿題を促す 車で到着○ちゃん
Skm 15:38 2 B6 漢字の宿題を促す くつを脱がせる
Skm 15:39 2 B6 （くつ下もぬいじゃう)
Skm 15:40 7 B8 トイレ誘導、一緒に歩行
Skm 15:41 7 B8 トイレ誘導、一緒に歩行
Skm 15:42 7 B8 トイレ介助
Skm 15:43 7 B8 トイレ介助
Skm 15:44 7 B8 トイレ介助
Skm 15:45 7 B8 トイレ介助 パンツ着用促す
Skm 15:46 7 B8 トイレ介助 ズボン着用促す
Tkb 15:47 2 B45 ○さんへ介入
Skm 15:47 4 C16 手洗い介助 ふみ台出す
Skm 15:48 4 C16 手洗い介助 洗面所の電気つけを促す
Ogt 15:48 1 B49 〇さんの見守り
Tkb 15:48 2 B45 ○さんへ介入
Skm 15:49 4 C16 手洗い介助 手洗いうながす
Skm 15:50 4 C16 手洗い介助 タオルで手を拭く
Ogt 15:57 6 D2 #NAME?
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表８－２．ある放課後デイにおいてダウン症児が受けたケアー２ 

 

日付 職員 時刻
仕事
時間

業務
コード

業務内容

Tkb 16:00 4 B46 介入、声かけ
Tkb 16:01 4 B46
Ogt 16:04 1 B49 〇さんの見守り
Skm 16:06 3 B46 ○ちゃん抱きあげる
Skm 16:07 3 B46 声かけをし、習字へ意識づけ
Tkb 16:07 2 D8 ○ちゃん見守り
Tkb 16:08 2 D8 ○ちゃん見守り
Skm 16:08 3 B46 多動なため一旦ほか職員へあずける
Tkb 16:09 3 D6 ○さんと遊ぶ(おいかけっこ)
Skm 16:09 1 D1 習字の準備
Tkb 16:10 3 D6 ○さんと遊ぶ(おいかけっこ)
Tkb 16:11 3 D6 ○さんと遊ぶ(おいかけっこ)
Skm 16:12 3 D46 声かけ、習字への意識づけ
Skm 16:13 3 D46 走りまわる○さんに声かけ
Skm 16:14 3 D46 ○くん横にいる○さんに声かけ
Skm 16:15 1 B46 あぐら座位で抱っこする
Skm 16:16 1 D2 一緒すわるが動いてすみに手を入れる
Skm 16:17 1 B36 手をアルコールウエットペーパーでふきとる
Skm 16:18 6 D6 書を書く
Skm 16:19 6 D6 書き終わると紙をぐちゃぐちゃ遊ぶ
Skm 16:20 6 D6 すぐに○君の横へ
Skm 16:21 6 D6 見守っている
Skm 16:22 6 D6 見守っている
Skm 16:23 6 D6 見守っている
Skm 16:24 2 B36 洗面所で手洗い
Skm 16:25 2 B36 一緒に歩行後、カウンターで手をタオルでふく
Skm 16:26 1 B14 ソファーベッドで落ち着く
Skm 16:27 1 A3 連絡帳を書こうと準備
Skm 16:28 5 D6 畳部屋へ移動 糸まきまき、手遊び開始
Skm 16:29 5 D6 畳部屋へ移動 糸まきまき、手遊び開始
Skm 16:30 5 D6 手遊び
Skm 16:31 5 D6 物入れのおもちゃをさぐる
Skm 16:32 5 D6 ○くん横に坐る　見守りながら連絡帳記入
Skm 16:33 1 A3 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:34 1 D6 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:35 2 A3 動きながら、見守りながら連絡帳記入
Skm 16:36 2 A3 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:37 3 D5 キーボードを提示　見守りながら連絡帳記入
Skm 16:38 3 D5 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:39 3 D5 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:40 5 A3 見守りながら連絡帳記入、記入のち連絡帳をとじる。
Skm 16:41 5 A3 見守りながら連絡帳記入、次の連絡帳を記入
Skm 16:42 5 A3 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:43 5 A3 見守りながら連絡帳記入
Ogt 16:43 2 B49 〇さんの様子と見守りの声かけ
Skm 16:44 5 A3 見守りながら連絡帳記入
Skm 16:45 11 B11 水分補給（介助）　見守りながら連絡帳記入
Skm 16:46 11 B11 水分補給（介助）
Skm 16:47 11 B11 水分補給（介助）
Skm 16:48 11 B11 抱っこ移動別室でオヤツ
Skm 16:49 11 B11 抱っこ移動別室でオヤツ
Skm 16:50 11 B11 抱っこ移動別室でオヤツ
Skm 16:51 11 B11 抱っこ移動別室でオヤツ
Skm 16:52 11 B11 抱っこ移動別室でオヤツ
Skm 16:53 11 B11 水分補給（介助）
Skm 16:54 11 B11 水分補給（介助）
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表８－３．ある放課後デイにおいてダウン症児が受けたケアー３ 

 

日付 職員 時刻
仕事
時間

業務
コード

業務内容

Skm 16:56 1 D2 遊びながら移動、誕生者を一緒に祝う
Skm 16:57 3 A3 連絡帳記入
Skm 16:58 3 A3 連絡帳記入
Skm 16:59 3 A3 連絡帳記入
Ogt 17:00 2 B45 〇さんへの声かけ
Ogt 17:08 1 B10 〇くんと〇くんにお茶をのむように声かけ
Umh 17:09 2 D6 キーボードで一緒に遊ぶ
Umh 17:10 2 D6 キーボードで一緒に遊ぶ
Ogt 17:10 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:11 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:12 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:13 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:14 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:15 6 C20 〇さんの(ふとももと身体)さする(身体にもたれさせ)
Ogt 17:16 3 B45 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:17 3 B45 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:18 3 B45 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:19 3 B49 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:20 3 B49 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:21 3 B49 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:22 1 B45 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:23 2 B49 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:24 2 B49 〇君と〇くんへ声かけと見守り
Ogt 17:25 5 B8 〇さんを起こす、トイレへ連れていく
Ogt 17:26 5 B8 トイレ介助
Ogt 17:27 5 B8 トイレ介助
Ogt 17:28 5 B8 トイレ介助
Ogt 17:29 5 B8 トイレ介助
Ogt 17:30 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:31 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:32 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:33 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:34 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:35 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんの様子をみる)
Ogt 17:35 1.5 B49 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんの様子をみる)
Ogt 17:36 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:36 1.5 B49 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:37 1.5 B49 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:37 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:38 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんへ声かけ)
Ogt 17:38 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ(〇さん、〇さんへ声かけ)
Ogt 17:39 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:39 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:40 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:40 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:41 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:41 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:42 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:42 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:43 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:43 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:44 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:44 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:45 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:45 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:46 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
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表８－４．ある放課後デイにおいてダウン症児が受けたケアー４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 職員 時刻
仕事
時間

業務
コード

業務内容

Ogt 17:47 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:47 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:48 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:48 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:49 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:49 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:50 6.5 B45 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:50 13 B35 〇さんへの本の読み聞かせ
Ogt 17:51 2 B6 〇さんに靴下をはかせる
Ogt 17:52 2 B6 〇さんに上着をきせる
Ogt 17:53 1 B49 全体の見守り
Ogt 17:54 1 B6 〇さんに靴をはかせる
Ogt 17:55 4 B49 〇さんの見送り
Ogt 17:56 4 B49 〇さんの見送り
Ogt 17:57 4 B49 〇さんの見送り
Skm 17:57 2 B5 くつをはくよう促す
Skm 17:58 2 B15 車のエンジンをかけ子どもたちに声かけする
Ogt 17:58 4 B49 〇さんの見送り
Skm 17:59 2 B15 車へ移動
Umh 17:59 1 B19 車へ移乗 声かけ
Skm 18:00 30 D16 車運転 送り
Umh 18:00 1 B18 乗り込みを確認し、見送り
Skm 18:01 30 D16 車運転 送り
Skm 18:02 30 D16 車運転 送り
Skm 18:03 30 D16 車運転 送り
Skm 18:04 30 D16 車運転 送り
Skm 18:05 30 D16 車運転 送り
Skm 18:06 30 D16 車運転 送り
Skm 18:07 30 D16 車運転 送り
Skm 18:08 30 D16 車運転 送り
Skm 18:09 30 D16 車運転 送り
Skm 18:10 30 D16 車運転 送り
Skm 18:11 30 D16 車運転 送り
Skm 18:12 30 D16 車運転 送り
Skm 18:13 30 D16 車運転 送り
Skm 18:14 30 D16 車運転 送り
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表９－１．ある児童発達支援において自閉症児が受けたケアー１ 

 
 
 

日付 職員 時刻
業務
コード

業務内容
仕事
時間
（分）

Ith 9:40 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする 13.5
Ith 9:41 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする 13.5
Ith 9:42 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする(シーソ) 13.5
Ith 9:42 A4 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする(シーソ) 0.5
Ith 9:43 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする 13.5
Ith 9:44 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする 13.5
Ith 9:45 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする、職員で確認 13.5
Ith 9:46 D2 子どもと一緒に遊ぶ、子どもの行動を見守る、言葉掛けをする 13.5
Ith 9:47 D2 シール貼りの補助を行う、あいさつをする、母と話す 13.5
Ith 9:48 D2 シール貼りの補助を行う、あいさつをする、母と話す 13.5
Ith 9:49 D2 シール貼りの補助を行う、あいさつをする、母と話す 13.5
Ith 9:50 D2 全体を見渡しながら見守る 13.5
Ith 9:51 D2 子どもとやりとりをしながら遊ぶ 13.5
Ith 9:52 D2 仲介する 13.5
Ith 9:53 D2 子どもを抱っこしながら、他の子と関われるよう仲介する、関わり方を伝える 13.5
Sth 9:53 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:54 A3 子どもの遊びを見守りながら、母の話を聞く 1.5
Sth 9:54 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:55 D6 ソー) 4
Sth 9:55 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:55 A3 ソー) 1.5
Ith 9:56 D6 子どもと一緒に遊ぶ（型はめ・シーソー) 4
Sth 9:56 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:57 D6 子どもと一緒に遊ぶ（型はめ・シーソー) 4
Sth 9:57 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:58 D6 おもちゃの整理、子どもと一緒に遊ぶ（型はめ・シーソー) 4
Sth 9:58 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 9:59 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 9:59 D6 職員間で確認・連絡し合う、子どもと一緒に遊ぶ（型はめ・シーソー) 4
Ith 9:59 A4 職員間で確認・連絡し合う、子どもと一緒に遊ぶ（型はめ・シーソー) 1
Sth 10:00 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:01 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:02 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:03 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:04 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:05 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:06 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:07 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:08 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:09 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:10 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Ith 10:10 D2 お名前を呼び、着席を促す 19.5
Sth 10:11 A3 保護者とスタッフルームにて面談（個別支援室に移動) 74
Sth 10:12 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:13 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:14 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:15 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:16 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:17 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:18 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:19 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:20 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:21 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:22 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:23 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
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表９－２．ある児童発達支援において自閉症児が受けたケアー２ 

 
 
 

日付 職員 時刻
業務
コード

業務内容
仕事
時間
（分）

Sth 10:25 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:26 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:27 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:28 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:29 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:30 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:31 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:32 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:33 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:34 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:35 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:36 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:37 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:38 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:39 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:40 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:40 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:41 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:41 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:42 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:42 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:43 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:43 B46 子どもの発言を拾ったりして反応する 4
Smd 10:43 D2 子どもの発言を拾ったりして反応する 20.5
Smd 10:44 B46 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 4
Smd 10:44 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:44 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:45 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Smd 10:45 B46 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 4
Sth 10:45 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:46 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:46 B46 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 4
Smd 10:46 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:47 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:47 B46 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 4
Smd 10:47 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Smd 10:48 D2 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:48 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:48 B46 子どもの様子を見守りながら一緒にねんどをする 4
Smd 10:49 B46 食べものの形につくりそれを使ってやりとりする 4
Sth 10:49 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:49 D2 食べものの形につくりそれを使ってやりとりする 20.5
Sth 10:50 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:50 B46 子どもの様子を見て声かけをする 4
Smd 10:50 D2 子どもの様子を見て声かけをする 20.5
Sth 10:51 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:51 D2 子どもの様子をみて、一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:52 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:52 D2 子どもの様子をみて、一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:53 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:53 D2 子どもの様子をみて、一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:54 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:54 D2 子どもの様子をみて、一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:55 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:55 D2 ねんどをつくることを助ける 20.5

2016年

2月



30 
 

表９－３．ある児童発達支援において自閉症児が受けたケアー３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 職員 時刻
業務
コード

業務内容
仕事
時間
（分）

Smd 10:56 D2 一緒にねんどをする 20.5
Sth 10:57 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:57 D2 活動に入れない子を入るよう促す（一緒に遊びながら) 20.5
Smd 10:57 B46 活動に入れない子を入るよう促す（一緒に遊びながら) 3
Smd 10:58 B46 活動に入れない子を入るよう促す（一緒に遊びながら) 3
Smd 10:58 D2 活動に入れない子を入るよう促す（一緒に遊びながら) 20.5
Sth 10:58 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 10:59 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 10:59 B46 子どもの発言を拾い反応する 3
Smd 10:59 D2 子どもの発言を拾い反応する 20.5
Sth 11:00 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:00 B46 子どもの発言を拾い反応する 3
Smd 11:00 D2 子どもの発言を拾い反応する 20.5
Sth 11:01 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:01 D2 子どもの発言を拾い反応する 20.5
Smd 11:01 B46 子どもの発言を拾い反応する 3
Smd 11:02 D2 子どもの発言を拾い反応する 20.5
Sth 11:02 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:02 B46 子どもの発言を拾い反応する 3
Smd 11:03 D2 一緒にねんどをする 20.5
Sth 11:03 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:04 D2 一緒にねんどをする 20.5
Sth 11:04 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Sth 11:05 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:05 D2 一緒にねんどをする 20.5
Sth 11:06 A3 保護者とスタッフルームにて面談 74
Smd 11:06 D2 一緒にねんどをする 20.5
Smd 11:07 B46 泣いている子どもに声がけをする 3
Smd 11:08 B46 泣いている子どもに声がけをする 3
Smd 11:09 B46 「お片付け」の指示を全体に出す 3
Smd 11:10 D1 後片づけをする 2
Smd 11:11 D1 後片づけをする 2
Smd 11:12 D2 泣いている子どもを見守る 1
Smd 11:24 D2 歌を歌う 14
Smd 11:25 D2 他職員による読み聞かせを聞く 14
Sth 11:26 D2 本の読み聞かせをする 6
Smd 11:26 D2 ジェスチャーなどで子どもにアピールする(わかりやすいように 14
Smd 11:27 D2 次の活動へうつる指示を出す 14
Sth 11:27 D2 本の読み聞かせをする 6
Smd 11:28 D2 歌う 14
Sth 11:28 D2 本の読み聞かせをする 6
Sth 11:29 D2 本の読み聞かせをする 6
Smd 11:29 B45 「さようなら」のあいさつをする 1
Smd 11:30 A3 各児の名札を回収する。保護者の方と話す 1
Smd 11:34 B4 子どもたちの帰りの準備を見守る 1
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表 10－１．ある放課後デイにおいて重症心身障害児が受けたケアー１ 

 
 

日付 職員 時間
業務
コード

業務
内容

仕事
時間
(分)

Ogt 14:30 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:31 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:32 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:33 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:34 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:35 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:36 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:37 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:38 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:39 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:40 D16 お迎え（車）運転 17
Ogt 14:41 D16 お迎え（車）運転 17

Umhr 14:42 D16 送迎車のお迎え 2
Ogt 14:42 D16 お迎え（車）運転〇施設森着 17

Umhr 14:43 D16 送迎車のお迎え 2
Ogt 14:43 B17 1

Umhr 14:44 B17 送迎車のお迎え、トランスファー 1
Ogt 14:44 B20 1
Ogt 14:45 B17 1

Umhr 14:45 B20 送迎車のお迎え 1
Ogt 14:46 B45 〇くんへの声かけ 3

Umhr 14:46 B17 送迎車のお迎え 1
Umhr 14:47 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:47 B45 〇くんへの声かけ 3

Umhr 14:48 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:48 B45 〇くんへの声かけ 3

Umhr 14:49 A3 連絡帳チェック 9
Umhr 14:50 A3 連絡帳チェック 9
Umhr 14:51 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:51 B11 手指の消毒、〇くんのおやつ準備 1
Ogt 14:52 C16 〇さんへの声かけ、〇くん介助（車イスへ移動) 0.5

Umhr 14:52 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:52 B45 〇さんへの声かけ、〇くん介助（車イスへ移動) 1

Umhr 14:53 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:54 B11 〇くんへのおやつ介助、〇さんへの声かけ 3

Umhr 14:54 A3 連絡帳チェック 9
Ogt 14:55 B11 〇くんへのおやつ介助、〇さんへの声かけ 3

Umhr 14:55 A3 連絡帳チェック 9
Umhr 14:56 D5 テーブルセッティング（〇さん分) 1
Ogt 14:56 B11 〇くんへのおやつ介助、〇さんへの声かけ 3

Umhr 14:57 D6 文字カードを提示し、カード遊び 4
Umhr 14:58 D6 文字カードを提示し、カード遊び 4
Umhr 14:59 D6 文字カードを提示し、カード遊び 4
Ogt 15:00 A4 〇くんの学校での活動について情報共有 2
Ogt 15:02 B11 〇くんのおやつ介助 1
Ogt 15:04 B11 〇くんのおやつ介助 2
Ogt 15:05 B11 〇くんのおやつ介助 2
Ogt 15:07 B11 〇くんのおやつ介助 1
Ogt 15:15 B11 〇くんおやつ完食、ごちそうさまのあいさつ 1
Ogt 15:24 B17 〇くんを座位保持車イスからおろす 1
Ogt 15:26 D2 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする「ゆめ」 4
Ogt 15:27 D2 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする「ゆめ」 4
Ogt 15:28 D2 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする「ゆめ」 4
Ogt 15:29 D2 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする「ゆめ」 4
Ogt 15:30 D6 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする 4

2015年

12月
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表 10－２．ある放課後デイにおいて重症心身障害児が受けたケアー２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 職員 時間
業務
コード

業務
内容

仕事
時間
(分)

Ogt 15:32 D6 くんをひざにのせ、一緒に習字をする 4
Ogt 15:33 D6 〇くんをひざにのせ、一緒に習字をする 4
Ogt 15:34 B17 〇くんを横にする 1
Tkb 15:40 B45 ○くんに声かけ 2
Tkb 15:59 B46 ○くん声かけ、○さん介入 4
Tkb 16:02 B11 水分補給介助 4
Tkb 16:03 B11 水分補給介助 4
Tkb 16:04 B11 水分補給介助 4
Tkb 16:05 B11 水分補給介助 4
Tkb 16:07 D8 ○ちゃん見守り 2
Tkb 16:08 D8 ○ちゃん見守り 2
Ogt 16:21 B8 〇くんのトイレ介助(おむつ交換) 6
Ogt 16:22 B8 〇くんのトイレ介助 6
Ogt 16:23 B8 〇くんのトイレ介助 6
Ogt 16:24 B8 〇くんのトイレ介助 6
Ogt 16:25 B8 〇くんのトイレ介助 6
Ogt 16:26 B8 〇くんのトイレ介助（おむつ交換と柔軟体操） 6
Ogt 16:27 B14 〇くんを横にする 1
Ogt 16:56 B20 〇くんを抱き上け、〇くんの元へつれていく 2
Ogt 16:57 B20 〇くんの帰りの準備をする 2
Ogt 16:58 B6 〇くんに服を着せる（上着) 1

Umhr 17:00 B17 トランスファー抱きあげる 1
Umhr 17:01 B20 トランスファー抱っこで戸外へ 2
Umhr 17:02 B20 トランスファー 2
Tkb 17:02 B17 ○くんチャイルドシートに座らせる。介助 2
Tkb 17:03 B17 ○くんチャイルドシートに座らせる。介助 2

Umhr 17:03 B17 トランスファー 2
Tkb 17:04 D16 ○くん送迎（運転) 69

Umhr 17:04 B17 車に移乗する 2
Tkb 17:29 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:30 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:31 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:32 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:33 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:34 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:35 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:36 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:37 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:38 D16 ○くん送迎（運転) 69
Tkb 17:39 D16 ○くん送迎（運転) 69

2015年

12月
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表 11．対象施設における業務の解析 

 
 

共通業務 共通計 総計

施設名（職員数） A4 A 6 D 16

職員間

連絡

ケア

関連

会議

送迎

児童発達Ａ（延べ4） 1489.0 2104.0 1.5 11.4 7.7

児童発達O -day1（4） 619.0 888.0 4.8 18.7 0

児童発達O -day2（4） 890.0 1120.0 8.0 19.3 0

児童発達N －1-day1（５） 1485.0 2458.0 11.2 0 4.0

児童発達N －1-day2（５） 1786.7 2406.0 23.6 0 0

児童発達N －2-day1（３） 982.0 1447.0 8.2 0 4.6

児童発達N －2-day2（３） 949.9 1489.0 18.2 0 0.3

児童発達 Y　（５） 2040.0 8.2 1.7 0.0

児童発達 SL　（５） 1800.0 1.3 3.3 0.0

放課後等Ａ（延べ４） 1025.0 1255.0 15.0 2.4 18.0

放課後等Sーday1（４） 1449.0 2040.0 3.5 0.1 14.8

放課後等Sーday2（４） 1132.0 2160.0 4.9 0 14.9

放課後等Iーday1（４） 783.0 1166.0 19.1 0 0

放課後等I－day2（４） 760.0 914.0 10.2 24.0 0

放課後デイ Y（４） 1590.0 5.9 0 0

放課後デイ SL（４） 1950.0 5.7 0 0

個別業務 個別計 総計

施設名（職員数） B27~ 29 B 45 B 46 D 2 D 6

行動障害

への対応

コミュニ

ケー

ション（対

話）

コミュニ

ケー

ション（心

理

的援助、助

言）

レクリ

エーショ

ン

（集団・

実施）

レクリ

エーショ

ン

（個別・

実施）

児童発達Ａ（延べ4） 615.2 2104.0 2.5 3.6 5.0 17.0 6.9

児童発達O -day1（4） 262.9 888.0 0 2.1 34.2 42.5 3.3

児童発達O -day2（4） 230.0 1120.0 0 0.4 5.0 31.1 26.7

児童発達N －1-day1（５） 969.4 2458.0 0 0.2 23.2 32.3 5.6

児童発達N －1-day2（５） 616.2 2406.0 0 0.2 41.9 13.3 5.6

児童発達N －2-day1（３） 352.0 1447.0 0 1.3 59.0 14.5 1.3

児童発達N －2-day2（３） 527.0 1489.0 0 0 31.4 12.5 1.5

児童発達 Y　（５） 2040.0 5.2 1.9 1.6 18.9 19.6

児童発達 SL　（５） 1800.0 0 1.5 4.9 13.4 1.8

放課後等Ａ（延べ４） 230.0 1255.0 6.5 11.4 2.5 0.4 20.8

放課後等Sーday1（４） 591.0 2040.0 8.0 9.6 14.7 10.0 6.1

放課後等Sーday2（４） 1028.0 2160.0 16.7 11.2 4.8 2.7 20.4

放課後等Iーday1（４） 382.9 1166.0 0 12.9 13.1 54.2 0

放課後等I－day2（４） 154.0 914.0 0 5.2 24.4 42.5 0

放課後デイ Y（４） 1590.0 0 4.4 14.3 9.3 3.4

放課後デイ SL（４） 1950.0 0 3.1 27.6 3.0 1.3

共通業務（単位：％）

（単位：分）

個別業務（単位：％）

（単位：分）
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表 12－１．児童発達支援 A、放課後デイ Aにおける共通業務 

 
 

日付　2016年 1/5 1/8 1/7 1/28 1/14 1/19 1/26 2/1

Ａ－１ Ａ－２ Ｂ－１ Ｂ－２ Ｃ－１ Ｃ－２ Ｄ－１ Ｄ－２

コード 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

共通

A

A3 家族とのやり取り 1.0 2.0 5.3 2.5 13.5 12.5 26.0 38.3

A4 職員間の連絡 17.3 2.0 1.8 1.8 19.8 45.5 25.2 63.5

A5 外部との連絡 5.0 10.0 5.0 3.0 0.5 1.0

A6 ケア関連会議 65.0 60.0 25.0 20.0 10.0 15.0

A7 ケア関連の記録 26.0 46.0 20.0 25.0 1.5 47.0 60.0

A10 その他 5.0 47.5 10.0 1.5

A  集計 109.3 115.0 67.2 54.3 95.3 68.5 114.2 163.3

B

B1 清潔・整容：見守り 0.3

B2 清潔・整容：声かけ 1.3

B4 更衣：見守り 2.5 1.0 1.0

B5 更衣：声かけ 1.5 0.5 1.2 4.0 2.0 1.0 1.5

B6 更衣：直接介助・片付け 1.2 3.0 2.7 0.3 0.3

B8 排泄：声かけ 6.3 0.8 2.5 1.0

B9 食事：見守り 1.8 2.0 4.0 4.3

B10 食事：声かけ 1.0 1.3 1.5

B11 食事：直接介助・片付け 4.0 0.7 6.5 5.5 11.0 19.3 6.0

B18 移動：見守り 1.5 35.5 16.0 6.0

B19 移動：声かけ 3.0 6.0 0.5

B20 移動：直接介助・片付け 4.8 1.0

B28 行動障害への対応：声かけ 0.5 3.0 0.5

B29 行動障害への対応：直接介助・片付け 1.3

B32 測定：介助・片付け 0.5 1.5

B38 環境整備：直接介助・片付け 79.5 134.3 78.5 71.8 3.3 48.8

B45 コミュニケーション：会話 0.7 1.0 1.5 3.2 1.7 3.5

B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 0.5 1.7 0.8 1.0

B49 その他の見守り 5.0 4.5 2.5 28.5 13.2 14.5 10.3

B  集計 100.5 186.2 94.2 105.0 51.3 34.0 49.8 76.0

C

C 16 感染予防 2.0 1.5 0.3 0.5

C 19 作業療法：遊び 0.5 54.3 1.5

C 20 その他：訓練等補助・準備片付け 0.5 0.5 50.0 0.3 0.5 2.0 0.5

C  集計 2.0 1.0 56.3 51.8 0.3 0.5 2.5 0.5

D

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 37.8 24.5 36.2 50.8

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 5.5

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 9.5 13.8 11.0 2.5 13.5 2.0 20.3

D 10 社会リハビリのための学習：援助 0.5 1.0 1.8 4.5 4.5 0.5

D 16 送迎 114.8 65.0 50.0 70.0

D  集計 153.2 35.0 57.3 66.3 67.5 68.0 72.5 20.3

F

F1 利用者に直接関連しない業務 20.0 25.0 91.0 96.0 39.0 69.0 17.5 4.8

F2 休憩・食事等 1.8 0.5

F3 その他 0.5 6.0 3.5

F 集計 20.0 26.8 91.0 96.5 39.5 75.0 21.0 4.8

共通計 385.0 364.0 366.0 374.0 254.0 246.0 260.0 265.0

放課後等デイA（共通）児童発達支援事業所Ａ（共通）
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表 12－２．児童発達支援 A、放課後デイ Aにおける個別業務 

 
 
 
 
 

日付　2016年 1/5 1/8 1/7 1/28 1/14 1/19 1/26 2/1

Ａ－１ Ａ－２ Ｂ－１ Ｂ－２ Ｃ－１ Ｃ－２ Ｄ－１ Ｄ－２

時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

個別
A
A3 家族とのやり取り 1.3 0.3 1.5 1.3 4.3 6.0
A4 職員間の連絡 5.7 2.2 2.0 1.5 0.5 2.3
A5 外部との連絡 2.8 1.0 0.5
A7 ケア関連の記録 1.0
A10 その他 0.5

A  集計 6.9 3.0 2.0 5.8 2.8 8.2 6.0
B
B2 清潔・整容：声かけ 0.3 0.3 0.5
B3 清潔・整容：直接介助・片付け 4.3 3.3 0.5
B4 更衣：見守り 1.6 1.7 0.5
B5 更衣：声かけ 2.6 0.8 4.0 0.3
B6 更衣：直接介助・片付け 2.9 10.5 2.5 1.0
B8 排泄：声かけ 1.8 6.0 7.0 4.8 2.5
B9 食事：見守り 7.5 0.3 8.1 2.0 0.5 1.8
B10 食事：声かけ 5.0 2.0 2.8 2.2 0.5
B11 食事：直接介助・片付け 16.7 12.5 4.2 13.2 0.5 0.5
B18 移動：見守り 1.3 2.0 9.0
B20 移動：直接介助・片付け 0.5 14.0 11.3
B23 体位・姿勢保持：直接介助・片付け 5.3
B27 行動障害への対応：見守り 0.5 1.7
B28 行動障害への対応：声かけ 4.5 3.2 3.2 0.8 1.3 3.0 2.0
B29 行動障害への対応：直接介助・片付け 1.1 1.2 0.7 7.0
B32 測定：直接介助・片付け 1.0 1.3 0.5 0.8
B38 環境整備：直接介助・片付け 3.7 9.1 3.8 1.0 0.8 1.0 0.8
B42 物品管理：衣服・装具管理 1.0
B45 コミュニケーション：会話 11.9 6.5 3.3 0.7 8.3 0.8 11.8 5.3
B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 3.3 6.5 9.6 11.3 4.3 1.5
B49 その他の見守り 0.8 1.0 0.5 1.0 0.3 0.5 3.3 7.0

B  集計 65.6 67.7 58.0 63.0 19.5 5.0 29.3 30.2
C
C 1 投薬：経口薬・座薬 0.3 0.5
C 16 感染予防 1.0 2.0 3.5 0.3 1.0
C 19 作業療法：遊び 28.2 27.9 44.8 42.3
C 20 その他：訓練等補助・準備片付け 2.0 2.3 0.5 1.0 1.8
C 23 1.0

C  集計 31.5 30.8 47.8 46.3 1.3 2.8
D
D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 6.7 33.8 36.0 27.8 1.0
D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 16.3 15.5 10.5 9.7 2.3 20.3 15.5
D 10 社会リハビリのための学習：援助 10.7 4.0 1.0 1.8 4.0 4.8 11.5 11.5
D 14 外出（1日以内）：散歩 37.0
D 16 送迎 0.3

D  集計 34.0 53.3 47.5 29.7 50.7 8.2 31.8 27.0
F
F1 利用者に直接関連しない業務 1.0 0.3
F2 休憩・食事等 3.0 7.3 6.8 11.0

F 集計 3.0 7.3 6.8 11.0 1.0 0.3
総計 526.0 526.0 526.0 526.0 331.0 262.0 331.0 331.0

コード 内　　容

放課後等デイA（個別）児童発達支援事業所Ａ（個別）
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表 13－１．児童発達支援 O における共通業務 

 
 
 
 
 
 
 

日付 日付

コード A sSa Y uSa Y uSi K iK a 総計 A sSa Y uSa N oIt Y uSi 総計

共通

A

A 2 利用者の生活全般の調整 1.0 1.0

A 3 家族とのやり取り 31.0 52.5 16.7 100.2 2.5 4.0 50.5 57.0

A 4 職員間の連絡 3.5 12.0 5.0 9.2 29.7 4.5 20.5 15.5 31.0 71.5

A 6 ケア関連会議 32.0 32.0 31.0 21.0 116.0 45.5 45.0 45.0 36.5 172.0

A 7 ケア関連の記録 3.0 3.0 5.5 5.2 16.7 0.5 4.0 0.5 20.0 25.0

A  集計 38.5 78.0 94.0 52.0 262.5 53.0 69.5 65.0 139.0 326.5

B

B 2 清潔・整容：声かけ 1.0 1.0

B 3 清潔・整容：直接介助・片付け 1.0 1.0 0.7 0.7

B 9 食事：見守り 3.0 3.0 4.5 4.5

B 10 食事：声かけ 5.0 5.0 0.5 3.0 2.0 5.5

B 11 食事：直接介助・片付け 1.0 8.0 7.0 16.0 4.0 8.5 8.0 20.5

B 45 コミュニケーション：会話 18.2 18.2 0.7 0.5 1.2

B 46 コミュニケーション：心理的援助・助言 0.5 0.5 10.5 36.8 48.3 9.5 2.0 2.0 13.5

B  集計 1.5 0.5 21.5 68.0 91.5 18.5 15.8 12.5 46.8

C

C 20 その他：訓練等補助・準備片付け 1.0 1.0

C  集計 1.0 1.0

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：事前準備 10.5 18.5 15.5 32.8 77.3 79.0 76.0 83.2 36.5 274.7

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 0.5 0.5 13.5 44.3 58.8 25.5 2.0 20.5 2.0 50.0

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 5.0 4.0 6.6 15.6 4.0 20.5 5.5 30.0

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 0.5 3.3 3.8 62.0 5.5 67.5

D  集計 16.0 23.5 29.0 87.0 155.5 170.5 98.5 114.7 38.5 422.2

F

F1 利用者に直接関連しない業務 31.0 34.0 13.5 35.0 113.5 29.0 15.0 34.5 14.0 92.5

F2 休憩・食事等 2.0 2.0 1.0 1.0

F  集計 31.0 34.0 13.5 37.0 115.5 29.0 15.0 34.5 15.0 93.5

児童発達支援事業所O（共通）

2016/2/15 2016/2/16
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表 13－２．児童発達支援 O における個別業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日付 日付

コード A sSa Y uSa Y uSi K iK a 総計 A sSa Y uSa N oIt Y uSi 総計

個別

A

A 3 家族とのやり取り 5.8 8.7 1.0 15.5 74.0 2.0 1.0 77.0

A 4 職員間の連絡 0.7 0.7 1.0 1.0

A  集計 5.8 9.3 1.0 16.2 74.0 3.0 1.0 78.0

B

B 3 清潔・整容：直接介助・片付け 0.3 0.3

B 4 更衣：見守り 1.0 1.0

B 6 更衣：直接介助・片付け 6.0 6.0

B 9 食事：見守り 4.5 6.0 10.5

B 11 食事：直接介助・片付け 5.5 4.0 9.5

B 45 コミュニケーション：会話 0.5 5.0 5.5 1.0 1.0

B 46 コミュニケーション：心理的援助・助言 43.2 26.8 20.0 90.0 0.5 11.0 11.5

B  集計 60.0 41.8 20.0 121.8 0.5 13.0 13.5

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：事前準備 1.0 1.0 2.0 3.5 2.0 5.5

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 65.7 29.2 17.0 111.8 10.5 27.0 34.0 71.5

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 1.5 1.5

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 8.7 8.7 26.0 35.5 61.5

D  集計 68.2 37.8 18.0 124.0 40.0 62.5 36.0 138.5

F

F1 利用者に直接関連しない業務 1.0 1.0

F  集計 1.0 1.0

総計 222.0 225.0 197.0 244.0 888.0 272.0 297.0 296.0 255.0 1120.0

児童発達支援事業所O（個別）

2016/2/15 2016/2/16
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表 14－１．児童発達支援 N-1 における共通業務 

 
 
 
 

日付 日付

コード 内　　容

 児童

１

①Inu

 児童

１

①U td

 児童

１

①

U cm

 児童

１

①M n

 児童

１

①Yt

総計

 児童

１

②Inu

 児童

１

②

U cd

 児童

１

②

U cm

 児童

１

②M n

 児童

１

②Yt

総計

共通

A

A 3 家族とのやり取り 2.5 2.5

A 4 職員間の連絡 28.5 19.5 54.2 23.5 40.0 165.7 86.2 123.8 86.0 24.7 100.8 421.5

A 7 ケア関連の記録 7.0 2.0 9.0 6.8 6.8 6.8 0.8 21.3

A 8 個別援助計画作成 0.5 0.5

A  集計 35.5 24.0 54.2 23.5 40.5 177.7 93.0 130.7 92.8 25.5 100.8 442.8

B

B 1 清潔・整容：見守り 0.5 0.5 3.0 1.7 4.5 9.2

B 3 清潔：直接介助・片付け 0.5 0.5 4.0 5.0 9.3 2.3 3.3 15.0

B 6 更衣：直接介助・片付け 2.0 0.5 2.5 25.7 1.0 6.5 33.2

B 8 排泄：声かけ 1.5 3.0 4.5 10.0 1.0 6.0 17.0

B 10 食事：声かけ 0.5 0.5 0.5 0.5

B 11 食事：直接介助・片付け 2.0 17.0 32.0 0.5 51.5 22.5 0.5 28.0 10.0 61.0

B 17 移乗：直接介助・片付け

B18 移動：見守り 12.0 12.0 21.5 21.5

B 20 移動：直接介助・片付け 18.5 14.0 0.5 33.0 6.5 27.5 3.0 2.0 0.5 39.5

B 23 体位・姿勢保持：直接介助・片付け 9.5 1.3 10.8 0.5 0.5

B 35 代理行為：直接介助・片付け

B36 環境整備：見守り 2.0 1.0 3.0 0.5 0.5

B 37 環境整備：声かけ 1.0 1.0

B 38 環境整備：直接介助・片付け 11.5 18.0 16.0 45.5 116.3 22.3 87.2 32.0 8.5 266.3

B 40 シング・リネンの交換 3.0 3.0

B 41 洗濯 21.5 21.5 4.0 1.5 5.5

B 42 物品管理 2.0 0.5 2.5 10.5 1.5 6.5 1.5 20.0

B 45 コミュニケーション：会話

B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 42.0 23.5 6.0 15.5 87.0 5.5 33.0 14.5 21.3 12.5 86.8

B 49 その他の見守り 0.5 0.5 0.8 0.8

B 50 その他 66.0 12.0 5.7 0.5 4.5 88.7 54.5 85.0 15.0 20.0 9.0 183.5

B  集計 80.0 139.0 78.0 32.5 39.5 369.0 267.8 171.2 181.2 99.8 44.8 764.8

C

C 10 検査・測定

C16 感染予防 8.5 8.5

C  集計 8.5 8.5

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 184.5 37.0 132.5 93.0 72.0 519.0 2.0 21.3 10.0 5.0 1.0 39.3

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 13.5 17.0 10.0 24.0 36.0 100.5 35.3 70.5 20.0 66.5 4.0 196.3

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 4.0 2.0 5.5 5.0 16.5 1.0 4.0 4.5 9.5

D 4 レクリエーション活動（集団）：その他 2.0 2.0

D 5 レクリエーション活動（個別）：準備 0.5 4.0 4.5 3.0 3.0

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 32.5 12.0 44.5 7.0 1.0 13.5 21.5

D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 3.0 3.0

D 8 レクリエーション活動（個別）：その他 0.3 0.3

D 16 送迎 27.0 32.8 59.8

D  集計 234.5 95.0 175.8 127.5 113.0 745.8 47.8 95.8 51.0 76.0 5.3 276.0

E

E 1 2.0 2.0 13.0 0.8 13.8

E  集計 2.0 2.0 13.0 0.8 13.8

F

F1 利用者に直接関連しない業務 10.0 36.0 20.0 1.0 67.0 24.8 21.3 11.0 73.3 130.5

F2 休憩・食事等 21.0 51.0 14.0 19.5 18.0 123.5 43.0 23.0 20.0 28.5 36.0 150.5

F  集計 31.0 87.0 34.0 20.5 18.0 190.5 67.8 44.3 31.0 101.8 36.0 281.0

児童発達支援事業所 N -1（共通）

2016/2/182016/2/16
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表 14－２．児童発達支援 N-1 における個別業務 

    
                
 
 
 
 
 

日付 日付

コード 内　　容

 児童

１

①Inu

 児童

１

①U td

 児童

１

①

U cm

 児童

１

①M n

 児童

１

①Yt

総計

 児童

１

②Inu

 児童

１

②

U cd

 児童

１

②

U cm

 児童

１

②M n

 児童

１

②Yt

総計

個別

A

A 4 職員間の連絡 0.8 0.8 5.0 6.7 1.3 3.0 2.5 2.3 1.7 10.8

A 7 ケア関連の記録 0.8 0.3 1.2

A  集計 0.8 0.8 5.0 6.7 2.2 3.0 2.5 2.7 1.7 12.0

B

B 1 清潔・整容：見守り 3.0 11.8 3.5 18.3

B 3 清潔：直接介助・片付け 2.0 8.0 36.0 15.0 61.0 12.0 1.3 3.3 1.0 17.7

B 4 更衣：声かけ 1.0 1.0

B 6 更衣：直接介助・片付け 2.0 17.0 2.5 8.5 30.0 1.5 4.5 6.0

B 8 排泄：声かけ 9.0 6.0 5.0 3.0 7.0 30.0 3.0 2.0 4.3 9.3

B 9 食事：見守り 1.0 1.0 0.5 0.5

B 10 食事：声かけ 2.5 2.5 1.0 1.0

B 11 食事：直接介助・片付け 15.0 24.0 23.0 8.5 26.5 97.0 20.0 12.5 12.3 22.0 66.8

B 17 移乗：直接介助・片付け

B18 移動：見守り 1.5 1.3 2.8

B 19 移動：声かけ

B20 移動：直接介助・片付け 8.5 3.0 10.0 5.0 5.5 32.0 3.0 6.2 2.5 0.5 12.2

B 22 体位・姿勢保持：声かけ 2.0 2.0

B 23 体位・姿勢保持：直接介助・片付け 2.0 6.0 2.8 0.5 11.3 3.0 5.5 8.5

B 31 測定：声かけ

B36 環境整備：見守り 1.0 0.5 1.5

B 38 環境整備：直接介助・片付け 2.0 2.0 1.3 1.3 5.3 4.0 2.5 14.5

B 40 寝具・リネンの交換 0.8 0.8

B 42 物品管理 2.0 2.0 1.0 5.0

B 45 コミュニケーション：会話 2.0 2.0 1.0 1.0

B 46 コミュニケーション：心理的援助・助言 14.5 64.5 96.8 15.3 33.5 224.7 0.3 30.8 58.8 55.5 112.5 258.0

B 47 コミュニケーション：ニーズ把握 0.5 0.5

B 49 その他の見守り 7.0 0.5 0.5 1.5 9.5 1.0 1.0

B 50 その他 3.2 11.5 14.7 1.0 1.0

B  集計 62.0 122.5 155.8 72.7 113.0 526.0 18.2 57.5 93.3 109.7 142.5 421.2

C

C 1 投薬 5.0 5.0 0.3 0.3

C 9 処置：実施 17.7 17.7

C 10 検査・測定 1.0 3.0 2.5 6.5 5.0 5.0

C 16 感染予防 0.5 0.5 17.7 17.7

C 23 ？

C  集計 1.5 5.0 3.0 2.5 12.0 40.3 0.3 40.7

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 8.0 6.5 4.5 3.5 1.0 23.5 1.0 4.0 1.5 8.0 14.5

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 46.5 39.0 28.0 113.5 86.0 313.0 16.7 1.0 11.0 1.5 51.5 81.7

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 2.0 3.0 1.0 1.0 7.0 1.0 5.8 6.8

D 5 レクリエーション活動（個別）：準備 4.0 4.0 1.3 0.5 1.8

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 40.5 7.5 6.5 54.5 14.2 4.5 15.0 0.5 34.2

D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 0.5 0.5 1.0 1.0

D 8 レクリエーション活動（個別）：その他 0.5 0.5

D 16 送迎 8.3 8.3

D  集計 97.0 56.0 45.8 125.5 88.5 412.8 30.8 6.5 33.8 4.0 65.8 141.0

E

E 1 地域生活支援業務 4.0 4.0 3.8 3.8

E  集計 4.0 4.0 3.8 3.8

F

F1 利用者に直接関連しない業務 6.5 4.0 10.5

F2 休憩・食事等 1.0 1.0 0.3 0.3

F  集計 6.5 5.0 11.5 0.3 0.3

総計 540.0 531.0 556.0 411.0 420.0 2458.0 540.0 522.0 526.0 421.0 397.0 2406.0

2016/2/182016/2/16

児童発達支援事業所 N -1（個別）
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表 14－３．児童発達支援 N-2 における共通業務 

 
 
 

日付 日付

コード
 児童２

①N g

 児童２

①N y

 児童２

①Tn
総計

 児童２

②N g

 児童２

②N y

 児童２

②Tn
総計

共通
A
A3 家族とのやり取り

A4 職員間の連絡 2.3 19.5 58.7 80.5 31.7 37.0 104.3 173.0
A7 ケア関連の記録 2.0 2.0 2.7 13.0 15.7
A8 個別援助計画作成

A  集計 2.3 19.5 60.7 82.5 34.3 50.0 104.3 188.7
B
B1 清潔・整容：見守り

B3 清潔：直接介助・片付け 2.0 7.0 7.0 16.0 8.8 8.8
B6 更衣：直接介助・片付け 2.5 3.0 5.5 2.0 5.0 7.0
B8 排泄：声かけ 3.5 15.5 19.0 1.0 1.0
B10 食事：声かけ

B11 食事：直接介助・片付け 11.0 11.0 30.0 52.0 11.0 18.0 12.0 41.0
B17 移乗：直接介助・片付け 1.0 1.5 2.5
B18 移動：見守り 2.5 2.5 0.3 0.3
B20 移動：直接介助・片付け 4.0 1.5 5.5 6.0 3.0 5.0 14.0
B23 体位・姿勢保持：直接介助・片付け 1.0 1.0 2.0
B35 代理行為：直接介助・片付け 0.3 0.3
B36 環境整備：見守り 2.0 2.0
B37 環境整備：声かけ
B38 環境整備：直接介助・片付け 18.0 20.5 40.0 78.5 19.0 24.5 23.5 67.0
B40 シング・リネンの交換 5.3 5.3
B41 洗濯 3.0 3.0 9.0 5.0 14.0
B42 物品管理 5.5 5.5
B45 コミュニケーション：会話 3.0 3.0 5.0 5.0
B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 28.3 37.8 29.2 95.3 13.3 5.5 25.3 44.2
B49 その他の見守り 1.0 1.0
B50 その他 0.5 14.0 16.5 31.0 0.5 9.8 10.3

B  集計 72.8 100.7 142.2 315.7 79.3 59.5 88.2 227.0
C

C 10 検査・測定 1.5 1.5
C 16 感染予防 1.0 1.0 5.0 7.0 12.0

C  集計 2.5 2.5 5.0 7.0 12.0
D
D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 3.0 10.0 16.0 29.0 18.5 61.5 5.5 85.5
D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 25.0 25.0 28.8 78.8 67.8 8.5 31.5 107.8
D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 2.0 7.0 1.3 10.3 10.0 3.5 8.0 21.5
D 4 レクリエーション活動（集団）：その他 1.5 1.5
D 5 レクリエーション活動（個別）：準備

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 2.0 2.0 0.5 1.0 1.5
D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ

D 8 レクリエーション活動（個別）：その他 1.5 1.5
D 16 送迎 45.3 45.3 3.0 3.0

D  集計 32.0 87.8 47.7 167.5 98.3 76.5 46.0 220.8
E
E

E 集計
F
F1 利用者に直接関連しない業務 61.0 103.5 164.5 100.0 110.5 210.5
F2 休憩・食事等 53.3 153.0 43.0 249.3 40.0 22.0 41.0 103.0

F 集計 114.3 153.0 146.5 413.8 40.0 122.0 151.5 313.5

児童発達支援事業所３－２（共通）

2016/2/23 2016/2/25
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表 14－４．児童発達支援 N-2 における個別業務 

 
 
 
 

児童発達支援事業所３－２（個別）

日付 日付

コード
 児童２

①N g

 児童２

①N y

 児童２

①Tn
総計

 児童２

②N g

 児童２

②N y

 児童２

②Tn
総計

個別
A
A4 職員間の連絡 3.5 0.5 7.0 11.0 1.3 0.5 1.0 2.8
A7 ケア関連の記録 3.3 3.3

A  集計 3.5 0.5 7.0 11.0 4.7 0.5 1.0 6.2
B
B1 清潔・整容：見守り 0.5 0.5 0.5 0.5
B3 清潔：直接介助・片付け 16.5 4.3 5.0 25.8 31.8 9.0 2.5 43.3
B4 更衣：声かけ
B6 更衣：直接介助・片付け 6.5 10.0 8.3 24.8 14.0 14.5 5.0 33.5
B8 排泄：声かけ 8.5 8.5 7.5 24.5 4.0 30.0 31.5 65.5
B9 食事：見守り
B10 食事：声かけ
B11 食事：直接介助・片付け 5.5 37.0 22.5 65.0 2.0 22.2 18.0 42.2
B17 移乗：直接介助・片付け 5.0 1.0 6.0
B18 移動：見守り
B19 移動：声かけ 2.0 2.0
B20 移動：直接介助・片付け 3.5 3.0 4.5 11.0 4.0 10.0 19.5 33.5
B22 体位・姿勢保持：声かけ
B23 体位・姿勢保持：直接介助・片付け 0.5 2.0 5.0 7.5 10.5 6.5 17.0
B31 測定：声かけ 0.5 0.5
B36 環境整備：見守り 0.5 0.5
B38 環境整備：直接介助・片付け 5.0 5.0 10.0 1.5 6.3 5.0 12.8
B40 寝具・リネンの交換
B42 物品管理
B45 コミュニケーション：会話 4.5 4.5
B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 103.5 71.7 32.5 207.7 42.2 78.7 44.5 165.3
B47 コミュニケーション：ニーズ把握
B49 その他の見守り 1.8 1.0 2.8
B50 その他 3.5 1.3 2.8 7.7 1.5 0.5 3.5 5.5

B  集計 149.0 147.8 93.2 390.0 105.3 186.7 138.0 430.0
C
C 1 投薬 0.5 0.3 0.8 2.0 2.0 4.0
C 9 処置：実施
C 10 検査・測定 1.0 1.0
C 16 感染予防 2.0 2.0 6.0 6.0
C 23 ？ 0.3 0.3

C  集計 1.5 2.3 3.8 2.0 6.3 2.0 10.3
D
D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 1.0 1.0 2.0
D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 25.0 18.0 8.0 51.0 32.2 31.0 2.5 65.7
D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 0.3 1.5 2.5 4.3
D 5 レクリエーション活動（個別）：準備 1.0 1.0
D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 2.0 2.5 4.5 3.0 5.0 8.0
D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 0.5 0.5
D 8 レクリエーション活動（個別）：その他
D 16 送迎 2.7 2.7

D  集計 28.0 21.7 10.5 60.2 37.0 32.5 10.0 79.5
E
E1

E 集計
F
F1 利用者に直接関連しない業務
F2 休憩・食事等 1.0 1.0

F 集計 1.0 1.0
総計 406.0 531.0 510.0 1447.0 407.0 541.0 541.0 1489.0

2016/2/23 2016/2/25
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表 15－１．児童発達支援 Y および放課後デイ Y における共通・個別業務 

 
 
 
 

日付 2016/2/2

業務
コード

内　　容 Ach Mort Mu rt Fjmr Hmna Swgc i Smno K ji Otka 総計

A
A3 家族とのやり取り 1.0 5.5 6.5
A4 職員間の連絡 13.0 2.0 21.0 71.5 60.0 10.0 80.5 3.0 261.0
A6 ケア関連会議 23.0 12.0 35.0
A7 ケア関連の記録 19.0 25.0 174.0 8.0 173.0 399.0

A 集計 37 .0 2 .0 26 .5 102 .5 85 .0 184 .0 88 .5 176 .0 701 .5
B

B3 清潔：直接介助・片付け 1.0 7.0 2.0 1.0 11.0
B4 更衣：見守り 14.5 6.0 1.0 10.0 17.5 3.0 52.0
B5 更衣：声かけ 10.0 2.0 5.5 7.0 15.5 1.0 3.0 44.0
B6 更衣：直接介助・片付け 6.5 6.5 10.5 5.0 9.0 1.0 38.5
B8 排泄：声かけ 9.0 3.0 1.0 3.0 2.0 2.0 20.0
B9 食事：見守り 4.0 6.0 5.0 6.3 4.7 10.0 36.0
B10 食事：声かけ 5.0 3.0 3.3 2.8 5.7 19.8
B11 食事：直接介助・片付け 17.5 30.5 29.0 3.0 19.0 1.0 100.0
B15 移乗：見守り 8.0 8.0
B17 移乗：直接介助 1.0 8.0 9.0
B18 移動：見守り 5.0 3.0 1.0 13.0 6.0 2.0 30.0
B19 移動：声かけ 4.0 11.5 5.0 6.0 12.0 38.5
B20 移動：直接介助・片付け 20.0 12.5 26.0 16.0 19.0 93.5
B27 行動障害への対応：見守り 1.0 1.0
B28 行動障害への対応：声かけ 0.5 0.5
B29 行動障害への対応：直接介助・片付け 10.0 6.0 36.5 52.5 1.0 106.0
B33 代理行為：見守り 10.0 7.0 17.0
B34 代理行為：声かけ 2.0 14.5 2.0 18.5
B35 代理行為：直接介助・片付け 3.0 13.0 16.0
B36 環境整備：見守り 26.0 26.0
B37 環境整備：声かけ 1.0 1.0
B38 環境整備：直接介助・片付け 25.0 21.5 3.0 1.0 60.0 110.5
B42 物品管理 14.0 7.0 21.0
B45 コミュニケーション：会話 2.0 13.5 7.5 13.8 2.0 12.5 21.0 36.0 108.3
B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 2.0 4.0 10.3 7.0 9.0 31.0 196.5 259.8
B47 コミュニケーション：ニーズ把握 2.5 2.5
B49 その他の見守り 3.0 8.0 11.0

B 集計 150 .5 113 .5 180 .2 157 .0 126 .3 137 .0 222 .5 10 .0 102 .5 1199 .5
C

C10 検査・測定 4.0 4.0
C16 感染予防 1.5 1.0 0.5 3.0
C19 作業療法：遊び 1.0 1.0

C 集計 1 .5 1 .0 0 .5 4 .0 1 .0 8 .0
D

D1 レクリエーション活動（集団）：準備 34.0 27.0 5.0 2.0 2.0 2.0 10.5 82.5
D2 レクリエーション活動（集団）：実施 34.0 30.0 59.0 90.3 173.0 29.5 24.5 62.0 31.5 533.8
D3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 9.0 6.0 3.5 3.0 7.0 5.0 3.0 1.5 38.0
D5 レクリエーション活動（個別）：準備 6.0 1.0 2.0 1.0 3.0 2.0 18.0 33.0
D6 レクリエーション活動（個別）：実施 81.0 172.0 68.5 46.5 32.0 51.0 3.0 454.0
D7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 1.0 2.0 4.0 5.0 12.0
D8 レクリエーション活動（個別）：その他 2.0 2.0
D13 外出（1日以内） 8.2 17.0 25.2

D 集計 165 .0 236 .0 140 .5 151 .5 229 .0 36 .5 82 .5 76 .0 66 .5 1183 .5
F

F1 利用者に直接関連しない業務 1.0 3.0 3.0 49.0 42.5 3.0 69.0 170.5
F2 休憩・食事等 7.5 8.5 10.3 36.0 65.7 58.0 70.0 96.0 352.0
F3 その他 15.0 15.0

F 集計 7 .5 8 .5 11 .3 39 .0 68 .7 122 .0 112 .5 3 .0 165 .0 537 .5
総計 360 .0 360 .0 360 .0 450 .0 510 .0 480 .0 510 .0 90 .0 510 .0 3630 .0

児童発達 Y 放課後デイ Y
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表 15－２．児童発達支援 SL および放課後デイ SL における共通・個別業務 

 
 
 
 
 
 
 

日付 2016/2/3

業務
コード

内　　容 Sito Ngym Krmya Skma Szki Tmh r i Ymda Umfj S rai 総計

A 67 .0 27 .0 54 .0 63 .0 55 .0 162 .0 428 .0

A3 家族とのやり取り 10.0 10.0 20.0

A4 職員間の連絡 7.0 16.0 34.0 39.0 35.0 4.0 135.0

A5 外部との連絡 1.0 1.0

A6 ケア関連会議 60.0 60.0

A7 ケア関連の記録 1.0 20.0 23.0 20.0 148.0 212.0

B 225 .0 139 .0 220 .0 75 .0 187 .5 292 .0 313 .0 293 .0 87 .0 1831 .5

B1 清潔・整容：見守り 4.0 5.0 0.5 9.5

B2 清潔・整容：声かけ 1.0 2.0 6.5 9.5

B3 清潔：直接介助・片付け 1.0 1.0 1.0 3.0

B4 更衣：見守り 1.0 3.0 4.0

B5 更衣：声かけ 7.0 7.0

B6 更衣：直接介助・片付け 2.0 17.0 1.0 20.0

B8 排泄：声かけ 6.0 1.0 2.0 8.0 12.0 10.0 1.0 40.0

B9 食事：見守り 10.0 37.0 37.0 37.0 121.0

B10 食事：声かけ 13.0 1.0 4.0 2.0 10.0 9.0 10.0 49.0

B11 食事：直接介助・片付け 12.0 30.0 7.0 40.0 14.0 103.0

B12 起居・体位交換：見守り 13.0 13.0

B13 起居・体位交換：声かけ 3.0 3.0

B18 移動：見守り 3.0 13.0 16.0

B19 移動：声かけ 4.0 2.0 6.0

B20 移動：直接介助・片付け 35.0 24.0 33.0 17.0 27.0 136.0

B24 補装具・自助具の着脱：見守り 1.0 1.0

B26 補装具・自助具の着脱：直接介助 4.0 4.0

B33 代理行為：見守り 12.0 3.5 21.0 1.0 37.5

B34 代理行為：声かけ 36.0 20.0 21.0 77.0

B35 代理行為：直接介助・片付け 8.0 8.0

B37 環境整備：声かけ 0.5 0.5

B38 環境整備：直接介助・片付け 59.0 59.0

B45 コミュニケーション：会話 2.0 8.0 16.5 5.0 23.0 21.0 11.0 86.5

B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 10.0 32.0 47.0 176.0 181.0 173.0 8.0 627.0

B47 コミュニケーション：ニーズ把握 19.0 2.0 21.0

B49 その他の見守り 19.0 19.0

B50 その他 141.0 71.0 97.0 40.0 1.0 1.0 351.0

D 65 .0 190 .0 41 .0 105 .0 19 .5 62 .0 41 .0 30 .0 84 .0 637 .5

D1 レクリエーション活動（集団）：準備 65.0 41.0 15.0 3.5 20.0 10.0 14.0 168.5

D2 レクリエーション活動（集団）：実施 111.0 25.0 90.0 16.0 18.0 26.0 6.0 9.0 301.0

D3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 17.0 12.0 5.0 10.0 45.0 89.0

D5 レクリエーション活動（個別）：準備 5.0 5.0

D6 レクリエーション活動（個別）：実施 19.0 13.0 26.0 58.0

D7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 2.0 1.0 2.0 7.0 4.0 16.0

F 153 .0 154 .0 39 .0 93 .0 102 .0 93 .0 102 .0 117 .0 853 .0

F1 利用者に直接関連しない業務 85.0 94.0 31.0 73.0 52.0 46.0 55.0 51.0 487.0

F2 休憩・食事等 67.0 60.0 4.0 17.0 50.0 47.0 47.0 56.0 348.0

F3 その他 1.0 4.0 3.0 10.0 18.0

総計 510 .0 510 .0 300 .0 180 .0 300 .0 510 .0 510 .0 480 .0 450 .0 3750 .0

児童発達支援 SL 放課後等デイ SL
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表 16－１．放課後等デイ S における共通業務 

 
 
 
 
 
 
 
 

日付 日付

業務

コード
内　　奥 S O T U 総計 K O T U 総計

共通

A

A 3 家族とのやり取り 2.0 4.0 15.0 39.0 60.0 10.0 16.0 2.0 28.0

A 4 職員間の連絡 11.0 9.0 9.0 22.0 51.0 6.0 8.0 21.0 20.0 55.0

A 5 外部機関との連絡 5.0 1.0 4.0 10.0 20.0 2.0 0.5 8.0 10.5

A 6 ケア関連会議 2.0 2.0

A 7 ケア関連の記録 63.0 16.0 3.0 283.0 365.0 7.0 31.0 1.0 39.0

A  集計 81.0 30.0 31.0 356.0 498.0 13.0 51.0 38.5 30.0 132.5

B

B 5 更衣：声かけ 1.0 1.0

B 6 更衣：直接介助・片付け 1.0 1.0 1.0 1.0

B 8 排泄：声かけ 3.0 3.0

B 9 食事：見守り 21.0 4.0 7.0 32.0

B 10 食事：声かけ 7.0 1.0 8.0

B 11 食事：直接介助・片付け 2.0 2.0 1.0 23.0 3.0 27.0

B 14 起居・体位交換：直接介助 4.0 4.0

B 15 移乗：見守り 5.0 5.0

B 17 移乗：直接介助・片付け 1.0 1.0

B 18 移動：見守り 9.0 9.0

B 19 移動：声かけ 1.0 1.0

B 27 行動障害への対応：見守り 1.0 1.0

B 28 行動障害への対応：声かけ 3.0 3.0

B 29 行動障害への対応：直接介助 12.0 12.0

B 36 環境整備：見守り 1.0 1.0

B 38 環境整備：直接介助・片付け 16.0 6.0 22.0 5.0 4.5 9.5

B 41 洗濯 30.0 30.0

B 42 物品管理 2.0 2.0

B 45 コミュニケーション：会話 1.0 3.0 4.0 1.0 3.0 3.0 1.5 8.5

B 46 コミュニケーション：心理的援助・助言 1.0 1.0 9.0 9.0

B 49 その他の見守り 5.0 2.0 7.0

B  集計 40.0 30.0 7.0 77.0 2.0 94.0 15.0 17.0 128.0

C

C 16 感染予防 84.0 84.0

C  集計 84.0 84.0

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 21.0 28.0 40.0 89.0 5.0 12.0 17.0

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 5.0 1.0 6.0 7.0 27.0 4.0 3.0 41.0

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 5.0 4.0 8.0 17.0 17.0 15.0 32.0

D 5 レクリエーション活動（個別）：準備 54.0 6.0 6.0 66.0 12.0 3.0 15.0

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 1.0 1.0 7.0 3.0 10.0

D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 6.0 1.0 1.0 8.0 13.0 13.0

D 8 レクリエーション活動（個別）：その他 1.0 1.0

D 16 送迎 90.0 4.0 102.0 18.0 214.0 33.0 48.0 88.0 169.0

D  集計 116.0 102.0 150.0 33.0 401.0 40.0 69.0 98.0 91.0 298.0

F

F1 利用者に直接関連しない業務 25.0 35.0 181.0 24.0 265.0 105.0 46.0 50.5 223.0 424.5

F2 休憩・食事等 60.0 3.0 59.0 122.0 59.0 44.0 46.0 149.0

F3 その他 2.0 2.0

F  集計 85.0 35.0 186.0 83.0 389.0 164.0 90.0 96.5 223.0 573.5

2015/12/21 2016/2/8
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表 16－２．放課後デイ S における個別業務 

 
 
 
 
 
 

日付 日付

業務コード S O T U 総計 K O T U 総計

個別

A

A 3 家族とのやり取り 12.0 1.0 33.0 46.0 18.0 2.0 1.0 21.0

A 4 職員間の連絡 3.5 4.0 7.5 1.5 7.0 2.5 11.0

A 5 外部機関との連絡 2.0 7.0 1.0 10.0

A 7 ケア関連の記録 1.0 1.0 2.0 2.0

A  集計 14.0 4.5 7.0 39.0 64.5 1.0 1.0

B 2.5 27.0 4.5 1.0 35.0

B 2 清潔：声かけ

B3 清潔：直接介助・片付け 3.0 3.0

B 4 更衣：見守り 2.0 3.0 5.0

B 5 更衣：声かけ 2.0 2.0 1.0 1.0

B 6 更衣：直接介助・片付け 3.0 6.0 1.0 10.0 1.0 1.0

B 8 排泄：声かけ 17.0 19.0 1.0 37.0 4.0 4.0

B 9 食事：見守り 1.0 1.0 12.0 13.0 2.0 27.0

B 10 食事：声かけ 1.0 2.0 3.0 4.0 1.0 3.0 8.0

B 11 食事：直接介助・片付け 12.0 11.0 4.0 27.0 2.0 2.5 4.5

B 14 起居・体位交換：直接介助 1.0 1.0 2.0 4.0 2.0 22.0 28.0

B 15 移乗：見守り 2.0 2.0 1.0 1.0

B 17 移乗：直接介助・片付け 2.0 4.0 2.0 5.0 13.0

B 18 移動：見守り 2.0 1.0 3.0 1.0 7.0 1.0 1.0

B 19 移動：声かけ 1.0 1.0 2.0 8.0 1.0 11.0

B 20 移動：直接介助・片付け 4.0 3.0 3.0 10.0 4.0 4.0

B 26 補装具・自助具の着脱：直接介助 3.0 7.0 10.0

B 27 行動障害への対応：見守り 2.0 2.0

B 28 行動障害への対応：声かけ 3.0 1.0 1.0 5.0 29.0 21.0 50.0 100.0

B 29 行動障害への対応：直接介助 2.5 19.0 32.5 4.0 58.0

B 35 代理行為：直接介助・片付け 13.0 13.0

B 36 環境整備：見守り 4.0 4.0

B 38 環境整備：直接介助・片付け 2.0 2.0 14.0 14.0

B 45 コミュニケーション：会話 26.0 25.5 5.0 56.5 5.0 2.0 7.0

B 46 コミュニケーション：心理的援助・助言 48.0 2.0 11.0 26.0 87.0 9.0 58.5 34.0 14.0 115.5

B 49 その他の見守り 15.5 15.5 31.0 11.5 1.0 6.0 49.5

B  集計 126.0 104.0 28.0 40.0 298.0 8.0 26.5 40.0 74.5

C

C 16 感染予防 10.0 0.5 10.5

C 20 その他 6.0 6.0

C  集計 10.0 6.5 16.5

D 49.5 169.0 166.5 144.0 529.0

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 1.0 1.0

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 8.0 25.0 26.0 59.0 11.0 0.5 11.5

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 1.0 2.0 10.0 13.0 8.0 10.0 10.0 28.0

D 5 レクリエーション活動（個別）：準備 3.0 1.0 4.0 7.0 1.0 1.0 9.0

D 6 レクリエーション活動（個別）：実施 14.0 8.0 6.0 8.0 36.0 3.0 0.5 3.5

D 7 レクリエーション活動（個別）：片づけ 1.0 1.0 41.0 56.0 112.0 1.0 210.0

D 8 レクリエーション活動（個別）：その他 2.0 2.0

D 16 送迎 15.0 13.0 42.0 23.0 93.0 2.0 5.0 7.0

D  集計 44.0 48.0 78.0 42.0 212.0 38.0 51.0 92.0 181.0

F 89.0 87.0 180.0 94.0 450.0

F1 利用者に直接関連しない業務 13.0 1.0 14.0

F  集計 13.0 1.0 14.0

総計 600.0 360.0 480.0 600.0 2040.0 360.0 600.0 600.0 600.0 2160.0

2015/12/21 2016/2/8
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表 17．放課後デイ I における共通・個別業務 

 
 
 
 

日付 日付

コード  It K s Tk N t 総計 K s Tk N t It 総計

共通

A

A3 家族とのやり取り 2.5 0.5 1.5 2.5 7.0 2.5 10.0 5.5 18.0

A4 職員間の連絡 38.2 39.0 34.3 38.0 149.5 12.0 19.0 22.5 24.2 77.7

A6 ケア関連会議 70.0 71.5 41.0 182.5

A7 ケア関連の記録 55.0 57.0 56.0 55.0 223.0 9.0 5.5 1.0 55.0 70.5

A  集計 95.7 96.5 91.8 95.5 379.5 93.5 96.0 74.5 84.7 348.7

B

B35 代理行為：直接介助 0.3 0.3

B38 環境整備：直接介助・片付け 3.5 3.5

B45 コミュニケーション：会話 1.5 3.5 3.0 8.0 7.2 7.2

B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 2.5 4.5 3.5 10.5 9.0 0.5 5.0 21.7 36.2

B  集計 4.0 8.0 6.8 18.8 9.0 0.5 5.0 32.3 46.8

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 17.7 12.0 22.3 28.0 80.0 13.5 9.0 18.0 16.2 56.7

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 12.3 15.0 43.0 58.0 128.3 32.5 3.0 52.5 23.3 111.3

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 1.3 1.5 8.5 4.5 15.8 5.0 10.0 15.0 5.5 35.5

D  集計 31.3 28.5 73.8 90.5 224.2 51.0 22.0 85.5 45.0 203.5

F

F1 利用者に直接関連しない業務 40.0 34.0 42.5 44.0 160.5 26.5 50.5 33.0 36.0 146.0

F2 休憩 15.0 15.0

F 集計 40.0 34.0 42.5 44.0 160.5 26.5 50.5 33.0 51.0 161.0

個別

A

A3 家族とのやり取り 4.8 5.8 1.0 11.7 8.5 1.5 0.5 10.5

A4 職員間の連絡 3.2 5.5 1.5 0.5 10.7 1.0 1.0

A  集計 8.0 11.3 2.5 0.5 22.3 8.5 1.5 1.5 11.5

B

B6 更衣：直接介助・片付け 1.0 1.0

B36 環境整備：見守り 1.5 1.5

B38 環境整備：直接介助・片付け 7.5 1.0 8.5

B45 コミュニケーション：会話 28.0 14.3 3.0 4.0 49.3 3.0 2.0 3.0 8.0

B46 コミュニケーション：心理的援助・助言 21.5 19.0 8.5 1.0 50.0 9.5 15.0 13.0 37.5

B  集計 57.0 34.8 13.5 5.0 110.3 12.5 17.0 16.0 45.5

C

C 9 処置（自己導尿以外）：実施 5.0 5.0

C  集計 5.0 5.0

D

D 1 レクリエーション活動（集団）：準備 6.0 7.0 3.0 6.5 22.5 7.0 2.0 9.0

D 2 レクリエーション活動（集団）：実施 45.0 63.0 55.5 44.0 207.5 24.5 13.5 5.0 22.5 65.5

D 3 レクリエーション活動（集団）：片づけ 4.0 1.8 3.5 6.0 15.3 10.5 7.0 3.0 20.5

D  集計 55.0 71.8 62.0 56.5 245.3 35.0 27.5 5.0 27.5 95.0

F

F1 利用者に直接関連しない業務 1.0 1.0 2.0

F 集計 1.0 1.0 2.0

総計 291.0 290.0 293.0 292.0 1166.0 236.0 216.0 203.0 259.0 914.0

2016/2/272016/2/13
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表 18－１．タイムスタディコードとあけぼのコードの比較対照 

  
 
 
 

◆入所者に関連する業務　 ◆　利用児に関連する業務

Ａ．相談・ケアマネジメント業務　 あけぼの Ａ．　専門的支援のための業務、相談支援・家族支援・職員連携・地域連携

コード

Ｂ４ 保護者連携１：直接的（連絡・報告） 体調、スケジュール、エピソードなど

Ｂ５ 保護者連携２：直接的（相談・助言） 子育て、発達、就園・就学、資源利用等

Ｂ６ 保護者連携３：間接的（連絡帳など） 連絡帳、連絡用紙、手紙など（電話は直接的支援）

Ｃ１１ 健康管理６：情報共有（保護者）

Ｂ２ 職員間の情報共有 会議ではない、子どもに関しての職員間の連絡、情報交換

Ｃ１ 職員連携１：情報共有 療育中の情報共有

Ｃ２ 職員連携２：指示（発信） 療育中に動きを他職員に指示する

Ｃ３ 職員連携３：指示（受信） 療育中に動きを他職員から指示される

Ｃ９ 健康管理：情報共有（職員間）

Ｃ１０ 健康管理：情報共有（診療所）

Ａ５ 外部・他機関との連絡 Ｂ９ 外部・他機関との連携 子どもが関わる他機関との連絡連携

Ａ６ ケア関連会議 Ｂ１ 会議（室会、スタッフミーティングなど） 室会、スタッフミーティング、グループ会議、ケース会議など

Ａ７ ケア関連の記録・確認、関連記録の整理 Ｂ７ 記録 療育記録、日報など

Ａ８ 個別支援計画の作成 （今回は設定していない） 個別支援計画の作成、ミーティング、児発管によるチェック

Ａ９ 利用者との契約・契約内容の見直し （今回は設定していない） 重要事項説明、契約

Ａ１０ その他 Ｂ３ 他部門連携 事業所内の他部門との連携、学園診療所との連携

Ｂ８ 送迎（バス・送迎車） 通園バス、子ども安全管理、保護者連絡・対応、準備、運転

Ｂ１２ その他

（Ｂ１０はＢ３８）

Ｂ．専門的生活介護業務

Ｂ１ 見守り

Ｂ２ 声かけ・聞き取り

Ｂ３ 直接介助、事前準備、後片づけ

Ｂ４ 見守り Ｃ１４ 着替え・支度１：見守り

Ｂ５ 声かけ、聞き取り Ｃ１５ 着替え・支度２：誘導・指示

Ｂ６ 直接介助、事前準備、後片づけ Ｃ１６ 着替え・支度３：直接的援助

Ｂ７ 入浴 入浴 非該当

Ｃ１２ トイレ１：見守り

Ｃ１３ トイレ２：誘導、食説的援助・介助

Ｂ９ 見守り Ｃ１８ 食事・おやつ２：見守り

Ｂ１０ 声かけ、聞き取り Ｃ１９ 食事・おやつ３：見守り

直接介助 Ｃ２０ 食事・おやつ４：見守り

事前準備、後片づけ Ｃ１７ 食事・おやつ１：見守り

Ｂ１２ 見守り

Ｂ１３ 声かけ、聞き取り

Ｂ１４ 直接介助、事前準備、後片づけ

Ｂ１５ 見守り

Ｂ１６ 声かけ、聞き取り

Ｂ１７ 直接介助、事前準備、後片づけ

Ｂ１８ 見守り

Ｂ１９ 声かけ、聞き取り

Ｂ２０ 直接介助、事前準備、後片づけ Ｃ５１ 姿勢・運動３：移動介助

Ｂ２１ 見守り Ｃ４９ 姿勢・運動１：見守り

Ｂ２２ 声かけ、聞き取り

Ｂ２３ 直接介助、事前準備、後片づけ Ｃ５０ 姿勢・運動２：姿勢介助

Ｂ２７ 見守り

Ｂ２８ 声掛け、聞き取り

Ｂ２９ 直接介助、、事前準備、後片づけ

Ｂ３０ 見守り

Ｂ３１ 声かけ、聞き取り

Ｂ３２ 直接介助、事前準備、後片づけ Ｃ６ 健康管理：検温

Ｂ３３ 見守り

Ｂ３４ 声かけ、聞き取り

Ｂ３５ 直接介助、事前準備、後片づけ

Ｂ３６ 環境整備 見守り

Ｂ３７ 声かけ、聞き取り

Ｂ３８ 直接介助、事前準備、後片づけ Ｂ１０ 環境整備 療育前後の療育室環境の整備、清掃、教材の整理

Ｃ３ 環境整備：遊び・活動の準備 療育中の子ども・活動に合わせた教材・備品の準備

Ｃ４ 環境整備：遊び・活動の片づけ 療育中の遊び・活動終了後の片づけ・整備

（直接療育に関わらない学園全体の環境整備は、Ａ５＝Ｆ１）

Ｂ４５ 会話（挨拶・対話・雑談） Ｃ４８ 他に該当しない会話、挨拶、雑談など スキンシップ、ノンバーバルコミュニケーションも含める。

Ｂ４６ 会話（心理的援助・助言・指導） Ｃ２６ 遊び・活動／個別６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ２７ 遊び・活動／個別７：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｃ３３ 遊び・活動／集団６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ３４ 遊び・活動／集団７：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｃ４０ 対人行動６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ４１ 対人行動７：フィードバック８注意・制止・禁止）→Ｂ４６

Ｃ４６ 行動５：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ４７ 行動６：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｂ４７ ニーズ把握（会話以外）

Ｂ４９ その他の見守り その他の見守り Ｂ１１ 入室時の出迎え・見送り、支度の見守り

Ｃ５６ その他の見守り（健康状態、安全確認など）

Ｂ５０ その他 その他

体位・姿勢保持

行動障害への対応

測定

代理行為

Ａ３
家族に対する説明・家族に対する情報収集、家族に対す
る指導・助言

Ａ４ 職員間の連絡

Ｂ１１

清潔・整容

更衣

食事

起居・体位変換

Ｃ９，１０を使用せず、Ｃ１に含めた。

＊「注意、制止、禁止」はこの項目にフィットしないが、「会話の指導」に近いのでここに対応させた。

Ｂ，健康及び基本的生活行動への支援

コミュニケーション

業務例（児童発達支援・放課後デイの該当項目と内容）項目

Ｂ８ 排泄 排泄

着替え、靴、登園・降園時の持ち物の支度など

移乗

移動

Ｃ７
健康管理２：手洗い､鼻かみなどの衛生指導、感染
予防

タイムスタディ業務コード

業務例（児童発達支援・放課後デイの該当項目と内容）

業務分類 あけぼの分類

項目
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表 18－２．タイムスタディコードとあけぼのコードの比較対照（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｃ１ 投薬 投薬 Ｃ８ 健康管理：投薬

Ｃ１６ 感染予防 感染予防

Ｃ１９ 作業療法 作業療法 Ｃ２１ 遊び・活動／個別１：見守り

Ｃ２２ 遊び・活動／個別２：子供の遊びへの参加

Ｃ２３ 遊び・活動／個別３：誘導・指示

Ｃ２４ 遊び・活動／個別４：提示・モデル・説明・教示

Ｃ２５ 遊び・活動／個別５：直接的援助・介助

Ｃ２６ 遊び・活動／個別６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ２７ 遊び・活動／個別７：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｃ２０ その他 Ｃ４２ 行動１：見守り

Ｃ４３ 行動２：誘導・指示

Ｃ４４ 行動３：モデル・説明・教示

Ｃ４５ 行動４：直接的援助・介助

Ｃ４６ 行動５：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ４７ 行動６：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｃ５５ 個別療育

Ｃ５７ その他

Ｄ１ 事前準備

行事実施・活動中の援助 Ｃ２８ 遊び・活動／集団１：見守り

Ｃ２９ 遊び・活動／集団２：子供の遊びへの参加

Ｃ３０ 遊び・活動／集団３：誘導・指示

Ｃ３１ 遊び・活動／集団４：提示・モデル・説明・教示

Ｃ３２ 遊び・活動／集団５：直接的援助・介助

Ｃ３３ 遊び・活動／集団６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ３４ 遊び・活動／集団７：フィードバック（注意、制止、禁止）→Ｂ４６

Ｄ１０ 活動中の援助 Ｃ３５ 対人行動１：見守り・観察

Ｃ３６ 対人行動２：子供の仲間遊びへの参加

Ｃ３７ 対人行動３：誘導・指示

Ｃ３８ 対人行動４：モデル・説明・教示

Ｃ３９ 対人行動５：仲介・直接的援助

Ｃ４０ 対人行動６：フィードバック（共感・褒める・励ます）→Ｂ４６

Ｃ４１ 対人行動７：フィードバック８注意・制止・禁止）→Ｂ４６

Ｄ１１ 後片付け

Ｄ１２ その他

Ｄ１３ 事前準備・下調べ等

Ｄ１４ Ｃ５２ 事業所外での活動（散歩など）１：見守り・観察

Ｃ５３ 事業所外での活動（散歩など）２：遊びへの支援

Ｃ５４ 事業所外での活動（散歩など）３：行動への支援

◆その他 ◆事業所全体の活動に関する業務、その他

Ｆ．その他業務 Ｆ．事業所全体の活動に関する業務

Ｆ１ 直接個別の利用者に関連しない職員の諸業務 Ａ１ Ｆ１－①全体会議 朝礼など

Ａ２ Ｆ１－②機能・目的別会議 委員会など

Ａ３ Ｆ１－③書類作成 利用者に直接関連しない記録等の作成、事業所日報など

Ａ４ Ｆ１－④職員情報交換 会議以外での情報交換など

Ａ５ Ｆ１－⑤環境整備 療育環境以外の学園環境の整備、清掃、備品管理など

Ａ６ Ｆ１－⑥職員育成・研修

Ｆ１－⑦その他

Ｆ２ 休憩、食事、使用等、職員の業務外の行動

Ｆ３ その他 Ａ７

集団の遊びが他にないので、ここに対応させる

項目

行事、クラブ・サークル活動、余暇、レクリエーション活動
（集団）Ｄ２

タイムスタディ業務コード

業務分類 あけぼの分類

業務例（児童発達支援・放課後デイの該当項目と内容）

Ｄ．社会参加支援業務 Ｃ．社会参加支援業務

遊びの項目が作業療法にしかないので、ここに対応させる

遊びと遊びの間の探索行動、移動中の行動、情緒的行動など。行動
障害・問題行動ではないので、ここに対応させる。「問題行動」に近い
場合も、ここに対応させた。

項目 業務例（児童発達支援・放課後デイの該当項目と内容）

外出（１日以内）

子ども同士の対人行動・遊びの項目がないので、ここに対応させる

散歩（屋外）

業務例（児童発達支援・放課後デイの該当項目と内容）項目

Ｃ．治療・健康管理業務 Ｃ．専門的発達支援
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表 19－１ 児童発達支援 A における新規業務コードによる業務記録（共通業務） 

 
 
 
 
 
 
 
 

コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間
共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通
A A A A A A A A
A 1 20.0 A 1 25.0 A 1 30.0 A 1 30.0 A 3 31.0 A 3 27.5 A 7 3.5 A 4 41.0

A  集計 20.0 A 7 1.7 A 2 61.0 A 2 61.0 A 7 9.5 A 6 22.5 A  集計 3.5 A  集計 41.0
B A  集計 26.7 A  集計 91.0 A 7 5.5 A  集計 40.5 A 7 10.0 B B
B 1 65.0 B B A  集計 96.5 B A  集計 60.0 B 1 15.0 B 10 46.5
B 2 16.3 B 1 40.0 B 1 25.0 B B 1 10.0 B B 2 21.5 B 11 9.5
B 6 1.0 B 2 20.0 B 4 5.3 B 1 20.0 B 2 12.5 B 2 21.0 B 6 25.0 B 12 9.3
B 7 26.0 B 6 2.0 B 7 20.0 B 4 2.5 B 6 12.5 B 3 7.5 B 7 32.0 B 2 18.0
B 8 110.0 B 7 46.0 B 9 10.0 B 7 25.0 B 8 60.0 B 6 12.5 B 8 70.0 B 4 6.3

B  集計 218.3 B 9 5.0 B 10 55.0 B 9 5.0 B 9 3.5 B 8 60.0 B 9 1.0 B 6 32.2
C B 10 63.0 B 11 2.5 B 10 55.0 B 10 2.5 B 9 0.5 B 11 9.8 B 7 55.0
C 1 0.5 B 11 5.0 B 12 5.0 B 11 2.5 B 11 5.0 B 11 13.2 B 12 32.5 B 8 2.0
C 2 0.5 B  集計 181.0 B  集計 122.8 B  集計 110.0 B 12 53.5 B 12 15.0 B 13 2.0 B  集計 178.8
C 4 80.7 C C C B  集計 159.5 B  集計 129.7 B  集計 208.8 C
C 5 2.0 C 1 1.5 C 1 0.6 C 1 1.0 C C C C 1 1.5
C 7 2.3 C 2 1.0 C 3 1.3 C 2 0.5 C 1 6.3 C 1 17.0 C 1 2.2 C 13 1.0
C 13 6.3 C 4 65.8 C 4 20.4 C 3 0.3 C 2 1.0 C 16 2.7 C 2 1.7 C 15 1.5
C 14 2.5 C 5 5.3 C 5 6.6 C 4 16.2 C 4 0.5 C 17 11.0 C 6 0.5 C 16 0.3
C 15 1.5 C 13 0.7 C 7 1.5 C 5 0.8 C 5 0.3 C 18 4.0 C 7 1.8 C 17 6.0
C 17 4.0 C 15 0.3 C 14 1.0 C 7 0.3 C 14 1.0 C 21 8.0 C 13 0.5 C 19 1.5
C 19 1.0 C 17 0.3 C 15 1.2 C 16 0.5 C 16 3.0 C 23 5.5 C 15 1.0 C 2 2.5
C 28 0.5 C 18 1.7 C 16 1.2 C 17 6.5 C 17 5.5 C 35 4.5 C 16 0.3 C 21 8.8
C 30 19.3 C 20 0.7 C 21 12.4 C 18 0.3 C 18 2.0 C 43 0.5 C 17 18.5 C 23 9.3
C 31 15.5 C 21 9.8 C 22 2.8 C 21 17.3 C 19 0.5 C 48 3.2 C 18 4.3 C 25 2.0
C 32 0.3 C 25 0.3 C 23 2.3 C 22 1.3 C 21 1.5 C  集計 56.3 C 19 1.5 C 3 0.5
C 37 0.3 C 26 0.3 C 24 2.8 C 23 6.7 C 23 0.5 C 20 0.5 C 45 0.5
C 38 0.3 C 30 3.8 C 25 1.5 C 24 1.5 C 43 23.3 C 21 1.0 C 46 1.0
C 42 1.0 C 31 16.8 C 26 0.5 C 25 0.8 C 49 6.0 C 23 1.0 C 47 0.5
C 43 3.0 C 33 0.3 C 28 12.1 C 28 0.5 C 56 2.5 C 35 0.5 C 48 3.5
C 45 0.3 C 38 0.5 C 29 7.3 C 30 2.7 C  集計 54.0 C 43 3.0 C 5 2.3
C 47 0.5 C 39 0.5 C 30 0.7 C 31 24.0 C 48 1.7 C 56 0.8
C 48 0.7 C 42 0.5 C 31 14.0 C 32 3.2 C 56 4.7 C 6 1.5
C 49 3.5 C 43 7.8 C 32 0.3 C 37 2.0 C 57 2.0 C  集計 45.2

C  集計 146.7 C 44 0.3 C 34 0.3 C 38 0.5 C  集計 46.7
C 48 2.0 C 37 0.5 C 42 3.3
C 49 34.0 C 39 0.8 C 43 5.5
C 57 0.8 C 43 2.3 C 48 1.7

C  集計 155.3 C 46 0.3 C 49 18.5
C 47 1.1 C 55 50.0
C 51 4.8 C 57 1.5
C 55 50.0 C  集計 167.5
C 56 2.0

C  集計 152.2

児童発達支援事業所１（あけぼのコード　共通）
2016/2/1

Ａ－１ Ｂ－１Ａ－２ Ｃ－１ Ｃ－２ Ｄ－１Ｂ－２ Ｄ－２
2016/1/5 2016/1/72016/1/8 2016/1/14 2016/1/19 2016/1/262016/1/28
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表 19－２ 児童発達支援 A における新規業務コードによる業務記録（個別業務） 

 

コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間 コード 時間
個別 個別 個別 個別 個別 個別 個別 個別
A A A A B B B B
A 4 0.5 A 7 7.0 A 7 6.2 A 7 10.0 B 6 0.5 B 6 1.2 B 6 4.2 B 10 0.8
A 7 3.0 A  集計 7.0 A  集計 6.2 A  集計 10.0 B 9 3.3 B 9 1.0 B 7 1.0 B 11 7.0

A  集計 3.5 B C B B 12 1.0 B 11 0.5 B 9 0.5 B 6 5.8
B B 6 0.3 C 4 3.1 B 11 1.0 B  集計 4.8 B  集計 2.7 B 11 3.3 B  集計 13.7
B 2 1.2 B 10 0.5 C 5 0.3 B 20 0.3 C C B 12 0.3 C
B 4 0.5 B 12 0.5 C 7 2.0 B  集計 1.3 C 1 0.8 C 1 0.5 B 35 0.7 C 12 1.5
B 6 0.5 B 57 0.5 C 13 6.8 C C 2 0.7 C 6 1.3 B 39 0.5 C 13 1.0

B  集計 2.2 B  集計 1.8 C 14 1.7 C 2 0.7 C 4 0.8 C 7 0.5 B  集計 10.5 C 16 1.0
C C C 17 2.5 C 3 1.1 C 14 0.5 C 17 0.5 C C 19 0.5
C 1 1.8 C 1 1.7 C 18 8.3 C 4 0.8 C 18 0.5 C 21 0.7 C 1 2.3 C 21 3.2
C 2 2.1 C 2 0.5 C 19 4.0 C 6 1.0 C 21 8.3 C 23 1.7 C 5 1.0 C 23 6.8
C 4 3.0 C 4 2.0 C 20 1.3 C 7 5.2 C 23 1.3 C 27 0.5 C 6 0.5 C 25 4.5
C 7 1.3 C 5 4.3 C 21 16.7 C 13 3.5 C 38 0.5 C 35 2.3 C 7 1.0 C 35 5.0
C 8 0.3 C 7 4.0 C 22 1.3 C 14 1.3 C 39 0.5 C 39 0.3 C 15 0.3 C 37 1.8
C 12 0.5 C 8 0.3 C 23 16.5 C 16 6.1 C 48 7.8 C 41 2.7 C 17 0.5 C 39 4.8
C 13 1.3 C 12 1.3 C 24 8.4 C 17 4.0 C 49 9.0 C 43 1.0 C 18 1.8 C 41 0.3
C 14 0.6 C 13 4.5 C 25 13.3 C 18 2.0 C 52 18.5 C 47 0.5 C 19 2.2 C 42 1.8
C 15 3.9 C 15 0.8 C 26 8.0 C 20 8.7 C 53 18.5 C 48 0.8 C 21 10.8 C 43 0.5
C 16 3.1 C 16 9.3 C 27 0.7 C 21 14.9 C 54 3.0 C  集計 13.3 C 22 1.3 C 45 10.8
C 17 3.8 C 17 0.5 C 28 11.7 C 22 0.8 C 56 0.3 総計 262.0 C 23 5.3 C 46 1.0
C 18 7.5 C 18 0.3 C 29 11.2 C 23 15.2 C  集計 71.2 C 24 0.5 C 47 0.5
C 19 4.5 C 19 2.7 C 30 0.6 C 24 7.9 総計 330.0 C 25 2.5 C 48 5.3
C 20 13.3 C 20 8.0 C 31 0.8 C 25 14.7 C 26 2.7 C 6 0.8
C 21 8.6 C 21 7.5 C 32 10.8 C 26 9.5 C 35 2.3 C 7 1.0
C 22 6.8 C 22 1.0 C 39 1.0 C 27 1.2 C 38 0.5 C  集計 52.3
C 23 13.3 C 23 16.7 C 43 2.3 C 28 4.3 C 39 4.3 総計 331.0
C 24 2.4 C 24 4.1 C 46 0.3 C 31 4.2 C 40 0.5
C 25 11.9 C 25 15.5 C 47 2.8 C 32 4.5 C 41 2.7
C 26 2.9 C 26 2.6 C 48 3.3 C 33 0.8 C 43 1.0
C 27 0.6 C 27 0.8 C 51 14.0 C 34 0.5 C 46 1.5
C 28 0.8 C 30 22.6 C 56 0.3 C 37 0.8 C 47 1.8
C 30 0.8 C 31 2.8 C  集計 153.8 C 38 0.5 C 48 12.0
C 31 1.0 C 35 0.7 総計 526.0 C 39 1.0 C  集計 59.5
C 35 1.1 C 37 0.8 C 42 1.0 総計 329.0
C 36 0.3 C 38 0.3 C 43 4.8
C 37 3.7 C 39 2.3 C 46 2.0
C 38 2.8 C 41 0.5 C 47 1.7
C 39 4.2 C 42 1.8 C 48 1.2
C 41 0.7 C 43 9.5 C 50 8.3
C 42 1.0 C 44 0.8 C 51 6.5
C 43 6.1 C 45 2.7 C  集計 140.7
C 45 0.3 C 46 1.0 総計 526.0
C 46 1.3 C 47 6.8
C 47 4.0 C 48 6.3
C 48 10.3 C 49 1.5
C 49 1.7 C 51 0.5
C 56 1.5 C 56 0.5

C  集計 135.3 C 57 1.5
総計 526.0 C  集計 151.2

総計 523.0

児童発達支援事業所１（あけぼのコード　個別）
2016/1/26 2016/2/1

Ａ－１ Ａ－２ Ｂ－１ Ｂ－２ Ｃ－１ Ｃ－２ Ｄ－１ Ｄ－２
2016/1/5 2016/1/8 2016/1/7 2016/1/28 2016/1/14 2016/1/19
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